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論文要旨 

 

1995年兵庫県南部地震では，1981年以後の新耐震設計法に準じて設計された 5～11階建

ての鉄筋コンクリート（RC）造集合住宅の柱梁接合部に，従来ほとんど見られなかったせ

ん断破壊が発生し，その原因のひとつとして柱と梁の偏心接合が指摘された。その後，柱

と梁の偏心接合を対象とした実験的研究がいくつか行われ，偏心接合による耐力低下が確

認されるものの，耐震設計規準におけるせん断強度式の改善までには至っていない。また，

3次元の有限要素法（FEM）による解析的研究では，RC造部材に関する 3次元のモデル化

を通じて，部材内部での力の 3次元的伝達や破壊機構の把握が可能となってきているにも

関わらず，柱梁接合部の力学的挙動に関する定性的な検討に留まることが多く，偏心接合

部の耐力低下に関する根本的な原因と耐力低下の定量化については未だに課題が残ってい

る。また，解析的検討から得られた研究成果を，柱梁接合部の耐震設計へ応用するところ

までには至っていない。 

以上の背景から，本論文は，柱と梁の偏心接合を含む RC 造柱梁接合部の耐震性能に関

して，3次元 FEM解析による検討を行い，その成果に基づいてより合理的な柱梁接合部の

耐震設計手法の提案を目的としたものである。 

本論文では，柱と梁の偏心接合が十字型の RC 造柱梁接合部の耐震性能に及ぼす影響を

主な研究項目として取り挙げる以外に，直交梁・床スラブが偏心柱梁接合部の耐震性能に

及ぼす影響や，偏心の有無，付着劣化の有無，横補強筋量が柱梁接合部の応力伝達に及ぼ

す影響に関して検討を行い，それらの研究成果に基づいて，柱と梁の偏心接合を含む十字

型 RC造柱梁接合部のせん断強度式の提案を行う。 

本論文では，偏心接合部の諸パラメータに関する解析的検討を通じて，偏心の有無や直

交梁・床スラブの有無によらずに接合部内部のパネルでは対角方向の圧縮ストラットによ

り応力が伝達されることを確認し，偏心接合部の場合は偏心側に圧縮応力が偏りながら集

中して伝達し，それによってひび割れや圧壊が偏心側ほど顕著に現れ，せん断耐力が低下

するなどを示した。 

また，付着性状が劣化すると圧縮ストラットせいが小さくなり、横補強筋が少ないと圧

縮ストラット幅が小さくなるが、接合部内部には付着性状や横補強筋量に関係なくほぼ同

程度の圧縮力を伝達する一定の大きさをもつ圧縮ストラットの領域が存在することを示し

た。また、偏心接合部の耐力低下の原因を，圧縮応力の偏在伝達による有効断面積の減少

と，捩り応力の累加による耐力低下と分析した。 
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これらの成果に基づき，偏心接合を含む柱梁接合部のせん断強度式を誘導，提案すると

同時に，提案した接合部の有効幅に基づいて，柱梁接合部の平均せん断応力度とコンクリ

ート圧縮強度との関係式を求めた。 

本論文は 7章より構成されており，以下各章の概要を示す。 

第 1章「序論」では，本研究の目的と位置付け，および論文の構成について述べた。 

第 2章「既往の研究」では，柱梁接合部の地震被害例や，偏心柱梁接合部の耐震性能に

関する実験および解析での既往の研究について概観し，柱梁接合部の研究課題について述

べた。 

第 3章「本研究で用いた有限要素法解析モデル」では，本研究で用いられる 3次元非線

形有限要素法解析の材料モデルおよび 3次元解析の特徴について述べた。 

第 4章「平面 RC造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究」では，偏心距離を

85㎜（偏心率 0.21）とした偏心接合部と，偏心のない平面柱梁接合部の実験試験体につい

て，繰り返し載荷時の 3次元 FEM解析による検討を行った。 

ここでは，偏心の有無に関係なく接合部内部の梁心パネルでは，対角方向の圧縮ストラ

ットにより応力が伝達されることを確認した。また，偏心のない場合は柱のほぼ全幅にわ

たって応力が伝達されるものの，偏心接合部の場合は偏心側に偏って集中して応力を伝達

し，それによって圧壊の進行度が偏心側でもっとも高くなり，非偏心側では圧壊の進行度

が軽減されることを示した。また，偏心接合部では，接合部内部で捩り変形が生じ，接合

部パネルのせん断変形は偏心側ほど大きくなることについて示す一方，偏心側ほどひび割

れが大きく開口することや，偏心のない接合部では表面よりも内部でのひび割れの開きの

方が大きくなることなどを示した。 

第 5章「直交梁・スラブ付き RC 造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究」で

は，偏心の有無や直交梁およびスラブの有無を変数とした柱梁接合部について，繰り返し

載荷時の 3次元 FEM解析による検討を行った。 

ここでは，偏心の有無や直交梁の有無に関係なく圧縮ストラットにより応力が伝達され

ることを示した。また，偏心接合部では圧縮応力が偏心側に偏って高応力度として伝達さ

れることについて，接合部を斜めに切断して得られた断面上での応力分布形状より明らか

した。また，直交梁での応力伝達が確認され，特に偏心接合部の偏心側に直交梁が付く場

合に応力伝達量がもっとも多く現れると同時に，偏心接合部の応力集中を緩和させること

を示した。また，偏心接合部では，捩り応力の作用により，ひび割れ面が接合部パネルと

の直角方向から傾くことや，偏心側ほどひび割れ幅が大きくなり，非偏心側ではひび割れ

角度が急になることなどを示した。 
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第 6 章「RC 造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究」では，偏心距離や接合部

内コンクリートと梁主筋の間の付着性状，横補強筋量をパラメータとした柱梁接合部につ

いて単調載荷時の 3 次元 FEM 解析を行い，接合部でのストラット方向応力の分布特性に

関する定量的な分析を行い，その成果に基づいて接合部のせん断強度式を誘導，提案し，

評価を行った。 

ここでは，まず，接合部を対角線方向に沿って切断して得られた対角断面並びに接合部

パネルにおける，ストラット方向圧縮応力や有効圧縮強度，ひび割れ，圧壊性状などに関

して検討を行うことにより，付着劣化の有無や横補強筋の多少に関係なく，最大耐力時に

は接合部内部の中央付近で既に圧壊が生じ，その後圧壊領域の拡大によって，ストラット

機構による応力伝達能力が低下し，トラス機構による応力伝達負担が増えるものの，最大

耐力後の耐力低下が著しく生じることなどを示した。 

次に，最大耐力時における対角断面上でのストラット方向圧縮応力について，応力度や

面積，付着絶縁の有効応力伝達領域などに基づいて領域を区画し，領域内での応力分布特

徴や圧縮力の伝達，領域面積などに関して定量的分析を行い，その検討成果から，付着劣

化や横補強筋量の多少に関係なく，圧縮力の伝達量がほぼ同程度で，ストラット断面積が

ほぼ一定となる領域が接合部内部の中央付近に存在することを示し，それを固有強度領域

として定義した。また，ストラット方向圧縮応力度が有効圧縮強度の 0.2 倍以上の領域で

は，領域内で伝達される圧縮力および面積ともに層せん断耐力と強い相関性があることを

示しながら，その領域と同面積の等価矩形断面に置き換えて検討を行い，その結果，付着

性状は主にストラットせいに影響を及ぼし，横補強筋量および偏心距離（偏心率）は主に

ストラット幅に影響を及ぼすとの見解を示した。 

これらの検討成果に基づいて，接合部せん断強度 Vjuを、接合部の基準せん断応力度 Fj、

有効断面積 Sj、および捩り応力による耐力低下率βjtの積で表したときの、各パラメータに

関する誘導を行った。有効断面積 Sjの成分となる、接合部の有効せい Djには付着性状の影

響を、有効幅 bjには横補強筋量および偏心接合の影響を取り入れる形として誘導した。ま

た、偏心接合による耐力低下の原因を、捩り応力の累加によるもの、応力の偏心側での偏

在伝達による有効幅の減少により生じるもの、として分析した上、耐力低下率βjt は前者

によるものに帰着し、誘導を行った。後者は有効幅 bjに既に考慮されている。 

また、有効幅 bjの減少によるに低下率βjbと、捩り応力による耐力低下率βjtによって構

成される偏心接合部の耐力低下率βjについて、解析および実験結果に基づいた検証や既往

の偏心接合部の耐力低下率との比較を通じて評価を行った。最後に，偏心のない柱梁接合

部のせん断強度を文献から収集して，提案した有効幅に基づいて接合部せん断強度の平均
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（基準）せん断応力度Fjとコンクリート圧縮強度σBとの関係式を回帰分析により求めた後、

提案したせん断強度式の適用範囲を示した。 

第 7章「結論」では，各章で得られた研究成果を統括し，今後の課題を整理して示した。 
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1.1 研究の背景 

 

(1) 地震被害および現行耐震規準から見た柱梁接合部 

1995 年 1 月の兵庫県南部地震では木造住宅ばかりではなく，鉄筋コンクリート（RC）

造や鉄骨造に加え，鉄骨鉄筋コンクリート（SRC）造建物も多くの被害が出た。RCや SRC

造建物の被害状態は従来から多く見られてきた柱や壁のせん断破壊ばかりではなく，中高

層建物での 1階ピロティ部の崩壊や中間階における層崩壊が注目を集めた。この種の被害

は耐震規準が大幅に改正された 1981年以前に建設された建物に概ね限定されており，現行

規準に準じた建物にはほとんど見られていない【1.1】。 

1981年以後の新耐震設計に準じて設計された被災建物では，5～11階建ての集合住宅な

どで柱梁接合部の顕著な被害が生じ注目を集めた。これらの構造には RCや SRC造のもの

が多く，解体撤去された建物が少なくない。柱梁接合部の耐震性については従来から注目

され研究も続けられてきたが，SRC造については耐震規準が整備され、一般に適用されて

いるのに対して，RC造については一般に適用されるべき規準が整備されていなかった【1.1】。 

広沢【1.1】は、RC造建物に被害が多発した背景として，次の諸事項を指摘した。 

① 1981年の新耐震設計法により，設計用地震荷重の適正化並びに柱や耐震壁のじん性の

向上に加え，耐震上不利な形状をした建物への対応が改善された結果，柱のせん断破壊を

主とする脆性的な破壊や層崩壊などの局部崩壊が大幅に減少した。その反面，RC 造につ

いては柱梁接合部の設計検討が行われていないため，接合部が最弱点となる建物が増えた。 

② 構造のじん性を向上させるため，耐力壁以外の二次壁を完全スリットなどにより非耐

力壁化する設計動向のもとで，耐震性能の余力の少ない建物が増え，梁または柱の曲げ降

伏応力が接合部に入力しやすくなった。 

③ コンクリート強度の上昇により柱，梁の断面を小さくできるようになった。それによ

って、接合部パネルの体積が減らされることになり、圧縮強度の上昇ほど、接合部のせん

断強度は上昇しなかった。 

④ 柱梁接合部の耐震性能が問題となりやすい中高層建物が密集する市街地を長周期成分

の強い地震動が作用した。 

⑤ 梁が柱に対して偏心接合するような設計例が特に集合住宅などで最近は著しく増えて

きた。 

 

兵庫県南部地震後，接合部被害に関する種々の検討が行われた結果，現行設計法に対す

るいくつかの問題点が明らかにされた【1.2】。その問題点のひとつとして，柱と梁が偏心接
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合している柱梁接合部の耐力低下が明らかにされた点である。柱と梁の偏心接合は特にRC

造校舎や SRC 造住宅を中心に多く，全体の 80％以上の建物では柱と梁が偏心接合してお

り，偏心のないものに対して耐力低下は 30％ほどに及ぶものも少なくないと報告されてい

る【1.1】。地震被害の分析結果や既存建物についての解析結果によれば，現行の諸規準【1.8-9】

は柱梁の偏心接合などの危険側の要因について不十分な対応に留まっている【1.1】。また，

接合部のせん断余裕度がかなり大きいにもかかわらず大破に至った建物が多かった【1.2】。 

柱梁接合部はせん断破壊すると、骨組のせん断剛性が低下することにより、エネルギー

吸収能力が低下する以外に、柱の一部であるため軸力を保持できなくなり、またそれによ

って周辺に取り付いている柱や梁部材の強度発揮を保証できなくなる。 

また、柱や梁は大破しても修復して以前よりも強くすることが可能であるのに対して，

柱梁接合部は大破した場合にはその周辺に床スラブや直交梁などが取り付いているため、

柱や梁のような補修・補強が現実的に困難である上に，建物自体の損傷度も全階にわたっ

て著しいことから，再使用が困難または経済的にも不適切とされ，解体撤去されることが

多い【1.1】。 

最近は RC 造超高層集合集宅の建設が盛んでおり，それに従って超高強度コンクリート

や高強度鉄筋の使用が多くなる傾向となっている。このような現状から，柱梁接合部の耐

震性能がもっとも厳しくなると考えられる。 

以上のような、地震被害から明らかにされた柱梁接合部の耐震設計の問題点を解決する

ために、偏心接合部の中心とした実験および解析的研究（第 2章参照）が増えており、偏

心接合による接合部の力学的挙動が解明されつつあるものの、その研究例は未だに少ない。

また、偏心接合による柱梁接合部の耐震性能の低下が指摘【1.2】されているにもかかわらず、

現行諸設計規準類においてはその対応が不十分であり、耐震設計手法の改善が行われてい

ないのが現状である。 

 

(2) FEM 解析の RC 構造物への応用 

RC 造建物の耐震性能評価手法の確立には、精度のよい弾塑性解析が不可欠である。最

近は RC造を対象とした非線形 FEM解析の進歩が著しく、非線形解析をかなり精度良く解

析できるようになっている【1.3】。部材の強度算定だけではなく、実験では把握することが

困難な、内部応力状態、破壊機構などを検討するために、非線形 FEM 解析が有効に行わ

れている【1.3,4】。特に、「より現実に近い条件で扱うことができる」ような、3 次元非線形

FEM解析が最近になってより一層の発展を呈しており、繰り返し載荷による劣化機構の表
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現も含めた材料の 3次元非線形構成則の構築や損傷評価手法の開発が精力的に行われ【1.5】、

RC構造物の設計にも応用しつつある【1.3,6】。 

また、実験では部材内部の材料の損傷過程の観察が困難であるが、FEM解析では詳細な

データを入手できるので、視覚化を工夫すれば損傷過程やエネルギー吸収能力、損傷度の

把握がかなりの所まで可能となっている。 

RC造柱梁接合部の耐震性能に関する研究においても、3次元 FEM解析による研究が盛

んに行われ、応力伝達や破壊機構の解明に有力な手段として用いられている。ただし、3

次元解析で得られる情報量が非常に多く、整理と評価にかかる労力も大きく、その信頼性

の検証も比較的難しいとの認識【1.5】から、定性的な検討が主であって、力学的挙動の本質

を探るためにもなるような定量的な評価がほとんどされておらず、また耐震設計への解析

結果の応用がほとんどない。 

以上のような、RC柱梁接合部の耐震設計上における課題に関しては、実験のみならず、

FEM解析による解決にも大きな期待が寄せられており、解析技術の向上や解析結果の検討

に対するより一層の発展、および耐震設計への応用が求められている。 
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1.2 研究の目的 

 

最近の解析技術の進歩に伴い、3次元非線形 FEM解析を行うことにより、より現実に近

い条件で構造物に対するモデル化ができ、今までに 2次元解析で検討困難な 3次元的形状

や材料の 3 次元特性に関するモデル化が可能となった。また、2 次元解析で検討された解

析例も 3 次元解析ではより精度のよい結果が期待できる。RC 造柱梁接合部においても 2

次元解析では検討できない偏心接合の影響や立体柱梁接合部、3 次元的な境界条件の考慮

などが 3次元解析では十分に可能となっている。 

本研究は 3 次元解析の利点を十分に生かして、柱と梁の偏心接合を含む RC造柱梁接合

部の耐震性能に関して 3 次元 FEM 解析による検討を行い，その成果に基づいてより合理

的な柱梁接合部の耐震設計法の提案を目的として、次のような 3段階で研究を進める。 

まず、柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の力学的挙動に及ぼす影響を把握することを目的

として、偏心の有無を変数として取り挙げた十字型平面 RC 造柱梁接合部を対象にして、

実験と同様な繰り返し載荷履歴を与えた時の 3 次元 FEM 解析を行い、その結果から接合

部内部の応力やひずみ状態、接合部の変形などに関する検討を行う。また、ひび割れの 3

次元表現やコンクリート圧壊に関する検討を行うことにより、偏心接合部の耐震性能に関

する基礎的な研究を行う。 

平面試験体による偏心接合の影響に関する検討成果を踏まえ、次に、現実に近い建物の

一部を想定した場合の直交梁およびスラブの付いた試験体を対象として繰り返し載荷を行

い、直交梁およびスラブが偏心接合部に及ぼす影響を把握することを目的として解析結果

に関する検討を行う。ここでも接合部内部の応力やひずみ状態に関する検討に立脚して、

偏心の有無や直交梁・スラブの有無による接合部の力学的挙動の把握を目的とする。また、

接合部内部の応力状態について、部位別におけるせん断力を求めて、直交梁が取り付いた

場合の応力伝達性能に関する定量的な評価を行うことを試みる。また、累積消費ひずみエ

ネルギーによる損傷評価に関する基礎資料の作成も行う。 

最後に、接合部せん断破壊型として設計した柱梁接合部に関する単調載荷時の解析結果

について定性的および定量的検討を行い、せん断伝達機構の把握や偏心接合を含む柱梁接

合部のせん断強度式の提案を試みる。接合部のせん断抵抗には、鉄筋とコンクリート間の

付着性状や、補強筋量の影響を受けると考え、これらについてもパラメータとして取り入

れて検討を行う。また、せん断強度時における接合部のストラット方向応力に関する定量

的分析を行い、その成果を接合部せん断強度式に反映することで、安全かつより合理的な

耐震設計法の提案を目的とする。 
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1.3 本研究の特徴と位置づけ 

 

1.3.1 本研究の特徴 

 

(1) 本研究の特徴 

柱と梁の偏心接合を含む柱梁接合部に関する実験的研究がいくつか行われており，また

FEM による解析的研究では内部応力や変形に関する検討が行われている（第 2 章参照）。

本研究は後者に属するもので，3次元非線形 FEM解析から得られた結果に関する検討を通

じて，内部応力や変形状態から柱梁接合部の耐震性能に関する定量的評価を行い，その成

果を耐震設計へ応用することを試みるところに特徴があると考えられる。 

① 従来の手法として圧縮主応力やせん断応力の分布に基づいて応力伝達に関する検討

を行う以外に，接合部コンクリートのストラット方向における応力成分を算出して検討対

象とする。また、接合部対角線方向に沿って切断して得られた断面上におけるストラット

方向応力の分布特徴に関して定量的な分析を行う。 

② 接合部内部応力状態の定性的および定量的検討成果に基づいて，偏心接合の影響や横

補強筋量，付着性状の影響を反映させた接合部せん断強度式の誘導を行うことにより，解

析から得られた成果を耐震設計へ応用することを試みる。 

③ 部材内部の応力やひずみ状態に基づき，コンクリートひび割れの 3次元表現や，コン

クリート圧壊に関する FEM 解析結果での表現を試みる以外に，応力とひずみの積から求

まる累積消費ひずみエネルギーを用いてコンクリート損傷の進行度に関する検討を行い，

損傷の定量的評価に関する基礎資料の作成を行う。 

 

1.3.2 当研究室の解析的研究上での位置づけ 

 

本研究では，地震時の柱梁接合部の力学的挙動について 3 次元非線形 FEM 解析による

検討を行うに当たって，解析結果の評価手法の開発や研究上の必要によりプログラムの改

良を行った。 

 

(1) 解析プログラムの変遷 

表 1.3.1 に当研究室で開発された解析プログラムの変遷を示す。解析プログラムは主に

「2 次元非線形繰返し FEM 解析プログラム」と「3 次元非線形 FEM 解析プログラム」で

ある。本研究では「3次元非線形 FEM解析プログラム」を用いる。3次元プログラムの材
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料構成則は主に 2次元プログラムの繰返しルールや材料モデルを基に構築されている。ま

た，3 次元的な RC 構造解析における重要なひび割れ軸に関しては，任意の角度で交わる

ことができ，最大 9方向のひび割れを再現できる 3軸応力下の「非直交多方向固定ひび割

れモデル」が余ら【1.7】により導入されている点が特徴である。 

 

(2) 本研究で行ったプログラム開発 

本研究で行ったプログラム開発の主なところを次のように示す。関連する参考文献は第

3章で示す。 

① ひび割れたコンクリートの引張剛性モデル 

岡村・前川らによって提案されたモデルを導入することによって，鉄筋軸方向や鉄筋比

とは無関係に座標変換によって任意の方向のコンクリートの引張応力を与えることができ

るようになった。鉄筋の形状などが付着性状に及ぼす影響を考慮するパラメータには，野

口･飯塚の提案モデルを導入した。 

② ひび割れたコンクリートのせん断剛性 

ひび割れたコンクリートのせん断剛性をひび割れ界面におけるせん断剛性とひび割れ間の

コンクリートのせん断剛性との直列ばねモデルで表現した岡村・前川の提案モデルを導入

した。ひび割れ界面でのせん断剛性には山田・青柳モデルを用いた。 

 

(3) 当研究室の解析的研究上での位置づけ 

図 1.3.1に本研究の特徴と当研究室の既往の研究上における位置づけを示す。 

野口，長沼，張，野崎ら（1975 年～1999 年）【1.10-15】により 2 次元 FEM 解析ツールが開

発され，繰返し載荷時の RC 面材のせん断力―せん断変形関係，内部応力変形状況などが

検討された。また，濱田，大久保，飯塚ら（1988 年～1990 年）【1.16-17】は FEM 解析で用い

るコンクリート構成則に関する基礎実験を行い，コンクリートの圧縮低減係数について定

式化を行った。内田ら（1992 年～1997 年）【1.18-21】は 3 次元 FEM 解析ツールを開発し，単

調載荷時の SRC構造について，せん断力―せん断変形関係，内部応力，変形状況を検討し

た上，せん断強度式の提案を実施した。余ら（2002 年～2005 年）【1.7】は 3 次元 FEM 解析

に繰返しルールの導入を行い，部材内部の変形から繰返し載荷時の変形能力を把握し，累

積消費ひずみエネルギーによる構造性能評価を行った。本研究では以上の実績を踏まえ，3

次元解析の特徴を生かして部材の内部状態に関して定量的な検討を行うことにより耐震性

能の評価を果たすところに特徴がある。 
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表 1.3.1 解析プログラムの変遷 

 

２次元プログラム 

1975 RC構造を対象とした２次元非線形 FEM解析プログラム開発 

特徴：3角形 2次要素，等価一軸ひずみモデル， 

 ボンドリンク要素，クラックリンク要素 （野口【1.10】） 

1982 繰り返し則の導入，主軸回転モデルの改良 （長沼，野口【1.11】） 

1988 圧縮劣化特性に関する基礎実験 （濱田，大久保，野口【1.16】） 

1990 ひび割れ座標系モデル，ひび割れコンクリートの圧縮劣化特性モデル， 

高強度コンクリートモデルの導入，4角形 2次要素の導入， 

変位制御法の導入 （張，野口【1.12】） 

1990 超高強度コンクリートの破壊基準に関する基礎実験  

 （松戸，大久保，野口【1.17】） 

1992 鉄骨要素，コンクリート・鉄骨間付着要素導入 

（ハイブリッド構造への適用）   （内田，野口【1.20】） 

1999 繰り返し則の改良 （野崎，野口【1.13】） 

2001 繰り返し則の改良 （小林，野口【1.14】） 

2002 繰り返し則の改良，せん断応力―せん断ひずみ関係式の導入  

 （桜井，野口【1.15】） 

 

３次元プログラム 

1992 ３次元非線形 FEM解析プログラム開発 

特徴：立法体およびシェル 2次要素，等価一軸ひずみモデル， 

 ボンドリンク要素，クラックリンク要素（雨宮，内田，野口【1.18】） 

1994 立方体およびシェル 1次要素，接合要素の導入 （米澤，野口【1.19】） 

1997 シェル要素，接合要素の改良，ソルバーの改良 （内田，野口【1.20】） 

2002 コンクリート要素構成則の改良 （荒尾，桜井，余，野口【1.21】） 

2004 繰り返し則の導入，  

累積消費エネルギーの評価法の導入， 

 一方向固定ひび割れモデルの導入 （東，堀部，坂本，余，野口【1.22-25】） 

2005 部材損傷状況の視覚化評価法 

破壊エネルギーによる要素寸法効果への配慮 （余，野口） 



第１章 序論 

- 8 - 

 

図 1.3.1 本研究と当研究室既往の研究との関連性 

内田，余 
1992年～2005年

野口,張,長沼，野崎ら 
1975年～1999年

濱田,大久保，飯塚ら
1988年～1990年 

実験研究 

（基礎実験） 

せん断破壊

機構の解明 

2 次元 FEM解析 

（単調，繰り返し） 

（回転，一方向固定

ひび割れモデル） 

３次元 FEM解析 
（単調，繰返し解析） 
（回転，非直交多方向 
ひび割れモデル） 

解析モデル 

解析モデル 

洪

内部応力状態の 
定量的評価 
損傷評価 

検討手法 
部材内部応力状態 
の定量的評価 

損傷評価 
ひび割れの 3 次元
表現 

プログラム 
繰返し載荷による

精度向上 
結果のまとめ 
解析結果の耐震

設計への応用 

成果：SRC骨組みの変形成分や，応力分担割合での検討 
未検討：繰り返し，構造性能 

成果：コンクリートの圧縮低減係数の定式化 
 超高強度 RCの破壊基準の把握 

成果：繰り返し載荷時の RC面
材の荷重変形，応力，変
形状況の把握 

未検討：3 次元効果，構造性
能，破壊機構 
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1.4 本論文の構成 

 

本論文は全 7章から構成されている。以下に，各章の概要を示す。 

 

第 1章「序論」では，本研究の背景と目的，本研究の特徴および位置付けと論文の構成

を示す。 

 

第 2 章「既往の研究」では，RC 造柱梁接合部の地震被害について記述し，柱梁接合部

の耐震性能に関する実験的研究および解析的研究に関する文献調査を行い，得られた成果

を研究項目や諸影響因子別に整理して示す。最後に，既往の研究の文献調査からまとめた

柱梁接合部の課題について述べる。 

 

第 3章「本研究で用いた有限要素法解析モデル」では，本研究で用いられる 3次元非線

形有限要素法解析の材料モデルおよび 3次元解析の特徴について述べる。なお，3次元 FEM

解析システム，有限要素モデル，非線形数値計算法などの FEM解析手法については付録 1

で記述する。 

 

第 4章「平面 RC 造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究」では，偏心ありお

よび偏心無しの十字型平面柱梁接合部について，汎用 FEM解析コード DIANAを用いて解

析を行い，偏心柱梁接合部の諸性質について基礎的検討を行う。解析結果については，接

合部内部の応力・ひずみ状態やせん断変形，捩り変形、ひび割れ発生状況，圧壊性状につ

いて検討を行い，接合部内部での応力伝達について考察を行う。なお，これらの検討項目

に関しては柱と梁の偏心接合の影響に着目する。 

 

第 5章「直交梁・スラブ付き RC 造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究」で

は，実際建物の一部を想定した直交梁およびスラブの取り付いた偏心柱梁接合部の力学的

挙動を把握することを目的に，偏心の有無および直交梁・スラブの有無を変数とした実験

試験体を対象にして繰返し載荷を行い，直交梁・スラブの有無が偏心接合部に及ぼす影響

について検討を行う。解析結果については、第 4章と同様に内部応力や変形状態に関する

検討を行う以外に，接合部断面の各部位におけるせん断力負担割合を求め、直交梁での応

力伝達の協力効果などについて検討を行う。また、累積消費ひずみエネルギーによる損傷

評価に関する基礎資料の作成も行う。 
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第 6 章「RC 造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究」では，接合部せん断破壊

型として設計した偏心接合を含む平面柱梁接合部の仮想試験体を対象に、接合部での付着

劣化や横補強筋をパラメータとして取り挙げ、柱梁接合部のせん断耐力時の諸性質につい

て定量的検討手法に基づいてより詳細な分析を行い、その成果を接合部せん断強度式に反

映することにより、本論文のまとめを図る。 

検討手法としては、圧縮ストラットの概念に基づき、接合部内部での応力伝達の評価を

行うためのパラメータ（ストラット方向応力）に関する定義を行い、また多様な検討方法

を用いて接合部せん断抵抗に関する考察を行うなど、検討手法としての新しい展開を試み

る。 

せん断強度式の誘導には、本研究で得られた成果を盛り込むことによって、偏心接合や

付着劣化、横補強筋比、などのパラメータを考慮することによって、安全かつより合理的

なせん断強度式の提案を試みる。 

 

第 7章「結論」では，本研究で得られた成果を統括的にまとめて示すと同時に，本研究

で把握し切れなかった研究項目や検討項目について、今後の課題として示す。 
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2.1 はじめに 

 

1995年 1月の兵庫県南部地震では過去の地震で見られた RC造建物の柱や壁のせん断破

壊だけではなく，中高層建物での 1階ピロティ部の崩壊や中間界における層崩壊などのこ

れまでに見られなかった新しいタイプの被害が大きな注目を集めた【2.2】。こうした新しい

タイプの被害のひとつとして，1981年以後の新耐震設計法に準拠した RCおよび SRC建物

で柱梁接合部が顕著に被害されたことに注目を集めた。その後，接合部被害に関する報告

書【2.1】では現行耐震設計法に対するいくつかの問題点を明らかにし，柱と梁の偏心接合が

柱梁接合部の耐力低下の原因のひとつであることを指摘した。 

日本では兵庫県南部地震以前の地震では，柱梁接合部が被害を受けた例はほとんど見ら

れないが，1968年の十勝沖地震で倒壊した建物が知れており，その原因としては幅の狭い

壁梁が柱を外側に大きく偏心して接合したことにより柱や柱梁接合部のせん断破壊が生じ

たとする指摘がある【2.3】。 

一方海外では，1964 年のアラスカ地震，1967 年のカラカス地震，1979 年のモンテネグ

ロ地震，1985年のメキシコ地震，1990年のフィリピン地震で，梁主筋が外柱から抜け出し

て定着破壊した例や，接合部せん断補強筋が少ないことや，コンクリートが低品質である

ことにより接合部がせん断破壊した例が見られる【2.3】。 

以上の地震被害例からわかるように，日本では 1981年以後の新耐震設計法に準じて設計

された建物での柱梁接合部の耐震設計が問題点となっている。1981年以前に建設された従

来の建物は、① 柱梁の断面寸法が大きいので，接合部容積も大きく従ってせん断応力度

が小さい，② 柱および梁の主筋比は一般にはあまり大きくないため部材の降伏時にも接

合部に作用するせん断力は大きくならないこと，③ 一般の梁，柱と異なり接合部には周

辺からの 3次元的拘束力が働くので大きなせん断強度が期待されること，などから接合部

に地震被害が認められることがほとんどなく，RC 規準【2.4】においても直接の規定はなか

った【2.3】。 

1971年の RC規準改定により，梁，柱部材のせん断耐力や靱性が強化され，1980年の建

築基準法の改定により，変形能力を考慮した設計体系が出現したため，RC 建物の弱点は

梁または柱から接合部に移行する現状にある【2.3】。 

兵庫県南部地震で柱梁接合部がせん断破壊する原因のひとつとして柱と梁の偏心接合が

指摘【2.1】されて以来，偏心柱梁接合部の耐震性能に関する実験がいくつか行われてきたが，

その数は未だに少なく，偏心接合部の 2方向加力時の耐震性能や付着性状などについては

課題が残されたままである。 
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本章では，柱梁接合部の地震被害については、兵庫県南部地震での被害例を中心として

記述することによって柱梁接合部の耐震設計の重要性を示し，偏心柱梁接合部の既往の研

究に関する調査を通じて、柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の力学的挙動に及ぼす影響を把

握するとともに，柱梁接合部の課題について示す。 
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2.2 柱梁接合部の地震被害 

 

2.2.1 被害概要と特徴【2.1】 

 

兵庫県南部地震による建物の被害に関して記した報告書【2.1】では，柱梁接合部の被害が

認められた RC造および SRC造建物 48について分析し，図 2.2.1のように示した。広沢【2.5】

は接合部被災建物の特徴について以下のようにまとめて示した。 

 

① 被害建物の用途は共同住宅 37棟（77％），学校校舎 8棟（17％）が多く，いずれも壁

の少ない純ラーメン構造となっている。 

② 建物の被災度区分は倒壊 13棟（27％），大破 17棟（35％）および中破 18棟（38％）

で，接合部が被災した建物は顕著な被害を受けている。 

③ 建物階数は中層（3～7階建），中高層（8～14階建）が各 24棟（50％）で低層建物は

ない。 

④ 建設年度は不明 8棟を除き，1970年以前（第Ⅰ期）のものが 4棟（10％），1971年か

ら 1980年（第Ⅱ期）のものが 10棟（10％）で残り 26棟（65％）が 1981年以降（第

Ⅲ期）となっていて，新しい建物が多い。 

⑤ 短辺方向のスパン数は不明13棟を除き，1スパンが18棟（51％），2スパンが8棟（23％），

その他 9棟となっている。 

⑥ また，柱と梁の偏心接合部の有無が判明した 9棟の建物中 7棟が偏心接合となってい

る。 

 

以上に関して，柱梁接合部が被災しやすい条件として， 

a. 純ラーメンによる中高層建物（大きな変形を生じやすい） 

b. 現行規定による建物（柱のせん断破壊が生じにくいので接合部が相対的に弱く

なりやすい） 

c. スパン数の少ない建物（接合部が相対的に弱い外ラーメン屋外柱の割合が多い） 

d. 柱と梁の偏心接合している（偏心によって耐力が低下する） 

などの事項について示した。 
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RC
60%

SRC
38%

HFW
2%

校舎
15%

共同住宅
6%

事務所
2% ピロティ

6%

診療所
2%

不明
25%

店舗
8%

駐車場
36%

 

a.構造種類別による接合部被災建物の割合  b.最下階の用途による接合部被災建物の割合 

不明
17%

I期
8%

Ⅱ期
21%

Ⅲ期
54%

倒壊
13%

崩壊
15%

小破・軽
微
0%

中破
37%

大破
35%

 
c.建築年次による接合部被災建物の割合             d.被災度による接合部被災建物の割合 

3スパン
17%

2スパン
19%

1スパン
37%

不明
27%

１１階以
上
27%

３，４階
25%

５，６階
10%

７，８階
17%

９，１０階
21%

 

e.最小スパン数による接合部被災建物の割合         f.建物階数による接合部被災建物の割合 

不明
57%

無
10%

有
33%

 
g.柱梁偏心接合による接合部被災建物の割合 

 

図 2.2.1 接合部被災建物（48棟）の各要因別割合【2.1】 
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2.2.2 柱梁接合部の被害例 

 

写真 2.2.1には RC造 9階建ての集合住宅（ジュネス六甲）に生じた柱梁接合部の損傷を

示す。柱には損傷が見られず，梁には曲げひび割れが生じる程度であるが，接合部パネル

には地震力の正負繰返し入力によりせん断ひび割れが対角線方向で大きく開き，圧壊によ

るコンクリートの剥落も生じていることが見られる。 

写真 2.2.2 には柱梁接合部パネル部分から採取したシリンダーコアコンクリートの破砕

状況と，コア採取前の接合部パネル表面の損傷状況を示す。写真から見られるように，柱

梁接合部パネル表面のコンクリートにはせん断ひび割れや若干の圧潰が見られる程度であ

るが，接合部内部のコアコンクリートは著しく破砕されていることがわかる。また，梁が

柱の外面に寄って取り付いていることから，偏心接合部として設計されているように見ら

れる。 
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写真 2.2.1 RC造 9階建ての集合住宅（ジュネス六甲）に生じた柱梁接合部の損傷 

     （広沢雅也先生より） 

 

 

  
 

写真 2.2.2 柱梁接合部パネルの損傷と内部コアコンクリートの破砕【2.6】 

（広沢雅也先生より） 
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2.3 現行設計指針における柱梁接合部の耐震設計 

 

RC造柱梁接合部に関する研究は古くから行われたが，耐震設計法は 1990年に日本建築

学会の RC造建物の終局強度型耐震設計指針【2.7】に初めて規定された。その後，1999年の

日本建築学会の RC 造建物の靱性保証型耐震設計指針【2.8】では，柱梁接合部の耐震設計法

に関して，終局強度型指針の規定を若干修正する形で規定された。また 1999年の日本建築

学会の RC 構造計算規準【2.9】では，靱性保証型指針の耐震設計法をもとにして，短期許容

せん断力および短期設計用せん断力を規定している。 

 

(1) 入力せん断力 Vj【2.8】 

以下の式で示す記号は図 2.2.3に示す。 

① 梁降伏型接合部の設計用せん断力 

 

cccsj VTTVCCTV −+=−++= '''                  （式 2.3.1） 

 

② 柱降伏型接合部の設計用せん断力 

近似的に次式を用いることができる。 

D
DVV b

jhj ・=υ                           （式 2.3.2） 

ここで，柱せん断力 Vcは，上下の柱の平均モーメント勾配から求める。 

hh
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c
下上

右
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左
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左

+
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⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

=
''2

                   （式2.3.3） 

ここに， Mb，Mb′：左右の梁端部モーメント 

 Lb，Lb′：左右梁スパンの長さ 

 L，L′：左右の梁の内法長さ 

 Lc，Lc′：上下の柱の長さ 

 

(2) 接合部のせん断強度【2.8】 

接合部のせん断強度 Vjuは次式による。 

 

jjjju DbFV κφ=                         （式 2.3.4） 
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ここに， κ：接合部の形状による係数 

      κ＝1.0 十字形接合部 

      κ＝0.7 ト形およびＴ形接合部 

      κ＝0.4 Ｌ形接合部 

     φ：直交梁の有無による補正係数 

      φ＝1.0  両側直交梁付き接合部の場合 

      φ＝0.85 上記以外の場合 

     Ｆj：接合部のせん断強度の基準値で下式による 

      Ｆj＝1.6×σB
0.7 （㎏ f/㎝ 2） 

      Ｆj＝0.8×σB
0.7 （N/㎜ 2）        図 2.2.2 接合部の有効幅 

     σB：コンクリート圧縮強度 

     Dj：柱せいまたは 90度折れ曲げ筋水平投影長さ 

bjは接合部有効幅で次式による。（図 2.2.2参照） 

a2a1bj bbbb ++=                         （式 2.3.5） 

ここに，bb：梁幅 

    bai：bi/2または D/4の小さい方，Dは柱せい 

    bi：梁両側側面からこれに平行する柱側面までの長さ 

V j

Vc

Vc

h

h'/2

L'/2

L

Mb

Mb

T'

T
d

Cs'Cc'

Cc Cs

P1

P2

 
図 2.2.3 柱梁接合部架構に作用する力 

b1/2
D/4 D/4

b2/2
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2.4 柱梁接合部に関する既往の研究 

 

柱心と梁心の偏心接合した偏心柱梁接合部に関する研究は極めて少ない。表 2.4.1には，

日本で行われた柱梁接合部に関する実験試験体 37体の概要を示しているが，主に 1995年

兵庫県南部地震以来，柱梁接合部の耐震性能に関する問題点が指摘された後に実験が行わ

れたと考えられる。本節では，偏心接合部の実験および解析に関する研究論文を中心に，

偏心柱梁接合部の耐震性能に関する研究成果について研究項目，諸影響因子別に述べる。 

表 2.4.1 試験体概要（37体） 

担当 試験体 スケ
ール 

設
計 

偏心
距離

偏心率
せん断余
裕度 

破壊モ
ード 

直交
梁 

ｽﾗ
ﾌﾞ 文献 

NO1 実大   85 0.121 1.19 FS   -  
NO2 "   125 0.178 1.02 (F)S   - 【2.9】 
NO3 "   0 0 1.4 FS   -  

寺岡 02 

NO4 "   0 0 1.02 (F)S   -  
NO.34 0.6   0 0   FS   -  
NO.35 "   75 0.15   FS   -  
NO.36 "   0 0   FS   - 【2.10】 
NO.37 "   0 0   FS   90  

寺岡 91 

NO.38 "   75 0.15   FS   90  
NN.1     0 0   BJ   - 【2.11】 

上村 02 
NN.2     55 0.157          
JE-0 1/3   0 0          

JE-55     55 0.17         【2.12】 塩原 03 
JE-55S     55 0.17          
UM-0 1/2 J型 0 0   J      

UM-60     60 0.13   J      
UM-125     125 0.28   J     【2.13】 
UU-125     125 0.28   J      

城 
03 

HU-125     125 0.28   J      
LM-60 1/2 BJ 60 0.13   BLJ      

LM-125     125 0.28   BLJ      
HM-60     60 0.13   BLJ     【2.14-15】

HM-125     125 0.28   BLJ      

城 
02 

HH-125     125 0.28   BLJ      
CN 実大 BJ 0 0 1.17  BJ - -  
CS     0 0 1.00  BJ 510 130  
EN     135 0.168 1.17  BJ - - 【2.16-18】
ES     135 0.168 1.00  BJ 510 130  

藤井 01 

ES-J     135 0.168 1.35  BJ 510 130  
E00  2/3 J 0 0 1.03  J      

E085     85 0.21 1.03  J     【2.19-21】広沢 02 
E135     135 0.27 0.84 J      

広沢 03 02-e60  1/2 J 60 0.2 0.70  BJ 625 100 【2.22-23】
E00s  2/3 J 0 0 0.74    1020 120 【2.24】 

広沢 04 
E80s     80 0.16 0.74   1020 120  
E000  2/3 J 0 0 0.86   400 185 【2.25-26】

広沢 05 
E115     115 0.23 0.86   400 185  
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2.4.1 せん断抵抗機構に関する既往の研究 

 

柱梁接合部の耐震性能を把握するに，せん断抵抗機構を明らかにすることは非常に重要

な問題である。せん断抵抗機構に関するいくつかの提案があるが，ここでは Park & Paulay

のモデル【2.27】について述べる。Park & Paulayによる接合部のせん断抵抗は，図 2.4.1，図

2.4.2のようにコンクリートストラット作用とトラス作用の和で表される。 

 

(1) ストラット機構 

ストラット機構は，図 2.4.1 に示すように，接合部端を結ぶ対角線上のコンクリートス

トラットによって抵抗される機構である。この機構によって，梁と柱の接合部端のコンク

リートの圧縮力と各隣接部材のせん断力が，それぞれ梁と柱の接合部端コンクリート圧縮

領域を介して接合部コアに伝達される【2.30】。 

パネル内を通し配筋された主筋の定着長さが不十分なとき，あるいはパネルのせん断ひ

び割れがパネル外へ伸展するなどの破壊が著しいとき，主筋の付着による伝達は，梁，柱

からの曲げ圧縮応力を受けるパネル隅角部，あるいはその外側の部材部分に集中する。従

ってパネルコンクリートの応力は，対角線に沿った圧縮力に支配的になる。この機構で注

意しなければならないのは，主筋が引張降伏すると，接合部からの主筋の抜け出しが大き

くなり，さらに荷重が交番してその主筋が圧縮力を受けると，主筋および接合部へのめり

込みが生じ，部材端の回転変形が著しく増大することである【2.3】。 

(2) トラス機構 

トラス機構は図 2.4.2 に示すように，接合部域の付着力（⊿bT，⊿cT）が，斜めひび割

れ間のコンクリートストラットの圧縮力および鉛直方向と水平方向の補強筋の引張力によ

って抵抗される機構である【2.30】。 

接合部が大きな繰返し応力を受けて，せん断ひび割れが多数発生した場合には，コンク

リート要素間のせん断抵抗力がほとんど失われ，パネル内での一方向に一様に分布したせ

ん断ひび割れに平行な圧縮力だけがコンクリートに作用する。このときパネルコンクリー

トの変形を抑制するのは，パネル内帯筋またはあばら筋による拘束力，および柱の中間軸

筋または圧縮軸方向力による鉛直方向拘束力などである【2.3】。 

 

トラス作用が成立するためには，柱および梁主筋の付着が健全でなければならない。Park

らは，梁降伏先行後の逆載荷状態では，一度開いた曲げひび割れが閉じず，鉄筋のみで曲

げ圧縮力に抵抗するため，コンクリート圧縮合力分 bCcが存在しなくなり，ストラット作
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用が減り，主筋の圧縮力 bCs は増大することによってせん断力の多くがトラス機構で負担

され，大量の補強筋が必要となると説明している。ところが，梁降伏後の数回の正負繰返

しにより，梁主筋の付着劣化が著しくなり，その結果，コンクリートストラット作用のほ

うが支配的になるというのが，上村ら【2.28】の実験結果の考察や野口ら【2.29】の FEM解析結

果から指摘された。 

 

 

 

図 2.4.1 圧縮ストラット機構【2.27】 

 

 

  

 

図 2.4.2 トラス機構【2.27】 
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2.4.2 偏心柱梁接合部に作用する捩りモーメントの影響【2.32】 

 

本節は，文献【2.32】より抜粋したものである。 

 

(1) 柱梁接合部のせん断破壊に対する捩り応力の影響 

柱に対して梁が偏心接合している柱梁接合部架構に水平力が作用すると，図 2.4.3 a)に示

すように，梁の曲げモーメントによる偶力が接合部パネルの上下の水平断面において柱の

軸心に対して逆向きの捩りモーメントをもたらすことになる。 

実際の建物での柱梁接合部を考えると，床スラブによる拘束や境界梁･直交梁などによる

捩り抵抗力の作用により，図 2.4.3 a)の捩りモーメントの値は小さくなる可能性も考えられ

る。 

しかしながら，この捩りモーメントの作用により，接合部には図 2.4.3 b)のようなせん断

応力度が生じて梁が偏心して取り付くほうの柱面（偏心面）の応力が極大になり，柱の外

面を中心に同図 c)のような非対称なひび割れが生じることになる。この状態を概念的に示

したものが図 2.4.4である。 

実際には，水平力が正負繰り返し作用するため，図 2.4.3 c)の斜めひび割れも交叉して生

じるようになり，また外面のコンクリートの破壊が進展すると破壊は柱内面にまで進展す

ることになる。 

(2) 偏心接合された柱梁接合部に作用する捩りモーメント 

偏心した柱梁接合部に破壊が生じやすい条件として外側ラーメンの内柱位置を想定し，

破壊時には架構内の梁端部に曲げひび割れが発達するとともに，直交梁にも曲げひび割れ

が生じていると考える。 

このような応力状態における柱，梁および接合部の応力を図 2.4.3 a)の記号で表し，計算

の簡略化のために，左右の梁の主筋量は同一でかつ，すべての柱，梁の反曲点位置を各部

材長さの中央とすれば，接合部せん断力 Vj，柱せん断力 Vc および梁主筋の引張力の和

（T1+T2）の関係式として式 2.4.1～2.4.3を導くことができる。 

 

c21j VzTTV ･−+=                         （式 2.4.1） 

( )( ) zqz
q

V
V

･−−+
=

γ115.0j

c                     （式 2.4.2） 

( )( )γ−+
−=

+ 115.0
1

21

j

z
q

TT
V

                   （式 2.4.3） 
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ここで，
H
Hq
′

= ， z：上階柱せん断力の下階柱せん断力に対する比 

 

一方，図 2.4.5 に示したように柱の軸心まわりの水平面における捩りモーメントの分布

を考えると，各階の床スラブ位置では捩り剛性が無限大と考えれば，柱下側主筋位置の柱

の軸心に対する捩りモーメント ( ) eTTM ･21t += は，柱梁接合部パネル部分に相当する柱上

部と，梁のクリア高さ部分に相当する内法高さ部分に相当する柱下部とに，それらの捩り

剛性の比に応じて分担されることになる。 

直交梁がない場合には，柱上部への分割率 uα は ( ) HHHu /′−=α となるが，側柱の接合

部でも，一般に直交する大梁が存在するので，その捩り抵抗により柱上部の捩り剛性が増

大し，その結果，実建物での分割率はこの値より大きくなることが考えられる。しかし，

その捩りモーメントの増大分は直交大梁に負担されるので，結局，接合部パネルの負担す

る捩りモーメント tuM は tu M･α に近い値となろう。 

 

( ) eTTM ･21t +=                         （式 2.4.4） 

( )( ) eqTT
H

HHMMM ttu ･･≒･ −+=
′−

= 121tu α            （式 2.4.5） 

 

式 2.4.4と式 2.4.5において，z≒1，γ≒0とすると，下記の近似式が成り立つ。 

( )( ) q
z
q

−
−+

− 1
115.0

1 ≒
γ

 

これにより，下記の近似式が得られる。 

 

eVM j･≒tu                           （式 2.4.6） 

ここで，e：偏心距離 

 

また，柱が負担する捩りモーメント cuM は下記の式により得られる。 

 

eVM c･≒cu                           （式 2.4.6） 
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a)  架構での力 

図 2.4.4 偏心をもつ接合部に働く各応力【2.32】 

 

     

図 2.4.5 柱と接合部のねじれ【2.32】     図 2.4.6 柱軸心まわりの水平断面に 

おける捩りモーメントの分布【2.32】 

b) せん断応力分布 

c) ひび割れ状況展開図 
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2.4.3 偏心接合部に関する既往の研究 

 

偏心接合部に関する実験研究の多くは、接合部や梁、柱でのせん断ひび割れ、曲げひび

割れの発生や伸展、拡幅などについて，偏心によって生じる特徴を捉えている。ここでは、

偏心の影響をパラメータとした表 2.4.1 に示す文献の中から、偏心接合部の破壊性状や荷

重変形関係などについての研究成果を整理してまとめて述べる。 

 

(1) 接合部ひび割れ状況 

写真 2.4.1 に藤井ら【2.16】の繰返し載荷によって行われた実験試験体の破壊性状を示す。

ここで、CN は偏心のない試験体で、EN は偏心距離 135 ㎜の十字型平面試験体、CS、ES

は CNに直交梁およびスラブが片側に取り付いた試験体、ESは ENの非偏心面（偏心面の

反対面）に直交梁およびスラブが付いた試験体である。いずれも梁曲げ降伏後の繰返し載

荷によって接合部が破壊した試験体で、偏心面の破壊状況を示している。 

写真 2.4.1および文献【2.16】の報告からもわかるように、偏心のない試験体 CN、CSでは

かぶりコンクリートが剥落することなく，斜めのせん断ひび割れが大きく開口している。

偏心接合部は偏心面でかぶりコンクリートの剥落を伴う損傷が著しく生じることがわかる。

ただし、写真 2.4.1 から見れば、偏心接合部の非偏心面に直交梁およびスラブの取り付い

た ESは，コンクリート剥落の面積が直交梁・スラブの付いていない ENに比べ小さくなっ

ていることがわかる。また文献【2.16】では，非偏心面では傾斜の急な斜めひび割れが生じて

いるが，顕著な進展は見られないと示した。また、偏心試験体の偏心面では，偏心のない

試験体に比べひび割れの発生が早くなり【2.9】、偏心面でのパネル破壊が早期に進展する【2.24】。 

写真 2.4.2 には，城ら【2.13】によって行われた接合部破壊型試験体の偏心面および非偏心

面における破壊状況を示す。偏心面では接合部パネルのほぼ全域にわたってかぶりコンク

リートの剥落が生じていたのに対して、非偏心面では大きな損傷が見られない【2.13】。 

広沢らは接合部破壊型の偏心接合部【2.19-21】の実験から、層間変形角 1/100の 3回ピーク

時におけるひび割れ幅について、偏心のない接合部では 0.3 ㎜となるのに対して，偏心距

離 85㎜では偏心面で 0.4㎜、非偏心面で 0.1㎜となり、偏心距離 135㎜では偏心面で 0.65

㎜、非偏心面で 0.02㎜となることを示した。このことから、偏心率の大きいものほど、偏

心面では非偏心面より大きくひび割れが生じ、それと逆に非偏心面では偏心率が大きいほ

どひび割れが生じにくくなることが示された。また、E135では R=1/100時、E85では R=1/50

時から梁にひび割れが進展せず、破壊がパネルのみに集中して剥落に至ったとの報告から、

偏心接合部ではひび割れより偏心面でのコンクリート圧壊が偏心接合部の最大耐力に大き
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く影響すると予想される。 

また，多くの文献において，偏心面にひび割れや圧壊による損傷が集中し、非偏心面に

は斜めのひび割れが生じる程度の，コンクリートの剥落までには至っていないことが報告

されている。 

 

(2) ねじれによるひび割れ 

広沢ら【2.19-21】は、偏心距離 135㎜の試験体において、ひび割れがパネル内から柱側面へ

螺旋状に繋がっていることから，捩りせん断破壊が生じていると示した。 

城ら【2.13】は、偏心距離 60 ㎜、125 ㎜の偏心接合部の接合部側面に捩れ亀裂が発生して

いるが、この亀裂は偏心距離 125㎜試験体で顕著であり、これは接合部の捩れモーメント

による影響であるとの見解を示した。 

藤井ら【2.16-18】の研究でも，偏心距離 135㎜の平面柱梁接合部試験体およびそれに直交梁・

スラブの取り付いた試験体では、捩り変形によるとみられるひび割れが側面に生じている

と示された。 

 

(3) 梁のひび割れ 

ほとんどの試験体では，柱より梁の曲げ降伏が先行するように設計されているため、柱

に対するひび割れ状況の報告が少ないと思われる。梁および柱の曲げひび割れやせん断ひ

び割れの発生にも，捩りモーメントの影響により偏心のない接合部と異なる挙動をすると

考える。ここでは，城らにより報告【2.13-15】された梁および接合部のひび割れ発生関係につ

いて示す。 

偏心あり、偏心無し試験体ともに R=1/500時に梁付け根コンクリートで曲げひび割れが

発生し，その後ひび割れは拡幅を続けるが，偏心側の面より反対側の面のほうが顕著であ

った。このため梁付け根コンクリートの圧壊は反対側（非偏心側）で大きい。接合部の初

のせん断ひび割れは偏心側で発生し，偏心量 125 ㎜の試験体では R=1/500 時で，60 ㎜は

R=1/200 時で発生した。その後，偏心接合部のひび割れ発生・伸展は顕著となり，偏心量

125㎜の試験体は 60㎜の試験体より顕著な拡幅が見られなかった。偏心距離 125㎜の試験

体の偏心側では，梁による拘束によりひび割れの拡幅が制御された。そして，接合部コン

クリート圧壊が顕著であったが，接合部横補強筋ひずみ度が降伏に至るものが少なかった

ことから，接合部パネルには圧縮場が卓越しているとの見解が示された。 

また、寺岡ら【2.9】は，接合部の偏心側表面のせん断変形角の進行が大きく，それ以上梁

の変形が進まないとの見方を示した。 
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(4) 最大耐力 

1 方向正負交番繰返しによって載荷する場合、梁降伏後に繰返し載荷によって接合部が

せん断破壊する試験体や，梁降伏前に接合部が破壊する試験体では、R=1/50時に最大耐力

となることが多く現れた。いずれにしても，偏心接合部では，偏心のない接合部とほぼ等

しい層間変形角で最大耐力となっている。偏心接合部は偏心の影響により、偏心のない接

合部に比べて層せん断耐力が低下し、また偏心率の大きい試験体ほど強度低下が大きくな

るとの報告が多い。またいくつかの文献【2.10-11、31】では，偏心率の小さい試験体では捩りモ

ーメントの影響が小さく現れ、偏心の有無が最大耐力に及ぼす影響が小さくなると示され

ている。 

 

(5) 最大耐力後の挙動 

偏心接合部の繰返し載荷による履歴性状は、最大耐力は小さく現れるものの、形状は偏

心のない試験体とほぼ同程度となっている。ただし、最大耐力以後においては，偏心接合

部の耐力低下が偏心のない試験体に比べて大きく現れることが示されている。特に広沢ら

【2.26】の研究では，R=1/25 時の，R=1/50 時最大耐力に対する耐力低下が、直交梁・スラブ

のない偏心のない試験体 00 および片側に直交梁・スラブの付いた偏心距離 80 ㎜、115 ㎜

の偏心試験体 80，115で、00：80：115＝0.79：0.81：0.69となり、偏心が大きいほど最大

強度後の強度低下が大きくなると示していた。偏心接合部では，直交梁・スラブの拘束効

果があるにもかかわらず、直交梁・スラブのない偏心のない試験体より強度低下が同等以

下になることから、偏心接合することによって、また偏心距離が大きくなるほど最大耐力

以後の劣化が顕著に現れることが予想される。 

 

(6) 同変位繰返し載荷による耐力劣化 

広沢ら【2.19-21】は、最大耐力となった R=1/50 時の 3 回繰返し載荷による耐力低下が、偏

心無し：偏心距離 85 ㎜：偏心距離 135 ㎜=0.32：0.41：0.34 になると示した。いずれも，

同変位繰返し載荷による耐力低下が大きく現れるものの、偏心の影響による耐力劣化の違

いは顕著なこととは考えられない。 

 

(7) 梁主筋および柱主筋のひずみ度 

塩原ら【2.12】の実験では、偏心距離 55 ㎜の試験体で、非偏心側の梁主筋ひずみが偏心側

に比べて若干高めになっていると示した。また、柱主筋の場合は偏心の影響が顕著に現れ，
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偏心側のひずみがかなりの値まで増加し、これらに関しては偏心接合部の偏心面の変形角

が大きい分，偏心側柱主筋により大きな応力が発生し，一方，梁の変形量は抑えられたと

の見解を示した。 

 

(8) 接合部横補強筋 

塩原ら【2.12】は、偏心距離 55 ㎜の偏心接合部について，コの字型鉄筋を接合部偏心側に

配筋して、偏心面のひび割れの拡大の抑制効果を考察した。偏心面がコの字型鉄筋で補強

される場合，最大耐力前の R=1/100時までは偏心のない試験体と同程度のひび割れ量に抑

制されるが，R=3/100 時には補強されていない同等偏心距離を持つ接合部と同程度のひび

割れおよび圧壊がみられたことから，接合部横補強筋の増加は，最大耐力前の小変形での

ひび割れ抑制に効果があるが，大変形時ではその効果がないことを示した。また、最大耐

力に対しては偏心のない試験体より耐力低下が生じるものの、補強されていない偏心接合

部よりは耐力が若干は改善されるとの結果を示した。 

城ら【2.13-15】の実験では，偏心接合部の偏心側に補強筋を多く配筋すると、わずかに捩れ

変形が小さくなるが、耐力への効果は少ないとの結果を示した。 

また、上村ら【2.11】の研究では，最大耐力時において無偏心接合部では，せい面はすべて

の補強筋で，幅面は接合部の一部で降伏したことに対して，偏心接合部では，幅面で降伏

したがせい面では降伏していないと示した。 
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写真 2.4.1 （BJ型）偏心有無、直交部材有無を変数とした試験体の破壊状況 

       （藤井らの実験【2.16】） 

 

   

 

写真 2.4.2 （J型）偏心面および反対面での破壊状況 

             （城らの実験【2.13】） 
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2.4.4 FEM 解析による RC 造柱梁接合部に関する既往の研究 

 

RC造柱梁接合部の FEM解析に関する研究は，「RC建物の柱梁接合部に関する研究の現

状と将来」【2.30】で野口，上村により紹介されている。本節では，その後に行われた解析的

研究について焦点を絞って述べる。 

 

(1) 柱梁接合部のモデル化において考慮すべき点【2.33】 

 

柱梁接合部は，地震力を受けると，接合部パネルに斜めのせん断ひび割れが生じるのが

一般的であり，ひび割れ後のコンクリートの非線形構成則を FEM 解析上でモデル化する

ことは接合部の力学挙動の正確な把握に非常に重要である。また，接合部内部の梁および

柱主筋の応力勾配が柱や梁に比べて極めて大きく，それによって付着応力がもっとも大き

くなり，付着劣化が生じやすくなる。そのため，柱梁接合部のモデル化においては，ひび

割れ後のコンクリートの構成則や，鉄筋とコンクリート間の付着特性の表現が重要である

と考えられる。 

 

(1).1 ひび割れ後の圧縮劣化特性 

接合部内部では，圧縮ストラット方向と平行する方向に，斜めのせん断ひび割れが生じ，

圧縮応力はせん断ひび割れが生じた圧縮ストラットの中で伝達されるため，1 軸圧縮強度

より低下する。接合部のせん断抵抗を圧縮ストラット機構とトラス機構の足し合わせによ

るものとして考えれば，コンクリートの有効圧縮強度が接合部のせん断強度に及ぼす影響

が大きいと考えられる。 

(1).2 ひび割れ後のひび割れ面でのせん断剛性の低下 

ひび割れ面においてせん断力はコンクリートの骨材のかみ合いや鉄筋のダウエル効果に

より伝達される。固定ひび割れモデルを用いる場合にはこれらを考慮して，初期せん断剛

性の低減を行う必要がある。ひび割れ後のせん断剛性は，柱梁接合部のせん断耐力や荷重

変形関係の履歴形状に影響を及ぼすと考えられる。 

(1).3 接合部内における梁主筋の付着劣化 

梁主筋の付着挙動を考慮するために，鉄筋要素とコンクリート要素の間にボンドリンク

を設けて，そこに付着特性を組み込むことが一般的に行われている。繰り返し載荷を受け

るとき，接合部の両端部のコンクリートは，周辺から圧縮を受けたり，引張を受けてひび

割れることによって，同じ場所でも付着性状が異なっている。また，接合部中央では付着
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すべりと付着応力度の関係が，ほぼ正負対称の逆 S字型の履歴形状となるのが特徴である
【2.34】。また，高軸力が梁主筋の付着性状に及ぼす影響も大きい。鉄筋とコンクリート間の

付着性状は，柱梁接合部のせん断耐力や履歴形状に与える影響が大きいと考えられる。 

 

(2) 柱梁接合部に関する解析的研究 

 

(2).1 接合部内部での圧縮主応力の伝達 

柏崎ら【2.35-36】は，層間変形角 1/200時の接合部パネル内で接合部パネル全域にわたって

幅広く伝達されるのに対して，R=1/100 以後から最大耐力に至るまで，接合部圧縮ストラ

ット域が狭まり，接合部パネルの対角辺に沿って集中的に伝達されると示した。 

(2).2 接合部内コンクリートの有効圧縮強度 

柏崎ら【2.36】の 2次元 FEM解析による結果を見ると，接合部内部での圧縮強度の低減は

約 0.6 程度となっている。ただし，付着ありは接合部パネルの広範囲にわたって圧縮強度

が低下していることに対して，付着無しは中央領域の狭い範囲で限られ，付着ありよりは

有効圧縮強度が高く現れている。 

(2).3 横補強筋効果 

柏崎ら【2.37】は，接合部横補強筋比をパラメータとした 2次元 FEM解析を行い，pjw = 0.2％

まで，接合部せん断耐力の上昇に寄与するが，それ以上の接合部横補強筋比による，接合

部せん断耐力の上昇は見られないことを示した。 

また，その後の研究【2.38】では接合部せん断耐力と横補強筋量 pjw･σy（σy：横補強筋降

伏応力度）の関係について検討を行い，普通強度コンクリートの場合は pjw･σyの増大に伴

うせん断耐力の上昇は著しく現れるが，高強度コンクリートの場合は pjw･σy = 15～30 kgf/

㎝ 2でせん断耐力上昇率が頭打ちになり，pjw･σy= 30 kgf/㎝ 2以後ではほとんど耐力上昇が

見られないと示した。 

また，これに関しては，最大耐力時の横補強筋ひずみが，普通強度コンクリートの場合

には降伏までに達するが，高強度コンクリートの場合には高強度横補強筋の降伏ひずみが

大きいために降伏せず，有効に働いていないことによるとの見解を示した。 

(2).4 柱軸力の影響 

柏崎ら【2.37】の柱軸力をパラメータとした 2 次元 FEM 解析では，軸力が大きい（0.3σB

と 0.1σBの比較）とストラット角度が急になり，幅も増大すると示した。 

(2).5 付着劣化の影響 

柏崎ら【2.37】は，接合部パネルと危険断面から梁せいの梁領域の付着伝達をなくした 2次
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元 FEM 解析では，付着劣化を考慮した場合に梁曲げ圧縮域の圧壊により耐力に達したの

で，梁曲げ圧縮部分を補強して解析を行った結果，圧壊が抑えられ，付着健全な場合より

耐力が約 35％上昇したことについて示した。また，補強した場合の耐力上昇については，

接合部パネルでは，梁主筋からの付着力の伝達がないため，接合部内のせん断ひび割れの

進展，開口が押さえられたためであるとの見解を示した。 

(2).6 偏心接合の影響 

荒生ら【2.39】は，偏心距離を 7.5 ㎝とした偏心接合部に関する 3 次元 FEM 解析を行い，

圧縮主応力およびせん断応力が偏心側に集中して伝達することや，偏心側にせん断力が集

中していることを示すと同時に，梁曲げ降伏型試験体では偏心による捩りモーメントの影

響が小さく現れることについて示した。 

福島ら【2.40】は，偏心距離を 0，60，125㎜とした接合部破壊型（J型）偏心接合部に関す

る 3 次元 FEM 解析を行い，偏心のない場合には接合部中央部から表面に向け一様にスト

ラットが形成されているが，偏心距離 125㎜では，偏心側に応力が集中し，最大耐力時に

は偏心側ではコンクリートが圧壊し応力が低下しているが，非偏心側ではストラットが形

成され耐力を維持していると示した。またこれによって偏心接合部の耐力低下が少なかっ

たとの見解を示した。 

また，接合部コンクリートの圧壊状況については，偏心のない場合は接合部中央よりコ

ンクリートの圧壊が始まり，最大耐力時には梁が取り付いている部分（梁幅内）で激しく，

接合部の表面まで達していると示した。偏心接合部では，応力が集中する偏心側から圧壊

が起こり，最大耐力時には偏心のない場合と同様に，梁が取り付いている部分で激しくな

り，非偏心側の表面では圧壊が見られないことについて示した。 

(2).7 コンクリートの圧壊 

砂井ら【2.41】は，コンクリート要素内の 8 積分点における主応力σ1，σ2，σ3 を

Drucker-Pragerの破壊基準式に代入し，要素内のすべての積分点で f=0となる時に，コンク

リート要素が圧壊したと定義を行った。この定義に基づいて，福島ら【2.40】は偏心のない接

合部では接合部中央より圧壊が始まり，偏心接合部では最大耐力時に偏心側の梁が取り付

いている部分で圧壊が激しくなるが，非偏心側では圧壊した要素が見られなかったことを

示した。 

また，早瀬ら【2.42】は，最大耐力時には，コンクリートの一軸圧縮試験から得られた圧縮

強度時ひずみεmaxを超えた要素は f=0を満たすことから，εmaxを超えるひずみに達した要

素を圧壊として定義を行った。 
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(2).8 コンクリートのひび割れ 

3次元によるコンクリートのひび割れ表現が極めて少ない。峰ら【2.43】は，直交梁・スラ

ブ付き偏心柱梁接合部の解析結果から，円盤の向きでひび割れ面の方向を，色ラベルでひ

び割れ幅を表現する手法を用いて，ひび割れ発生状況の把握を試みた。偏心のない接合部

ではひび割れが一様に広がっているのに対して，偏心接合部ではひび割れが偏心側に偏っ

て分布していることについて示した。 

(2).9 累積吸収ひずみエネルギー 

堀部ら【2.44】は，3次元 FEM解析結果から，コンクリート要素の各積分点における応力，

ひずみに基づいて累積吸収ひずみエネルギーを算出し，それをコンクリート損傷の程度に

対応させる量として，解析独自の定量的および視覚的評価を行った。柱梁接合部架構の各

部材ごとにおけるエネルギーの分担割合に関する検討を行い，完全付着よりも付着を考慮

したほうが，試験体全体に対する接合部のエネルギー吸収の割合が大きいことから，付着

要素を入れ付着性状を考慮した場合の接合部損傷が大きくなったとの見解を示した。また，

梁曲げ破壊先行型の柱梁接合部において，梁のエネルギー吸収が占める割合が変形の増大

とともに多くなることや，試験体でのエネルギー分布図から見ると繰り返し載荷によるエ

ネルギー集中が接合部側の梁の上，下端筋近辺に多く見られること，スラブにもエネルギ

ー吸収による損傷が確認されること，などについて示した。 

日下部ら【2.45】は，直交梁・スラブの付いた立体柱梁接合部について，1方向加力時と田

字加力時における累積吸収ひずみエネルギーの検討を行い，接合部のエネルギーが田字型

加力の場合が 1方向加力の場合より大きく現れることから，田字型加力による接合部の損

傷が厳しくなるとの見解を示した。 

(2).10 多方向載荷時の応力伝達 

柏崎ら【2.46】は，直交梁・スラブ付き立体柱梁接合部について 1 方向加力および 45 度方

向加力（水平 2方向加力）を行い，接合部内部での圧縮主応力分布を示した。分布図から

は，1 方向加力時には接合部パネルでの圧縮ストラットにより応力が伝達されることに対

して，45°加力時には，接合部立方体の両隅角部を結ぶ対角線方向に沿って，圧縮応力が

立体的に伝達されることが見られた。また，日下部ら【2.45】により行われた田字型加力時の

圧縮主応力のコンター図からも接合部内部で圧縮応力が立体的に伝達されることが確認で

きる。また，多方向載荷時の損傷に関して累積吸収ひずみエネルギーの検討も行われた。 
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2.5 まとめ―既往の研究における課題 

 

本章では，柱と梁の偏心接合を含んだ柱梁接合部の地震被害について述べた上に，偏心

接合部の実験的研究から得られた知見を影響因子別にまとめて示した。また，最近行われ

た柱梁接合部の FEM解析による研究成果について 1993年以後を中心に述べた。 

既往の研究に関する調査では，偏心柱梁接合部に関する実験数が非常に少なく，接合部

の力学的挙動に及ぼす偏心の影響については未解明な課題が多く残されていることが考え

られる。例えば，① せん断抵抗機構の解明，② 付着劣化の性状，③ 偏心距離の影響，

④ アスペクト比の影響，⑤ 多方向入力に時の力学的挙動，⑥ 繰り返し載荷時の劣化、

⑦ 寸法効果、などについてはまだ検討されていないのが現状である。 

また，偏心の影響に関するデータベースが整備されていないため，偏心接合をも含んだ

柱梁接合部の耐震設計法の提案がされていないが問題点として考えられる。 

解析的研究においては，付着性状に伴う接合部せん断抵抗機構の解明やその結果に基づ

くマクロモデルの構築が期待される。また，累積吸収ひずみエネルギーによる損傷評価が

可能となってきているにも関わらず，その評価手法（システムの開発）が確立されていな

いことから，部材の損傷度の指標としての評価基準をどのように建てるかが大きな課題と

して残されている。 

それ以外にも，解析結果に対する定量的検討手法や耐震設計への解析成果の応用などが

課題として考えられる。 
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3.1 はじめに 

 

有限要素法は 1950年代に航空機の解析のために開発され，その後，土木，建築，造船，

機械などの構造工学の分野へと導入された。現在では，構造工学分野だけでなく，流体，

電気・電子，化学などの分野へも応用されている。また，構造工学分野でも，微小変形の

線形弾性体の領域で確立された有限要素法は，動的解析，大変形解析，材料非線形解析へ

と適用領域も拡大した。 

RC構造に関する有限要素法の適用は，1967年に Ngoと Scordelis【3.1】が行った RC梁の

解析が最初である。その後，材料モデルの開発や柱，梁，耐震壁などの部材に関する解析

も実施され，数多くの成果が得られている。しかし，計算時間と計算用ハードウェアの制

限で，繰り返し載荷を受ける RC部材の 3次元 FEM解析的研究が活発するのは近年のこと

である。 

本研究で対象とする RC 構造では，コンクリート，鉄筋の 2 種類の材料を扱う必要があ

る。材料モデルとしては，それぞれの材料の非線形性を考慮するとともに，各材料間の相

互作用のモデル化も重要である。 

コンクリートを扱う材料非線形解析の困難さは，コンクリート自体にひび割れを代表と

する破壊現象が早期から現れ，その応力-ひずみ関係は強い非線形性を示すところにある。

また，コンクリートと鉄筋の付着作用に代表される材料間の相互作用も非線形性を示し，

全体の挙動はさらに複雑なものとなる。近年，RC 部材，構造に関する実験はほとんど繰

り返し載荷や動的載荷であるが，RC 部材 の 3 次元 FEM 解析の中心であるコンクリート

の繰り返し挙動を解明する基礎実験，特に，多軸拘束されたコンクリートを対象とした基

礎実験はまだまだ少ないといえる。 

 

本章では，まず，有限要素法の 3次元解析特徴について述べた後に，千葉大学野口研究

室で長年開発，応用してきた 3次元非線形有限要素法解析プログラム【3.4】に用いられてい

る材料モデルの概要を引用する（3.3節～3.5節）【3.4】。また，本研究を行う際に導入された

ひび割れコンクリートの引張剛性（岡村・前川モデル），せん断剛性（山田・青柳モデル）

モデルの概要を追記する。有限要素モデル，数値解析法などの有限要素法手法の概要につ

いては付録 1で引用する。 
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3.2 3 次元による FEM 解析の特徴 

 

本研究では，柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の力学的挙動に及ぼす影響に関して，FEM

解析による検討により把握することをひとつの目的としている。直交梁やスラブが取り付

く柱梁接合部の 3 次元的形状を扱うためにも，3 次元による解析が必要であることは言う

までもなく，柱と梁が偏心接合すると接合部内部には捩りモーメントが生じ【3.2】，このよ

うな力学的挙動に関して 2 次元 FEM 解析ではそれに関する表現や検討がほぼ不可能であ

る。 

本研究では 3次元による FEM解析が今後一層発展していくものと考えられ，本節では 3

次元による FEM解析の意義や問題点などについて整理して示すことを試みる。 

 

3.2.1 FEM 解析おける 3次元問題の定義 

 

JCI委員会報告書【3.3】では，3次元非線形解析を行うことの意義については「より現実に

近い条件で扱うことができる」とのことであると指摘し，3次元問題に関しては表 3.2.1の

ように整理して示している。 

またその例として， 

① 対象構造が 1次元もしくは 2次元構造であっても，3次元的な加力が作用する場

合（載荷条件の 3次元） 

② 逆に，加力方向は 1 次元であるが，対象構造の形状が 3 次元的である場合（幾

何学的 3次元） 

③ 構造の形状が対称であり，同時に加力が 1 方向であったとしても，材料の非線

形性の進行とともに変形や破壊が 3次元的に生じる問題（応答の 3次元） 

などが挙げられた。 

次の節では，FEM解析における 3次元問題について，六面体ソリッド要素によりモデル

化された場合の解析例を挙げながら，本研究との関連性も含めながら述べていく。 
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表 3.2.1 3次元問題の整理【3.3】 

要因 項目 具体例 

載荷条件，拘束条件 2方向加力，円弧状加力 境界条件 

幾何学的形状 T型断面，H型断面 

構造的 配筋 構成 

材料的 異方性 

変形，応力状態 ねじり，平面応力，3次元応力 応答 

破壊，ひび割れ性状 局部破壊，ひび割れ進展 

構成則レベル 1軸モデル，多軸モデル 

部材レベル 3次元的な断面形状 

スケール 

構造系レベル 3次元構造 

 

 

3.2.2 3 次元による FEM 解析の特徴 

 

(1) 形状の 3次元 

本研究では，柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の耐震性能に及ぼす影響をひとつの研究項

目として取り上げ，解析を行う。図 3.2.1 の a)に示すように，梁幅が柱幅より狭い柱梁接

合部は，一見形状的には対称で，平面応力場として考えられるようであるが，水平力を受

ける時には，曲げ圧縮を受ける梁危険断面では圧縮応力が高く現れ，3 次元的に応力が広

がっていることがわかる。また接合部内部応力の分布を見ると，中央部分では高応力度と

して現れていることがわかる。 

図 3.2.2 には柱と梁が偏心接合した場合の柱梁接合部を示すが，捩りモーメントの影響

により，偏心側および非偏心側での圧縮主応力（図 a））やせん断応力分布（図 b））が異な

り，接合部パネルの面外変形として捩れによる変形が現れる。 

図 3.2.3のような直交梁・スラブの付いた柱梁接合部では，3次元による解析を行うこと

により，直交梁の拘束効果やスラブでの応力の広がりの検討ができる。 

また，せん断補強筋が多く，コンクリートの拘束効果の影響が大きい柱などについて地

震力入力時の力学的挙動を再現するには，部材を 3次元的に忠実にモデル化することによ

り 3次元応力場の再現ができる（図 3.2.4）。 
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(2) 加力の 3次元 

図 3.2.5 には，立体柱梁接合部に軸力および 45°方向加力に 2 方向水平力を加えた場合

の挙動を示す。接合部内部の応力伝達も図 a)のように，1 方向加力時の接合部パネルに平

行するような圧縮ストラットと異なり，接合部内部の中心を通過しながら 3次元的に伝達

されていることが分かる。また，図 b)に示すように、45°方向加力時の梁方向における荷

重変形関係は 1方向加力時と異なり，層せん断耐力も 1方向加力時に比べて小さく現れる

ことがわかる。 

 

(3) 応答の 3次元 

この問題は，構造物の形状が対称であり，加力が 1方向であっても材料の非線形性の進

行とともに変形や破壊が 3 次元的に生じる問題である。図 3.2.6 に示すように，せん断中

心の移動による捩り変形の解析では，外力として捩れが作用していなくても，材料の非線

形性により断面内のせん断中心が移動し，その結果捩れが生じる可能性を指摘している【3.3】。 

また，破壊形状や対象部材が 3次元となる場合，図 3.2.7のように 3次元解析によって 2

次元的加力（変形）が作用する RC 部材の，3 次元的なひび割れ状況を再現することによ

り，せん断耐荷機構の把握，さらにはせん断耐荷力算定式の導出などに適用できる【3.3】。 

 

3.2.3 3 次元 FEM 解析の問題点 

 

3次元非線形 FEM解析では，従来の解析と同じく最大耐力以後の下降域での挙動に関す

る解析精度が問題点として指摘される以外に，次のような項目が挙げられる。 

① 3 軸応力下でのコンクリートの構成則は，平面応力下に比べると複雑であり，現状で

は本研究での解析プログラムも含め，RC 平板実験により導かれた平面応力場の構成則を

そのまま 3次元に拡張して適用している。 

② 繰返し載荷による解析例が最近は増えているものの，実績が少ない。また，コンクリ

ートの 3軸応力下での繰返し挙動に関する基礎実験が難しいため，不明な点が多く，解析

結果においても繰返しルールのモデル化により異なる挙動を示す。 

③ 解析結果の評価においては，部材内部の応力ひずみや変形などが 3次元的になってい

るため，3 次元的表現が必要となり，いかに分かりやすく表現できるかが課題として挙げ

られる。例えば，ひび割れの 3 次元表現には大きさだけではなく方向性も含むため，3 次

元的表現の工夫が必要となる。 
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柱

梁

 
  a) 変形および圧縮主応力分布     b) 接合部断面でのせん断応力分布形状 

図 3.2.1 梁幅が柱幅より狭い柱梁接合部の挙動 

    

-75

250

柱

梁

 
 a) 変形および圧縮主応力分布     b) 接合部断面でのせん断応力分布形状 

図 3.2.2 偏心柱梁接合部の挙動 

 

   変形および圧縮主応力分布      

   図 3.2.3 立体柱梁接合部の挙動 

柱幅と梁幅が異なる場合，接合部の幅方向には一様な

応力分布ではなく，中央ほど応力度が高くなる。 

偏心接合部の場合は，偏心側ほど応力が

集中して，高応力度として伝達される。

形状の 3次元 



第３章 本研究で用いた有限要素法解析モデル 

- 46 - 

    

0

20

40

60

80

100

120

140

160

-10 0 10 20 30 40 50 60

ひずみ（μ）

応
力
（
M
P
a）

σ1、σ2=-6.9MPa

σ1、σ2=-13.9MPa

σ1、σ2=-28.2MPa

σ1、σ2=0.0MPa

 

図 3.2.4 3次元的拘束効果【3.4】 

 

 

a) 2方向加力時の圧縮主ひずみ分布   b) 1方向および 2方向加力時の荷重変形関係 

 

図 3.2.5 2方向加力時の挙動【3.5】 

   

図 3.2.6 せん断中心移動によるねじり   図 3.2.7 3次元的ひび割れ性状の評価 

変形の解析【3.3】             （山梨大学・斉藤成彦先生） 
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実験値

1方向加力

45度方向加力

実験包絡線：1方向

実験包絡線：45度方向

加力の 3次元 

材料も 3軸応力状態に置かれると，1軸時

の応力ひずみ関係と異なる性状を示す。 

多方向から加力される時の部材の耐

力も 1方向加力時より異なる。 

応答の 3次元 
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3.3 コンクリートの材料モデル【3.4】 

 

3.3.1 繰返し載荷時の応力―ひずみ関係 

 

ここでは，本解析で用いたコンクリートの繰返し載荷下での履歴特性について説明する。

解析ではある変位あるいは荷重が構造物に与えられたとき，付録 1で説明したようなマト

リックス計算が繰り返され，各荷重段階における解が求められるわけであるが，そのとき

のコンクリートの応力状態は予め設定した応力－ひずみ関係上にあり，その意味でコンク

リート挙動は履歴モデルに支配されていると言える。逆に考えれば，履歴モデルは解析の

妥当性を占ううえで大変重要な要素なのである。よって，その決定には細心の注意が払わ

れると同時に，より実験に近い形が推奨されるべきである。そのため，本研究では多くの

研究者の提案モデルを採用する結果となった。特に長沼のモデルは，実験結果との対応も

良く，各モデルが数学的に簡明であることから汎用性もあると考えられるため，随所で参

考としている。 

 

(1) 解析における除荷の判定 

 

本解析では，野崎のモデルに従い，除荷の発生は各ステップでの増分ひずみ ε∆ により

以下のように判定した。 

図 3.3.1に，圧縮側包絡線上における除荷判定の例を示す。圧縮域（直前ステップでの等

価一軸ひずみが負の値）では，増分ひずみ ε∆ が正なら除荷が発生したとして除荷履歴に

進み，逆に増分ひずみ ε∆ が負ならばそのまま圧縮包絡線に乗せるようにした。引張側に

ついても同様である。表 3.3.1に，除荷の判定基準についてまとめて示す。 
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O

圧縮側包絡線

圧縮側除荷直線

Δε

現ステップ（ 除荷発生： Δε＞０ ）

現ステップ（ 除荷なしΔε≦０ ）

直前ステップ

＋ε（ 引張側）

＋σ（ 引張側）

－σ（ 圧縮側）

－ε（ 圧縮側）

 
 

図 3.3.1 除荷判定の例（圧縮側包絡線上） 

 

 

 

 

表 3.3.1 増分ひずみによる除荷判定 

Δε≦0 0＜Δε Δε≦0 0＜Δε
再載荷 除荷 除荷 再載荷

ε：前ステップでの等価一軸ひずみ
Δε：現ステップで生じた増分ひずみ

ε≦0 0＜ε
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(2) 圧縮域および圧縮～引張域間における応力－ひずみ関係 

 

本解析では，既往の実験的研究から得られたコンクリートの圧縮下における繰返し挙動

に関する知見をもとに，図 3.3.2 のようにモデル化する。（包絡線は Saenz【3.6】あるいは

Fafitis-Shah【3.7】の提案式を用いている。） 

圧縮側で除荷が発生した場合，包絡線上の除荷開始点 Eから点 C（除荷曲線と再載荷曲

線との交点，以下，コモンポイント）→点 D（剛性変化点）→点 P（除荷後に応力がゼロ

になる点，以下，残留ひずみ点）へと移行する。ただし，圧縮応力が最大圧縮強度の 1/3

以下で除荷が行われた場合では，既往の実験結果を見ても残留ひずみはごく僅かであるた

め，本モデルでは包絡線上を原点に向けて戻るように設定してある。 

包絡線上からの除荷開始点の剛性は，経験した最大ひずみが大きくなるほど，剛性は低

下するものと考えられるため，除荷開始点の剛性 EEは E～P間の割線剛性を EEPとすれば，

EEは EEPに比例するものとして，次式で与える。 

EPE EE ⋅= 1α   （ OE≤ ：初期剛性）               （式 3.3.1） 

 

係数 1α は実験との対応から 1.5 とする。ただし，除荷剛性は初期剛性 OE を越えないも

のとする。点 Eからはこの剛性 EEで直線的に C点，D点に向かう。σC，σDはσEの関数

として以下の式で求める。 

EC σσ
6
5

=                            （式 3.3.2） 

ED σσ
2
1

=                            （式 3.3.3） 

残留ひずみ（εP）の算定は，以下に示す Karsanら【3.8】の提案式による。 

M
M

E

M

E
P ε

ε
ε

ε
εε ⋅

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
+⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
= 127.0145.0

2

                （式 3.3.4） 

点 D～P間の履歴は長沼【3.9】の提案式を採用し，次の 2次曲線で近似した。つまり， 

cba ++= εεσ 2                         （式 3.3.5） 

 

ここで，定数 a，b，cは，点 Dと点 Pを通過し，点 Dで剛性 EEであるとの条件より，

以下のように求められる。 
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2)(
)(

PD

DPDEEa
εε

σεε
−

−−
=                      （式 3.3.6） 

DE aEb ε2−=                          （式 3.3.7） 

DDD bac εεσ −−= 2
                      （式 3.3.8） 

除荷曲線上で再載荷（点 R）が発生した場合は，点Ｒから，点 Cおよび点 Xに直線的に

移行するモデルとしている。さらに，この再載荷直線上で再除荷に転じる場合には，図

3.3.3(a)のように再除荷点が点 Cを通過していないときは，点 E，C，D，Pの座標はそのま

まで，ED 間剛性 EEと等しい値を傾きとするとする直線履歴で DP 曲線へ向かうことにす

る。一方，図 3.3.3(b)のように再除荷点が点 Cを通過しているときは，点 E，D，Pを再計

算し，除荷履歴へ乗せることとした。これによって，ある応力振幅での除荷，再載荷の繰

り返しによって，ひずみが漸増する現象を再現することができる。 

次に，点 Pにおいてさらに正の力（引張側への移行）が加わったときの履歴について説

明する。このとき，過去において引張側のテンションスティフニング領域を経験している

かどうかで多少履歴が変化するため別個に記すことにする。 

まず，テンションスティフニング領域を経験していないときには，図 3.3.4のように圧壊

後の収斂点ひずみで応力がゼロの座標から一軸引張りしたときのひび割れ発生点に直線を

引き，点 Pから初期剛性と同じ傾きで伸ばした直線との交点 Qを新しいひび割れ発生点と

する。これは，圧縮ひずみの影響によってひび割れ発生が圧縮側に移行することを考慮し

たことによる。Q点からは白井式【3.10】上を引張側に移動する。 

テンションスティフニング領域を経験しているときは，図 3.3.5のようにテンションステ

ィフニング領域上での除荷点 Fに向けて直線的に変化する。そして，点 Fを越えたところ

で白井式に復活する事としている。 
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図 3.3.2 圧縮側応力－ひずみ関係 

 

順序：O→E→C→D→P→C→X 

E点：除荷点 

C点：コモンポイント（ EC σσ 6/5= ） 

D点：剛性変化点（ ED σσ 2/1= ） 

P点：圧縮側残留ひずみ点（Karsanらの提案式） 

X点：包絡線復活点 

M点：最大強度点 

 

E～D間：圧縮ひずみに応じた傾きを持つ直線 

D～P間：２次曲線 

P～X間：直線 

圧縮ひずみ

圧
縮
応
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図 3.3.3 圧縮域における除荷・再載荷ルール 

(a) C点を超えてないところでの除 (b) C 点を超えてからの除

P

R

P
R

C C
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P 
圧縮ひずみ 

圧縮応力 

S 

S：テンションスティフニング域

で経験した最大引張ひずみ 

図 3.3.5 テンションスティフニング域を経験しているときの 

圧縮～引張履歴 

E 

D

T 

P epcu 

圧縮軟化直

圧縮ひずみ 

圧縮応力 

図 3.3.4 テンションスティフニング域を経験していないときの 

圧縮～引張履歴 

（圧壊後の収斂点ひずみ） 

ひび割れ発生点の移行

O 
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(3) 引張域および引張～圧縮域間における応力－ひずみ関係 

 

コンクリートの引張側の履歴特性は，ひびわれ発生時までは線形弾性とし，それ以降の

応力はテンション・スティフニング領域として白井ら【3.10】による提案式に従った。 

既往の実験結果から，ひび割れ後の軟化域における除荷及び再載荷曲線の傾向として，

除荷点のひずみが大きくなるほど，除荷・再載荷時の剛性が低下していること，そして除

荷－再載荷時の履歴ループが大きくなることが挙げられる。この特徴を考慮して図 3.3.6

に示すように履歴特性をモデル化する。包絡線上の除荷開始点を F，除荷後に応力がゼロ

になる点を H とすると，FH 間は直線的に変化し，そのときの剛性 EFHは除荷開始点のひ

ずみの増大に伴って減少するものとして，以下のように求めた。 

O
F

T
FH EE

ε
ε

=   （ OE ：初期剛性）                （式 3.3.9） 

ここで， Tε はひび割れ時のひずみである。FH 間で再載荷が発生したときは，除荷－再

載荷曲線間の履歴面積は全体挙動に大きな影響は与えないと考え，また，モデルの簡略化

のため除荷時と同じ履歴上を戻ることとした。 

次に，点 Fを越えてひずみが引張側にあるにもかかわらず，圧縮応力を負担する領域か

ら，圧縮包絡線上に移行するまでの履歴モデルについて述べる。図 3.3.7に示すように引張

側除荷曲線から圧縮側包絡線への移行点（以下，剛性復活点）を J 点とする。既往の実験

結果には，この J 点は除荷開始点のひずみ（ここではεF）が大きいほど，点 J の応力σJ

も大きくなるという傾向が見られる。これはひび割れの開閉が大きく影響し，ひび割れ幅

が増大し，直交方向のずれが生じた場合，閉合時の局部的な接触効果が早い時期から発生

するためであると考えられている。よって，本モデルでは，長沼【3.9】のモデルを参考に，

式 3.3.10，11 に示すように点 J の応力σJはひび割れ発生強度σTに比例すると仮定し，先

に述べた引張域除荷時ひずみの影響を表現することを試みた。 

TJ σασ ・=                           （式 3.3.10） 

)(02.00.1
T

TF

ε
εε

α
−

⋅+=                     （式 3.3.11） 

 σJ：圧縮域剛性復活点（J点）応力 

  σT：ひび割れ発生時応力 

  εF：引張域除荷時ひずみ 

  εT：ひび割れ発生時ひずみ 
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また，HJ間の履歴には J点における剛性変化が起きず，連続的に連結されるように次式

に示す対数曲線で表現した。 

cbae ⋅++= ))((log εσ                      （式 3.3.12） 

ここで，a，b，cは係数で，点 Hと点 Jを通過し，また点 Jの接線剛性が等しいという条

件から決定することができる。 

図 3.3.8に引張域が先行する場合と圧縮域が先行する場合の応力－ひずみ関係を示す。 

 
図 3.3.6 引張域における除荷・再載荷履歴 

 

図 3.3.7 既往の実験的研究に見られる引張～圧縮間履歴 

引張応力 引張応力 

圧縮応力 圧縮応力 

引張ひずみ 引張ひずみ 圧縮ひずみ 圧縮ひず
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H 

J 

J 

σT σT 

σJ 

σJ 

εT εT 

（a）除荷時ひずみが小さいとき （b）除荷時ひずみが大きいとき

O O

引張ひずみ 

引張応力 
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F1 
F2 

H1 H2 

直線除荷・再載荷 
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O 

T

F

F

H2H1

J1 

E

D

P

X

引張ひずみ圧縮ひずみ 

引 張 応

圧 縮 応

J2 

C1 

順序：O→T→F1→H1→J1→

E1→C1→D1→P1→F1 

T点：ひび割れ発生点 

F点：引張側除荷点 

J点：圧縮側包絡線復活点 

E点：圧縮側除荷点 

P点：残留ひずみ点 

引張ひずみ圧縮ひずみ 

引張応力

圧縮応力

T

F1

H1

E

E
X

C

D
D

J1 

P1 P2 O 

順序：O→E1→C1→D1→P1

→T→F1→J1→X1 

T点：ひび割れ発生点 

E点：圧縮側除荷点 

C点：コモンポイント 

P点：残留ひずみ点 

F点：引張側除荷点 

図 3.3.8 （上）引張域先行（下）圧縮域先行の応力－ひずみ関係 
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3.3.2 破壊基準 

 

多軸応力下のコンクリートの破壊は，その応力の組み合わせによって決定される。破壊

基準に関しては数多くの研究がなされ，応力状態の関数として定義されている。 

一般に，破壊は，引張型と圧縮型に分類される。引張型の破壊はひび割れの発生現象に

対応し，圧縮型の破壊は圧壊現象に対応する。 

等価 1軸ひずみに基づく直交異方性亜弾性モデルでは，応力－ひずみ関係の引張および圧

縮の最大応力点および最大ひずみ点を求める際に破壊基準を用いる。 

本研究で開発したプログラムでは，Willam，Warnke ら【3.11】の 5 パラメータモデルを用

いる。同モデルでは，コンクリートの破壊応力曲面を 1軸圧縮強度，1軸引張強度，2軸圧

縮強度，他に 2種類の応力比の破壊強度の 5つの未知数を含む関数で定義する。 

破壊曲面は，2 つの子午線（引張子午線，圧縮子午線）と楕円形の偏差断面を組み合わ

せることによりその形状が決定される。ここで，破壊曲面の子午線とは曲面と静水圧軸を

含む平面との交線であり，その線状では相似角θ（偏差平面上で子午線と主軸のなす角）

は一定である。θ=0゜およびθ=60゜の面内の子午線をそれぞれ引張子午線，圧縮子午線と

呼ぶ。図 3.3.9 に破壊曲面を示す。(a)は破壊曲面の形状を主応力座標系で，(b)は偏差断面

で，(c)は子午面でそれぞれ表示している。図 3.3.9(b)に示すように，破壊曲面は 3 軸に対

して対称性を持つ。σ1≧σ2≧σ3であれば，θは 0゜≦θ≦60゜の範囲にある。 

5 パラメータモデルでは，子午線を 1 軸圧縮強度で無次元化した平均応力成分を用いて

次式に示す 2次式で表す（図 3.3.9(c)）。 

 

2
2102

2
2101

aa

aa

bbbr

aaar

σσ

σσ

++=

++=
                      （式 3.3.13） 

 

上式の 6つの未知数は，5つの破壊強度（1軸圧縮強度，1軸引張強度，等 2軸圧縮強度，

引張子午線上の高圧縮応力点，圧縮子午線上の高圧縮応力点）と 2つの子午線が静水圧軸

上の 1 点（3 軸引張の点）で交わるという条件を用いて決定される。従って，必要なパラ

メータは 5つとなり，5パラメータモデルと呼ばれる。 

ここで， aσ は平均垂直応力，r1，r2は偏差平面内での引張および圧縮子午線と静水圧軸と

の距離で，平均せん断応力 aτ で表される。I1は応力不変量，J2は偏差応力不変量である。 
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任意のθおよび rは次式で求められる。 
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    （式 3.3.15） 

 

ひずみの破壊曲面に関しても，5 つの強度に対応するひずみを用いれば，同様の方法で

定義することができる。 

しかし，5 つの強度およびひずみの内，簡単に試験が行えるのは 1 軸圧縮強度と 1 軸引

張強度だけであり，他の試験を行うことは困難である。Murray ら【3.12】は，Kupfer【3.13-14】

らの 2 軸平板実験結果を用いて，応力およびひずみの破壊曲面を求めた。本研究では，

Murrayらが求めた破壊曲面の諸数値を用いている。 
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(a)  破壊曲面（主応力座標系）
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図 3.3.9 5パラメータモデル（Willam，Warnke【3.11】） 

(b) 偏差断面            (c) 子午線断面 
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3.3.3 ひび割れモデル 

 

既往のひび割れモデルの代表的なものに，離散ひび割れモデル【3.1】と分布ひび割れモデ

ル【3.15】がある。離散ひび割れモデルは，RC構造物に初めて FEM解析が適用された時に用

いられた。実現象と同様にひび割れを幾何学的に不連続として扱い，実際に要素の節点を

切り離すことによりひび割れを表現した。本研究で用いる解析プログラムにおいては，離

散ひび割れに適用するクラックリンク要素を保有している。 

分布ひび割れモデルとは，要素材料剛性マトリックスを修正することにより，ひび割れ

の存在を考慮するモデルである。すなわち，ひび割れが発生したと判断された場合，材料

剛性マトリックスの係数を十分小さい値とするもので，この手法は，現在最も用いられて

いる方法である。応力－ひずみ関係の項で述べたように，ひび割れ発生後の応力は，テン

ション・スティフニング特性を考慮して徐々に応力を解放するモデルとひび割れ発生時に

すべての応力を解放するテンション・カット・オフモデルを用いる。 

現状では，3 軸応力状態での分散ひび割れモデルは，固定ひび割れモデルと回転ひび割

れモデルに大別される。回転ひび割れモデルは，主応力軸とひび割れ軸の一致を仮定した

もので主応力の回転に伴いひび割れも回転し，ひび割れ方向は前回のひび割れ方向とは関

係なく現在の主応力方向に関係すると仮定され，複数のひび割れの相互関係を表現できな

い。一方，3 軸応力状態での固定ひび割れモデルは，初に生じたひび割れの方向の変化は

許容されず，固定された座標系において要素剛性マトリックスを構築し，単一のひび割れ

座標系（直交 3方向）により表現されており，2，3本目のひび割れは常に 1本目のひび割

れと直交するものとされている。 

しかし，実際の実験試験体では，荷重の増大と共に，試験体のある位置で多本のひび割

れが発生するのは普通で，それらのひび割れの開閉，幅などについては相互関連している。

又，ひび割れの間の角度は必ずしも 90度ではない。その事実から，数値解析においても，

1）多方向載荷と履歴依存性の考慮，2）多方向ひび割れを有するコンクリートの取り扱い，

3）ひび割れ面におけるせん断伝達特性と異方性の表現が不可欠な問題であると考える。そ

の必要性に応じて，長沼・米澤ら，または前川・福浦らは複数のひび割れの相互関係を表

現できうる非直交分散ひび割れモデルが提案した。 

そこで，本研究では，長沼・米澤ら，または前川・福浦らのモデルを参考として，非直

交分散ひび割れモデルを改良し，本 FEM解析プログラムに導入した。 

図 3.3.10に分かりやすいため，平面化したひび割れモデルの概念図を示す。従来の回転

ひび割れモデルでは，主軸の回転を許容するため，主応力がコンクリートの引張強度に達
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した時に，ひび割れ座標がステップ毎に異なり，従って，常にコンクリートのひび割れし

やすい方向にひび割れが発生する。しかし，実際の RC部材では，わずか２，３本のひび

割れしか発生しないことが通常であるため，回転ひび割れモデルを用いた FEM解析では，

実際の RC部材の挙動より耐力と剛性は低い結果になる。  

本研究では，3次元単調FEM解析プログラムで用いる回転ひび割れモデルを流用した上，

直交固定ひび割れモデルと，3 次元立体応力状態で最大 9 方向まで，独立して交差するひ

び割れを有する多方向非直交固定ひび割れモデルを導入した。導入した RC モデルは，従

来の 3方向ひび割れ挙動に関するアクティブクラック法【3.16-17】を拡張し，直交 3方向ひび

割れを対象とする RC モデルと組み合わせたものである。多方向ひび割れ間の開口と閉合

をモデルに取り込み，できる限り実際の力学現象に対応したモデル化を図った。 

直交固定ひび割れモデルの主軸は，ひび割れ前においては主ひずみ方向とし，この方向

はモールの応力円から荷重ステップ毎に求める。ひび割れが生じるとその時点での主軸方

向を保持し，その後は主ひずみ軸の回転が主軸に対して 90 度（直交）までひび割れの発

生を許容しない直交固定ひび割れモデルと主ひずみ軸の回転が主軸に対して 90 度以下で

もひび割れの発生を許容する非直交固定ひび割れモデルがある。 

非線形性を強く呈する主たるひび割れに関して，それと最も直交関係に近い他方向ひび

割れにのみ，相互作用(両ひび割れ群はせん断ずれを同時に起こす)を考慮し，その他の非

直交関係にあるひび割れに対して，相互作用を無視する仮定を設けることとなされている。

あるひび割れに沿った非線形性が卓越する（強非線形あるいは active）際には，他方向の

非直交ひび割れに沿った非線形性は低い（弱非線形あるいは dormant）,として数値処理で

きることを意味する。独立 3方向にひび割れが交差する状況に対して， 3方向のひび割れ

の内，最もひび割れ面に沿ったせん断剛性が小さい方向を強非線形軸としている。ここで，

設定した強非線形軸以外の 2方向ひび割れ群に対しては全て相互作用を考慮しない，とい

う方法がまず考えられる。 

強非線形軸となるアクティブクラックの判定には，ひび割れ直角方向の引張ひずみの大

きい方を選択する方法を基本的に用いている。これはひび割れ面でのせん断剛性の比較に

よる判定とほぼ同等であり，かつ与えられたひずみから直接に判定できる事から数値言計

算プログラム上，便利な方法である。 

ひび割れる前のコンクリートモデルから求めたひずみにより，最初のひび割れが発生し

た場合，第 1座標系が導入され，ひび割れたコンクリート応力の算定を行う。 

第 1座標系において算定されたひずみから，非直交ひび割れが発生した場合に，第 2座

標系が導入される。同様に，第２座標系において算定されたひずみから，非直交ひび割れ
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が発生した場合に，第３座標系が導入される。また，第３座標系に関して算定きれたひず

みから，新たなひび割れが発生した場合には，そのひび割れ方向が現在三つの座標系と成

す角度が最も小さい座標系を active座標系として計算を行う。 

非直交固定ひび割れモデルのフローを図 3.3.12に示す。疑似直交 2方向ひび割れからア

クティブクラックを判定する際には，基本的にひび割れ直角方向の平均引張ひずみが大き

いものを選択する。但し，載荷履歴に応じたアクティブクラックの変化を滑らかにし，計

算の収束安定性のため,新たにアクティブとなるひび割れの平均引張ひずみがもう一方の

平均引張ひずみの 1.2 倍以上となった場合にアクティブクラックのスイッチを行うものと

されている。直交固定ひび割れモデルは図 3.3.11の中で，ひび割れ発生後，ひび割れ座標

系の数を１つに固定すればよい。 

新たなひび割れの判断基準を，長沼，米澤【3.18】および前川ら【3.16-17】の非直交多方向固定

ひび割れモデルを参考とし，解析の連続性を保持できるように決定した。ひび割れの判断

基準については，本来では，引張強度自体も載荷履歴の影響を受けることから，引張発生

基準においても，圧縮応力履歴の影響を考慮しなければならないが，本解析プログラムで

は，簡略するため，引張先行の場合では，引張強度を一定値に固定し，圧縮先行の場合で

は，圧縮残留ひずみよって引張強度を決めるように定式化した。 

具体的には，図 3.3.12のように，あるひび割れ座標系（前ステップ）における現ステッ

プのひずみε0’の計算は，引張先行の場合には，現ステップの引張ひずみε0 からコンク

リートの引張強度時ひずみεCRを除いた値を（式 3.3.16），また圧縮先行の場合には，現

ステップの引張ひずみε0 から負方向にシフトした引張強度時ひずみεCR’（除荷履歴ル

ールで算定する。図 3.3.4を参考）を除いた値を，それぞれ採用した（式 3.3.17）。 

CRεεε −= 00 '                          （式 3.3.16） 

'' 00 CRεεε −=                          （式 3.3.17） 

ひび割れの相互関係を表現するため，ひび割れ軸が移行される時に，前ひび割れ座標系

のコンクリート要素の状態指標を次のひび割れ座標系に持ち込むことが必要である。そう

ではないと，新たなひび割れ座標系と前ひび割れ座標系の関連性がなくなる。その指標と

いうのは，変量と不変量がある。たとえば，コンクリートの除荷状態指標など（本解析プ

ログラムでは IVIRGIN，ある軸の応力-ひずみ関係が除荷を経験したかの指標）が不変量で

あり，一方，コンクリートの積分点のひずみなどが変量である。式 3.3.18のように，コン

クリート要素のひずみ増分⊿εを計算する。 

oldnew εεε −=∆                         （式 3.3.18） 
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ひび割れ軸が移行された時に，式 3.3.18 での前ステップのひずみεold の決まるには，

移行する前の旧ひび割れ座標系のひずみを移行した後の新座標変換した値用いる方法Aと

新ひび割れの以前の最終状態値を用いる方法 Bがある。たとえば，図 3.13に示すように，

履歴経路が太い黒矢印に沿う場合にD点でのひずみ増分⊿εを計算するには，方法Aでは，

式 3.3.19，方法 Bでは式 3.3.20を用いる。 

'2*'1
'11

oldold

oldnew

εΛε
εεε∆

=
−=

                       （式 3.3.19） 

oldnew 11 εεε∆ −=                        （式 3.3.20） 

 

ここで，ε1newはD点でのひずみ，ε1oldは①座標軸での最終状態でのひずみ，ε1old

‘は前ステップの②座標軸でのひずみε2oldから①座標軸に座標変換したものである。 

方法Bでは，解析での連続性を保持しやすい利点があるが，各ひび割れ軸が独立された

ため，ひび割れの相互関係，載荷履歴の影響などを再現できない。本解析プログラムでは，

ひび割れの相互関係，載荷履歴の影響を配慮した方法Aを用いた。 
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回転ひび割れモデル 

（一方向固定ひび割れモデル） 

新たなひび割れは，古いひび割れから指定する

角度範囲内（非直交位置）でしか開かない 

非直交多方向固定ひび割れモデル 

図 3.3.10 ひび割れモデルの概念 
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A 

図 3.3.11 ひずみ増分⊿εの計算方法 
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図 3.3.12 ひび割れの判断 

図 3.3.11 多方向固定非直交ひび割れモデルのフロー 
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3.3.4 ひび割れたコンクリートのせん断剛性 

 

固定ひび割れモデルと回転ひび割れモデルでは，異なるモデル化を行っている。 

回転ひび割れモデルでは，主軸の回転を許容するため，ひび割れ座標系が，ステップ毎

に異なる。そこで，弾性時に仮定している座標系の回転に対しせん断剛性が不変という条

件をひび割れ発生後も用いて，ひび割れ発生後のせん断剛性を求めている。この場合，せ

ん断剛性の低下は，垂直方向のヤング係数の低下に依存する。 

固定ひび割れモデル（直交，多方向非直交）では，ひび割れ発生時に決定したひび割れ

座標系において，せん断剛性を定義する。 

以下，本研究で用いる FEM 解析プログラムで導入されたひび割れ面でのせん断剛性に

ついて述べる。 

 

(1) Al-Mahaidi モデル 

Al-Mahaidi【3.19】が提案した次式のような低減せん断剛性G を用いる。せん断応力につい

ては，X-Y-Z軸で計算した応力をひび割れ軸に変換した値を用いる。（図 3.3.12参照） 

( )

( )01

01
01

4.0

t

t
t

GG

GG

εε

εε
εε

<=

≥=
                  （式 3.3.21） 

ここで，G はひび割れのないコンクリートのせん断弾性係数，ε1はひび割れに対して垂

直方向の主引張ひずみ，εt0はひび割れが発生するときの引張ひずみである。 
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図 3.3.13  Al-Mahaidi モデル 
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回転ひび割れモデルを用いる解析において，せん断ひずみは 0であるため，このモデル

を用いて，ひび割れ面の法線方向のひずみからせん断剛性を算出し，全体剛性マトリクス

を組み立てることができる。一方，固定ひび割れモデルの場合，主軸（ひび割れ軸）座標

系では，せん断応力が存在するため，このモデルでせん断剛性を評価する上，軸変換から

得たせん断応力を流用することが必要である。 

 

(2) 接触密度関数に基づく応力伝達モデル 

前川ら【3.16-17】は，接触密度関数を利用したコンクリートのせん断剛性評価法を用いてせ

ん断応力－せん断ひずみ関係を求めた。除荷・再載荷時の履歴特性を図 3.3.13に示す。こ

こで，包絡線上の除荷開始点を D，除荷後に応力ゼロとなる点を F，再載荷開始点を Rと

する。 

まず，D点で除荷が発生した場合，F点に向かうが，DF間の曲線を長沼の提案モデルを

参考に次式で示すことにする。なお，せん断応力をτ ，せん断ひずみをγ とする。 

 
4)( ba −= γτ                          （式 3.3.22） 

 

せん断ひずみ
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R

包絡線 

除荷曲線

再載荷曲線

載荷経路 
 D1→F1→R1→D1→D2→
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 D点：包絡線からの除荷開始点 

 F点：除荷後に応力がゼロとなる

点 
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図 3.3.14 前川モデルでのひび割れ方向のせん断履歴特性 
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式 3.3.22の係数 a，bは，D点を通過することと，F点を通過することから求められるが，

この Fのひずみ Fγ は次のように決定する。 

DF γγ 5.0=   )
4

(
O

D
D G

τ
γ −≤                   （式 3.3.23） 

除荷曲線は点 Fを通過する時点で剛性がゼロとなり，さらにひずみが減少する場合は，

応力ゼロのまま推移し，ひずみが増加に転じる点が再載荷点 Rとなる。点 Rで，再載荷さ

れた後は点 Dに向け DF間同様に式 3.3.22で変化する。なお，DF間及び RD間で除荷・再

載荷された場合はそのまま除荷・再載荷曲線上を動くものとする。 

前に述べたように，回転ひび割れモデルを用いる解析において，主軸でのせん断ひずみ

が 0であるため，このモデルでは，せん断剛性の評価ができない。逆に，固定ひび割れモ

デルを用いる解析する場合，このモデルでは，せん断剛性，せん断ひずみを同時に計算す

ることができる。このときのせん断応力は，要素の等価節点力の算出においては非常に重

要である。 

 

(3) 山田・青柳モデル 

岡村・前川ら【3.35-36】は，山田･青柳モデル【3.37】が分布ひび割れモデルを用いた鉄筋コン

クリートに適用できるように開発されたモデルであり，ひび割れを介して伝達されるせん

断剛性を主引張ひずみの関数として取り扱うことができると考え，式 3.3.24で示すような

ひび割れたコンクリートのせん断剛性モデルを提案した。ひび割れ界面でのせん断剛性に

は式 3.3.25で表される山田･青柳モデルを用いた。式 3.3.24は，ひび割れたコンクリートの

せん断剛性をひび割れ界面におけるせん断剛性とひび割れ間のコンクリートのせん断剛性

との直列ばねモデルで表現したものである。 

10

11
1

GG

Gcr

+
=                         （式 3.3.24） 

ここで， G0：ひび割れのないコンクリートのせん断剛性 

     G1：ひび割れたコンクリートのひび割れ界面でのせん断剛性 

 

コンクリートのひび割れ界面でのせん断剛性（山田･青柳モデル）は， 

t

G
ε
36

1 =                            （式 3.3.25） 

ここで，εt：ひび割れ面と直角方向の平均ひずみ 
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3.3.5 ひび割れたコンクリートの圧縮劣化特性 

 

面内せん断応力下では，コンクリートの圧縮特性がコンクリートシリンダーの一軸圧縮

特性と大きく異なることは，RC 平板実験などで示されており，この現象に着目して，よ

り単純化した条件での実験が行われている。 

Vecchio・Collins ら【3.20】は，ひび割れたコンクリートの圧縮特性がシリンダーの圧縮特

性と異なることに注目し，ひび割れたコンクリートの，圧縮強度の低下の度合いを示す圧

縮強度有効係数λを導入し，数多くの単調載荷の RC平板実験結果をもとに，式 3.3.26 に

示すようなλを，直交する主引張ひずみ u1ε の関数として提案した。 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛−

=

0

134.08.0

1

ε
ε

λ
u

                     （式 3.3.26） 

ここで， u1ε ：ひび割れ直交方向平均引張ひずみ 

0ε ：一軸圧縮強度時ひずみ 

濱田・野口ら【3.21-24】は，白井らと同様の実験方法によりコンクリートの一軸圧縮強度が

140～560kgf/cm2の範囲で，横筋のみを有する計 57 体の一連の 2 軸加力実験を実施した。

圧縮方向に直交する横ひずみの大きさを主なパラメータとして，ひび割れ後のコンクリー

トの圧縮特性に及ぼす諸因子の影響を検討した結果，圧縮強度低減係数は横ひずみの大き

さが 5000µ以上の領域では Collins らの平板実験で得られた提案式ほどには小さくならな

いこと，同レベルの鉄筋ひずみに対しては鉄筋の付着の良い試験体の方が，強度低下が顕

著であること，高強度コンクリートの場合には普通強度の場合より圧縮強度低減係数が小

さくなることなどを指摘した。さらに，Collinsらの提案式を修正した形で，普通強度及び

高強度コンクリートに関する圧縮強度低減係数の評価式を提案している。 

167.0

0

196.027.0

1

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛+

=

ε
ε

λ
u

                   （式 3.3.27） 

ここで， u1ε ：ひび割れ直交方向平均引張ひずみ 

0ε ：一軸圧縮強度時ひずみ 

榎本・野口ら【3.25】は，濱田ら【3.21-24】や米澤ら【3.26】の実験データに基づき，ひび割れ後

のコンクリートの圧縮強度低減係数を，平均引張ひずみのみでなく，コンクリート圧縮強

度の関数でもある次の評価式を提案した。 
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ffx

xcxb

e
ea

ba εε
λ

               (式 3.3.28) 

ここで， u1ε ：ひび割れ直交方向の平均引張ひずみ 

0ε ：一軸圧縮強度時のひずみ 

栗原ら【3.27-30】は，RC平板の繰返し載荷実験を行い，λは 01 /εε u が－1.0になるまで圧縮

強度は低減しないと仮定し，Collinsらの提案式を鉄筋降伏型に適応するよう拡張した。 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛−

=

0

138.062.0

1

ε
ε

λ
u

                     (式 3.3.29) 

ここで， u1ε ：ひび割れ直交方向平均引張ひずみ 

0ε ：一軸圧縮強度時ひずみ 

飯塚【3.31】は既往の小型平板，平板，円筒の実験の成果に基づいて，圧縮強度低減係数を

コンクリートの高強度化に伴う塑性機構を考慮した平均引張主ひずみの関数として評価し

た。 

）（ 1))()/(2.0exp( 5.0
0 ≤×−=

′
= fcKcct

s

s εε
σ
σλ          (式 3.3.30) 

250/)( fcfcK −=  

ここで， ctε ：ひび割れ直交方向平均引張ひずみ 

0cε ：一軸圧縮強度時ひずみ 

図 3.3.15に，これらの圧縮強度低減係数提案式の比較を示す。本研究では飯塚式を用い

ることにした。 
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図 3.3.15 圧縮強度低減係数の比較 
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3.3.6 ひび割れたコンクリートの引張剛性 

 

(1) テンションスティフニング効果に関する実験例 

引張を受ける RC 造部材では，ひび割れが発生した後も鉄筋とコンクリートの間には付

着が存在するため，ひび割れ間のコンクリートは引張力を負担し，鉄筋単体としての剛性

より高く現れる。この特性はテンションスティフニングと呼ばれており，鉄筋の応力―ひ

ずみ曲線にコンクリートの見かけ上の応力―ひずみ関係を累加することで表現できる。 

図 3.3.16，3.3.17 には，玉井・島【3.38】により行われた RC 部材の試験体と交番載荷実験

装置の概要を，図 3.3.18には実験から得られた荷重―平均ひずみ関係を示す。コンクリー

トがひび割れた後に，RC 造部材の剛性が徐々に鉄筋の剛性に近づくことがわかる。島ら

は，部材の応力を鉄筋の負担応力とコンクリートの負担能力の重ねあわせにより表現し，

コンクリートの負担引張力を，図 3.3.19のように，荷重―平均ひずみ関係から鉄筋の平均

応力を引いた平均応力として示している。図 3.3.19の平均応力―平均ひずみ関係には，コ

ンクリートの付着作用およびひび割れの接触が組み合わさっている。 

 

図 3.3.16 供試体 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.18 試験体の荷重―平均ひずみ関係          図 23.3.17 試験装置 

 

 

 

図 3.3.19 コンクリートの 

平均応力―平均ひずみの関係 
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(2) テンションスティフニング効果のモデル化 

テンションスティフニング効果をモデル化する方法として，単体鉄筋の合成を修正する

方法と，ひび割れ発生後もコンクリートに引張応力を受けもたせる方法がある。本研で究

用いる分布ひび割れモデルでは，コンクリートの平均応力―平均ひずみ関係で表す後者の

方法より，ひび割れ後の引張剛性を低下させる。 

以下，本研究で用いる FEM 解析プログラムに導入された白井モデル，岡村・前川の提

案モデルを中心に記述する。 

 

(2).1 白井の提案モデル 

佐藤・白井ら【3.39】は，付着特性を評価する方法として，鉄筋とコンクリート間の付着が，

見かけ上コンクリートに引張抵抗を与えるものと考え，森田・角【3.40】のコンクリート･プ

リズム両引張試験結果に基づき，亀裂の細分化に伴う剛性の低下を次式のように 3次式と

して提案した。 

 

32, 906.0654.2748.20.1 xxx
ft

eqtc −+−=
σ

                （式 3.3.31） 

ここで， ( ) ( )crbucravx εεεε −−= /  

eqtc ,σ ：有効引張応力 

tf ：コンクリートの引張強度 

avε ：平均引張ひずみ 

crε ：亀裂発生時のひずみ 

buε ：付着限界ひずみ 

 

(2).2 岡村・前川の提案モデル 

岡村・前川ら【3.35-36】は，森田･角モデル【3.37】で，鉄筋に関係なく，ひび割れ後のコンク

リートの平均応力―平均ひずみ関係を一意に与えているのが特徴であることから，鉄筋軸

方向や鉄筋比とは無関係に座標変換によって任意の方向のコンクリートの引張応力を与え

ることができる式 3.3.32を提案した。式 3.3.32は，鉄筋の形状などが付着性状に及ぼす影

響を考慮できるようにパラメータ cが導入されている。 

 
C

ct

cr

t

cr

f ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

ε
εσ

                          （式 3.3.32） 
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ここで，σcr：ひび割れ面と直角方向のコンクリートの平均引張応力 

tf ：コンクリートの引張強度 

εcr：ひび割れ発生時の平均引張ひずみ 

εct：ひび割れ面と直角方向の平均引張ひずみ 

 

このモデルは，パラメータ cによって，同じ平均ひずみであっても平均引張応力は異な

る。例えば，c=0 の場合，ひび割れ後のコンクリートの引張応力は完全塑性となり，パラ

メータ cをゼロから増加させると，同じ平均ひずみに対してコンクリートの引張応力は減

少する傾向を示す。 

式 3.3.32でのコンクリートの引張応力は，ひび割れ面と直角方向に対して与えられてい

るが，一般的にコンクリートの引張応力は鉄筋軸方向と異なる。また，このモデルは鉄筋

比とは無関係に与えているために，3 軸応力下でも適用できるか検証する必要があるので

ある。 

図 3.3.20には，式 3.3.32およびほかのモデルで表現されるコンクリートの平均応力―平

均ひずみ関係を示す。Collins･Vecchio の実験から求めたコンクリートの平均応力―平均ひ

ずみ曲線に対して式 3.3.32は，パラメータを 0.2にとるとほぼ同様な曲線を与えている。 

式 3.3.33により表される Collins･Vecchioモデルは，鉄筋として溶接された金網を用いた

RC 平板の面内せん断加力実験から得られたため，ひび割れ後のコンクリートの応力を高

めに評価する傾向となっている。 

 

      
1

1

2001
1

εσ
σ

⋅+
=

cr

c                     （式 3.3.33） 

ここで， 1σc ：引張主方向のコンクリートの平均応力 

     crσ ：コンクリートのひび割れ発生応力 

     1ε ：ひび割れを含む引張主方向の平均ひずみ 

 

異形鉄筋が用いられる通常の場合には，森田･角モデルと同じ程度のコンクリートの平均

応力―平均ひずみの関係を与えるパラメータ cは 0.4となる。 

 

(2).3 野口･飯塚の提案モデル 

野口･飯塚【3.41】は，上述した岡村･前川らの式 3.3.32のパラメータ cに対して，コンクリ

ート圧縮強度と，鉄筋軸とひび割れ面のなす角度θの関数として次式のように表した。 
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( ) 2/13/2 90/005.0 −= θcfc                     （式 3.3.34） 

ここで，c：式 3.3.32での付着性状パラメータ 

θ ：鉄筋軸とひび割れ面のなす角度 

cf ：コンクリートの圧縮強度 

 

この提案モデルは，コンクリート圧縮強度 fcの増大および鉄筋軸とひび割れ面のなす角

度θが小さくなると平均応力度も低下する特性を与えている。この特性は，fc の増大によ

るコンクリートの塑性化特性の進展と，θの値によるコンクリート間の付着性状を評価し

たものである。 
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図 3.3.20 岡村・前川の提案モデル 
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3.3.7 コンクリートの破壊エネルギー 

 

(1) 引張域 

 

既存のオリジナルプログラムでは，図 3.3.21に示すように，コンクリートの一軸応力－

ひずみ関係において，引張下降域では白井式を用いている。白井式をそのまま用いて， 

 

 

 

 

が成り立つ     を求める。 

ここで，左辺について求めると， 
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V：コンクリート要素の 1積分点が占める体積(mm3) 
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（大岡らによる提案式） 
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となる。以上をまとめると， 

 
として求まる。 

以上より， buε は，コンクリートの圧縮強度(fc)，引張強度(ft)，要素代表長さ(Lc)，亀裂

発生時ひずみ crε をパラメータとして成り立っていることが分かる。 

 

(2) 圧縮域 

 

既存のオリジナルプログラムでは，図 3.3.22に示すようにコンクリートの一軸応力－ひ

ずみ関係において，圧縮軟化域では直線式を用いた。 

圧縮域では， を変数として，下式を成立させる。 

 

 

 

      （中村らによる提案式）  

 

 

 

V：コンクリート要素の 1積分点が占める体積(mm3) 

 

 について求めると， 

 

 

 

となる。以上より， pcuε はコンクリートの圧縮強度( cf )，圧壊時強度( EPCUσ )，圧縮強度時

ひずみ( cuε )，要素代表長さ( cL )をパラメータとして成り立っていることが分かる。 
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図 3.3.21 コンクリートの一軸応力－ひずみ関係(引張域) 

図 3.3.22 コンクリートの一軸応力－ひずみ関係(圧縮域) 
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3.4 鉄筋の材料モデル【3.4】 

 

3.4.1 鉄筋のモデル化 

 

鉄筋のモデル化には，離散モデルがある。離散モデルとは，鉄筋を直接，線要素で表現

するモデルである。 

鉄筋の応力－ひずみ関係を定式化する際に，単純な定式化を意図し，鉄筋の応力－ひずみ

関係には完全弾塑性型を仮定し，降伏応力，降伏ひずみとしては鉄筋の材料試験結果を用

いることにしている。また，鉄筋の降伏以後の除荷，再載荷の際の剛性も弾性剛性 Esと等

価であると仮定し，図 3.4.1に示すようにモデル化を行っている。 

 

3.4.2 構成関係 

 

(1) バイリニアモデル 

3 次元単調解析プログラムで用いている単調のバイリニアモデルを繰り返しのバイリニ

アモデルに拡張して流用した。 

鉄筋の応力－ひずみ関係を定式化する際に，単純な定式化を意図し，鉄筋の応力－ひず

み関係には完全弾塑性型を仮定し，降伏応力，降伏ひずみとしては鉄筋の材料試験結果を

用いることにしている。鉄筋は，1 軸応力状態を仮定し，図に示すようなバイリニア型の

弾塑性モデルとした。降伏後の 2 次剛性は，ヤング係数の 1/100 を仮定した。また，鉄筋

の降伏以後の除荷，再載荷の際の剛性も弾性剛性 Esと等価であると仮定し，図 3.4.1に示

すようにモデル化を行っている。 

 

(2) 修正 Menegotto-Pinto モデル 

Ciampiら【3.32】は提案した正負繰り返し載荷時のバウシンガー効果を忠実に考慮した曲線

型モデルと折線型モデル（修正Menegotto-Pintoモデル）を用いる。このモデルは，ひずみ

の関数として応力が一義的に求められ，Ramberg-Osgoodモデルのような数値計算過程で応

力からひずみを求めるための逆関数計算が不要である点が特徴である。以下にそのモデル

を説明する。 

応力－ひずみ関係の包絡線は，降伏点を（ yy εσ , ），ひずみ硬化率（塑性域の勾配，本研

究では 1/100Eo）をHとすると，次式で表現される。 
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 ここで， maxε ：それまでに経験した最大の塑性ひずみ 

     00015.0,5.18,0.20 21 === aaRo  

除荷・再載荷曲線は，式 3.4.1 において， yσσ を )()( ioi σσσσ −− に変え， yεε を

)()( ioi εεεε −− とする。 iσ ， iε は載荷方向が反転する点の応力とひずみ， oσ ， oε は除

荷点（再載荷点）から塑性域を表す直線（Bi-linear 型のモデルであれば第 2 折れ線）に初

期剛性で下ろしたときの点の座標である。図 3.4.2に，除荷・再載荷曲線に式 3.4.1を用い

て描いた鉄筋の履歴曲線を示す。 
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Fig3.3.16 鉄筋の応力－ひずみ履歴モデル（Bi－Linear model） 
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Fig3.3.17鉄筋の応力－ひずみ履歴モデル（Modified Menegotto-Pinto model） 
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3.5 コンクリートと鉄筋の付着特性【3.4】 

 

RC構造は，鉄筋とコンクリートの間で力の伝達を行い，1体化した構造として荷重に抵

抗する。付着特性は，RC 構造をモデル化する上で，非常に重要な要素であり，これまで

数多くの研究が行われている。 

 付着特性のモデル間は，直接的に付着作用を表現するモデルと間接的に表現するモデル

がある。直接的に表現するモデルとしては，鉄筋要素とコンクリート要素間にボンドリン

ク要素を設け，付着応力－すべり関係として考慮する方法がある。間接的に表現するモデ

ルとしては，ひび割れたコンクリートの引張応力として考慮する方法がある（テンション・

スティフニング効果）。 

本研究では，ボンドリンク要素およびコンクリートのテンションスティフニングを考慮

できる。 

 

(1) ボンドリンクモデル 

ボンドリンクモデルでは，鉄筋要素節点とコンクリート要素節点間に，ボンドリンク要

素（長さを持たない線要素）を挿入し，その応力－ひずみ関係として，付着応力－相対す

べり関係を与える。付着応力－相対すべり関係として，図 3.5.1に示す森田，藤井らの研究

に基づく多直線モデル【3.33】を用いる。付着剛性，付着強度は，森田，角らの実験的研究【3.34】

を基にした。 

鉄筋軸と直交方向の特性は，ダボ作用に該当するが，本研究では，十分大きな剛性値を

用い変形しないと仮定した。 

 

(2) テンション・スティフニングモデル 

ボンドリンクモデルが鉄筋 1本の付着特性を表すのに対し，テンション・スティフニン

グモデルでは，鉄筋コンクリートとしての平均的な付着特性を表すのに適している。 

テンション・スティフニングモデルとして，森田，角らの付着実験結果を基に白井ら【3.10】

が提案した 3次式を用いる。 

3
3

2
210

, xaxaxaa
t

eqtc +++=
σ
σ

                   （式 3.4.1） 

 ここで， ( ) ( )crBucravx εεεε −−= ，σtはコンクリートの引張強度，εBuは付着限界ひずみ，

a0，a1，a2，a3は定数で，森田らの実験結果を基に，得られた以下の値を用いる。 

906.0,654.2,748.2,0.1 3210 −==−== aaaa           （式 3.4.2） 
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図 3.5.1 ボンドリンク要素の付着応力－すべり履歴モデル 
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3.6 まとめ 

 

第 3章では，本研究の FEM解析で用いた材料モデルおよび 3次元 FEM解析の特徴につ

いて示した。 

FEM解析における 3次元解析の特徴について，形状の 3次元，加力の 3次元，応答の 3

次元として整理して示した。例えば，梁幅と柱幅の異なる平面柱梁接合部においても 3次

元解析を行わなければならないことが一例として挙げられる。 

材料モデルでは，野口研オリジナルプログラムに組み込まれたコンクリート，鉄筋，付

着に対するモデルを中心にして記述した。コンクリートには，繰り返し載荷時の応力ひず

み関係や，ひび割れたコンクリートの引張剛性，せん断剛性，圧縮劣化特性などについて

示した。また，鉄筋の応力ひずみ関係や，ボンドリンク要素によりモデル化されたコンク

リートと鉄筋間の付着性状に関する付着応力すべり関係について示した。 
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4.1 はじめに 

 

兵庫県南部地震では，鉄筋コンクリート（RC）造中高層建物の柱梁接合部（以下，接合

部と略称）に被害が多く見られ，その原因の一つとして柱と梁の偏心接合の影響が挙げら

れている。【4.1】。偏心接合の影響に関する既往の実験研究では，柱と梁の偏心接合により生

じる捩り応力（捩りを受ける部材の断面に生じるせん断応力）がせん断応力に累加される

ことにより，偏心のない場合より接合部の耐力が低下するとの見解が示されている【4.4-6】。 

本章では，3次元有限要素法（FEM）解析により，第 3章で述べた 3次元解析の特徴を

生かして、柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の耐震性能に及ぼす影響について検討すること

を目的とする。3次元の FEM解析の特徴については、既に第 3章で述べているが、本章の

研究で 3次元解析を用いる理由としては、次のことが挙げられる。 

① 偏心柱梁接合部には，水平力を受けると，接合部にはせん断力以外に柱と梁の偏心

接合により生じる捩りモーメントが作用される。この捩れモーメントは、接合部の内部応

力状態や変形，ひび割れの発生，コンクリートの圧壊などに影響を与えると考えられる。

従来の 2 次元 FEM 解析では、このような捩りモーメントの表現および試験体の挙動に及

ぼす影響に関する検討が不可能である。そのため、偏心による影響に関しては 3次元によ

る FEM解析を用いて検討することが有効である。 

② 偏心柱梁接合部は、形状的にも柱心と梁心が同一構面内に存在しないため，幅方向

においても前後対称にならない。①で述べた捩れモーメント以外にも、偏心側の梁幅付近

で応力度が高く現れ，立体的な応力伝達経路を形成すると考えられる。このような幅方向

における不対称な応力分布は 2次元解析では表現できない。 

③ 偏心のない柱梁接合部においても，幅方向の応力分布は均等にならない。梁幅が柱

幅に比べて狭いほど，接合部断面の中央で応力度が高くなり，梁側面より遠く離れるほど

応力度が小さくなると考えられる。このような不均一な応力分布についても 2次元解析で

は検討できない。 

④ 柱梁接合部が水平 2 方向からの地震力並びに軸力を受ける場合，接合部内部のコン

クリートは 3軸応力状態に置かれており，解析における破壊基準も 3次元の破壊曲面を適

用しなければならない。 

 

以上のように，3次元 FEM解析では多軸応力状態でのコンクリートの力学的挙動の表現

ができ、また様々な形をした立体的な構造物における複雑な応力伝達状況を把握すること
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ができることから、偏心柱梁接合部の FEM 解析モデルにはその利点を十分に生かすこと

ができる。 

本章では、柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の力学的挙動に及ぼす影響を把握することを

目的として、偏心の有無を変数として取り挙げた十字型平面 RC 造柱梁接合部を対象にし

て、実験と同様な繰り返し載荷履歴を与えた時の 3 次元 FEM 解析を行い、その結果から

接合部内部の応力やひずみ状態、接合部の変形などに関する検討を行う。また、ひび割れ

の 3次元表現による検討や接合部コンクリートの圧壊に関する検討を行うことにより、偏

心接合部の耐震性能に関する基礎的な研究を行う。 

 

なお、本章は，筆者らによって発表された論文【4.2-3】に基づき，それに修正を加え、さ

らに内容を充実させたものである。 
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4.2 解析モデル 

 

4.2.1 解析対象試験体の概要 

 

(1) 実験試験体の概要 

本解析では，近藤ら【4.4-6】によって実験された十字形平面柱梁接合部試験体を解析対象

試験体とした。試験体は柱幅 400㎜，梁幅 230㎜に対し，梁を柱の側面に揃えて柱心と梁

心の偏心距離を 85㎜とした e85と偏心なしの e00の 2体とした。2体共に階高が 2000㎜

で梁スパンが 2600㎜の中高層 RC造建物の外周構面 1階中柱を想定して，接合部せん断破

壊型として設計された。柱および梁断面は両試験体共に 400㎜×500㎜，230㎜×500㎜で

ある。 

試験体の諸元を表 4.2.1に，コンクリートと鉄筋の材料特性を表 4.2.2，表 4.2.3に，梁お

よび柱の断面詳細を図 4.2.1に示す。また，実験では強軸と弱軸を入れ替え，さらに梁を柱

の側面に揃って偏心された偏心距離 135 ㎜の試験体も対象としたため，表 4.2.1 には e135

について一緒に示す。 

 

(2) 実験結果の要約 

ここでは，実験論文【4.4-6】で示された実験結果を，解析対象以外の実験試験体 e135も含

めて要約して示す。 

① 3つの試験体ともに、柱，梁に大きなせん断ひび割れは生じず、コンクリートの圧壊、

主筋の降伏は生じず、接合部の斜めひび割れが拡幅したとき試験体の強度が低下した。よ

って、接合部せん断破壊先行型と考える【4.5】。 

② 偏心試験体は非偏心試験体に比べて強度が低いことを示し、また、最大強度後の強度

低下率も偏心試験体は大きく、偏心試験体は非偏心試験体に比べて力学的性能が劣れると

思われる【4.5】。 

③ R=1/200 サイクル終了時までにひび割れ進展状況や強度、剛性の劣化の差はほとんど

見られない【4.4】。 

④ R=1/100 ステージでも 3 体共に強度、剛性の劣化に大きな差が見られないが、破壊状

況において 3回目ピーク時における最大ひび割れ幅はパネル内で e00が 0.3㎜、e85の偏心

面、非偏心面が 0.4 ㎜、0.1 ㎜であり、また、E135 が 0.65 ㎜、0.02 ㎜である。e85 および

E135 では特に偏心面パネル内に集中し、E135 ではひび割れがパネル内から柱側面へらせ

ん状に繋がり始める【4.4】。 
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e85でも R=1/25時の 1回目のピーク時でひび割れが螺旋状に繋がる【4.4】。 

⑤ E135 は R=1/100 時、e85 は R=1/50 時から梁にひび割れが進展せず破壊がパネル内の

みに集中し剥落に至る【4.4】。 

⑥ 3 体ともに加力初期の段階で梁、柱側面、接合部パネル内に微小なひび割れが生じ始

まるが、変形が R=1/200時に至るまでひび割れの大きな進展は見られない【4.6】。 

⑦ 最大強度（R=1/50時）以後では共に偏心面のパネル内で圧潰し剥落に至ったが、非偏

心面ではひび割れは多少生じたものの、ひび割れ幅の拡大もなく圧潰にも至っていない。 

また、偏心接合部特有の一方向に螺旋状に繋がる斜めひび割れが E135 では最大強度前

に確認された【4.6】。 

 

試験体の形状および境界条件 

 

 
接合部断面リスト 

図 4.2.1 実験試験体の形状および接合部断面リスト 

50

5

偏心85㎜

e00           e85       共通
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表 4.2.1 試験体諸元 

  e00 e85 e135 

bc×Dc (㎜) 400 × 500 500 × 300 

有効せい (㎜) 450 246 

n-φ（cPt ） （％） 5-D19 （0.72） 5-D19 (0.96) 
柱 

帯筋 n-φ-＠ （cPw ） （％） 2-D10 ＠ 100 （0.36） 2-D10 ＠ 100 （0.29）

bc×Dc (㎜) 230 × 500 230 × 450 

有効せい (㎜) 420 370 

n-φ （cPt ） （％） 6-D19 （1.78） 4-D19 (1.35) 
梁 

あばら筋 n-φ-＠ （cPw ） （％） 2-D10 ＠ 100 （1.24） 2-D10 ＠ 100 （0.62）

階高 H (㎜) 2000 2000 

スパン L  2600 2600 
形

状 
軸方向応力度 σo  6.01 5.65 5.74 

柱心と梁心の偏心距離 e  - 85 135 

偏心率 e1  - 0.213 0.45 

偏心率 e1 = e/min(柱幅，柱せい) 

 

表 4.2.2 コンクリートの材料特性 

圧縮強度 ヤング係数 
試験体 

（N/㎜ 2） （N/㎜ 2） 

e00 24.0 16600 

e85 23.0 16900 

E135 22.7 16900 

 

表 4.2.3 鉄筋の材料特性 

降伏点強度 引張強度 伸び率 

鋼種 呼び径 （N/㎜ 2） （N/㎜ 2） （％） 

SD295A D10 358 475 20.1 

SD345A D19 384 553 16.7 
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4.2.2 解析モデル 

 

解析コードは汎用 FEM解析プログラム DIANA ver.9.1【4.7】を用いた。以下に解析モデル

の概要を示す。 

 

(1) コンクリート 

コンクリートはアイソパラメトリック 8節点ソリッド要素を用い，構成則には直交異方

性亜弾性モデルを用いた。等価 1軸応力－ひずみ関係を図 4.2.2に示す。圧縮域はThorenfeldt

により提案された曲線【4.8】を用いた。破壊基準は 4パラメータ Hsieh-Ting-Chen破壊曲面【4.9】

を用いた。ひび割れは固定ひび割れモデルを用い，引張強度に達し，ひび割れた後の引張

軟化はひび割れ幅による破壊エネルギーに基づいた Hordijkのモデル【4.10】を用いた。ひび

割れによる圧縮強度の低減は Vecchio and Collinsのモデル【4.11】を用い，ひび割れ面でのせん

断剛性はせん断剛性低下率β=0.1により求めた。圧縮強度，ヤング係数は実験結果に従っ

た。以上の本章で用いられたモデルの詳細に関しては付録 2で示す。 

 

 

図 4.2.2 コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

(2) 鉄筋 

鉄筋には軸方向剛性のみを考慮した線材要素を用いた。応力－ひずみ関係はバイリニア

モデルで，ヤング係数，降伏強度には引張試験結果に従った。降伏以後の剛性は初期剛性

の 1/100と仮定した。 

 

(3) 付着 

鉄筋とコンクリート間は完全付着と仮定した。 

 

σp

εp

σt

Thorenfeldt曲線 

Hordijkのモデル 



第４章 平面RC造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究 

 

- 93 - 

4.2.3 要素分割および境界条件 

 

(1) 要素分割 

柱梁接合部に軸力やせん断力が作用すると、接合部はその周辺部材の梁や柱から曲げ圧

縮力やせん断力、主筋からの付着力などの極めて複雑な外力を受けることになり、したが

って接合部内部の応力状態も荷重の増加とともに複雑に変化していく。接合部だけではな

く，接合部に面する柱や梁にも主に曲げ応力やせん断応力を伝達することによって、部材

内部の応力勾配は大きく現れる。また、柱心と梁心が偏心接合した偏心接合部の場合は捩

りモーメントの作用によって接合部には捩り変形やせん断応力が生じる。 

このような接合部およびその周辺に取り付いている部材の応力状態をなるべく正確に表

現し、解析精度を向上させるためには，より細かく要素分割を行うことや高次要素を用い

るなどの工夫が求められている。 

本解析では接合部および接合部に面する柱，梁の一部領域のコンクリートに対して、比

較的小さい寸法を持って要素分割を行う手法を取った。要素分割および境界条件を図 4.2.3

に示す。 

 

(2) 配筋 

主筋およびせん断補強筋は、節点と節点の間に配置する離散モデルを用いた。そのため、

せん断補強筋の場合は補強筋間隔がそれぞれ異なり、また実験でのせん断補強筋間隔と異

なっている。そのため、実験と等しい補強筋比とするために，左右コンクリート要素の中

心距離を補強筋間隔として，補強筋の断面積を求めた。主筋は，解析での本数および応力

中心間距離から、曲げ耐力が実験試験体と一致するようにして断面積を求めた。図 4.2.3

に断面上における主筋およびせん断補強筋の位置を示す。 

 

(3) 境界条件 

加力は実験と同様に，荷重制御で柱軸応力σo=5.88N/㎜ 2を加えた後，層間変形角 1/200，

1/100，1/50でそれぞれ 3回，1/25で 1回の正負交番繰り返し載荷を変位制御で行った。実

験と同様な境界条件を与えるように，梁両端部の梁断面中央の 1節点上で正負交番繰り返

し載荷を行い、柱頭および柱脚は柱断面中央の 1節点上で水平変位拘束およびピン支持と

した。梁端および柱端のコンクリート要素には破壊を生じさせないように圧縮強度および

引張強度を大きく設定し（ヤング係数は変更させない），変形は弾性範囲内とした。 
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要素分割および境界条件 

 

 

 

図 4.2.3 試験体の要素分割および境界条件 

正加力 

負加力 

e00 e85 

水平変位拘束 

ピン支持

柱断面 

e00（偏心無） e85（偏心有） 共通 

梁断面 
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4.3 解析結果―荷重変形関係 

 

(1) 層せん断力－層間変形角関係 

e00 と e85 の層せん断力－層間変形角関係の履歴曲線を図 4.3.1 に示す。図 4.3.2 および

図4.3.3には実験および解析同士の繰り返し載荷第1サイクル時における包絡線の比較を示

す。層せん断力は e00 のせん断耐力により無次元化した。e00 および e85 共に正側で繰り

返し載荷第 1サイクル時の解析結果の包絡線は実験結果と良好な対応を示す。初期剛性は，

コンクリートと鉄筋間を完全付着と仮定したため，実験より若干高い値となった。繰り返

し載荷第 2サイクルおよび第 3サイクル時において，実験では繰り返し載荷により耐力が

低下し，さらに層間変形角の増大に従ってその現象が顕著となるが，解析では繰り返し載

荷による耐力低下が生じるものの，その程度が小さい。これは，解析では分布ひび割れモ

デルを用いたため，繰り返し荷重を受けるコンクリートにひび割れが局所的に生じ，ひび

割れの拡幅による耐力低下を正確に表現することが困難であるためと思われる。図 4.3.3

の解析結果は，図 4.3.2に示す実験結果と同様に，梁の偏心接合による耐力低下を示してい

る。両試験体共に層間変形角 1/50で最大耐力に達している。偏心無しの e00の耐力より基

準化した偏心接合部 e85の最大耐力は，実験では 0.93，解析では 0.91となり，約 1割の偏

心接合による耐力低下を示している。 

 

(2) 履歴ループ面積 

図4.3.4に，層せん断力と柱頭変位関係から求めた1サイクルあたりの履歴ループの面積，

即ち消費エネルギー（第 5 章の 5.5 節参照）を示す。いずれも実験と同様な傾向で層間変

形角の増大とともに消費エネルギーが増加し，偏心無しと有りはほぼ同様な傾向となって

いる。また，いずれの層間変形角でも，第 2サイクル目以後のループの面積が低下してい

る。図 4.3.5に各層間変形角での第 1サイクル時に対する消費エネルギーの減少率を示す。 

図 4.3.5では，解析では実験ほどの定変位繰り返し載荷による消費エネルギーの減少は生

じていないが，実験と同様な傾向で定変位繰り返し載荷によってエネルギーの吸収能力が

次第に低下していることがわかる。いずれの層間変形角においても，第 2サイクル時に消

費エネルギーが大きく低下するが，その後の第 3サイクル時には第 2サイクル時と比べて

差が小さく現れることがわかる。このことから，定変位繰り返し載荷時において，第 2サ

イクル時にエネルギー吸収能力が著しく低下しているが，第 2サイクル以後からは緩やか

な減少傾向となることが予想される。これは，各層間変形角で定変位繰り返し載荷が終了

し，次の層間変形角の第 1サイクル繰り返し載荷を行う際，変形の増大に伴い試験体の梁
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や接合部では新たなひび割れの発生や拡幅が生じ，圧縮域での残留ひずみや圧壊の進行度

が増大され，その結果として第 2サイクル時の消費エネルギーの減少に現れるためと考え

られる。第 2サイクル以後の定変位繰り返し載荷においては，ひび割れや残留ひずみ，圧

壊の進行度が小さく現れるため，エネルギー吸収能力の顕著な低下は生じないと考えられ

る。 

また，解析では実験とほぼ同様に，いずれの層間変形角においても偏心接合部の定変位

繰り返し載荷時の消費エネルギーの減少は偏心有りの方が大きくなっていることから，偏

心接合部での繰り返し載荷による損傷の程度が偏心無しより大きくなることが考えられ

る。 
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図 4.3.1 e00 の層せん断力－層間変形角関係 
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  図 4.3.2 荷重変形関係包絡線（実験）  図 4.3.3 荷重変形関係包絡線（解析） 
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図 4.3.4 層せん断力―柱頭変位関係での 1サイクルあたり履歴ループの面積 
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図 4.3.5 各サイクルにおける履歴ループ面積の低下率 
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4.4 解析結果―接合部内部の応力・ひずみ状態 

 

4.4.1 圧縮（最小）主応力・主ひずみ分布 

 

(1) 垂直断面における圧縮主応力・主ひずみ分布 

 

荷重の増加と共に、接合部にはせん断変形が生じ、そして接合部内部には一般的に言わ

れている圧縮ストラット機構、トラス機構により応力が伝達されると思われる。ただし、

接合部内部の応力伝達は接合部変形の増加と共に複雑に変化していくと考える。そこで、

本節では接合部の梁心を通るパネルおよび水平断面上で、層間変形角 1/400、1/200、1/100、

1/50、1/25 の 1 回目ピーク時における圧縮主応力および圧縮主ひずみの分布について検討

を行う。本項ではまずパネル上での検討を行う。図 4.4.2に圧縮主応力分布を、図 4.4.3に

圧縮主ひずみ分布を示す。断面位置は図 4.4.1に示す。 

図 4.4.2の R=1/400時においては、偏心無の e00、偏心あり e85の梁心パネルでは両試験

体共にほぼ同様な応力分布となっているように見える。R=1/400 時には最大耐力の約半分

程度のせん断力となっており、接合部内部および梁、柱の曲げ圧縮域において応力ひずみ

がひずみ硬化域内に留まり、圧壊がまた生じていない（そのため、図 4.4.3の圧縮主ひずみ

には R=1/400 時について表示されていない）。パネル上の応力分布は次のような特徴を表

わしていると考えられる。 

 

 
図 4.4.1 接合部の断面位置 
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(1).1 層間変形角 1/400 時 

 

a. 圧縮ストラット機構による応力伝達 

梁および柱は，曲げ圧縮を受ける接合部側の端部で曲げモーメントにより生じる圧縮応

力度がもっとも高く現れている。左上の梁および柱端の曲げ圧縮域の圧縮応力は，接合部

界面を通じで接合部の隅角部で合流し、圧縮主応力のベクトルが対角方向とほぼ平行する

ような合応力として現れる。反対側の右下の隅各部でも同様に応力が接合部内部で合流さ

れ、対角方向を示す合応力として現れる。このように梁および柱の曲げ圧縮域から伝達さ

れた応力が接合部内部で対角方向を示す圧縮応力として現れ、それによって対角方向への

応力伝達機構、即ち圧縮ストラット機構による応力伝達を果たすと考えられる。 

また、図には示されていないが、付着良好とした本章の接合部においては、圧縮ストラ

ットは梁および柱端からの圧縮力，せん断力により形成される以外に、柱および梁主筋の

付着力から接合部コンクリートへ応力が伝達され、ストラットコンクリートの応力成分に

含まれていると考えられる。（それ以外にも，圧縮主応力には柱および梁からのせん断力の

影響が含まれる。） 

 

b. トラス機構による応力伝達 

圧縮ストラットコンクリートは、接合部の隅角部を結ぶ対角線を中心に、応力度がもっ

とも高い楕円状の領域として現れる。この対角方向楕円状の応力度領域から遠くなるほど、

応力度が次第に低下している。従って、曲げ圧縮域を結ぶ対角線に近いほど、圧縮ストラ

ット機構による応力伝達が卓越すると考えられる。 

逆に、その対角線から遠くなるほど、主筋からの付着力により形成される、概ね対角線

方向を向くような斜め方向の応力伝達、即ちトラス機構による応力伝達が卓越すると考え

られる。トラス機構による応力度はストラット機構による応力度よりかなり低くなってい

る。これは，① ストラットコンクリートの応力は、梁および柱の曲げ圧縮域からの圧縮

力による圧縮応力と、ストラット領域内主筋からの付着力による圧縮応力の足し合わせに

より構成されているため、主にトラスコンクリート領域内主筋の付着力により構成される

トラス領域コンクリートの応力度より大きく現れると考えられる。② また，鉄筋から伝

達される付着力は、柱せい方向において一様な分布ではなく、引張力を受ける隅角部コン

クリートには早期にひび割れが生じるため、付着力が小さくなり、従ってトラスコンクリ

ートに伝達される圧縮応力度はさらに低下すると予想される。 
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(1).2 層間変形角 1/200～1/100 時 

荷重が更に加えられ、R=1/400 から 1/200、1/100 のように変形が増大すると、圧縮スト

ラットせい、即ちストラット方向と直交方向の高応力度領域の長さ（図 4.4.2中の楕円で囲

まれた領域の短軸長さ）が次第に大きくなっていくことが確認される。この傾向は、偏心

のない e00と偏心ありの e85ではほぼ同様になっている。これは，層間変形の増大に伴う

接合部へのせん断力入力の増大によって、ストラットコンクリートの応力伝達負担が増え、

その分高応力度による領域が拡大されるためであると考えられる。 

また、圧縮ストラット域での応力度も増大されことから、R=1/100 までは圧縮ストラッ

トによる応力伝達の負担が増えることが考えられる。 

ただし、偏心接合部の e85はストラットほぼ全領域で応力度が順調に大きくなるように

見えるが、偏心のない接合部 e00は R=1/200時より，中央付近コンクリート要素の応力度

が周辺より小さくなっていることがわかる。 

そこで、図 4.4.3 に示す R=1/200 時の圧縮主ひずみを見ると、同一位置でのコンクリー

ト要素において、圧縮主ひずみが既に 1軸圧縮強度時ひずみ 2000μ～3000μを越え始めて

おり、R=1/100 時にはさらに大きくなっていることがわかる。圧縮ひずみが圧縮強度時ひ

ずみより大きいことは、応力－ひずみ関係が既にひずみ軟化域に入り、応力度が次第に低

下していることを意味する。即ち、偏心無の e00 は繰返し載荷によって、R=1/200 時の比

較的早い（最大耐力時の R=1/50 に比べると）段階に既に接合部中央コンクリートで圧壊

が生じ始まることを意味する。 

 

(1).3 層間変形角 1/50 時（最大耐力時） 

図 4.4.2 に示すように最大耐力の層間変形角 1/50 時には、R=1/100 時よりストラット領

域における応力度の増加は見られないが、ストラットせいは増大している。 

R=1/50 時の圧縮主応力コンターについて、色レベルを変更して図 4.4.4 に新たに示し、

また、図 4.4.5には圧縮主応力のベクトルも一緒に示す。図 4.4.4の圧縮応力分布からは、

両試験体共に高応力度の領域がパネルの広い範囲にわたって分布していることがわかる。

また、最大耐力時において偏心のない e00は圧壊によって破壊されたと考えられる中央付

近コンクリートのベクトル方向が乱れており、応力度もその周辺より小さいことから、接

合部内での応力伝達能力がこの時点で既に最大となり、従って柱梁接合部は最大耐力に達

したと考えられる。 

偏心接合部 e85の梁心パネルでは、ストラット全領域においてベクトルが斜め方向を示

している。偏心接合部 e85の梁心パネルでの圧縮主応力およびベクトルの分布状態からは、
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柱梁接合部が最大耐力となる原因が考えにくい。後の 4.4.6節で述べる各パネルでの圧壊状

況でされに検討する。 

 

(1).4 層間変形角 1/25 時（最大耐力後） 

最大耐力時の R=1/50 以後、e00、e85 共に層間変形の増加に伴い耐力が低下しているこ

とが 4.3節の荷重変形関係で示された。図 4.4.2に示す最大耐力後の R=1/25時の圧縮主応

力分布から、いずれの接合部もパネル中央付近から広範囲にわたって応力度が最大耐力の

R=1/50 時より著しく低下していることがわかる。また、図 4.4.3 では応力度が低くなる同

一位置において圧縮主ひずみが著しく大きく現われていることがわかる。 

即ち、R=1/50時以後、いずれの接合部でもパネル中央から広範囲にわたって圧壊が生じ

ており、それによって耐力が次第に低下すると考えられる。 
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図 4.4.3 R=1/200～1/25時における梁心パネルでの圧縮主ひずみ分布 
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e00（偏心無）     e85（偏心有） 

 

図 4.4.4 縦方向(Y面)の圧縮主応力の分布(R=1/50) 

 

 

 

 

 

 

 

e00（偏心無）     e85（偏心有） 

 

図 4.4.5 圧縮主応力(Y面)のベクトル(R=1/50) 
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(2) 水平断面における圧縮主応力・主ひずみ分布 

 

(2).1 3 次元解析の意義 

(1)項の接合部梁心パネルでの圧縮主応力および圧縮主ひずみ分布では、荷重の早期段階

から圧縮ストラットによって応力が伝達されることについて示し、最大耐力に達する以前

に接合部内部の圧縮主ひずみが最大強度時ひずみを超えひずみ軟化域に入り、それによっ

て応力伝達能力が接合部の中央から低下し始まる（偏心のない e00の場合）などについて

述べた。また、最大耐力時の偏心のない e00は、接合部内部での応力伝達の能力が最大と

なることによって接合部が最大強度に達するとの見解を示した。 

ところが、これらはいずれも梁心付近のパネルにおける応力ひずみ状態を示したもので

あって、本研究のように 3 次元における FEM 解析モデルのような試験体おいては，接合

部の各パネルにおける応力・ひずみ状態についても検討しなければならない。このことは、

前項で示したように、偏心接合部 e85の梁心パネルでの応力ひずみ状態より，せん断耐力

時のせん断抵抗機構が把握しにくい点からも，その必要性が訴えられている。 

そこで本項では、接合部の水平断面上における応力およびひずみ分布に関する検討を行

い、今までの 2 次元 FEM 解析ではできなかった接合部の幅方向の分布が力学的挙動に及

ぼす影響に関する基礎的な見解を示す。 

 

(2).2 結果の検討 

図 4.4.6および図 4.4.7に最大耐力時（R=1/50）における接合部の上、中央、下の位置に

ある水平断面での圧縮主応力および圧縮主ひずみ分布を示す。各断面の位置は図 4.4.1に示

す。 

図 4.4.6 および図 4.4.7 では，偏心無しの e00、偏心有りの e85 共に、圧縮主応力および

圧縮主ひずみの分布において、上の断面の左側と梁端の領域で高い応力度とひずみ度を示

していることがわかる。これと対照的に、下の断面では右側において高い応力度とひずみ

度を形成しており、上の断面とほぼ逆対称な分布形状となっている。上下断面の中間位置

にある中央断面では、ほぼ柱せいの全域にわたって圧縮主応力が分布しており、圧縮主ひ

ずみは中央付近で高くなる傾向を示している。 

このように、パネル上での対角方向の圧縮ストラットと同様に、接合部内の各水平断面

での応力・ひずみ分布からも圧縮ストラットによる応力伝達が確認される。 

また、圧縮主応力分布では、いずれの試験体も接合部の上下断面において応力度が中央

断面より高い値として分布していることがわかる。これについて，次のように考える。 
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① 上の断面の場合、柱および梁の曲げ圧縮域を中心に応力が接合部に伝達されるため、

水平断面から見れば柱の曲げ圧縮域での応力度がもっとも高く現われている。② 接合部

内部では，対角方向に従って伝達される応力は，接合部の内部にいくほどその領域が広が

り、接合部中央断面上でもっとも広い範囲の伝達領域を形成している。③ そのため、柱

および梁の曲げ圧縮域から接合部隅角部の狭い領域に流れ込んだ圧縮応力は、接合部内部

への移行に伴い次第に応力伝達領域が拡大し、従って中央断面における応力度の値が隅角

部より低くなっている。 

 

また、接合部隅角部の応力度が内部より高い値になっているにもかかわらず、コンクリ

ートの圧壊が内部で先行され、内部での応力伝達能力が低下することにより最大耐力とな

ることが、パネルでの応力・ひずみ分布の検討でも示された。これに関して次のように考

える。 

① 接合部隅角部のコンクリートは，柱および梁からの圧縮応力を受けて 2軸圧縮応力

状態に置かれているため，有効圧縮強度がより高く現われる。② 接合部内部では圧縮ス

トラット方向と直交する方向に作用する引張応力により載荷の早期段階からひび割れが生

じ、最大耐力時にはひび割れの拡幅によりストラットコンクリートの有効圧縮強度が著し

く低下すると考えられる。③ 従って接合部内部で圧壊が先行されると考えられる。 

 

また、偏心のない e00の接合部ではいずれの断面でも柱の全幅上で応力が伝達されてい

るが、偏心接合部の e85は偏心側にある梁幅内で高応力度の領域を形成しており、偏心側

に偏って応力が伝達されている。同時に、非偏心側では応力度の低い領域が現れ、この領

域での応力伝達能力は著しく低下していることと考えられる。偏心接合部の偏心側での応

力の偏在伝達が最大耐力に及ぼす影響について次のように考えている。 

① 高応力度領域が偏心側に偏って集中的に現れることは、偏心側での圧壊が偏心のない

接合部よりも早い内に生じ、最大耐力時の抵抗機構も早い内に形成されると考えられる。

また、圧縮主ひずみも偏心側で大きく現れることから、圧壊が偏心側で先行すると考えら

れる。接合部コンクリートの圧壊性状に関しては、4.4.6節で述べる。 

② 応力が偏心側に集中して伝達すると同時に、非偏心側では応力をほとんど伝達しない

領域が形成される。これは、有効に応力を伝達する領域が減少し、それによって伝達され

る応力の合力も減少することを意味する。その結果として、せん断耐力が小さく現れると

考えられる。 
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また、偏心のない e00は接合部の中央で応力度は小さく、ひずみ度は大きく現れている

ことがわかる。これは(1)項でのパネル上における応力分布からも示したように、繰返し載

荷によって接合部内部で圧壊が先行して生じたためと考えられる。 
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上     

梁心    

下     

          e00（偏心無）          e85（偏心 85㎜） 

 

図 4.4.4 R=1/50時における接合部水平断面での圧縮主応力σ3分布 

 

上     

梁心    

下     

          e00（偏心無）          e85（偏心 85㎜） 

 

図 4.4.5 R=1/50時における接合部水平断面での圧縮主ひずみε3分布 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

10 

9 

×-3000μ 

1/6 

1/3 

1/2 

2/3 

5/6 

1 

7/6 

4/3 

3/2 

5/3 

×Fc      
(-24N/㎜2) 

偏心無し接合部の全幅での 
圧縮ストラットによる応力伝達 

偏心接合部の偏心側での 
圧縮主応力の偏在伝達 



第４章 平面RC造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究 

- 110 - 

4.4.2 ひび割れ状況 

 

(1) ひび割れの 3次元表現 

 

(1).1 クラックひずみ  

本研究での FEM 解析では、分布ひび割れモデルにより、コンクリートのひび割れ発生

を表現している。そのため、ひび割れ幅を直接用いることではなく、ひび割れが要素内一

部領域で均一に生じると仮定した上で、平均引張ひずみを用いて表現する。ひび割れ後の

応力ひずみ関係に用いるひずみは図 4.4.8 に示すように、ひび割れ面に直交する方向の平

均引張ひずみから，ひび割れ強度時ひずみを引いて得られた値をクラックひずみεtとする。

このひび割れ面に直交する方向の応力－ひずみ関係は引張軟化曲線により表現されるが、

解析結果に及ぼす要素寸法の依存性を解消するために、応力－ひずみ曲線の形状は曲線下

の面積（エネルギー）がコンクリートの破壊エネルギーGFに一致するようにして決められ

る。 

そのため、ひとつのコンクリート要素においてひび割れの発生状況を検討するには、ク

ラックひずみεtと要素の大きさにより予測することができる。複数の要素分割によって構

成される部材の場合は，各要素において独立に評価することではなく、実際にひび割れが

発生する傾向を把握した上、ひび割れ間隔や隣接するひび割れの方向との繋がりなども考

慮しなければならない。このような分布ひび割れモデルによるひび割れの表現手法につい

ては、最近は佐藤ら【4.12】によって，鉄筋とコンクリート間の付着挙動と応力再分配を考慮

することによりひび割れ幅を求める手法が開発されている。 

また、試験体におけるひび割れの発生部位、ひび割れ間隔を仮定した上で、ひび割れ幅

Lを次式により略算する方法も考えられる。 

∫= cdLL 1ε                          （式 4.4.1） 

ここで、ε1：平均引張ひずみ 

    cL ：ひび割れ間隔，1要素の場合は要素の等価長さ 

 

(1).2 クラックひずみによるひび割れの 3次元的表現 

本研究では、接合部および接合部周辺コンクリート要素がほぼ等しい大きさで分割され

ていることから、クラックひずみを用いてひび割れの発生状況を把握することにした。ひ

び割れをよりリアルに近い状態で表現するために、ひび割れ面の方向およびクラックひず
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みの大きさを，要素内の積分点あるいは中央で表現する手法を用いる。積分点で表現する

場合は，積分点でのクラックひずみを用い，要素の中央点で表現する場合は，ひび割れが

発生したと判断される積分点のクラックひずみの平均値を用いる。ひび割れ面の方向につ

いては図 4.4.8 のように、円盤を用いて、円盤の法線がクラックひずみ（最大主ひずみ）

のベクトル方向と一致するようにして表す。また、ひび割れ幅の大きさの程度はクラック

ひずみにより把握でき、円盤の色レベルを用いて表現する。円盤の大きさ（直径）はひび

割れの幅や長さに関係なく、視覚的に見やすいようにして決める。 

ひび割れを 2次元の平面で表す場合、円に見える場合は平面とひび割れ面が平行してい

ることを示し、線のように見える場合はひび割れ面が平面に対して直交していることを示

す。また、ひび割れ面が平面に対して斜めの角度で傾いて生じている場合は楕円のように

見られることになる。即ち，円のように見えるほど，平面と平行する傾向を示し，細い線

状のように見えるほど，平面と直交するようにひび割れが生じていることを意味する。 

また，ひび割れ円盤とコンクリート要素の表面との交線により，主にひび割れの角度を

表現する手法も用いられる。ただし，この場合はひび割れが概ねパネルに直交することを

条件とする。 

 

(2) ひび割れ発生状況 

 

図 4.4.9および図 4.4.10に偏心のない e00と偏心接合部 e85の層間変形角 1/400時におけ

るひび割れの発生状況を、試験体の要素層（垂直断面）ごとに展開して示す。 

R=1/400 時のひび割れ発生状況は，両試験体には大きな差は見られなく，ほぼ同様な傾

向となっているように見える。「ほぼ同様な傾向」と考えられるところを、次のように示す。 

① 梁は引張力を受ける梁端で曲げひび割れが発生しており、梁の内部に行くほど、曲

げせん断ひび割れ、せん断ひび割れとして現れている。曲げひび割れは接合部に近い領域

ほど、梁内部に深く伸展しており、付け根コンクリートでは、中立軸を越え梁高さの約 0.75

倍のところまで開口している。また、梁付け根付近の曲げひび割れ幅がもっとも大きい値

となっていることから、試験体にひび割れが生じ始まる層間変形の小さい時には，曲げひ

び割れの開きが卓越すると考えられる。また、接合部以外の柱には軸力の影響もあること

から、ひび割れがほとんど生じていない。 

② 接合部内部には中央から幅広くせん断ひび割れが発生している。中央ほど、対角方

向を示す斜めのせん断ひび割れが明瞭に現れている。接合部内部では、梁曲げ圧縮域に近

い接合部隅角部でひび割れ幅がもっとも大きくなり、中央に行くほど、幅が小さくなって
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いる。これは、最大耐力時のように層間変形の大きい範囲では、接合部中央部で斜めのひ

び割れが大きく開く場合と異なる傾向となっている。 

③ 接合部内部では、梁幅内でひび割れがもっとも広い範囲で発生しており、また、梁

幅内の各パネルではほぼ同程度のひび割れ分布状態となっている。ただし、偏心接合部 e85

は、偏心面パネルのひび割れ幅が内部より若干大きくなっているように見える。 

④ 接合部の表面でのひび割れ発生状況は内部と大きく異なる。梁幅外の柱部分のパネ

ルでは、梁幅内よりひび割れの幅が著しく小さくなっていることがわかる。また，外側に

行くほどひび割れ幅が小さくなり、ひび割れた領域の面積も減少している。例えば，偏心

接合部 e85では梁幅の範囲内にある偏心面でひび割れがもっとも大きく開いているのに対

して、非偏心面ではひび割れがほとんど発生していない。また、e00 場合も接合部内部と

違って、接合部表面には中央の一部領域でひび割れが小さい幅を持って開いていることが

わかる。このように、表面からひび割れが観察される程度であっても、接合部内部では広

範囲にわたって、ひび割れが大きく開いていると考えられる。 

 

以上は両試験体のほぼ共通するところであるが、接合部表面でひび割れを観察すると、

偏心接合部の偏心面でのひび割れが偏心のない接合部の表面より大きくなることや、非偏

心面ではひび割れ発生がかなり遅れて発生することなどの e00と e85との違いが見られる。 

ただし、以上で述べたのはひび割れが生じ始まる R=1/400時の結果あり、変形がさらに

進んで最大耐力に近づくと、接合部の内部と外面でのひび割れ状況や、接合部パネルの中

央と周辺でのひび割れ状況は以上に述べた結果と大きく異なると思われる。 
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クラックひずみεt        円盤によるひび割れ方向表現 

 

 

 

3次元表現        要素表面と交線       正面視 

 

図 4.4.8 クラックひずみεtによるひび割れ表現 
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図 4.4.9 e00（偏心無）のひび割れ発生状況（1/400） ⑤ ④ ③ ② ① 
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図 4.4.10 e85（偏心有）のひび割れ発生状況（1/400） 
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4.4.3 偏心接合部の捩り変形 

 

(1) （相対）捩り角 

円以外の断面を持つ真直棒に捩りモーメントが作用すると、部材の各断面は剛体的に回

転するだけではなく、軸方向にも変形を生じることによって平面ではなくなる【4.13】。本研

究では主に捩りモーメントが試験体架構のせん断強度に及ぼす影響を検討することを目的

とし、軸方向の変形が試験体のせん断強度に及ぼす影響が比較的小さいと考え、部材断面

の剛体的な回転変形のみを検討対象とする。材料力学【4.13】では単位長さ当たりの断面の剛

体的な回転角をねじれ角として定義している。本研究では、このようなねじれ角の定義に

基づき、結果分析の便利性を考慮した上、試験体架構の中央部位に当たる柱梁接合部の中

央断面に対する柱および接合部の各断面の回転角を相対捩り角として定義を行う。もちろ

ん接合部の中央断面は，捩り変形が逆対称する境界面であるため，相対回転は生じない。 

捩れ変形に対してこのような相対捩り角の定義を行うと、捩り変形が生じなくでも相対

捩り角は存在する場合がある。例えば、柱頭および柱脚で捩れ拘束をしない場合において、

捩れ変形は主に接合部内部で生じると考えられるが、柱断面の相対捩り角は接合部の最大

捩り角とほぼ同様になる。また、接合部中央断面には捩りモーメントによる捩り変形が存

在するにもかかわらず、相対捩り角はゼロとなる。相対捩り角を用いると，相対捩り角の

変化が見られる場合のみに捩りモーメントによって断面が回転変形することになる。 

(2) 結果の検討 

本章では相対捩り角（以下、捩れ角と略称）に対して、図 4.4.12に示すように、○部分

の節点のY方向における変位により偏心側および非偏心側の柱面における回転角として計

算する。e00では捩り変形が見られないため、e85の偏心面と非偏心面の捩れ角のみを柱軸

心方向に沿って求め、その分布を図 4.4.13に示す。 

図 4.4.13では、偏心面、非偏心面ともに接合部内部で捩り角がほぼ線形的に変化し、柱

では捩り角がほぼ一定の値となっていることがわかる。これは，捩り変形はほとんど接合

部内部で生じ，接合部領域以外の柱面では捩れによる変形がほとんど生じていないことを

示す。偏心接合部の捩りモーメントは主に梁せいの範囲内に挟まれた接合部内で集中的に

生じ，それにより生じる捩り応力が接合部のせん断応力に累加され，偏心接合部の耐力低

下の原因の一つにもなると考えられる。 

また、接合部の偏心側の捩り角は非偏心側より若干大きくなっているが、その差は捩り

角に比べて小さいため、偏心側と非偏心側での捩り変形により生じる力学的挙動はほぼ同

程度であると考えられる。 
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4.4.4 接合部のせん断変形角 

 

柱梁接合部は、その周辺に面している柱、梁および接合部内主筋との付着によりせん断

力が入力され、せん断変形を引き起こす。柱および梁幅が異なる場合、梁からは梁幅の範

囲内でせん断力が接合部に入力されるため、接合部においては梁幅内と梁幅以外の領域で

のせん断変形が多少異なると考えられる。また、せん断力の増加と共に接合部にはひび割

れが発生し，それによって接合部の各パネルにおけるせん断変形も異なると考えられる。 

本論文では、図 4.4.11に示すように接合部パネルが変形した場合の角度変化をせん断変

形角として定義する。本節では最大耐力時の接合部内各パネルのせん断変形角を求めて接

合部幅方向に展開して図 4.4.14に示す。 

図 4.4.14からは、偏心のない接合部 e00では、梁幅内パネルのせん断変形が梁幅外の柱

部分でのせん断変形より若干大きくなっているが，その差は非常に小さい。それに対して、

偏心接合部 e85は、偏心面でもっとも大きいせん断変形角として現れ、非偏心側にいくほ

どせん断変形角がほぼ直線的な勾配で小さくなり、非偏心面では偏心面の約半分以下に減

少している。このようなせん断変形の分布は、偏心面でせん断破壊が先に生じる可能性が

あることを示威している。 

また、偏心接合部のせん断変形角の勾配は，捩り変形の影響によるものと考え，偏心面

および非偏心面の捩り率の平均値を用いて捩り変形により生じるせん断変形角を求め、ま

たそれを偏心接合部のせん断変形角から除いて図 4.4.14に破線でプロットした。捩り変形

によるせん断変形角を除いた後のせん断変形角は e00との差が縮まることから，せん断変

形は捩り変形、即ち捩りモーメントの影響によるという考えの妥当性が示されている。 

 

 

 

図 4.4.11 接合部パネルのせん断変形角 

せん断変形角
非偏心側 

偏心側 幅方向 



第４章 平面RC造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究 

- 118 - 

  

E85

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

-0.0075 -0.005 -0.0025 0 0.0025 0.005 0.0075

捩り角 (rad.)

柱
縦
方
向
に
お
け
る
梁
心
か
ら
の
距
離
 (
㎜
）

非偏心側

　偏心側

梁
部
分

 

図4.4.12 e85接合部断面の捩り変形（10倍） 図4.4.13 柱縦方向における捩り角(R=1/50) 
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図 4.4.14 接合部幅方向のせん断変形角分布(R=1/50) 
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4.4.5 接合部の圧壊性状 

 

(1) 3 軸応力状態でのコンクリートの破壊【4.15】 

1 軸応力の場合は，コンクリートが圧縮強度や引張強度に達したことにより，一般的に

圧縮破壊，引張破壊として定義される。コンクリートが多軸応力下に置かれる場合には，

コンクリートの強度は応力状態の関数であって，互いに独立な引張強度・圧縮強度・せん

断強度によって推定することができない。例えば，1 軸圧縮強度が Fc で純せん断強度が

0.08Fcのコンクリートは，0.5Fcの圧縮応力のもとでせん断応力を増加させていくと，せん

断応力がほぼ 0.2Fc のとき破壊するであろう。従って，コンクリートの強度は応力状態の

種々の成分の相互作用を考慮することによってのみ正しく決定できる。 

3 軸応力状態にある破壊基準の定式化には，まず破壊の定義を統一しておかなければな

らない。降伏，ひび割れの発生，最大耐力，変形の限界などの基準が破壊の定義に用いら

れている。一般的に，コンクリートの破壊は，引張型と圧縮型に分けられる。引張破壊は，

大きなひび割れの形成とひび割れに垂直な方向のコンクリートの引張強度の消失によって

定義される。圧縮破壊は，多数の小さなひび割れが発達し，コンクリートはその強度をほ

とんど失う。 

コンクリートの実際の挙動と強度は極めて複雑であり，多くの要因，例えば骨材やセメ

ントペーストの物理的機械的性質，荷重の特性，などに依存する。従って，実際に適用す

るための簡単な数学モデルを作るには，徹底的に理想化することが重要である。ひとつの

数学モデルによってすべての条件に対するコンクリートの強度を完全に表現することはで

きない。考えている問題にとって重要な性質を表現しているものであれば，より簡単なモ

デルあるいは基準を用いるべきである。本研究の解析プログラムで用いた 4 パラメータ

Hsieh-Ting-Chen破壊曲面（第 4章で引用）や 5パラメータWillam-Warnke破壊曲面（第 5

章で引用）もその例であり，1～5パラメータの数多くの破壊基準が既に提案されている。 

 

(2) コンクリートの圧壊性状 

 

(2).1 本節における圧壊の基準 

4.4.1 節では、圧縮主ひずみに関する検討において、圧縮主ひずみが圧縮強度時ひずみ

2000μ～3000μを超える場合に、応力・ひずみがひずみ軟化域に入ることによって，応力

度が低下し、層間変形の増大と共に圧壊が生じ始めまる，などについて述べてきた。しか

し、圧縮主ひずみが圧縮強度時ひずみを超えても圧縮応力がすぐに急激に低下しているわ
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けでもない。例えば補強筋効果が大きい場合にはひずみ軟化域の勾配が緩やかになること

により、圧縮ひずみがさらに大きくなっても応力が有効に伝達しうる。建築では圧壊は、

材料あるいは部材が圧縮力を受けて破壊し押し潰されることとして定義されているが、定

量的な基準などについては示されていない。 

そこで、本節では、柱梁接合部での破壊状況について検討することを目的とし、接合部

コンクリートの圧壊についてひとつの基準を設けて結果処理を行うことにした。平面柱梁

接合部では、幅方向の応力成分が小さく無視できるため、基本的に 2軸応力状態に置かれ

ると考えることができる。また、柱梁接合部の横補強筋による接合部強度上昇効果がほと

んど期待できないとの見解【4.14】も示されている。このようなことから、本試験体のように

軸力 0.25σB、横補強筋比 0.32％の条件では，接合部コアコンクリートの圧縮強度や圧縮に

対する変形能力はそれほど改善されないと予想される。また、ひび割れによる圧縮強度低

減を考慮すると、接合部中央での応力－ひずみ関係は 1軸の場合より劣化が進むことと考

えている。以上のことから、圧縮強度時ひずみの概ね 3倍を超える領域でコンクリートは

圧縮応力の伝達能力をほとんど失い、圧壊されたと仮定する。 

 

 (2).2 偏心のない接合部の場合 

図 4.4.18には、圧縮強度時ひずみの約 3倍に当たる 8000μを基準にして、最大耐力時お

よび最大変形時の接合部パネルの圧壊状況を、接合部の幅方向に従って展開する。 

最大耐力時（R=1/50）において、偏心のない接合部 e00は、接合部内部の梁幅内のコン

クリート要素に、対角方向の圧縮ストラットで圧壊が生じ、梁幅外の柱部分では圧壊がほ

とんど生じていないことがわかる。また、4.4.1節のパネル上での圧縮主応力および圧縮主

ひずみの分布でも示したように、接合部梁心付近パネルの中央コンクリート要素に圧壊が

生じていることが確認できる。また梁幅内では，いずれのパネルも圧壊領域面積がほぼ同

程度のように見えることから、偏心のない接合部では、最大耐力時に圧壊が主に梁幅内で

の幅方向上でほぼ均一に発生することが考えられる。変形が増大して R=1/25 時に達する

と、いずれのパネルでもほぼ全領域で圧壊されていることがわかる。もちろん、｢いずれの

パネル｣は、最大耐力時には圧壊が確認されなかった梁幅外の柱部分のコンクリートも含ま

れている。 

 

 (2).3 偏心接合部の場合 

偏心接合部 e85は、以上のような偏心のない e00の圧壊状況と異なる点が見られる。 
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まず、最大耐力時において、圧壊領域は e00と同様な傾向で梁幅外ではほとんど生じな

く、主に梁幅内の圧縮ストラットで生じているが，偏心面パネルの中央でもっとも広い面

積を占めていることがわかる。また，偏心側から非偏心側に行くほど圧壊領域の面積が小

さくなる傾向となっている。これによって、偏心接合部 e85は圧壊領域の面積がもっとも

大きく現れる偏心面パネルで、圧縮ストラットによる応力伝達能力が低下し、それによっ

て接合部内部でのせん断抵抗能力は最大となり、接合部は最大耐力に達すると考えられる。

確かに 4.4.1節では、梁心パネルでの圧縮主応力およびベクトルの分布状態から、最大耐力

となる原因の把握ができないことを示した。 

また、R=1/25時になると、e85の梁幅内ではほとんどの領域が圧壊されており、これは

偏心のない e00の梁幅内の圧壊状況とほぼ一致している。ただし、梁幅外の柱部分におい

ては、非偏心側にいくほど、圧壊領域の面積が減少し、非偏心側の外面では圧壊面積がパ

ネル全断面積の半分以下になっている。これも e00の柱部分のコンクリートがほぼ全域に

わたって圧壊されている状況と異なる点である。 

 

このように偏心接合部では、圧壊が主に偏心側の梁幅内で集中的に生じ、非偏心側では

大変形まで進んでも圧壊されていない領域が存在している。つまり、最大耐力時には主に

偏心側の一部の領域でせん断抵抗機構を形成し、また最大耐力後もその一部の領域で圧壊

が集中して生じる一方、非偏心側コンクリートでは圧壊（破壊）が軽減されている。これ

は、偏心のない接合部のように、接合部のほぼ全領域上でせん断抵抗機構を形成すること

によって現れるせん断耐力より，偏心接合部のせん断耐力が小さくなる原因のひとつとし

て考えられる。また、主に偏心側の一部の領域内で圧壊が集中して進むことから、最大耐

力後の耐力低下も偏心のない場合より急に進展していくと予測される。 

 

以上の解析結果からの圧壊状況に対して、実験では、最大変形時に接合部の対角方向に

集中的に剥落が生じていると示された。 
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図 4.4.18 コンクリートの破壊状況 
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4.5 まとめ 

 

本章では、十字型の平面 RC造柱梁接合部の偏しありおよび偏心無しの試験体について、

繰り返し載荷時の 3 次元 FEM 解析を行い，接合部の応力状態や変形に基づいて検討を行

った。本章で得られた主な成果を次のように示す。 

① 偏心の有無に関わらず，接合部内部では対角方向の圧縮ストラットにより応力が伝

達される。 

② 偏心のない接合部では柱のほぼ全幅にわたって応力を伝達しているが，偏心接合部

では偏心側に偏って応力を伝達している。 

③ 偏心接合部では，応力が偏心側に偏って伝達されることによって，コンクリートの

圧壊程度が偏心側でもっとも著しく現れる。 

④ 最大耐力後（R=1/25）には，偏心のない接合部は接合部のほぼ全領域で圧壊される

が，偏心接合部では偏心側の梁幅範囲内で圧壊が集中し，非偏心側に行くほど圧壊

程度が軽減される。 

⑤ 偏心接合部では、捩りモーメントの作用により接合部内部で捩り変形が生じ，また

パネルのせん断変形は偏心側ほど大きくなる。 

⑥ 偏心接合部は偏心側に行くほど、ひび割れが大きく開口している。 

 

以下、各節ごとの結果をまとめて示す。 

 

(1) ひび割れの 3次元表現（4.4.2 節） 

RC造部材の 3次元 FEM解析において、分布ひび割れモデルを用いた解析結果から、コ

ンクリートのひび割れ状況を表現するに当って、引張ひずみから引張強度時ひずみを引い

た値をクラックひずみとし、クラックひずみの大きさおよび最大主ひずみのベクトル方向

に基づいて、円盤を用いたひび割れの 3次元的表現方法を示し、またそれに関する見方に

ついても記述した。 

 

(2) 解析結果の検討項目ごとによるまとめ 

 

(2).1 接合部内部での圧縮応力伝達（4.4.1 節） 

接合部内部の垂直断面（パネル）、および水平断面での圧縮主応力および圧縮主ひずみの

分布について、従来の圧縮ストラット機構およびトラス機構の概念に立脚して、弾性変形
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時（R=1/400 時）から最大耐力時、その後のいくつかの変形段階における考察を行い、ス

トラットおよびトラス機構による応力伝達を示すと同時に、変形の増大に伴う応力伝達機

構の変化について示した。 

ここでは、次のようないくつの点について示した。 

① ほぼ弾性変形の範囲内と思われる R=1/400時においては、パネルでの圧縮主応力分布

から、ストラット機構およびトラス機構による応力を伝達し、ストラット領域での圧縮応

力が、トラス領域での圧縮応力より高く現れる。 

② R=1/400 時から、R=1/200、1/100 のように変形が増大すると、圧縮ストラットせいが

次第に大きくなる。また、ストラットコンクリートの応力度も大きくなるが、偏心のない

接合部では、繰り返し載荷によって接合部内部の中央付近で既に圧壊が生じ始まる。 

③ 最大耐力（R=1/50）時になると、ストラットせいはさらに増大しているものの、応力

度の増加はそれほど見られていない。また、偏心のない試験体は、接合部内部の中央付近

で圧壊によりコンクリートの応力度が低く現れ、ベクトル方向も乱れていることから、接

合部内部での応力伝達能力が既に最大となり、それによって最大耐力に達すると考えられ

る。 

④ 最大耐力を超える（R=1/25）と、いずれの接合部もパネル中央から広範囲にわたって

圧壊領域が広がり、それによって最大耐力後に耐力が次第に低下していると考えられる。 

⑤ 3次元による FEM解析の特徴を生かして、水平断面における応力・ひずみ分布に関す

る検討を行い、圧縮ストラットによる応力伝達の確認や、接合部隅角部の応力度が中央よ

り高くなっていることに対する見解、それにしても圧壊が中央で先行することに対する見

解を示した。 

また、偏心接合部では、偏心側に偏って高応力度による応力伝達機構を形成しているが、

これが最大耐力に及ぼす影響としては、偏心側での圧壊の早期発生による耐力低下や、有

効応力伝達断面積の減少による見かけ上の耐力低下などが考えられる。 

 

(2).2 ひび割れ発生状況（4.4.2 節） 

ひび割れが発生および拡散し始まる R=1/400時における、偏心ありおよび偏心なしの柱

梁接合部試験体のひび割れ発生状況を、要素層（パネル）ごとに展開して検討を行った。 

ここでは、偏心有無に関わらず R=1/400時には、曲げひび割れが引張力を受ける梁付け

根コンクリートで卓越して大きく開口し、また接合部内部にはせん断ひび割れが広範囲に

発生しているものの、中央ほどひび割れ幅が小さく現れることや、接合部の内部から表面
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（偏心接合部は非偏心面）へいくほどひび割れ発生領域の面積が減少し、ひび割れ幅も小さ

くなることなどがわかった。 

また、偏心接合部の偏心面では偏心のない接合部の表面よりひび割れが大きく開口する

こと、非偏心面ではひび割れがかなり遅れて発生することがわかった。 

 

(2).3 接合部の変形（4.4.3 節、4.4.4 節） 

（捩り変形） 接合部内部で捩り変形が集中して生じていることから、偏心接合部の捩りモ

ーメントは主に梁せいの範囲内に挟まれた接合部内に作用すると考えられる。また、それ

によって生じる捩り応力がせん断応力に累加され、偏心接合部の耐力低下の原因にもなる

と考えられる。 

（せん断変形） 接合部幅方向における接合部パネルのせん断変形角分布から、偏心無しは

接合部内部のせん断変形が外側より若干大きめに現れるのに対して、偏心接合部では偏心

側ほどせん断変形角が著しく大きく現れ、偏心面でのせん断破壊が先行することが予想さ

れる。また、偏心接合部のこのようなせん断変形角の分布は、捩りモーメントの影響を受

けることによって生じると考えられる。 

 

 (2).4 接合部の圧壊状況（4.4.6 節） 

圧縮ひずみが 1軸圧縮強度時ひずみのおおよそ 3倍に当たる 8000μを超えた場合にコン

クリートが圧壊すると仮定し、偏心ありおよび偏心無しの柱梁接合部について、最大耐力

時およびその後における接合部内部での圧壊状況について検討を行った。 

ここでは偏心の有無によらず、最大耐力時（R=1/50）には接合部内部の梁幅内コンクリ

ートの圧縮ストラットで圧壊が生じ、また外面（偏心接合部は非偏心面）に行くほど圧壊

がほとんど生じないことや、偏心接合部では偏心面のパネル中央でもっとも広い面積の圧

壊領域を形成していることなどがわかった。 

最大耐力後（R=1/25）には、偏心のない場合は接合部のほぼ全域で圧壊されるが、偏心

接合部では梁幅内のほぼ全域で圧壊が生じ、非偏心側にいくほど圧壊領域の面積が減少さ

れる。 

偏心接合部では、偏心側に偏って圧壊領域を形成し、非偏心側では最大耐力後にも圧壊

が軽減されることから、接合部のほぼ全域にわたってせん断抵抗機構を形成する偏心無し

接合部よりせん断耐力が低下すると考えられる。また、それによって最大耐力後の耐力低

下も急激に現れると予想される。 
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5.1 はじめに 

 

第 4章では、平面柱梁接合部における偏心接合の影響について検討した。実際の建物の

柱梁接合部には、直交方向に梁や床スラブが付くことが一般的であるため、地震時には平

面柱梁接合部の場合と異なる挙動をすると考えられる。そのため、偏心接合が柱梁接合部

の耐震性能に及ぼす影響について検討を行う場合，平面試験体における実験的・解析的検

討のみでは不十分であり、接合部に取り付いている直交梁およびスラブの影響を考慮しな

ければならない。 

柱と梁の偏心接合は、多くは外周構面で存在することを考えると、偏心接合部の片側に

直交梁・スラブが取り付く場合が一般的であり、このような場合の直交部材の影響に関す

る研究例が少なく不明な点も多い。また、靱性指針のせん断強度式においても接合部の片

側に取り付く場合には協力効果を考慮していない。 

以上の背景より本章では，直交梁およびスラブが偏心接合を含む柱梁接合部の力学的挙

動に及ぼす影響を把握することを目的として，直交梁・スラブの有無および偏心の有無を

変数とした実験試験体を対象とする以外に，実験では行われなかったパラメータについて

仮想の解析モデルを追加し、繰り返し載荷履歴を与えた場合の 3次元 FEM解析を行う。 

解析結果の検討については、第 4章と同様に内部応力や変形状態に関する検討を行う以

外に，接合部内部の応力状態について、部位別のせん断力を求め、直交梁が取り付いた場

合の応力伝達性能に対して定量的な評価を行うことを試みる。また、応力とひずみの積か

ら求まる累積消費ひずみエネルギーを用いてコンクリートの損傷の進行度に関する検討を

行い、損傷の定量的評価に関する基礎資料の作成を行う。 

 

なお、本章は，筆者らによって発表された論文【5.2-3】に基づき，それに修正を加え、さ

らに内容を充実させたものである。 
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5.2 解析モデル 

 

5.2.1 解析対象試験体 

 

(1) 対象試験体概要 

解析対象試験体は藤井ら【5.4-6】により実験された外周構面を対象とした十字型柱梁接合

部試験体の中から，偏心のない CN，CNの片側に直交梁および床スラブ（以下，直交部材

と略称）が取り付いた CS，柱心と梁心の偏心距離を 135㎜とした EN，ENの非偏心側（偏

心して梁から寄った柱面の側を偏心側とし，その対面側を非偏心側とする）に直交部材の

取り付いた ES の 4 体を選んだ。さらに，CN の両側に直交梁およびスラブを取り付けた

CSv，偏心接合部 EN の偏心側に直交梁および床スラブを取り付けた ESv の 2 体の仮想試

験体を追加し，計 6体とした。解析対象試験体の概要を表 5.2.1に示す。全試験体ともに，

直交梁および載荷梁の断面は 450×750㎜，柱断面は 800×700㎜，床スラブ厚さは 130㎜，

梁および柱の反曲点間距離はそれぞれ 4500㎜，2730㎜となっている。 

実験で示されたコンクリートと鉄筋の材料特性を表 5.2.2と表 5.2.3に，接合部の形状お

よび配筋を図 5.2.1，表 5.2.4に，載荷装置を図 5.2.2に示す。 

 

(2) 実験結果の要約 

ここでは，実験論文【5.4-6】で報告された実験結果を要約して示す。 

① すべての試験体が，梁降伏後の繰り返し載荷で耐力の低下と大きな接合部斜めひび

割れが見られ，接合部がせん断破壊した【5.4】。 

② 非偏心の CN，CS ではかぶりが剥落することはなかったものの，斜めひび割れが大

きく開口している。偏心接合部 EN，ESの偏心面ではかぶりの剥落を伴う損傷が生じた。 

③ 偏心のない CN，CSでは，ねじれ変形がない。EN，ES試験体を比較すると ENのほ

うがねじれ量が大きく，スラブ・直交梁が変形を拘束している【5.4】。 

④ 接合部ひび割れは偏心接合部の偏心面で早期に発生する【5.4】。 

⑤ 靱性保証型指針により算出した付着強度は 7.4N/㎜ 2程度に対し，生じた最大付着応

力度は 5.8 N/㎜ 2であり，この付着強度までは達していない。1段筋に比べ，2段筋での発

生する付着応力度が小さいことが各試験体で共通している【5.4】。 

⑥ 偏心接合部では，スラブ，直交梁が偏心の影響を緩和し耐力が約 10％上昇し，最大

耐力以後の減退が緩やかになる【5.4】。 
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表 5.2.1 解析対象試験体の概要 

実験 
因子 偏心 偏心距離 

（㎜） 
接合部せん断 
余裕度 

床スラブ 
直交梁 

CN 無 － 1.17 無 

CS 無 － 1.0 片側 

EN 有 135（0.17） 1.17 無 

ES 有 135（0.17） 1.0 非偏心側 

CSv * 無 － 1.05 両側 

ESv * 有 135（0.17） 1.0 偏心側 

注）*付きは仮想試験体を示す。 

  （ ）内は偏心接合部の偏心率、 e1 = e/bc（偏心距離/柱幅）により求める。 

 

表 5.2.2 コンクリートの材料特性【5.4-6】 

圧縮強度
（N/㎜ 2）

圧縮強度
時ひずみ
（μ） 

ヤング係
数 

（N/㎜ 2）

引張強度 
（N/㎜ 2） 

33.4 2000 25900 2.21 

 

表 5.2.3 鉄筋の材料特性【5.4-6】 

鋼種 呼び径 用途 降伏強度 
（N/㎜ 2） 

D29 柱主筋 464 
SD390 

D25 梁主筋 462 

D13 せん断補強筋 365 
SD295A 

D10 スラブ筋 369 

 

表 5.2.4 試験体の部材断面【5.4-6】 

柱(800×700㎜) 梁（450×750㎜） 接合部 
試験体 

主筋 帯筋 主筋 肋筋 ｽﾗﾌﾞ筋 帯筋 

EN,CN － 

ES,ESv 
CS,CSv 

14-D29 2-D13
@100 8-D25 2-D13 

@100 10-D10 
2-D13 
×5 
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図 5.2.1 接合部の形状、配筋および鉄筋の材料特性【5.4-6】 

 

 

 

 

図 5.2.2 載荷装置【5.4-6】 

柱主筋 
14-D29 
464N/㎜ 2 

柱帯筋 
2-D13@100 
365N/㎜ 2 
 

梁主筋 
8-D25 
462N/㎜ 2 

梁肋筋 
2-D13@100 
365N/㎜ 2 
 

スラブ筋 
10-D10 
369N/㎜ 2 

接合部補強筋 
2-D13×5 
365N/㎜ 2 
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5.2.2 解析モデル 

 

本研究では，内田，余，柏崎，野口ら【5.7】により開発された 3次元非線形有限要素法解

析プログラムを用いて，正負交番繰返し載荷時および単調載荷時の解析を行った。以下に

本章で用いた解析モデルを要約して示す。モデルの詳細および関連文献は第 3章を参照さ

れたい。 

 

(1) コンクリート 

コンクリートはアイソパラメットリック 8 節点ソリッド要素を用いた。構成則は等価 1

軸ひずみに基づいた直交異方性亜弾性モデルを用いた。Willam-Warnke らの 5 パラメータ

モデルによる破壊曲面から応力－ひずみ関係の最大強度点を求めた後，圧縮側での上昇域

は Saenz式を，下降域は Kent-Parkモデルを用いた。引張側ではひび割れた後の引張軟化は

白井モデルを用いた。ひび割れたコンクリートの圧縮強度低減には野口・飯塚式を用い，

ひび割れ面に沿ったせん断剛性は修正前川モデルを用いてせん断応力－せん断ひずみ関係

から求めた。本解析での垂直応力ひずみ関係は，繰返し載荷時には一方向固定軸上で適用

し，単調載荷時には回転ひび割れモデルを用いた。コンクリートの圧縮強度，圧縮強度時

ひずみ，引張強度およびヤング係数は表 5.2.2の実験結果に基づいた。 

 

(2) 鉄筋 

鉄筋は軸方向剛性のみを考慮した 2節点線材要素を用いた。応力ひずみ関係はバイリニ

アモデルを用い，ヤング係数は 2.05×105N/㎜ 2とし，降伏強度は表 5.2.3 の実験結果に基

づいた。降伏以後の剛性は初期剛性の 1/100と仮定した。 

 

(3) 付着 

鉄筋とコンクリート間の付着は完全付着と仮定した。 
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5.2.3 要素分割および境界条件 

 

解析対象試験体の要素分割および境界条件をCSと ESの場合を例として図 5.2.3に示し，

各試験体の接合部断面を図 5.2.4に示す。 

形状が左右対称の試験体 CNおよび CSvでは試験体の対称面をローラーとし，片側のみ

についてモデル化を行った。実験と同様な境界条件（図 5.2.2の載荷装置で，柱上反曲点を

ピンローラー，柱下反曲点をピン支持，梁両端はピン位置で加力）を与えるように，梁両

端部の梁断面中央付近の 1節点上で正負交番繰返し載荷を行い，柱頭および柱脚は柱断面

中央の 1節点上で水平拘束およびピン支持とした。また拘束点付近のコンクリート要素が

破壊しないように梁および柱の両端部のコンクリート要素の強度を大きくし，変形は弾性

範囲内とした。 

鉄筋要素は離散モデルを用い，安定して計算させるために試験体の外側に配置し，梁お

よび柱の主筋は曲げ耐力が元の試験体と等しくなるように主筋の断面積を計算し直した。 

柱の軸圧縮力は実験と同じく 1770KNと一定に載荷し，せん断力の繰返し載荷は 1/400，

1/200，1/100，1/67，1/50，1/33で各 1回ずつ行った。 

 

図 5.2.3 試験体の要素分割および境界条件 

主筋 

柱頭：X,Y 方向変位

拘束 

柱脚：ピン支持 

Z 

X 

Y 

CS：偏心無 

片側付き 

ES：偏心有 

非偏心側付き 
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CN（偏心無）                   EN（偏心） 

 

     

CS（片側付き）                   ES（非偏心側付き） 

 

     

       CSv（両側付き）                      ESv（偏心側付き） 

 

図 5.2.4 接合部断面 

135 ㎜

135 ㎜

135 ㎜
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5.3 解析結果―荷重変形関係 

 

(1) 層せん断力-層間変形角関係 

図 5.3.1 に繰返し載荷および単調載荷時における各試験体の層せん断力と層間変形角の

関係を示す。単調載荷時の層せん断力-層間変形角関係は実験結果より高く評価されるもの

の，繰返し載荷時はいずれも正負側ともに実験結果と最大耐力においてはよい対応を示し

ている。仮想試験体を含めた 6体試験体は実験と同様に層間変形角 1/67で最大耐力となっ

ている。実験では梁降伏後に接合部が破壊したことに対し，解析では層間変形角 1/100 の

付近で鉄筋が降伏した。また，解析では初期剛性が実験より高く，履歴ループの形状にお

ける逆Ｓ字形表現や，最大耐力後の耐力低下の表現がまだ不十分であるが，これらは本解

析において鉄筋とコンクリート間の付着がモデル化されていなかったこと，繰返しルール

上においてひび割れたコンクリートの劣化表現が過小評価されたことなどの原因が考えら

れ，今後解析上でのモデル化およびプログラム上での対応を必要としている。 

 

(2) せん断耐力 

図 5.3.2では解析結果から得られた各試験体の最大耐力を偏心のない接合部CNの最大耐

力を用いて無次元化した場合の比較を示す。無偏心接合部 CN に対して，片側に直交部材

のついた CSでは約 1割弱の耐力上昇を，両側直交部材付きの CSvでは約 2割以上の耐力

上昇を示している。また，CNのせん断耐力を CSvのせん断耐力により除すると 0.83とな

り，これは靱性指針【5.8】の直交梁の有無による補正係数φ=0.85 とよく対応している。偏

心接合部 EN では 1 割以上の耐力低下を示している。偏心接合部 EN に直交部材が付くこ

とにより耐力低下が制御され，偏心のない接合部 CN とほぼ同等以上の値を示し，偏心側

に直交部材の付いた ESvでは非偏心側に直交部材の付いた ESより耐力が若干高く評価さ

れている。 
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図 5.3.1 層せん断力―層間変形角関係 
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図 5.3.2 各試験体のせん断耐力 
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5.4 解析結果―接合部内部の応力・ひずみ状態 

 

5.4.1 ひび割れ状況 

 

本節では、第 4章で述べたクラックひずみεtについて、円盤による表現手法を用いて、

載荷の初期段階におけるひび割れの発生、進展および各試験体のひび割れ状況と，偏心接

合部の内部および表面におけるひび割れ発生状況などについて検討を行う。 

 

(1) 変形の増大に伴うひび割れの進展 

図 5.4.1 には偏心のない接合部 CNの層間変形角 1/1600～1/200 時におけるひび割れ発生

状況を示す。 

第 2 章の既往の研究では、R=1/500 時には梁付け根コンクリートに曲げひび割れが発生

していることについて示した。それに対して、図 5.4.1 に示すように解析結果からは、

R=1/1600時に既にひび割れが接合部側梁端の引張域で発生し始まっていることがわかる。

R=1/1600の時点において、ひび割れは発生したばかりであって、ひび割れ強度時の引張ひ

ずみ 100μ～200μより若干大きい値となっている。このようなレベルのひび割れに対して，

実験では観察しにくいと思われる。また、この時点で接合部にはまだひび割れが生じてい

ない。 

R=1/800、1/400 時のように変形が増大に伴って、梁の引張域から急速に梁内部に斜めの

せん断ひび割れが拡散している。また、R=1/400 時に接合部内部へ斜めのひび割れが、梁

の引張域に面する接合部の隅角部から発生し始まっていることがわかる。 

R=1/200 時になると、接合部内部の斜めせん断ひび割れが引張側の隅角部から接合部の

中央へ向かって拡散しているが、中央部ではまだひび割れが生じていない。 

このように、柱梁接合部試験体において、接合部側梁端で曲げひび割れが先行して発生

し、変形の増大と伴い梁の引張域から梁内部へせん断ひび割れが拡散する一方、接合部の

内部にも梁引張域に面する隅角部から斜めのせん断ひび割れが徐々に拡散して発生してい

る。このようなひび割れの発生メカニズムは、他の試験体でも同様な傾向である。 

 

実験では主に最大耐力経験後の接合部ひび割れに関する報告が多く、第 2章の写真 2.4.1

に示すように中央部で斜めのせん断ひび割れが大きく開口する結果が多い。解析でも次項

に示す R=1/67時のひび割れ発生状況のように、接合部中央でひび割れが大きく開いている

ことが見られる。ところが、本節でのひび割れ発生メカニズムから見ると、接合部のひび
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割れは隅角部から先行して開くことから、載荷の早期段階には接合部中央ではせん断ひび

割れ幅が小さく現れる傾向である。第 4章の図 4.4.9，図 4.4.10のひび割れ発生状況でも，

接合部中央でのひび割れ幅が隅角部より小さい値となっていることについて示している。 

 

(2) 各試験体のひび割れ状況 

図 5.4.2 には最大耐力時の層間変形角 1/67 時における各試験体のひび割れ発生状況を示

す。最大耐力時には梁および接合部の全域でひび割れが発生し、いずれも接合部中央ほど

ひび割れ幅が大きくなっている。いずれの試験体においても、梁の接合部側の端部で曲げ

ひび割れがもっとも大きく開き，梁の内部にはせん断ひび割れが広範囲に生じていること

がわかる。同様に、柱にも最大耐力時に達すると、接合部側の端部にひび割れが大きく開

き、柱内部にも引張側の一部領域でせん断ひび割れが広がっていることが見られる。 

 

 

 

 

R=1/1600                 R=1/800 

 

R=1/400                 R=1/200 

図 5.4.1 CN（偏心無）のひび割れ進展 
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偏心接合部の EN は偏心面側から目視した場合を示しているが、偏心面でのひび割れは

偏心のない CN の接合部より大きく開口していることがわかる。またいずれの試験体にお

いても、直交梁・スラブが取り付いてもひび割れの発生状況に顕著な違いは見られないこ

とから、直交梁・スラブが接合部のせん断ひび割れの開きに及ぼす影響は小さいと考えら

れる。これは、次節以後の捩り変形やせん断変形角の検討で示す見解と同様な原因である

と考えている。 

また、直交部材の付いた CS，CSv，ES，ESvでは直交梁，スラブにもひび割れが進展し

ていることがわかる。 

 

 

 
 

図 5.4.2 ひび割れ発生状況（R=1/67，変形 10倍） 
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片側付き 

CN:偏心無し 

CSv:偏心無し 
両側付き ESv:偏心有り 

偏心側付き 

ES:偏心有り 
非偏心側付き 

EN:偏心有り 

0.004 

0.0 

0.008 
ク
ラ
ッ
ク
ひ
ず
み 

いずれも接合部中央部で 

ひび割れ幅が大きい 

ひび割れ幅が 

偏心接合部の偏心面で 

偏心のない場合より大きい 



第５章 直交梁・スラブ付きRC造偏心柱梁接合部の耐震性能に関する解析的研究 
 

- 139 - 

(3) 偏心接合部のひび割れ発生状況 

 

第 4 章では偏心のない e00 と偏心ありの e85 のいずれも接合部内部と表面のひび割れ発

生状況が異なっていることについて示した。偏心のない場合は，内部と外部のひび割れは

主に発生領域の面積やひび割れ幅が異なることについて示したが、偏心接合部の場合は，

このような違いのほかに捩れモーメントの影響を受けると考えられる。 

ここでは、偏心接合部の内部と表面のひび割れを比較して見る。 

 

(3).1 捩りモーメントによるひび割れ面の、パネルとの直角方向からの傾き 

図 5.4.3 には接合部のひび割れを 3 次元的に表現する（図 a)）と同時に、偏心面、梁心

付近、非偏心面パネルについて 2次元的（図 b)）に示す。 

3 次元ひび割れ図 a)では、接合部パネルの中央ほど斜めせん断ひび割れのように見える

が、中央から離れた接合部の外周では斜め方向からずれているように見える。偏心側、梁

心付近、非偏心側の 2次元のひび割れ図 b)からはこの傾向が明確に現れている。たとえば、

いずれのパネルでも中央ほど円盤で表したひび割れ面が線のように見え、これはひび割れ

面がパネルと直交していることを意味し、また、パネル周辺の要素では楕円のように見え

る傾向が強いことから、ひび割れ面がパネルとの直角方向から傾いて斜めの角度となって

いることを意味する。 

ただし、このような傾向はパネルの位置によって若干異なっている。梁心パネルでは、

ほぼ全域でパネルに直交する斜めせん断ひび割れが生じていることがわかる。偏心側およ

び非偏心側のパネルでは、中央では基本的にパネルに直交するようなひび割れ面となって

いるが、両側では楕円のように見られ、直角方向から傾いていることがわかる。 

このような，ひび割れ面がパネルとの直角方向から傾くことは、主に捩りモーメントに

より生じる捩り応力により生じることとして、次のような原因が考えられる。 

① 接合部に作用する捩りモーメントにより生じる捩り応力の方向は、柱心を中心とした

楕円に近い形状の接線方向となる。 

② 従って捩り応力は、柱心を通る接合部幅方向の線上では接合部のせん断力方向と平行

となり、接合部せい方向の線上ではせん断力方向と直交している。そのため、柱心を通る

接合部幅方向の線より離れるほど、捩り応力の方向はせん断力方向と異なっていく。 

③ このように、捩り応力の方向がせん断力方向と異なると、引張主ひずみベクトルがせ

ん断力方向と平行しなくなり、ベクトル方向と直交するひび割れ面はパネルとの直角方向

からずれていく。たとえば、偏心面パネルの場合、中央 2 列要素ではパネルに直交するひ
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び割れ面として現れるが、両側の 2 列要素（楕円ラインで囲まれた部分）では，ひび割れ

面がパネルとの直角方向から傾いていることが明確に現れている。 

 

偏心接合部でひび割れが接合部パネルとの直角方向から傾くことは、偏心接合部におい

て螺旋状のひび割れが生じる原因にもなると考えられる。第 2 章の既往の研究では，螺旋

状ひび割れが発生した偏心接合部に関する実験例を述べている。 

 

(3).2 ひび割れ幅、ひび割れ角度 

捩り応力がせん断力により生じるせん断応力に累加されることによって、ひび割れの回

転を起こすだけではなく、ひび割れ幅の大きさ、ひび割れの角度（水平断面との角度）に

も影響を及ぼす。 

図 b)の 2次元パネルでのひび割れ図から，偏心面でひび割れ幅がもっとも大きくなり、

梁心付近、非偏心面の順に幅が小さくなる傾向が見られる。これは、捩り応力が偏心側で

はせん断力の方向と一致し、非偏心側ではせん断力方向と反対方向を示すことに原因する

と考えられる。 

また非偏心側では、捩り応力がせん断力方向と反対方向に作用されることにより，せん

断力方向のせん断応力が低下することになる。その結果，引張および圧縮主応力のベクト

ル方向には軸力の影響が大きく現れ，軸力方向へ転じるように圧縮主応力のベクトル方向

が変化していく。圧縮主応力ベクトル方向と法線が平行するひび割れ面も同然ながらひび

割れ角度に変化が生じ，従って図 c)に示すように、非偏心面でのひび割れ角度が梁心およ

び偏心面より大きくなっている。 

 

また、前項でも示したように、いずれのパネルでも圧縮ストラット領域で，中央ほどひ

び割れ幅がもっとも大きくなっていることがわかる。 
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a) 3次元による表現      c) 各パネルのひび割れ角度 

 

 

 

 

 

   

b) 偏心側、梁心付近、非偏心側の接合部パネルにおけるひび割れの 2次元表現 

 

図 5.4.3 偏心接合部の内部および外面のひび割れ発生状況 
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5.4.2 偏心接合部の捩り変形 

 

第 4章では相対捩り角について定義を行い、偏心接合部の偏心面および非偏心面での捩

り角がほぼ等しくなることを示した。本節では、図 5.4.4のように柱心を通る柱幅方向軸線

の回転角を求めて、断面の相対捩り角として用いる。層間変形角 1/67時における柱の各断

面の相対捩り角（以下捩り角と略称）を求め、柱軸方向上での分布について図 5.4.5に示す。 

 

(1) 偏心のない場合 

偏心のない接合部の場合、形状が左右対称の CNおよび CSvでは捩りによる変形が生じ

ていない。また、図 5.4.5から見られるように、片側に直交部材の付いた CSでの捩り変形

は偏心接合部と比べて非常に小さいことから、偏心のない接合部では捩りモーメントが小

さいと考えられる。 

 

(2) 偏心接合の場合 

それに対して、偏心接合部の場合は直交梁・スラブの有無にかかわらず、いずれも大き

く捩りモーメントによって捩り変形が生じていることがわかる。また、捩り角は主に接合

部内部で変化していることから、捩りモーメントによる断面の剛体回転は接合部内部で集

中的に生じていることが明瞭に現れている。一方、接合部以外の柱の断面では，捩りによ

る変形がほとんど生じていないため、試験体の中央断面（接合部中央断面）に対する相対

捩り角はほぼ変化せずに一定となっていることがわかる。 

ただし，偏心接合部に直交梁・スラブが付くことにより、接合部内部での捩り変形が若

干小さくなる傾向を示しているが、その差は捩り角に比べてかなり小さいため、直交梁・

スラブが捩り変形に及ぼす影響は小さいと考えられる。その原因については次のように考

えている。 

① 第 4章でも示したように、接合部の断面が捩りモーメントによって剛体回転の変形を

するため、偏心面および非偏心面でもほぼ同程度の回転変形をすることが第 4章の図 4.4.13

に示す偏心面および非偏心面での捩り角からわかる。これは、偏心面および非偏心面で面

外変形（ここでは面と直交する方向の変形を示す）が生じていることを示す。従って，偏

心面および非偏心面に直交梁やスラブが取り付くと面外変形に対して拘束すると考えられ

る。ただし、直交梁およびスラブが短く（柱面から 51㎝），また端部の境界に変位拘束や

加力などの境界条件を与えていないため、直交梁およびスラブによる柱断面の回転に対す

る拘束効果は，それほど大きくはならないと考えられる。 
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② 一方、層間変形角 1/67 時には、偏心接合部 EN に直交梁・スラブの付いた ES、ESv

のせん断耐力が、直交梁・スラブの付いていない EN より高く現れているが、これは直交

梁・スラブの付いた ES、ESvの接合部へのせん断力入力が ENより大きくなることを示す。

従って，捩りモーメントも大きく現れ，捩り変形を増大させるような役割を果たしている。 

③ このように、直交梁およびスラブが取り付くと，直交梁による捩り変形への拘束効果

が現れる一方、せん断入力が大きくなることによって捩りモーメントが増大されるような、

正と負の影響を受けるため，偏心接合部に直交梁およびスラブが付いても捩り変形への拘

束効果は小さい傾向として現れると考えられる。 

 

 

図 5.4.4 本章における（相対）捩り角の求め方 

 

 

図 5.4.5 柱軸方向における捩り角分布（R=1/67） 
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5.4.3 接合部のせん断変形角 

 

本節では、接合部内部の各パネル上での層間変形角 1/67時におけるせん断変形角を第 4

章でのせん断変形角の定義により求め、接合部の幅方向に展開して図 5.4.6に示す。 

 

(1) 偏心のない場合 

図 5.4.6では、偏心のない接合部 CN、CS、CSvではいずれも接合部の内部ほどせん断変

形が大きくなる傾向を示している。片側に直交部材の付いた CS では，直交梁の拘束効果

により，直交部材の取り付いた側がそうでない側よりせん断変形が若干小さくなる傾向と

なっている。 

また，偏心のない接合部に直交梁・スラブが取り付くことにより、せん断変形が増大す

るような傾向がみられる。これは、接合部に取り付いた直交梁が、接合部のせん断変形に

対して拘束しようとする働きをするが，一方、直交梁・スラブ付き試験体のせん断耐力が

上昇したため、接合部へのせん断力入力が増加し，従ってせん断変形を増大させようとす

る傾向もある。その結果として，直交梁・スラブが付く場合にせん断変形が大きくなった

と考えられる。 

 

(2) 偏心接合の場合―4章の e85 との比較 

偏心接合部 EN の場合は、偏心側でせん断変形がもっとも大きく現れ、非偏心側にいく

ほどせん断変形が小さくなる傾向を示している。 

これは、第 4章で述べた偏心接合部 e85の場合と同様な傾向となっている。ただし、e85

に比べ、偏心側から非偏心側へのせん断変形角の低下が顕著となっていることがわかる。

例えば、e85の偏心側でのせん断変形角は非偏心側の 2倍以上となっているが、本章の EN

は５倍にもなっている。実験試験体が異なることで、同然ながら結果も異なると考えられ

るが、その中でも接合部断面形状の影響が大きいと考えられる。ちなみに、e85 は接合部

の幅とせいの比が 0.8 で、比較的扁平な形状に対して、EN は 1.14 で幅方向において比較

的細長い形状となっている。このように、EN は e85 に比べ、幅がせいに対して長いタイ

プであるため、偏心側から非偏心への距離が長いような形状であり、従って偏心側と非偏

心側でのせん断変形角の差が大きく現れると考えている。 
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(3) 偏心接合の場合―直交梁・スラブの影響 

また、偏心接合部 EN に直交梁・スラブが付く場合、取り付いた側のせん断変形には影

響するが、その反対側のせん断変形角には変化がなく、EN と等しい値となっている。ま

た、取り付いた側のせん断変形への影響は取り付く位置によって異なる。偏心側に取り付

く ESv の場合は、偏心側のせん断変形角が減少しているが、非偏心側に取り付く ESの場

合はその逆の傾向として非偏心側のせん断変形が若干大きくなっている。これは、直交梁

の拘束効果とせん断入力の上昇によるせん断変形角への増大効果が、偏心側と非偏心側で

それぞれ異なる傾向として現れるためであると考えられる。即ち、せん断変形が大きくな

る偏心側では直交梁の拘束効果が大きく現れるが、非偏心側のようにせん断変形角が小さ

い場合には拘束効果が薄くなり、その代わりにせん断入力の上昇によるせん断変形角の増

大効果が卓越すると考えられる。 

 

このように、偏心接合部 ENの分布形状と、直交梁およびスラブの取り付いた ES、ESv

の分布形状が異なっているが、接合部全体から見ると、偏心接合部に直交梁およびスラブ

が付くことによって大きな変化はないと考えられる。即ち、偏心接合部において、直交梁・

スラブがせん断変形に及ぼす影響はそれほど大きくはないと考えている。 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.6 接合部幅方向におけるせん断変形角分布（R=1/67） 
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5.4.4  圧縮主応力およびせん断応力分布 

 

(1) パネルでの圧縮応力伝達 

第 4章では、接合部パネルでの圧縮主応力分布の検討において、圧縮ストラットによる

応力伝達機構について述べた。本章の解析結果からも同様な傾向となっている。図 5.4.7

には、梁心を通るパネルでの層間変形角 1/67時における圧縮主応力および圧縮主応力ベク

トル分布を示す。いずれの試験体も梁および柱の曲げ圧縮域から接合部に伝達された圧縮

応力が接合部内部で対角線方向の高応力度領域を形成し、その領域内のベクトルも揃って

対角方向とほぼ一致していることから、第 4章で述べたような圧縮ストラットによる応力

伝達が形成されていると考えられる。もちろん、鉄筋から伝達される付着力による応力成

分も含まれていると考えられる。 

また、このような圧縮主応力およびそのベクトルの分布は、偏心の有無や直交梁・スラ

ブの有無にかかわらず酷似していることから、接合部内部の梁心付近のパネルではほぼ同

様な傾向で圧縮応力の伝達機構を形成していると考えられる。 

 

(2) 接合部斜め断面での圧縮主応力伝達 

図 5.4.8には、接合部を対角線に沿って切断して得られた斜めの断面上における圧縮主応

力分布を、偏心のない CNおよび偏心ありの ENを例として示す。層間変形角は 1/67時と

した。 

図 5.4.8に示すように、斜めの断面上における圧縮主応力の分布は偏心の有り無しによっ

て大きく異なっていることがわかる。偏心のない CN は、基本的に幅方向において、ほぼ

均一に応力を伝達することがわかる。柱せい方向から見ると、中央ほど圧縮応力が大きく

なっており、中央から斜め断面長辺長さの約 1/3 範囲内で高応力度として現れている。斜

め断面上の圧縮応力分布は、圧縮ストラットをそれと直角方向に切断して表したものと考

えることができる。したがって、斜め断面上での高応力度領域内での圧縮主応力は、圧縮

ストラット断面を示すものとして仮定できる。その場合、高応力度領域を示す斜め断面長

辺長さの約 1/3をストラットせいとすると、幅は柱の全幅となる。 

以上のように、偏心のない場合は接合部の全幅を持って圧縮ストラットが形成し、圧縮

応力を伝達すると考えられる。 

偏心接合部 EN では、偏心側に高応力度領域が形成され、圧縮応力が偏心側に偏って集

中的に伝達されていることがわかる。偏心側ほど応力度が高くなっており、偏心面での応

力度は偏心のない CN より高くなっていることから、偏心接合部の偏心側での圧壊が CN
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より早期に発生し，また耐力も小さく現れると考えられる。（色レベルが異なるため、同一

色コンターでも ENの応力度が高い） 

また、非偏心側では応力度の低い、ほとんど応力が伝達されないと考えられる領域が広

い面積をもって存在していることから、ENは偏心のない CNより応力伝達の効率が悪く、

それによっても見かけ上耐力がさらに小さく現れると考えられる。 

 

(3) 水平断面での応力伝達 

 

(1)項では梁心パネルでの応力伝達がほぼ同様になっていると示したが、(2)項での斜め断

面によって示されたストラット断面からは，幅方向における応力の伝達が，偏心有り無し

によってかなり異なっていることを示した。このような幅方向上の違いは，ほかの試験体

でも同様に現れると考え、本項では水平断面上における圧縮主応力およびせん断力方向を

示すせん断応力分布について検討を行う。図 5.4.9、図 5.4.10に梁心を通る水平断面での圧

縮主応力分布およびせん断応力τzx（せん断力方向）分布を示す。 

 

(3).1 水平断面で検討する方法の問題点 

図 5.4.9および図 5.4.10からは，梁心を通る水平断面では，同一接合部では圧縮主応力と

せん断応力がほぼ同様な形状として分布していることがわかる。いずれも柱せいの方向に

おいては柱せいの中心ほど応力度が高くなる傾向を示すものの，接合部せいのほぼ全域に

わたって圧縮応力が伝達されている。水平断面は(2)項に示す斜め断面の場合のように、圧

縮ストラットに直角方向で切断して得ることではなく、ストラット方向と一定の角度α

（45°程度）を持って切断して得ているため、水平断面上でのストラットせいは斜め断面で

のストラットせいに cosαを除した値となっている。従って，水平断面上では柱のほぼ全

せいを持って応力を伝達しているように見られる。 

また、本解析で用いた試験体は鉄筋とコンクリートの付着が良好であるため、鉄筋から

伝達される付着力により形成されるトラス機構の圧縮応力成分も，柱せいの両側の領域で

卓越すると考えられるが、これによっても接合部せい方向上では，広範囲にわたって圧縮

主応力を伝達するようになると考えられる。 

このように、水平断面での圧縮主応力分布から圧縮ストラットやトラス機構による応力

伝達の検討が困難であると考えられ、応力分布については(2)項のような斜め断面上での検

討が薦められる。 
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CN（偏心無し）            EN（偏心あり） 

     

CS（片側付き）             ES（非偏心側付き） 

    

CSv（両側付き）             ESv（偏心側付き） 

 

図 5.4.7 接合部パネルでの圧縮主応力度分布 

  
 

 
 

0                     0.7  (×Fc) N/㎜2

いずれも 

圧縮ストラットにより

応力を伝達 

（第 4 章参照） 

偏心の有無、 

直交梁・スラブの有無 

に関わらずほぼ同様な

応力・ベクトルの分布 
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CN（偏心無し）の場合 

 

  

 

EN（偏心あり）の場合 

 

図 5.4.8 接合部表面および内部での圧縮主応力 
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(3).2 偏心のない場合 

接合部の幅方向においては，圧縮主応力やせん断応力は試験体によって異なる分布形状

となっている。偏心のない接合部 CNは、(2)項の斜め断面での幅方向における圧縮主応力

分布と同様に、柱幅のほぼ全域にわたって応力の伝達を形成している。また、CN の片側

および両側に直交部材が取り付いた CS，CSvでは、直交梁でも圧縮主応力が伝達されてい

ることが確認される。CS および CSv は、直交梁・スラブの付いていない CN より、せん

断耐力が直交部材の数に比例するように大きくなっているが、これは直交梁で伝達される

応力に相当する分が，せん断耐力に反映されることによって生じた結果であると考える。 

 

(3).3 偏心接合の場合 

偏心接合部の場合は，EN、ES、ESvのいずれも偏心側ほど応力度が高くなる傾向を示し

ている。また、ENに直交梁・スラブが取り付く場合の ES、ESvはいずれも直交梁での応

力伝達が見られることから、偏心接合部においても直交梁での応力伝達によるせん断耐力

への上昇効果によって，ESおよび ESvの耐力が ENより増大していると考えられる。 

また、直交梁・スラブは取り付く部位によって、偏心接合部の内部の応力分布に異なる

影響を及ぼしている。非偏心側に取り付いた ESの場合は、偏心側の応力が ENの場合とほ

ぼ等しい高応力度として現れており、接合部断面の全域にわたって同程度の応力度分布と

なっていることがわかる。それに対して、偏心側に取り付いた ESvでは、偏心側の高応力

度が EN、ES よりかなり緩和されており、直交梁での応力度レベルも ES の非偏心側での

応力度より高くなっているように見える。 

このように，直交梁の取り付く部位により、偏心接合部の応力集中に対する緩和効果は

異なっていると考える。すなわち、非偏心側に取り付く場合は、偏心側の高応力度分布に

及ぼす影響は薄いが、偏心側に取り付く場合は、その影響が顕著に現れる。従って、偏心

側に取り付く場合には、応力集中による圧壊の早期発生が改善されると同時に、直交梁で

の応力伝達も非偏心側に取り付く場合より効率よくなることから，せん断耐力への上昇効

果も期待できると考えられる。 

ただし、最大耐力は偏心側に取り付いた ESv が、その反対側に取り付いた ES より若干

に大きくなる結果となっている。これに関して次のように考える。 

① 偏心側に直交梁・スラブが取り付く ESvの場合、偏心側の外側にあるスラブからのせ

ん断力入力や、直交梁での応力伝達が現れている。これによって、接合部断面でのせん断

力の作用中心線がさらに偏心側に移り，柱心から遠くなると考えられる。非偏心側に取り

付く ES の場合は、その逆の傾向として、せん断力の作用中心線が柱心に近づくようにな
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る。作用中心線と柱心間の距離が捩りモーメントの腕長さとして仮定すると，偏心側に取

り付く場合は捩りモーメントが増大されると考えられる。従って、耐力にも負の影響を及

ぼすと考えられる。 

② 本章で用いた試験体は，いずれも梁曲げ降伏後の接合部せん断破壊型で、解析上にお

いても層間変形角 1/100 付近で鉄筋の降伏が見られた。これは、梁曲げ降伏が先行するこ

とによって、接合部へのせん断入力もほぼ頭打ちになり、接合部せん断変形の左右繰返し

により生じる接合部コンクリートのひび割れの拡幅により，有効圧縮強度が低下し、従っ

てせん断入力がさらに増大しなくても接合部のせん断耐力が低下し、荷重変形関係におい

ても耐力低下が生じると考えられる。そのため、層せん断耐力には梁曲げ降伏による影響

が大きく反映されていると考えられる。このことは、梁曲げ降伏後の接合部せん断破壊型

の試験体から得られた層せん断耐力からは、接合部の本質的な（固有の）せん断強度の検

討が正確にはできないと考えられる。 

偏心や直交部材が接合部に及ぼす影響について、今後，純接合部せん断破壊型の柱梁接

合部試験体による検討が必要であると考える。 
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 CN（偏心無し）       CS（片側付き）     CSv（両側付き） 

 

EN（偏心あり）    ES（非偏心側付き）        ESv（偏心側付き） 

図 5.4.9 接合部水平断面での圧縮主応力（R=1/67） 

 

 

  

CN（偏心無し）     CS（片側付き）      CSv（両側付き） 

 

EN（偏心あり）    ES（非偏心側付き）       ESv（偏心側付き） 

図 5.4.10 接合部水平断面でのせん断応力τzx（R=1/67） 
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5.4.5 接合部断面におけるせん断力負担割合 

 

5.4.4節の(3)項では、圧縮主応力およびせん断応力分布から、接合部断面上における応力

伝達や直交梁での応力伝達によるせん断耐力への増大効果などについて、定性的な検討を

行ってきた。本節では、接合部断面における応力伝達について，さらに詳細な検討を行う

ことを目的として、接合部を図 5.4.11のように、梁幅内、柱部分、直交梁、靱性指針によ

る有効幅【5.8】，柱幅などの領域に分けて、各領域でせん断応力を積分してせん断力として

求めて検討することにした。図 5.4.12には，各領域せん断力の，直交梁を含めた接合部全

断面（以下、全断面と略称）に対する割合（負担率）を示す。また、接合部全断面および

有効幅、柱幅でのせん断力を最大層せん断力と一緒に図 5.4.13に示す。 

 

(1) 全断面 

図 5.4.13では、全断面でのせん断力が層せん断耐力とよく対応していることがわかる。 

 

(2) 有効幅内 

有効幅内のせん断力を見ると、図 5.4.12 に示すように，偏心無し CNと偏心有り EN と

のせん断力負担率の差が小さいことから，直交梁の付いていない平面試験体では，偏心の

有無によらずに接合部内部でほぼ 8割程度のせん断力を負担して伝達すると考えられる。

これに直交梁が付くと、直交梁を通じて応力が伝達されることにより、いずれの試験体で

も有効幅内での応力伝達負担率が減少している。偏心のない接合部では、片側に付く CS

では 63％、両側に付く CSv では 56％に減少していることから、取り付く直交梁の数が多

いほど、有効幅での応力伝達の負担が減少していることがわかる。 

偏心接合部の場合は、非偏心側に取り付く ESでは 75％として減少率が比較的小さいこ

とから、非偏心側に取り付く直交梁が有効幅内せん断力伝達に及ぼす影響はほかの試験体

と比べて小さいと考えられる。それに対して、偏心側に取り付く ESvの場合は、直交梁の

影響が大きく現れ、有効幅内では 64％に減少している。 

また，図 5.4.13に示すように，せん断耐力は直交梁が付くことによって上昇しているが，

有効幅でのせん断力は直交梁が付くことにより、非偏心側に付く ES 以外には著しく低下

している。このことから、直交梁が付く場合、直交梁での応力伝達がせん断耐力の上昇に

大きく寄与すると予想される。 
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(3) 直交梁 

(2)項で述べたような、直交梁が取り付くことによる有効幅内でのせん断力負担率の減少

は、直交梁でのせん断力負担率に強く依存している。即ち、直交梁でのせん断力負担率が

大きいほど、有効幅での負担率が大きく低下することが考えられる。そこで、直交梁での

負担率を見ると、偏心のない接合部では，片側に付く場合は 9％、両側に付く場合は 22％

として、直交梁 1個に概ね 1割程度のせん断力を負担すると考えられる。偏心接合部の場

合は、偏心側に付く ESvで 16％として、反対側に付く ESの 9％より大きく現れているこ

とがわかる。せん断耐力においても、偏心側に付くほうが非偏心側に付くほうより大きく

なる傾向を示している。 

 

(4) 柱幅内 

試験体の層せん断耐力も，直交梁の負担率が大きいものほど、直交梁が付くことによる

耐力上昇が大きく現れている。即ち、直交梁を通じで伝達されるせん断力に相当する分が、

少なくとも層せん断耐力の増加量に含まれると考える。図 5.4.13に示す柱幅内（柱断面）

でのせん断力を見ると、直交梁の付いた試験体では、付いていない試験体より小さく現れ

ている。このことから、耐力上昇は主に直交梁でせん断力が大きく伝達されることにより

生じると考えられる。 

 

(5) 梁幅内 

梁幅内でも接合部有効幅と同様な傾向で、せん断力負担率は直交梁が付くことにより減

少している。特に偏心接合部では、非偏心側に取り付く場合は負担せん断力の減少がそれ

ほど見られないが、偏心側に取り付く場合は 66％から 52％に著しく低下されることから、

偏心側に取り付くことによって，偏心側にある梁幅内でのせん断力集中を緩和する役割を

果たすと考えられる。 

 

(6) 検討結果から得られた見解 

以上の考察から，次のようなことが考えられる。 

① 直交梁が付かない接合部では，いずれの場合も有効幅内で，せん断力の伝達負担率が

8 割程度と考えてよいが、直交梁が付くと、有効幅内での負担率が減少され，従って有効

幅以外の領域での応力伝達が卓越することになる。これは，せん断強度の計算上において、

直交梁が付く場合は有効幅以外の領域での応力伝達を無視できないことを意味する。 
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② 外周部構面での十字型偏心柱梁接合部の場合は，一般的に片側に直交梁が付くことに

なる。図 5.4.13に示すように，偏心接合部 ENの偏心側及び非偏心側に直交部材が取り付

いた ESv 及び ES のせん断耐力が，偏心のない平面接合部 CNのせん断耐力レベルまで回

復していることから，現行靱性指針【5.8】の接合部せん断強度設計式によっても偏心接合部

のせん断耐力が概ね安全側であるように考えられる。ただし、実建物での直交梁も繰返し

載荷によって、梁端での曲げひび割れや圧壊による損傷が生じ、それによって直交梁の拘

束効果が低下し、接合部には捩りモーメントが集中されることによって偏心の影響が更に

大きく現れ、最大耐力の減少や、ピーク後の急激な耐力低下が生じると考えられる。 
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図 5.4.11 接合部の各部位（ESvの場合） 
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図 5.4.12 接合部の各部位のせん断力伝達負担率 
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図 5.4.13 接合部内せん断力とせん断耐力との関係 
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5.5 消費ひずみエネルギー 

 

(1) 消費エネルギー 

RC 造構造物が地震動の繰り返し入力を受けた場合の損傷の程度について，Park ら【5.9】

は最大応答変形量と履歴消費エネルギーによって損傷度レベルを評価する指標を提案し，

魚本ら【5.10】は実験結果に基づいて累積消費エネルギーによる損傷度の提案を行った。これ

らはいずれも部材の荷重変形から求めた指標である。消費エネルギー⊿W は，図 5.5.1 に

示すように各サイクルの載荷終了時におけるループに囲まれた面積を計算することによっ

て式 5.5.1より求めることができる。 

δ∆δ∆ ppdW ∑== ∫     （式 5.5.1） 

ここで， 

 ⊿W：消費エネルギー 

 P：荷重 

 ⊿δ：変位の増分 

 

累積消費エネルギーWは，消費エネルギー⊿W

を加算することによって次式により求める。 

WW ∆∑=      （式 5.5.2） 

ここで， 

 W：累積消費エネルギー 

 

繰り返し載荷時の RC 部材における損傷は，ある個所に集中的に生じる場合が多いと考

えられる。荷重変形関係から求めた履歴消費エネルギーを用いて，RC 構造の損傷の度合

いに関する定量的評価や，耐力の予測が可能にあるが，破壊機構の解明や材料レベルでの

損傷評価は困難であるため，合理的な耐震設計手法を確立するための指標としては不十分

であると考えられる。 

 

(2) 消費ひずみエネルギー 

RC部材の FEM解析結果からは，コンクリートや鉄筋，付着要素のあらゆる領域におけ

る応力やひずみ状態の把握が可能である。非線形解析では各増分載荷の区間内において外

力と内力の釣り合いが形成されることから，外力によって生じる部材内部のひずみエネル

図 5.5.1 1サイクルあたりの

消費エネルギー量

δ W∆

P 
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ギーは外力の成した仕事と等しくなる。繰り返し載荷時には，部材内部の応力ひずみから

求めたひずみエネルギーの累積も外力の成す仕事と一致するようになる。 

1 サイクル載荷終了時の外力が成す仕事が消費エネルギーであれば，これと対応して部

材内部のおのおのの要素の応力とひずみの積から求められるひずみエネルギーは，消費ひ

ずみエネルギーとして次式により定義【5.11】することができる。 

∫ ∫=
　v ijij dVdU ijε∆ εσ∆

0
                      （式 5.5.3） 

添字 ijに総和規約が適用される。 

ここで， 

 ⊿U：消費ひずみエネルギー 

 σij：応力 

 ⊿εij：ひずみの増分 

 V：要素体積 

 

要素の累積消費ひずみエネルギーUは，各サイクルの消費ひずみエネルギー⊿Uを加算

することによって次式により求める。 

UU ∆∑=                            （式 5.5.4） 

ここで， 

 U：累積消費ひずみエネルギー 

 

消費ひずみエネルギー⊿Uは，履歴の消費エネルギーの代わりとして，損傷度の評価に

用いることができると考える。消費ひずみエネルギーは次のような特徴がある。 

① おのおのの要素の応力ひずみ関係から求めるため，コンクリートや鉄筋，付着要素

ごとに独立に計算され，材料レベルでの検討が可能である。それによって，材料ごとの損

傷程度の把握が可能である。 

② おのおのの要素の消費ひずみエネルギー⊿U を任意に区画された領域ごとに合計し

て検討することにより，部材の各部位での消費エネルギーを比較することができ，部材内

部における損傷の分布状態を把握することが可能である。 

③ 要素ごとのエネルギーをコンターとして視覚的に表現することができる。 

④ 部材全体における合計を求めて，履歴の消費エネルギーの代わりとして，従来通り

の損傷度の指標として用いることができる。 
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(3) 累積消費ひずみエネルギーUの検討 

ここでは，解析結果から求めた累積消費ひずみエネルギーUについて検討を行う。ただ

し，各部材の体積の違いによるエネルギーUの違いを取り除くため，それぞれの部材体積

で除した単位体積あたりの Uを用いる。 

 

(3).1 部材別の検討 

柱梁接合部架構を，柱，梁，接合部，スラブ，直交梁などの部材ごとに，領域内のコン

クリートや鉄筋の累積消費ひずみエネルギーUの総和を求めて図 5.5.2示す。 

図 5.5.2では，いずれの試験体もほぼ同程度で部材ごとのエネルギー吸収の違いが明瞭に

現れている。いずれも接合部でのエネルギー吸収がもっとも大きくなり，その次として梁

のほうが大きく現れている。 

これは，梁曲げ降伏後に接合部破壊した柱梁接合部においては，柱や梁に比べて体積が

小さい接合部で損傷がもっとも大きくなることを示す。接合部がせん断破壊する前に，梁

危険断面で曲げ降伏が生じた梁部材では，累積エネルギーUが接合部より小さく現れてい

るが，これは，実験および解析ではひび割れや鉄筋の降伏が主に接合部側の梁端付近で生

じ，接合部から離れた反曲点に近い領域にいくほど弾性挙動をするため，梁部材全体から

見ればこのように単位体積あたりのエネルギーが小さく現れると考えられる。 

直交梁の場合は，接合部に協力して応力を伝達すると同時に，接合部と繋がっているた

め，直交梁でも変形やひび割れが生じ，エネルギーが吸収される。 

スラブの場合は，梁端中央でせん断力載荷を行うため，スラブからの直接入力は生じず，

梁の協力幅として曲げ応力を伝達している。そのため，梁から遠いスラブ端部ではほぼ弾

性変形となり，平均値として求められた単位体積あたりのエネルギー吸収は小さく現れて

いる。また，梁の場合と同様に，接合部から離れた反曲点に近い領域に行くほど，弾性変

形をするため，消費エネルギーはさらに小さく現れる。 

柱ではエネルギーの吸収がもっとも小さく現れているが，これは，柱は弾性変形として

設計されているため，鉄筋やコンクリートのほとんどが弾性変形に留まっているためと考

えられる。また，柱の場合は，軸力によってコンクリートや柱主筋，帯筋に初期応力が導

入されているため，図 5.5.2で示す柱の累積消費ひずみエネルギーには弾性ひずみエネルギ

ーの成分が大きな割合で含まれていると考えられる。即ち，実際に吸収されたエネルギー

量は，それよりさらに小さい値であると考えられる。 
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 (3).2 接合部，直交梁の累積消費ひずみエネルギー 

図 5.5.3には各試験体の接合部での累積消費ひずみエネルギーを，図 5.5.4には直交梁（1

個あたり）での累積消費ひずみエネルギーを示している。 

図 5.5.3に示す接合部では，直交梁無しの場合は偏心接合部のエネルギーが大きく現れ，

それによって損傷も偏心接合部で大きくなることが考えられる。また，直交梁が付くこと

により，いずれもエネルギー吸収が低下している。偏心接合部での累積消費ひずみエネル

ギーの減少が著しく現れ，特に偏心側に付く場合にもっとも大きく低下していることから，

偏心側に直交梁が付くことによって接合部の損傷程度が軽減されると考えられる。 

図 5.5.4からは，偏心接合部では偏心側に付く場合の直交梁でのエネルギー吸収が，非偏

心側に付く場合より大きく現れ，また偏心のない場合は、両側に付く場合にエネルギーの

吸収が大きくなっている。 

 (3).3 接合部幅方向における累積消費ひずみエネルギーの分布 

図 5.5.5に，接合部の各パネルにおける累積消費ひずみエネルギーを，幅方向に従って示

す。偏心のない場合には，幅方向においてエネルギーの吸収がほぼ一様に分布しているこ

とに対して，偏心接合部では，偏心側ほどエネルギーの吸収が大きくなっている。これは，

第 4章で述べたような，偏心側で応力が偏って集中的に伝達されることや，偏心側ほど圧

壊が顕著に現れるなどの傾向とよく対応し，また偏心のない場合にはほぼ全幅にわたって

応力が伝達されることや，接合部の全領域にわたって圧壊されることなどの傾向とよく対

応している。 

また，直交梁が付くことにより，偏心接合部では，偏心側でのエネルギー吸収が減少さ

れるものの，依然として偏心側のほうが大きい値となっている。偏心のない場合は，直交

梁が幅方向のエネルギー分布形状に及ぼす影響はそれほど大きくはないと考えられる。 

 (3).4 材料ごとの検討 

図 5.5.6には，偏心無し CNと偏心有り ENの，接合部や梁，柱内部におけるコンクリー

トと主筋，せん断補強筋の累積消費ひずみエネルギーの負担割合を示す。 

いずれも接合部内部ではコンクリートのエネルギー負担割合がもっとも大きく，また横

補強筋のエネルギーが極めて小さい割合となっていることから，接合部内部では損傷が主

にコンクリートに集中していることがわかる。また偏心接合部のコンクリートのエネルギ

ー吸収が偏心のない場合より大きいことから，偏心するほどコンクリートの損傷が大きく

現れることが考えられる。この傾向は，図 5.5.5の検討で示したように，偏心側でのエネル

ギーが大きく現れることによるものと考えられる。 
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梁の場合は，梁主筋の曲げ降伏によって，梁主筋のエネルギー吸収がいずれも 6割程度

で大きな値として現れている。 

柱の場合は，コンクリートや主筋，帯筋がほぼ同程度の割合となっているが，これは（3）.1

の部材別の検討でも示したように，柱の累積消費ひずみエネルギーには弾性ひずみエネル

ギーの成分が大きな割合を占めることによって，このような結果が現れると予測される。

即ち，各材料のエネルギーには，軸力により導入された初期応力・初期ひずみ状態の影響

が大きく現れる。 

また，接合部では柱主筋と横補強筋，梁ではあばら筋が弾性変形の状態にあるにもかか

わらず，負担割合が 1～3％程度として極めて小さい値として現れている。これは，載荷終

了後にも周辺コンクリートのひび割れや残留ひずみによって，鉄筋の一部に応力が導入さ

れ，鉄筋に弾性ひずみエネルギーが貯えているためと考えられる。 
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5.6 まとめ 

 

本章では、十字型 RC 造の偏心無しおよび偏心有りの柱梁接合部に直交梁および床スラ

ブが片側および両側（偏心のない場合のみ）に取り付く場合の実験試験体および仮想試験

体について、繰り返し載荷、単調載荷の履歴を与えたときの 3 次元 FEM 解析を行い、そ

の解析結果に関する検討を行った。本章で得られた主な成果を次のように示す。 

① 偏心の有無や直交梁・スラブの有無によらず，接合部内部ではほぼ同様な傾向で圧

縮ストラットにより圧縮応力を伝達する。 

② 偏心側に偏って高応力度で圧縮応力が伝達されることが，接合部を斜めに切断して

得られた断面での圧縮主応力の分布から明らかにされた。 

③ 直交梁ひとつに概ね 1 割程度の応力伝達を負担する。特に偏心接合部の偏心側に直

交梁が付く場合に応力伝達量がもっとも大きく現れると同時に、偏心接合部の応力

集中を緩和させる役割を果たしている。 

④ 偏心接合部では，捩り応力の作用により，ひび割れ面がパネルとの直角方向から傾

くことや，偏心側ほどひび割れ幅が大きくなること，非偏心側でのひび割れ角度が

大きく現れることなどがわかった。 

⑤ 直交梁とスラブが偏心接合部の捩り変形やせん断変形に及ぼす影響はそれほど大き

くはないと考えられる。 

 

以下、各節ごとの結果をまとめて示す。 

 

(1) 解析結果の検討項目ごとによるまとめ 

 

(1).1 ひび割れ状況（5.4.1 節） 

（ひび割れ進展） 載荷の早期段階において、梁端引張域で曲げひび割れが先行して発生し、

変形の増大とともに引張域から梁内部へせん断ひび割れが発生、拡散する一方、接合部内

部にも梁引張域に面する隅角部から斜めせん断ひび割れが徐々に接合部の中央部へ向かっ

て拡散している。また、このような載荷初期におけるひび割れ発生状況は、最大耐力時に

実験および解析において、パネル中央部で斜めのせん断ひび割れが大きく開口しているこ

とと異なる。 
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（各試験体の比較） いずれの接合部も、最大耐力時に接合部の全域でひび割れが発生し、

中央ほどひび割れ幅が大きく開口し、また直交梁・スラブが取り付いてもひび割れの発生

状況に顕著な違いは現れていない。 

（偏心接合部の場合） 直交梁・スラブの付いていない偏心接合部では、捩りモーメントの

作用により生じる捩り応力がせん断応力に累加されることにより、ひび割れ面がパネルと

の直角方向から傾き、またひび割れが偏心側ほど大きく開き、ひび割れ角度（水平断面と

の角度）が非偏心側で大きく現れる。 

 

 (1).2 接合部の変形（5.4.2 節、5.4.3 節） 

（捩り変形） 偏心接合部は直交梁・スラブの有無に関わらず捩りモーメントによって接合

部で捩り変形が大きく生じ、また直交梁・スラブが捩り変形に及ぼす影響は小さく現れた。 

（せん断変形） 接合部に直交梁・スラブが取り付く場合、直交梁による拘束効果が現れる

一方、せん断耐力の上昇によって接合部へのせん断力入力が増大されるため、直交梁・ス

ラブが付くことによってせん断変形角が必ずしも小さくはならない。また、偏心接合部で

は、偏心側に取り付く場合にせん断変形角は減少するが、接合部全体の変形から見ると、

直交梁・スラブが偏心接合部のせん断変形に及ぼす影響はそれほど大きくはない考えられ

る。 

 

 (1).3 圧縮応力伝達（5.4.4 節） 

偏心の有無や直交梁・スラブの有無に関わらず、接合部内部の梁心付近ではほぼ同様な

傾向で、圧縮ストラット機構により応力を伝達している。また、対角線方向に沿って切断

して得られた断面上における圧縮主応力分布からは、偏心接合部の偏心側に偏って圧縮応

力が伝達されることにより、偏心側での圧壊の早期発生による耐力低下や、有効応力伝達

断面積の減少による見かけ上の耐力低下、などのせん断耐力低下の原因が考えられる。 

水平断面での応力分布からは、直交梁での応力伝達が確認され、またそれによってせん

断耐力が上昇すると考えられる。偏心接合部では、偏心側に直交梁・スラブが付く場合に

偏心側の応力集中に対する緩和効果が現れている。それによって、偏心側での圧壊の早期

発生現象が改善されること、接合部内で効率よく応力が伝達されることから、せん断耐力

へ増大効果も期待できると考えられる。 
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 (1).4 累積消費ひずみエネルギー（5.5 節） 

1 サイクル終了時における架構の荷重変形関係から求められる消費エネルギーに対し

て，コンクリートや鉄筋のおのおのの要素の応力ひずみ状態から求められるひずみエネル

ギーを消費ひずみエネルギー⊿Uとして定義を行い，それが消費エネルギーの代わりとし

ても用いることができることを示すと同時に，材料ごとによる損傷評価や部材の各部位ご

とによる損傷評価，さらに視覚的表現が可能であることなどの特徴について示した。 

柱梁接合部の累積消費ひずみエネルギーに関する検討では，接合部でエネルギーの吸収

がもっとも大きく現れること，偏心接合部では圧壊やひび割れ拡幅が顕著となる偏心側ほ

どエネルギー吸収が大きくなること，また，接合部では鉄筋に比べコンクリートの累積消

費ひずみエネルギーの割合が大きくなり，曲げ降伏した梁では梁主筋のエネルギー割合が

大きく現れることなどを示した。 

 

(2) 接合部断面でのせん断力負担割合（5.4.5 節） 

接合部の断面を、直交梁や柱幅、梁幅、有効幅、などの領域に分け、領域ごとにせん断

応力を積分して求めたせん断力に基づいて、直交梁が付くことによるせん断力負担率の変

化に関する検討を行った。 

検討結果より、偏心のない場合は、直交梁 1個に概ね 1割程度のせん断力を負担するこ

とや、偏心接合部では、偏心側に付く場合に負担率が 16％としてせん断力を大きく伝達し

ていることなどがわかった。また直交梁での負担率が大きいものほど、耐力上昇が大きい

ことから、直交梁を通じて伝達されるせん断力に相当する分が、少なくとも層せん断耐力

の増加量に含まれると考えられる。 
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6.1 はじめに 

 

(1) 本章の背景 

現行設計指針類【6.2-4】における柱梁接合部のせん断強度設計式は，コンクリートの強度

や形状を主なパラメータとしており，コンクリートの圧縮強度の関数である平均せん断応

力度と，接合部有効幅と柱せいより求められる接合部水平断面積との積で表されている。

平均せん断応力度は、梁曲げ降伏前に接合部がせん断破壊した試験体より求められており，

接合部の有効幅は基本的には柱幅と梁幅の平均値として求められている。偏心接合部の場

合もこの式によって設計されることになり、偏心の影響については、有効幅によってある

程度は考慮されていると考えられるが、場合によっては偏心しても耐力低下が評価されな

いという曖昧さが含まれている。 

また，報告書【6.1】では、靱性指針【6.3】の接合部せん断強度式を用いて、兵庫県南部地震

で柱梁接合部が被災した建物について検討を行っているが，被災した接合部のほとんどは

せん断余裕度が約 1.5 以上であり，設計上においては安全側として評価されると示されて

いる。また、検討された接合部には偏心接合部が多く，偏心接合によって生じる捩り応力

による耐力低下について、適切な評価が必要であることも明らかにしている。 

兵庫県南部地震の後，柱と梁の偏心接合が柱梁接合部の耐震性能に及ぼす影響を明らか

にすることを目的として、いくつかの実験が行われており，主には、BJ型，J 型，BLJ 型

（偏心側接合部破壊を伴う梁曲げ破壊【6.5】）破壊の試験体を対象とし，偏心距離，直交梁や

スラブの有無，せん断力入力量，横補強筋量などをパラメータとする場合が多く，また偏

心接合による耐力低下の一因として捩り応力の影響であるとの見解が示されている。接合

部の挙動については、マクロモデルによる考察が行われてはいるものの，その説【6.50-52】も

多様であり，接合部の破壊機構に関しては未だに不明な点が多い。 

解析的研究では実験で検討困難な内部応力や変形状態などに関する検討が精力的に行わ

れ，接合部内部での圧縮ストラットによる応力伝達や、偏心接合部で偏心側に偏って応力

が伝達されるなどの成果【6.7-8】が挙げられているものの，せん断抵抗機構の解明までは至

っていない。 

近年 3 次元による非線形 FEM 解析が盛んに行われ，より現実に近い条件で構造物の力

学的挙動に関して検討を行うことができるようになった。RC部材での諸課題についても 3

次元非線形 FEM 解析は有効である。既に第 3 章、第 4 章でも述べたように，水平力加力

時の偏心接合部に生じる捩りモーメントは、部材を 3次元的にモデル化することにより表
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現が可能となり，部材内部での応力集中や不均等な応力分布も 3次元解析を行うことによ

り検討が可能となる。 

 

(2) 本章の目的 

第 4章および第 5章では、柱梁接合部の耐震性能に及ぼす偏心接合の影響や、直交梁・

スラブの偏心接合部に及ぼす影響について検討してきた。検討方法としては、接合部内部

での応力・ひずみ状態や変形に基づいた定性的な評価が主流である一方、直交梁の協力効

果についてはせん断力負担率による定量的な検討手法にもふれている。 

本研究ではこのような解析的研究から得られた成果に基づき、諸パラメータの影響に関

する定性的評価に留まらず、如何にして解析結果から得られた成果を有効に利用し、接合

部の耐震設計にその成果を応用することに着目点を置き，解析結果からの検討成果を接合

部のせん断強度式の誘導に反映させることを目的とする。また，式の提案のみならず、検

討および分析手法の開発にもその力点をおくことによって、解析結果分析ツールのもうひ

とつの領域を開拓することも試みる。 

以上の目的を達成するために、まずはせん断抵抗機構の解明が必要となり、せん断抵抗

機構に及ぼす諸影響因子に関する解析的検討も必要である。せん断抵抗機構に影響を及ぼ

すと考えられるパラメータは主に、① 鉄筋とコンクリート間の付着性状、② 接合部横

補強筋の量、③ 柱軸力、④ アスペクト比、⑤ 直交梁・スラブの有無、⑥ 繰り返し

載荷による劣化、⑦ 多方向載荷、⑧ 偏心接合、⑨ 接合部断面形状（柱と梁の幅比、

接合部のせいと幅の比）、などが考えられる。 

本章では、その第一歩として、接合部内部での付着性状や横補強筋量および偏心接合の

影響を取り挙げ、接合部せん断破壊型として設計した十字型平面柱梁接合部を対象にして

単調載荷時の 3 次元 FEM 解析による検討を行う。また，内部応力状態に関する定量的な

検討を行うことにより，柱と梁の偏心接合を含む柱梁接合部のせん断抵抗機構を明らかに

し，さらにその成果をまとめて柱梁接合部のせん断強度式に反映することによって，安全

かつより合理的な柱梁接合部の耐震設計法の提案を試みる。 
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6.2 柱梁接合部のせん断抵抗機構に関する既往の研究 

 

6.2.1 Park & Paulay モデル【6.9】 

 

第 2章では，接合部内部でのせん断力抵抗機構について，Park & Paulayモデルの概略を

述べた。ここでは，それに関する若干の詳細について記する。 

 

(1) 接合部に作用する力【6.10】 

柱梁接合部架構に，右から左向きの水平力が作用する場合，図 6.2.1に示すように柱，梁

の応力は上下左右おのおの逆対称となる。ここで，単純化のため柱軸方向力は無視する。 

その時，接合部の上下左右の部材の曲げモーメントは，図 6.2.2のように引張側では鉄筋

の引張力 T になり，圧縮側ではコンクリートの圧縮力 Ccと鉄筋の圧縮力 Csになる。軸力

のない梁の場合は，力の釣り合いにより左でも右でも T=Cc+Csである。ここで，接合部の

耐震設計を行うには，次のような 2点を満足しなければならない。 

① 柱梁接合部内の梁主筋は bT+bCsの力を付着によって接合部内のコンクリートに伝え

なければならない。柱の主筋も同様であるが，柱より梁曲げ降伏が先行するように設計す

るため，接合部内梁主筋とコンクリート間の付着が問題視される。 

② 接合部内のコンクリートに作用する大きなせん断力 Vjhまたは Vjvによって，接合部

がせん断破壊しないようにしなければならない。 

 

(2) 接合部せん断力【6.9-10】 

梁曲げ降伏が先行すると仮定したとき，接合部内の水平せん断力の可能な最大値は次式

より表される。 

 

( ) cy VfkAAV −′+= ･ssjh                      （式 6.2.1） 

ここで， yb fkAT ･s= ， yb fkAT ･s′=′  

 sA ， sA′：梁主筋，柱主筋の断面積 

 fy：鉄筋の降伏強度 

 k：鉄筋のひずみ硬化を考慮した最大応力度と降伏強度との比 
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(3) 接合部でのせん断力伝達【6.9-10】 

式 6.2.1によるせん断力を，接合部内で伝達する抵抗機構として，ここでは，Park & Paulay

らのコンクリート圧縮ストラット機構とトラス機構について示す。接合部のせん断力 Vjh

は，次式のように，圧縮ストラットによるせん断力成分 Vchと，トラス機構により伝達さ

れるせん断力成分 Vshの和で表される。 

 

shchjh VVV +=                          （式 6.2.2） 

 

(3).1 コンクリート圧縮ストラット機構 

図 6.2.3 で，コンクリートの負担する圧縮力 Ccなど，柱，梁のせん断力 Vcまたは Vbな

ど，それと圧縮領域で鉄筋からコンクリートに伝わる付着力⊿Tcなどが釣り合いを保ち，

接合部内の角度αのコンクリート圧縮ストラットを介して，斜め圧縮力 Dcとなって伝達さ

れる。これをコンクリートストラット機構と呼び，斜め圧縮力 Dcの水平成分（ストラット

機構による負担分）を図の右下隅角部位置で取ると，次式より表される。 

 
'

cccch cos cbb VTCDV ++== ∆α                   （式 6.2.3） 

 

繰り返すが，ここで⊿bTcはコンクリートストラットの中で，付着によって鉄筋からコン

クリートに伝達される水平力を示す。 

(3).2 トラス機構 

接合部内の梁の主筋に作用している力は上端筋で sCT ′+ ，下端筋で s
' CT + となる。これ

らの力は上記の⊿bTcよりずっと大きいが，⊿bTcなどを除いた残りが釣り合うためには，

それらが付着によってコンクリートに伝えられ，図 6.2.4のようなトラス機構として伝達さ

れなければならない（トラス機構による負担分）。 

 

cs
'

ssh cos TCTDV bbb ∆α −+==                    （式6.2.4） 

 

式 6.2.3および式 6.2.4を，式 6.2.2に代入すると，次のようになる。 

 

cscjh VCCTV bbb ′−++′=                      （式 6.2.5） 
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図 6.2.1 接合部まわりの            図 6.2.2 接合部にかかる力と 

モーメントとせん断力【6.9】           接合部内のせん断力【6.9】 
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図 6.2.3 コンクリートストラット機構【6.9】       図 6.2.4 トラス機構【6.9】 
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6.2.2 現行耐震設計における偏心接合部の耐力低下 

 

(1) 靱性指針の有効幅による耐力低下 

 

図 6.2.5に第 2章の表 2.4.1の文献からまとめた偏心のない接合部に対する偏心接合部の

せん断強度の低下率と靱性指針の有効幅による低下率βjb を示す。靱性指針の有効幅によ

る低下率とは、偏心接合部有効幅の偏心のない接合部有効幅に対する比を示す。図 6.2.6

には，有効幅による低下率と実験における偏心接合部のせん断耐力低下率との関係を示す。 

靱性指針の接合部せん断強度式による偏心接合部の強度低下は，式 2.3.5（第 2章参照）

により計算される有効幅の減少により評価される。 

 

a2a1bj bbbb ++=                         （式 2.3.5） 

 

式 2.3.5では，梁両側の柱部分の協力幅の 1/2が柱せい Dの 1/4を超える場合は D/4を上

限とし柱幅に加え，そうでない場合は協力幅の 1/2 を柱幅に加えることにより有効幅を求

めている。そのため，柱と梁が偏心しても協力幅の 1/2 が D/4 を超えない場合には有効幅

は柱幅と梁幅の平均値として現れ、偏心接合部の有効幅は偏心のない接合部の有効幅と等

しくなる。長辺協力幅（非偏心側の協力幅）が D/4を超えると有効幅が偏心のない接合部

より減少される。このとき，有効幅の減少分は偏心側の短辺協力幅の減少により現れる。

ただし，柱せいが柱幅により大きくなる場合，つまり D/4が大きくなると，偏心距離が大

きくなっても有効幅が減少されない場合がある。図 6.2.5で示すように，偏心率 0.2のとき

にも有効幅が減少していない試験体がある。また図 6.2.6 では，多くの試験体において有

効幅によるせん断強度の低下は，実験のせん断耐力低下より過小な評価となっている。 

このようなことから，偏心接合部では現行指針における有効幅によると、柱や梁の断面

寸法によって低減されない場合があり，偏心柱梁接合部のせん断強度を過大評価する可能

性がある。 

また、終局指針では，「有効幅は柱幅と梁幅の平均値を基本として，梁の側面から角度

1/2 の範囲で接合部内に応力が有効に伝達すると考えて」と記述されている。ここで，有

効幅は柱幅と梁幅の平均値とすることと，梁の側面から 1/2 の範囲で接合部の応力が伝達

するとの考え方の根拠が示されていない。 

実験研究では応力状態の把握が困難であるため，接合部内部での応力伝達や相互関係に

関する検討がほとんどされていないと思われる。3次元 FEM解析は部材内部の応力や変形
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に関するデータの入手が可能でなり，接合部の応力伝達メカニズムやせん断抵抗，損傷程

度の検討も可能である。特に有効幅の正確な定義は 3 次元 FEM 解析での検討から導くこ

とが有効であると考えられる。 
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図 6.2.5 実験でのせん断耐力低下率，有効幅による低下率βjb  
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図 6.2.6 有効幅による低下率βjbと実験でのせん断耐力低下率との関係 
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(2) ねじりモーメントの作用による偏心接合部せん断耐力の耐力低下率βjt
【6.20】 

 

広沢【6.20】は，式 6.2.6に示す Furgusonら【6.21-22】により提案されたねじりと曲げせん断の

組合せ応力を受ける RC部材の破壊条件式に基づいて，耐力低下率βjtを誘導した。 

 

1
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                       （式 6.2.6） 

ここで， 

 Tuo：せん断力が作用しない場合の純ねじり耐力（終局ねじりモーメント） 

 Quo：ねじりモーメントが作用しない場合の曲げせん断耐力として，靱性指針の接合部

せん断強度式（第 2章参照）を用いる。 

 

jjjju DbFV κφ=                         （式 2.3.4） 

 

ここで，柱梁接合部を対象とした純捩り耐力の評価式の提案がなかったため，梁を対象

として提案されたトラス理論による Cowan 式【6.23】と，ねじりとせん断力による複合破壊

をした多くの梁の終局強度の推定式として提案された中山式【6.24】を用いて，18 体の柱梁

接合部がせん断破壊した試験体（うち 10体が偏心のある試験体で残りの 8体は比較用のね

じりのない試験体）の実験結果について，最大耐力に対するねじりの影響に関する検討を

行い，接合部の純ねじり耐力式 6.2.7を提案した。 

 

( ) DBpFT jyjcju ･･ 245.08.0 σ+=                  （式 6.2.7） 

 

接合部のせん断強度式 2.3.4 と純ねじり耐力式 6.2.7 を破壊条件式 6.2.6 に代入すること

によるより，捩りモーメントの作用による偏心接合部せん断耐力の耐力低下率βjt を提案

した。 
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ここで， 
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= ，
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ee =1  

 B，D：それぞれ柱幅とせいのうち，小径と大径 

 bj，Dj：柱梁接合部の有効幅と有効せい 

 pj，σjy：柱梁接合部の外周部のせん断補強筋（ねじり補強筋）の補強筋比と降伏点強

度 

 Fc，Fj：それぞれ，コンクリートの設計基準強度と接合部の単位強度（Fj=1.6Fc
0.7） 

 

また，耐力低下率βjtについて，次のような傾向があることを示した。 

① 柱梁接合部の形状の影響は，L型やト型接合部より，十字型接合部の方が耐力低下が

大きい。 

② 梁幅と柱幅との比の値が小さくなると，偏心率が大きくなってβが小さくなる。 

③ 柱の断面積が同じでも柱が扁平になるほど，偏心率が大きくなりβは小さくなる。 

④ コンクリート強度は大きいほど，ねじりの影響を受けやすくなる（βが小さくなる）。 

⑤ ねじり補強量（pj･σjy）が大きいほど，捩り影響が小さくなるがねじり補強筋比が 0％

から 1％に増えてもβjtは 0.74から 0.92と，その改善効果はあまり大きくない。 
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6.3 解析モデル 

 

6.3.1 解析対象試験体 

 

解析対象試験体は，藤井ら（第 5章）により実験された試験体をもとにして作成する。

本研究では，偏心接合部を含む柱梁接合部のせん断抵抗機構の解明を目的としている。既

存建物に関する広沢らの調査【6.11】によれば，偏心接合部では偏心率 0.2～0.3の割合が多い

ことが報告された。そこで、本研究では次のいくつの点を念頭にして試験体を作成する。 

 

① 偏心率 0～0.3程度までの範囲を対象とする。 

② 接合部のせん断抵抗機構，せん断強度について検討を行うため，対象試験体は梁お

よび柱の主筋降伏をさせず、柱梁接合部のコンクリートがせん断破壊するように設

計する。そのため，梁および柱主筋の降伏強度を大きく設定する。 

③ 接合部せん断破壊は、接合部中央付近のコンクリートが先行して圧壊されることを

確保する。 

④ コンクリートと鉄筋間の付着劣化は，接合部内部のみを対象とし，梁端コンクリー

トの圧壊や梁での付着劣化が生じないことを確保する。 

 

表 6.3.1に偏心距離，付着劣化の有無，横補強筋有無をパラメータとした解析対象試験

体の概要を示す。図 6.3.1、図 6.3.2には各試験体の形状および断面を示す。 
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表 6.3.1 解析対象試験体の概要 

 概要 記号 偏心距離
横補強筋

比 
付着性状 備考 

標準 
偏心 

無し 
E00 

0 ㎝ 

(0.0) 
0.3％ 良好  

  E05 
5 ㎝

(0.06) 
   

  E10 
10 ㎝

(0.13) 
   

偏心の 

影響 

偏心 

あり 
E15 

15 ㎝

(0.19) 
0.3％ 良好  

  E20 
20 ㎝

(0.25) 
   

  E25 
25 ㎝

(0.31) 
   

付着 

絶縁 
UNB 絶縁 

付着劣化

の影響 付着 

劣化型 
BO30 

- 0.3％ 
付着強度

3.0 N/㎜ 2 

接合部での梁

主筋とコンク

リートの間の

付着性状 

 
横補強

筋無 
hoop0 - 0.0％ 良好  

接合部 

横補強筋

の影響 

 - - 

0.05％ 

0.10％ 

0.15％ 

0.20％ 

0.25％ 

0.40％ 

良好 

横補強筋比を 

0.05％～

0.40％ 

間にした 

計 6 体 

 
横補強

筋多 
hoop3 - 0.84％ 良好  

 

 （ ）内は偏心接合部の偏心率、e1=e/bc（偏心距離/柱幅）により求める。 
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6.3.2 解析モデル 

 

解析コードは第 3章で紹介した内田，余，野口ら【6.12】により開発された 3次元非線形有

限要素法解析プログラムを用いた。以下に本章の解析で用いたモデルの概要を示す。モデ

ルの詳細および関連文献は、第 3章を参照されたい。 

 

(1) コンクリート 

① コンクリートの破壊曲面はWillam-Warnkeらの 5パラメータモデルを用いた。 

② 圧縮側での上昇域には Saenz式を用い，ひずみ軟化域は Kent-Parkモデル【6.13】により

求めた値を用いた。 

③ 引張側のテンションスティフニング特性を考慮し，岡村・前川ら【6.14-15】の提案モデ

ルを用いた（パラメータ c = 1.0 ）。 

④ ひび割れは固定ひび割れモデルを用いた。 

⑤ コンクリートのひび割れ後のせん断剛性は，岡村・前川【6.14-15】の提案モデルをモデ

ル用いた。ここで，ひび割れ面でのせん断剛性は山田・青柳モデル【6.17】を用いた。 

⑥ ひび割れによる圧縮強度低減は、野口・濱田式【6.18】を用いた。 

 

(2) 鉄筋 

鉄筋は軸方向剛性のみを考慮した 2節点線材要素を用いた。応力－ひずみ関係はバイリ

ニアモデルを用い，ヤング係数は 2.05×105N/㎜ 2とした。試験体は接合部せん断破壊型と

設計されているため、降伏強度は最大耐力後にも鉄筋の降伏が生じないように、大きく設

定した。 

 

(3) 付着 

コンクリートと鉄筋間の付着特性は，コンクリートと鉄筋要素の節点間に導入したボン

ドリンク要素を用いてモデル化した。付着良好な場合は付着破壊が生じないように付着強

度を大きく設定し、付着絶縁の場合は、付着剛性をほぼゼロ剛性に近い値として設定する

ことにより表現した。 
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6.3.3 要素分割および境界条件 

 

図 6.3.1，図 6.3.2に要素分割、境界条件を示す。 

試験体は中高層 RC 建物の中間層を対象にして，柱および梁の反曲点位置から切り取っ

た十字型の柱梁接合部の架構である。境界条件は，柱脚は柱断面の中央節点に対してピン

支持とし，柱頭は柱断面中央節点に対して水平 2方向のみの変位拘束とした。梁の両端に

それぞれ逆方向の荷重を載荷することによりせん断力を与える。梁端載荷位置は断面の中

央節点に置くことによって，載荷構面と柱の変位拘束構面が偏心距離の分離れる。 

 

図 6.3.1 試験体の形状、要素分割および境界条件（E15の場合） 

 

図 6.3.2 接合部の水平断面（単位：㎜） 
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6.4 解析結果―荷重変形関係 

 

6.4.1 層せん断力―層間変形角関係 

 

(1) 付着劣化の影響 

 

図 6.4.1には付着劣化をパラメータとした、付着絶縁の UNB、付着強度を 3.0N/㎜ 2した

付着劣化型の BO30、付着良好な E00の層せん断力－層間変形角関係を示す。 

付着劣化型の BO30は、層間変形角 1/200までは剛性が付着良好な E00とほぼ同様とな

っているが、1/200以後からはせん断力が E00より小さくなる傾向で、最大耐力は 9％の低

下となっている。鉄筋とコンクリート間の付着を絶縁とした UNB は，初期剛性と最大耐

力ともに E00より小さく、最大耐力は E00より 17％低下している。 

また，解析では付着良好な E00の最大耐力が靱性指針【6.3】のせん断強度式による計算値

を 11％上回っている。 

 

(2) 横補強筋の影響 

 

(2).1 荷重変形関係 

図 6.4.2には接合部の横補強筋比を 0～0.84％の間に変化させた場合の層せん断力－層間

変形角関係を示す。また、横補強筋多（0.84％）の hoop3 の最大層せん断力を基準にして

求めた耐力低下率を右図に示す。 

初期剛性は補強筋比によらずにほぼ同程度となっている。層せん断力－層間変形関係は，

R=1/200（最大耐力の半分程度）まではいずれの試験体もほぼ同形状の曲線を辿っている。

その後，横補強筋比によってそれぞれ異なる経路に従って最大耐力に達する。横補強筋比

が大きくなるほど，最大層せん断力および最大層せん断力時の層間変形角が大きくなる傾

向を示している。また、右図の耐力低下率では、横補強筋比 0～0.3％の間では最大耐力は

ほぼ直線に近い勾配で増大していることがわかる。横補強筋比 0.4％以後からは耐力上昇が

急に緩やかになり，横補強筋の増量による最大耐力への改善効果への期待が薄くなってい

ると考えられる。ここで、横補強筋比 0.84％時の最大耐力を横補強筋効果によるポテンシ

ャル強度と仮定すると，靱性指針の横補強筋比の下限値 0.3％時は約 3％程度の耐力低下，

接合部横補強筋をまったく配置しない hoop0の場合には約 17％の耐力低下となっている。 
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(2).2 接合部横補強筋の応力状態 

 

横補強筋比がせん断耐力に及ぼす影響を把握するため、ここでは接合部横補強筋の応力

状態を検討してみる。図 6.4.5には層間変形角における横補強筋の応力状態を示す。横補強

筋比 0.05、0.20、0.31（E00）、0.40、0.84（hoop3）％の試験体を対象とし、応力は接合部

中央付近にある 3本の横補強筋要素の応力の平均値を降伏強度より基準化した。図中の点

●は最大耐力時を示す（折れ点 2は(4)項で示す）。 

 

a. 横補強筋の応力状態 

図 6.4.5では、横補強筋多の hoop3以外に、いずれも最大耐力時に既に横補強筋が降伏し

ていることがわかる。横補強筋比 pjw が小さいほど降伏が早まり、横補強筋がもっとも少

ない pjw = 0.05％の場合は R=1/100の以前に既に降伏が生じている。せん断耐力が頭打ちと

なる pjw = 0.40％の試験体では、最大耐力時にちょうど降伏が生じていることから、pjw = 

0.40％以上になると、最大耐力に達しても鉄筋が弾性変形の範囲内に留まると考えられる。

横補強筋比がもっとも大きい pjw = 0.84％（hoop3）は、応力が 0.5σyとしてまだ降伏して

いない。 

 

b.  pjwσによる検討 

以上のような横補強筋の応力状態に基づいて、図 6.4.2の荷重変形関係を見ると、横補強

筋の降伏が早く生じるほど、最大耐力に先に到達し、耐力低下も著しい。また、横補強筋

を多く配置して最大耐力時の降伏を防ぐと、せん断耐力は最大値として現れ、その後横補

強筋をさらに増量してもせん断耐力はそれ以上にならない。 

ここで、接合部横補強筋比 pjw（単位％）と横補強筋応力σを乗じた pjwσ（以下、横補

強筋の仮引張力と暫時定義）を求め、さらに hoop3（0.84％）の pjwσ=147N/㎜ 2で基準化

して図 6.4.6に示す。 

図 6.4.6では、最大耐力時に横補強筋が降伏する pjw = 0.40％までは、横補強筋の仮引張

力は増大するが、横補強筋が降伏しなくなると、横補強筋が増量しても横補強筋の仮引張

力は頭打ちとなり、それ以上に大きくはならないと考えられる。ここで、仮引張力と最大

層せん断力（hoop3の耐力により基準化）の関係を図 6.4.7に示すが、最大耐力は仮引張力

pjwσにほぼ線形的に比例していることがわかる。よって、横補強筋比をさらに大きくして

も pjwσは最大値で留まってしまい、それと比例する最大耐力も頭打ちになると考えられ

る。 
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(3) 偏心距離の影響 

 

図 6.4.3には偏心距離を 0～25㎝（偏心率 0～0.31）の間に変化させた偏心接合部の層せ

ん断力－層間変形角関係を示す。各試験体の最大層せん断力を、偏心のない E00の最大層

せん断力により基準化して右図に示す。 

偏心率が初期剛性に及ぼす影響は小さく，R=1/400 までは層せん断力－層間変形関係が

ほぼ同形状の曲線を描いている。その後，急に剛性が低下する現象が生じ，それぞれの偏

心接合部は異なる経路を辿る。最大層せん断力は偏心率が大きくなるほど減少していく。

右図の偏心距離と強度低下率の関係は，接合部のせん断強度は偏心率に比例して低下し，

また偏心距離が大きくなるほど低下程度が大きくなるような放物線状を描いている。偏心

距離がもっとも大きい 25㎝（偏心率 0.31）の接合部では 32％の強度低下となっている。 

 

(4) 剛性変化点 

 

図 6.4.1に示すＥ00の層間変形角－層せん断力関係曲線に描いた折れ曲り点 1～3のよう

に、いずれの試験体でも剛性が変化する三つの点が生じている。折れ点 3は最大耐力点を

示しており、このときの接合部における応力・ひずみ状態に関しては次の 6.5 節で詳細に

述べる。 

 

(4).1 折れ点 1および折れ点 2の時の柱梁接合部試験体の状況 

 

a. ひび割れ状況（図 6.4.4） 

折れ点 1は層間変形角としておよそ 1/1600以下に置かれており、折れ点 2は概ね最大耐

力の半分程度で、R=1/230に位置している。折れ点 1、2のときの試験体のひび割れ発生状

況を図 6.4.4に示す。図 6.4.4では、折れ点 1は梁曲げひび割れが生じ始まる段階で、接合

部はまだ弾性変形に留まっていることがわかる。その後変形が増大すると、接合部の中に

もひび割れが拡散しているが、折れ点 2の時になると、接合部内部のほぼ全域で微細なひ

び割れが発生したばかりとなっている。 

b. 横補強筋の応力状態（図 6.4.5） 

図 6.4.5 に示す補強筋応力からは、いずれの試験体も折れ点 2（R=1/230）の以前では接

合部せん断補強筋の引張応力がほぼゼロで、引張力が生じていないが、折れ点 2を過ぎる

と引張応力が急に増大していることがわかる。 
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これは、接合部に大きなせん断ひび割れが生じていないほぼ弾性変形の範囲内では、接

合部のせん断変形が小さく、また補強筋の応力もほぼゼロとして現れるが、接合部の全域

でひび割れが生じてからは、せん断ひび割れの拡幅が顕著に現れ、変形の増大に伴って接

合部のせん断変形が急に大きくなると同時に、補強筋でのせん断力負担も急に増大するこ

とと考えられる。 

 

以上のことから、梁の曲げひび割れが生じ始まる時、折れ点 1で 1回目の剛性低下が生

じ、さらに荷重が増加され最大耐力の約半分くらいのところになると、接合部内部のほぼ

全域で微細なひび割れが生じ、その後変形の増大に伴って急にせん断ひび割れが拡幅して

いくことによって、折れ点 2以後の 2回目の剛性低下が生じると考えられる。 

このような梁曲げひび割れや接合部せん断ひび割れの発生、拡幅による剛性低下はほか

の試験体でも同様に生じている。 

 

(4).2 パラメータごとによる考察 

付着絶縁の UNB は、曲げひび割れ発生が早まることにより折れ点 1 の層間変形角は付

着良好な E00 より小さい。折れ点 2 は E00 より大きくなっていることから、UNB の接合

部せん断ひび割れは遅れて生じると考えられる。 

接合部横補強筋比が梁の曲げひび割れや、接合部のせん断ひび割れの発生時期に及ぼす

影響が小さいことが、図 6.4.2に示す折れ点 1および折れ点 2が補強筋比に関係なくそれぞ

れ一致していることから考えられる。 

また、折れ点 2以後の剛性低下は横補強筋が少ないほど大きく現れていることから、横

補強筋比が大きいほどひび割れの拡幅に拘束効果があると考えられる。ただし、剛性の低

下程度は、せん断耐力の低下程度に比べると小さいように見られ、それほど顕著とは考え

にくい。 

偏心接合部の場合は、偏心距離に関係なく折れ点 1の位置が一致していることから、梁

曲げひび割れの発生に及ぼす偏心の影響が小さいと考えられる。それに対して、折れ点 2

の層間変形角は偏心ほど大きくなり、またその後の剛性低下の程度も偏心ほど大きくなる

傾向を示している。このことから、偏心距離が大きい接合部ほど、接合部せん断ひび割れ

の発生時期が早まると考えられる。また、第 4章および第 5章では、偏心側ほどひび割れ

が大きく開口すると示されていることから、偏心ほど偏心側でのせん断ひび割れの発生が

早まり、またその後の拡幅も変形の増大に伴い偏心側で顕著に現れると考えられる。 
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図 6.4.1 E00、BO30、UNBの層せん断力―層間変形角関係および最大耐力時の耐力比 
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図 6.4.2 横補強筋比 0～0.84％の層せん断力―層間変形角関係および最大耐力時の耐力比 
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図 6.4.3 偏心距離 0～25㎝時の層せん断力―層間変形角関係および E00との最大耐力比 
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R=1/1400時（折れ点 1）         R=1/230時（折れ点 2） 

図 6.4.4 折れ点 1、2の時のひび割れ発生状況（E00の場合） 
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図 6.4.5 接合部せん断補強筋の応力 
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140                     0  μ 3900                   0  μ 



第６章 RC造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 

- 188 - 

6.5 接合部内部での応力・ひずみ状態に関する検討 

 

6.5.1 接合部パネルでの圧縮主応力伝達およびその問題点 

 

図 6.5.1および図 6.5.2では偏心のない E00と偏心ありの E15の梁心を通る接合部パネル

および接合部表面における圧縮主応力と圧縮主応力ベクトルの分布を示す。 

 

(1) 圧縮主応力の伝達 

図 6.5.1および図 6.5.2に示す梁心断面では，梁および柱の曲げ圧縮域で圧縮主応力が高

く現れていることがわかる。接合部右上の柱および梁の曲げ圧縮域から接合部内部へ応力

が伝達され，接合部の隅角部で合流され左下に伝達される。接合部右下の柱および梁から

も同様に応力が接合部内部に伝達され，接合部の右下の隅角で合流され右上に伝達する。 

このように、柱および梁から圧縮主応力が接合部内部に伝達され，接合部内部では対角

方向の隅角部を結ぶ高応力度の領域が形成される。高応力度域は、接合部隅角部を結ぶ対

角線上で応力がもっとも高く現れ，対角線より遠くなるほど応力度が低下する分布となっ

ている。このような応力の伝達は既に第 4章および第 5章で述べてあって、ほぼ同様な傾

向を示している。 

この対角方向の高応力度域を圧縮ストラットとして仮定できる。接合部周辺に付いてい

る柱や梁は、主に接合部の圧縮ストラットコンクリートを通じて応力の伝達を果たし，釣

り合いを形成していると考えられる。圧縮ストラットコンクリートの圧縮主応力ベクトル

も対角方向を向いていることが見られる。ただし，ストラット域以外の接合部領域（トラ

ス機構により応力を伝達する領域）ではベクトル方向が揃わずに乱れていることが分かる。 

 

(2) 接合部の内部と表面 

偏心のない E00の接合部表面では、圧縮主応力のベクトルが接合部対角方向を指す斜め

方向になっていることがわかる。表面と内部のベクトルの方向はほぼ一致しているように

見える。内部では圧縮ストラットコンクリートで高応力度となっているのに対して、表面

では広い幅の範囲にわたって内部より低い応力度レベルで圧縮応力を伝達している。 

偏心接合部の E15では，偏心側，非偏心側，梁心断面での圧縮応力伝達がそれぞれ異な

る傾向を示している。偏心側ではベクトルの方向が梁心断面と一致しているものの，E00

の場合と同様に広い幅にわたって圧縮応力が伝達される。それに対して非偏心側では斜め

方向の応力伝達の幅が狭く，応力度も低く現れている。また，ベクトルの角度が内部より
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大きくなっているが，これは非偏心側ではせん断力方向のせん断応力が捩り応力の累加に

より小さくなり，その分軸力がベクトルの角度に大きく影響するためだと思われる。これ

は、第 5章で述べた偏心接合部のひび割れ角度と同様な傾向となっている。 

 

(3) 問題点 

以上の検討より、接合部の梁心付近では主に対角方向の圧縮ストラットにより応力を伝

達しているが、接合部内部と表面でのストラット角度や応力度、ストラットのせいが異な

ることがわかる。また、ストラット以外の接合部領域、即ちトラス機構により応力が伝達

される領域では，ベクトル方向が必ずしもストラット方向と一致しない。ストラット中心

軸から遠くなるほど、ベクトル方向はストラット方向と大きく異なっていることがわかる。 

従って、接合部で圧縮主応力により応力伝達を検討する場合には，応力のベクトル方向、

即ち応力の伝達方向を考慮する必要がある。次節の 6.5.2節でその対策を示す。 

 

(4) ベクトル角度 

本章では，圧縮主応力ベクトルと水平断面の成す角度をベクトル角度と定義する。接合

部の梁心断面の中央付近におけるベクトル角度を求めて図 6.5.3に示す。図 6.5.4には偏心

接合部 E15と偏心のない接合部 E00の内部と外面のベクトル角度を示す。 

図 6.5.3では、付着良好な試験体の場合は横補強筋量や偏心の有無によらずに 55°～57°

のほぼ同程度の値を示している。それに対して付着絶縁の UNB は 45°として付着良好と

比べ小さい値となっている。その原因について次のように考えている。 

① 付着絶縁の場合は梁主筋とコンクリート間の付着力が存在しない。そのため、梁側

から接合部に伝達される力は、梁端曲げ圧縮域からの圧縮力となる。梁端曲げ圧縮域にお

いて、梁主筋は引張応力状態になっているため、鉄筋の引張力を曲げ圧縮域のコンクリー

トが負担することになる。従って、梁端曲げ圧縮域コンクリートの曲げ圧縮応力は付着良

好な接合部より大きくなる。 

ストラットコンクリートの圧縮主応力は水平方向応力成分と垂直方向応力成分の合応力

として現れる。従って、水平方向の応力成分が大きくなると、ベクトル方向は水平方向に

近づくように変化する。 

② また、梁曲げ圧縮域では圧縮力の負担が大きいため、圧縮縁からコンクリートの圧

壊が生じ、変形が増大すると徐々に梁内部の引張域の方向へ浸透していく。それによって、

曲げ圧縮域の最大応力の中心位置が梁心方向へ移動する。また曲げ圧縮域が梁内部へ広が
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ることによって、もともとひび割れていたコンクリートは曲げひび割れが閉じられ、圧縮

応力を伝達するようになると考えられる。 

これらのことは、梁端圧縮力の作用中心位置が梁内部の梁心方向へ移動すること、即ち

曲げ圧縮応力の領域が徐々に内部に移行され、応力中心間距離が小さくなることを意味す

る。それによって、ベクトル方向はさらに水平方向へ近づくように変化すると考えられる。 

 

図 6.5.4には接合部の内部と表面のベクトルを示している。偏心のない場合は接合部の全

幅にわたってベクトル角度が 54°～57°として、接合部の内部と外部のベクトル角度が概

ね等しいと考えられる。偏心接合部の場合は、梁幅内と偏心側では 55°～56°として、ベ

クトル方向がほぼ同程度となっているが、非偏心面では角度が 79°として内部より著しく

大きい。 

 

(5) 応力－ひずみ関係 

 

図 6.5.5 に付着良好 E00，付着絶縁 UNB，横補強筋無し hoop0 の接合部中央付近コンク

リート要素の圧縮主応力と等価 1軸ひずみ関係を示す。図 6.5.6には偏心接合部の偏心側，

梁心，柱中心，非偏心側パネルの中央コンクリート要素の圧縮主応力と等価 1軸ひずみ関

係を示す。図中の●は最大層せん断力時を示す。 

 

a. 偏心のない場合 

偏心のない試験体では，付着の有無，横補強筋の有無にかかわらず接合部の中央ではコ

ンクリートの応力－ひずみ関係がほぼ同程度の傾向となっている。この｢同程度の傾向｣と

いうのは，① いずれの試験体も最大層せん断力時には応力，ひずみは最大強度点を越え

てひずみ軟化域に入り，ひずみは 10000μ程度として最大圧縮強度時ひずみの約 5 倍程度

となっている。そのときの応力は 1軸圧縮強度の約 3割程度残っている。② ひび割れ発

生後のコンクリート有効圧縮強度 uFc（最大応力度）は，いずれの試験体でもほぼ同程度で，

1軸圧縮強度の約 0.6倍となっている。 

また、偏心のない試験体では、接合部内部の中央付近で上述したような圧壊が生じてい

るが、接合部表面では応力－ひずみ関係が載荷の全段階において弾性変形の範囲内に留ま

っていることがわかる。 
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b. 偏心の場合 

偏心接合部の場合は，幅方向での各位置により応力－ひずみ関係が異なっている。偏心

側と梁心位置ではほぼ同程度で，有効圧縮強度（最大応力度）が 0.8～0.9Fcとなっている。

最大せん断耐力時には既に最大強度点に達しており，その後変形の増加に従ってひずみ軟

化域に入り，コンクリートの破壊が進んでいる。これに対して，非偏心面では偏心のない

接合部の表面コンクリートと同様な傾向で、応力－ひずみ関係が載荷の全段階にわたって

弾性変形の範囲内に留まり，コンクリートが健全な状態を保っている。また，偏心接合部

では非偏心側の梁側面位置の接合部内部でひび割れによる圧縮強度の低下が大きく現れ、

有効圧縮強度は 0.59Fc，最大層せん断力時のひずみが 9400μ，応力が 0.3Fcとなっている。

これは偏心のない接合部の中央付近コンクリートとほぼ同様な傾向である。このように、

偏心接合部にでは梁側面位置で圧壊が先行して生じるが、これはひび割れ幅がその位置で

もっとも大きく発生したためと考えられる。即ち、ひび割れ幅が大きくなることにより、

有効圧縮強度が著しく低下し、従って圧壊が先行して生じる。 

c. まとめ 

以上の応力－ひずみ関係から，偏心の有無，付着劣化の有無，補強筋量によらず，偏心

のない場合は接合部内部でのコンクリートの応力－ひずみ関係が、載荷過程においてほぼ

同程度の傾向を示していると考えられる。即ち、接合部内部ではいずれの試験体もコンク

リートの有効圧縮強度が約 0.6Fcとなり、最大耐力時には既に圧壊が生じ、応力度が 0.3Fc

程度として残っている。 
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図 6.5.1 E00の圧縮主応力および圧縮主応力のベクトル 
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図 6.5.2 偏心接合部 E15の圧縮主応力および圧縮主応力ベクトル（R＝1/67） 
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図 6.5.3 最大耐力時のベクトル角度   図 6.5.4 幅方向におけるベクトル角度 
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hoop0（補強筋無）           UNB（付着絶縁） 

 

図 6.5.5 偏心のない接合部の中央付近コンクリートの 

          圧縮主応力―等価 1軸ひずみ関係（E00，UNB，hoop0） 
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図 6.5.5 偏心のない接合部の中央付近コンクリートの 

    圧縮主応力―等価 1軸ひずみ関係（hoop3） 
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E15（偏心面）          E15（非偏心側の梁側面付近） 

 

図 6.5.6 偏心接合部 E15のパネル中央付近コンクリートの 

圧縮主応力―等価 1軸ひずみ関係 

接合部内部ではいずれの試験体も 

コンクリートの uFcが約 0.6Fc となり、
最大耐力時には既に圧壊が生じ、 

応力が 0.3Fc程度残っている。 
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6.5.2 ストラット方向応力σaおよび対角断面 

 

(1) ストラット方向（圧縮）応力σa 

6.5.1節では，接合部圧縮主応力のベクトル方向は，ストラットの中心軸に近づくほど各

コンクリート要素間に一致性が見られているが，ストラット域以外の領域ではベクトル方

向が揃っておらず乱れていることを示した。図 6.5.8は接合部斜めの対角断面上における圧

縮主応力を示しているが，ストラット域外の領域（中心から離れた領域）での圧縮主応力

ベクトルは異なる方向となっているため，応力伝達の方向がストラット方向と一致してい

ないことがわかる。 

そのため，接合部での応力伝達の特徴やストラットの性質を検討するに当たって，異な

るベクトル方向による影響を取り除く必要があると考えられる。そこで本章では，接合部

の圧縮ストラット中心での圧縮主応力ベクトルの方向をストラット方向とし，全体座標系

における応力成分からストラット方向における応力成分を求め、それをストラット方向圧

縮応力σaあるいはストラット方向応力σaとして定義し、また接合部内部におけるσaに

基づいて、応力状態に関する検討を行う。 

ストラットと水平断面（ｘ方向）の成す角度をαとする場合，ストラット方向応力σa

は次式より求められる。 

 

xyyx lmml τσσσ 222 ++=α    （式 6.5.1） 

ここで， 

αcos=l ， αsin=m  

σα，σx，σy，τxyは図 6.5.7を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.5.7 三角形要素に作用する応力【6.19】  図 6.5.8  接合部対角断面での圧縮主応力 
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(2) 対角断面 

第 5章の 5.4.4節では、接合部の水平断面での圧縮主応力分布から圧縮ストラットやトラ

ス機構による応力伝達の検討が困難であるとの見解を示した。本章でのストラット方向応

力に関する検討でもそれと同様な理由が考えられ、接合部の斜めの断面上で検討を行うこ

とにした。 

図 6.5.9 に示すように接合部をストラット方向にほぼ直交する接合部の対角線方向に沿

って斜めに切断して得られた断面をここでは対角断面として定義を行う。本章では、接合

部内部の応力状態について検討を行う際、各試験体のストラット方向応力σa を解析結果

から求め、対角断面上でその分布性質について検討することにする。 

また、対角断面において、柱せい方向と一致する方向を断面のせい方向（ストラットせ

い方向）とし、柱幅方向と一致する方向を断面の幅方向（ストラット幅方向）とする。 

 

 

 

 
 

 

図 6.5.9 接合部の検討断面―対角断面 

対角断面 

幅 

せい 
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6.5.3 接合部コンクリートの圧壊状況 

 

6.5.1 節の図 6.5.5 では、接合部中央付近コンクリートは，最大耐力到達前にひずみ軟化

域に入り、圧縮応力が最大応力度の半分程度に低下、圧縮ひずみは圧縮強度時ひずみの約

4～5倍程度となっていることがわかった。そこで、本節では接合部内部の圧縮主ひずみの

分布から接合部コンクリートの圧壊状況に関する検討を試みる。また、最大耐力後の耐力

低下が著しく、最大耐力時の圧壊域における応力度も低く現れることから、本節では、圧

縮主ひずみが 1軸圧縮強度時の圧縮ひずみ 2000μを超えた場合を圧壊として仮定する。 

図 6.5.11および図 6.5.12にはそれぞれ、対角断面および接合部パネルにおける圧縮主ひ

ずみ分布を示す。図 6.5.12 では、偏心のない接合部の場合は接合部中央付近のパネルを、

偏心接合部は梁心と非偏心側の梁側面位置のパネルを選んだ。 

図 6.5.11、図 6.5.12に示す接合部対角断面およびパネルにおける圧縮主ひずみ分布から、

すべての試験体において層せん断耐力時には，接合部内部で既に圧壊が生じていることが

わかる。 

 

(1) 対角断面での検討（図 6.5.11） 

図 6.5.11からは、いずれの試験体においても断面の中央で圧縮領域が形成していること

がわかる。対角断面の中央で圧縮主ひずみ度がもっとも高くなり、周辺にいくほど、楕円

状の等高線を描きながらひずみ度が低下している。ただし、偏心接合部の場合は、断面の

中央から偏心側に若干偏って高ひずみ度の分布を成している。 

ここで、ひずみ度 2000μ以上の領域の面積が全断面積に対する割合を求め図 6.5.10に示

す。付着良好な E00、hoop0、hoop3は 13％～15％の間で、領域面積がほぼ同程度となって

いる。それに対して、付着絶縁の UNBは 7％で、付着良好な場合よりかなり小さい値とな

っている。付着絶縁の接合部では、ストラットによる応力伝達のみが存在し、圧縮応力が

もっとも高くなるストラットコンクリートの中心付近で圧壊が集中して生じるため面積が

小さくなると考える。それに対して、付着良好な場合は、鉄筋からの付着力により圧縮ス

トラット以外の領域でも応力が有効に伝達され、変形の増加とともに圧壊領域がさらにそ

の周辺に広がり，それによって付着絶縁の場合より圧壊領域の面積が大きく現れると考え

られる。 

偏心接合する場合にも圧壊領域の面積が 7％として，かなり小さい現れる。また、圧壊

領域が梁幅の中央付近ではなく、非偏心側の梁側面付近となっている。これは、次節のひ

び割れ状況で後述するように、偏心接合部 E15では，ひび割れが非偏心側の梁側面付近で
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もっとも大きく開くことによって、この領域内コンクリートの有効圧縮強度が著しく低下

し、従って圧壊が先行して発生すると考える。 

(2) 垂直断面での検討（図 6.5.12） 

図 6.5.12では、偏心のない接合部 E00、hoop0、hoop3、UNBは，いずれも接合部のパネ

ル中央付近でひずみ度がもっとも高く現れていることがわかる。また図 6.5.11の対角断面

上でもひずみ度が中央でもっとも高くなることから、偏心のない場合、接合部内部での圧

壊は接合部内部の中央で先行して発生すると考えられる。 

パネルでの圧壊領域は、偏心のない接合部の場合は、対角線上の中央付近でもっとも高

く、またその周辺に広がりながらひずみ度が小さくなり，紡錘状に近い形として見られる。

付着良好な E00、hoop0、hoop3は、ひずみ度が 2000μ以上の領域の形状や面積がほぼ同程

度となっている。また、紡錘状領域はストラット対角線方向から若干縦方向に傾くような

傾向となっている。 

これに対して、付着絶縁の UNB は、圧壊領域が主にストラット対角線上で形成され、

付着良好な接合部と比べるとストラットせいが小さく、狭い範囲で圧壊されていると考え

られる。 

(3) 接合部コンクリートの圧壊メカニズムに関する見解 

以上に述べた圧縮主ひずみ分布の考察から，次のような圧壊メカニズムが考えられる。 

① 偏心のない接合部において、最大耐力に達する以前に接合部の中央付近で既に圧壊が

生じ始まる。圧壊は接合部内部のストラット中央で先行して生じるため、荷重の増大に伴

いその周辺に広がることになるが、主にストラット中央から対角方向の両側へ圧壊領域が

広がると考えられる。同時にストラット方向に直交する方向、即ち図 6.5.11の対角断面上

での楕円状の圧壊領域がその周辺に広がっている。このように，圧縮ストラット中央から

紡錘状の圧壊領域が，荷重の増加とともに｢伸びる、太る｣ことによって，接合部内部では

圧壊領域がその周辺に拡大すると考えられる。 

② 対角方向の紡錘状圧壊領域は，荷重の増大とともに成長する段階において、付着力の

影響により徐々にその形や向きに変化が生じると考えられる。最大耐力に近づくとストラ

ットコンクリートの圧壊域が広がり，圧縮ストラットによる応力伝達の負担割合が低下し，

その代わりにトラス機構による応力伝達の負担割合が大きくなる。これは，トラス機構を

形成する鉄筋からの付着力が増大していることを意味する。6.5.1節では、付着良好な接合

部では，付着力の作用により圧縮主応力ベクトルの角度が，付着絶縁の場合より縦方向に

傾斜することについて示した。従って，付着力が増大するほど，紡錘状圧壊領域の向きは

縦方向に傾いていくと考えられる。 
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③ 軸力が大きくなることによってもベクトル方向が縦方向に近づくと考えられるが、本

章での試験体では，いずれも軸力を 0.1σBと一定にしたため、軸力の影響については検討

対象外となり，今後の軸力の大きさをパラメータとした研究が望まれる（第 7章参照）。 

④ また、圧縮ストラットコンクリートの圧壊が進行することによって、圧縮ストラット

コンクリートの抵抗能力が低下し、その分付着力の伝達により形成されるトラス機構によ

るせん断力伝達が大きくなり、トラス域コンクリートの圧壊領域が徐々に拡大されること

になる。従って、接合部内部の圧壊は，最初は接合部中央からストラット対角方向への進

展が卓越するが、ストラットコンクリートによる応力伝達能力が低下することにより、ス

トラットと直交方向のコンクリート，即ちトラス域コンクリートへの圧壊領域の拡大が

徐々に加速化されることになる。つまり、接合部コンクリートの紡錘状の圧壊領域の拡大

は、最初は対角方向へ｢伸びる｣が、圧壊が進むに従って徐々に｢太っていく｣。 

このような圧壊メカニズムによって，付着良好な接合部では、対角方向から縦方向に傾

くような紡錘状の形状を持ち、ストラット直交方向にもかなり広がった形の圧壊領域を形

成している。 

これと対照的に、付着絶縁の UNB は狭い範囲を持って、対角方向にほぼ一致しながら

圧壊領域を形成している。 

(4) 偏心接合部 E15 の場合 

偏心接合部 E15の場合は、偏心のない接合部と同様な傾向で、対角ストラット上で圧壊

領域が形成される。ただし、偏心のない接合部の場合と違って、ストラット中央で高ひず

み度の圧壊領域を形成することではなく、ストラット方向の両側で圧縮主ひずみが最も大

きく現れている。また、対角断面での検討でも示したように、梁心パネルより、非偏心側

の梁側面付近のパネルでストラットコンクリートの圧壊が著しく生じていることがわかる。 

(5) 接合部（パネル）中央で圧壊が先行することに関する見解（偏心無しも） 

偏心接合部において、ストラット中央よりストラット方向の両側で圧縮主ひずみが大き

くなっているが、コンクリートの圧壊による応力伝達能力の低下は中央で著しくなると考

えられる。その理由として次のように考えられる。 

① 6.5.1節の図 6.5.1および図 6.5.2に示すように、梁および柱の曲げ圧縮域から接合部に

圧縮主応力が伝達されるが、この 2方向から伝達された応力はストラット方向の両端で合

流され、対角方向の高応力度の圧縮ストラット領域を形成する。ストラット方向の両端で

はこのように，梁および柱の曲げ圧縮域からの圧縮応力を受け、基本的に 2軸圧縮応力場

を形成していると考えられる。そのためコンファインド効果により、ストラット両端での

コンクリートには圧縮強度が増大し、圧縮強度後のひずみ軟化域の勾配が緩やかになる。
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また、この領域におけるひび割れの開きもストラット中央より小さくなっていることから

（次節の図 6.5.14）、ひび割れによる圧縮強度の低下程度も内部より小さく現れる（次次節

の図 6.5.17）。また、平面柱梁接合部試験体の応力状態は，基本的に 2軸圧縮応力場として

考えるため、圧縮強度の増大はそれほど期待できなく、圧縮強度以後のひずみ軟化域の勾

配が大きく改善されると考える。本章での解析対象試験体の設計においてもこのようなこ

とを考慮して、接合部隅角部の一部要素について収斂点ひずみ（圧潰時ひずみ）を大きく

設定している。 

このようなことから、ストラット方向の両端において、圧縮主ひずみが圧縮強度時ひず

みを越えてひずみ軟化域に入ってもすぐには急激な応力低下は生じず、ひずみがある程度

増大しても一定の圧縮応力の伝達能力を維持している。 

② 一方、ストラット中央コンクリートでは、圧縮ストラット方向と平行してひび割れが

大きく開くと，基本的にストラット方向で圧縮応力のみが存在するような 1軸応力場を成

している。ただし，次節のひび割れ状況からわかるように，ストラット中央部ではひび割

れ幅が大きく開口しているため，有効圧縮強度は 1軸圧縮強度より大幅に低下している。

次次節の 6.7 節で示す有効圧縮強度からも，ストラット中央での強度低下がストラット端

部より著しいことがわかる。 

このようなストラット領域でのひび割れや有効圧縮強度の状況から考えられるように、

偏心接合部 E15のようにストラット方向の両端で圧縮主ひずみが大きく現れても，圧壊に

よる強度低下は基本的に中央付近で先行して生じる。 

③ 偏心のない接合部でもこれと同様な傾向で、接合部中央での圧壊が先行する。 
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図 6.5.10 圧縮主ひずみ 2000μ以上の領域断面積の全対角断面積に対する割合 
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E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

   

   UNB（付着絶縁）       E15（偏心） 

 

図 6.5.11 最大耐力時の圧縮主ひずみコンター（対角断面） 

 

 

     
E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

     
UNB（付着絶縁）     E15_梁側面位置（偏心）     E15_梁心（偏心）  

 

図 6.5.12 最大耐力時の圧縮主ひずみコンター（垂直断面） 
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6.5.4 接合部コンクリートのひび割れ状況 

 

本節では、各試験体の接合部内部のひび割れ状況について、層間変形角 1/100 時および

最大耐力到達前の段階におけるクラックひずみ（第 4章参照）を用いて検討を行う。 

最大耐力到達直前段階は、6.5.1節の図 6.5.5および図 6.5.6で示した接合部中央付近コンク

リートの応力－ひずみ関係で，最初に最大応力点に達したとき（図中の点▲の層間変形角）

の層間変形角を用いる。図 6.5.13には R=1/100時、図 6.5.14には最大耐力到達直前の接合

部内部パネルにおけるひび割れを示す。偏心のない接合部の場合は接合部中央付近のパネ

ル、偏心接合部の場合は偏心側の梁心付近および非偏心側の梁側面位置のパネルとする。 

 

(1) 層間変形角 1/100 時（偏心無しの場合） 

図 6.5.13 に示すように、R=1/100 時にはいずれの試験体も接合部内部に斜めのせん断ひ

び割れが生じていることがわかる。偏心のない接合部では，いずれも接合部中央でひび割

れ面がパネルに直交しているため、線のように見える。また、6.5.1節のベクトル角度と同

様な傾向で、付着良好な接合部 E00、hoop0、hoop3のひび割れはほぼ同程度の向きで、概

ね対角方向を示していることがわかる。 

また、付着絶縁の UNBは、対角方向から水平方向に傾いていることがわかる。 

付着良好な接合部 E00、hoop0、hoop3は、いずれもパネルの全領域にわたってひび割れ

が発生している。またその中で，横補強筋のない hoop0の対角線方向におけるひび割れの

幅がもっとも大きく、補強筋を多量に配置した hoop3のひび割れ幅がもっとも小さくなっ

ているように見える。付着絶縁とした UNB は，ひび割れの発生が付着良好な場合よりか

なり遅れて、R=1/100時には微細なひび割れが接合部内部の一部の領域で生じるくらいで、

ストラット方向の両側の端部にはまだひび割れが生じていない。 

 

(2) 層間変形角 1/100 時（偏心の場合） 

偏心接合部の場合は，梁心付近の断面で対角方向のひび割れが生じている。ただし、第

5 章でも示したように，捩りモーメントによる影響によって、接合部周辺の斜めのせん断

ひび割れがパネルとの直角方向から傾いているため、楕円の形状となっている。 

非偏心側の梁側面位置のパネルでは，他の領域と違って、多くの要素のひび割れがパネ

ルに平行して生じている。また、このパネルでのひび割れ幅がもっとも大きくなっている。

このようなひび割れの発生について，次のように考えている。 

① 接合部には、梁からは梁端部の曲げ圧縮域からの圧縮力および鉄筋からの付着力が 
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作用され、接合部にせん断変形を与えようとする。梁幅が柱幅より狭い接合部の場合，せ

ん断変形は主に梁の部分、即ち梁幅内で生じ、また柱部分の協力幅にも一緒にせん断変形

をさせようとする。 

② このようになると、接合部内部の梁側面の境界では梁側面に平行するようなせん断応

力が生じている。梁側面境界上のコンクリートには，この梁側面に平行なせん断応力が累

加されるため、ひび割れはパネルとの直角方向から平行方向へ転じるような傾向を取り，

またひび割れ幅も増大される傾向になると考えられる。 

③ 梁心と柱心が偏心して接合することにより、非偏心側の梁側面から柱側面までの距離、

即ち非偏心側柱部分の協力幅が大きくなっている。従って，接合部の非偏心側協力幅内の

体積も増え，せん断剛性も大きくなる。 

④ せん断力が直接入力されない非偏心側の協力幅内でのせん断剛性が大きくなると，梁

側面の境界上に生じるせん断応力も増大していく。その結果、非偏心側の梁側面境界上で

は梁側面に平行するようなせん断ひび割れが生じやすくなる。 

⑤ また、梁側面に平行するせん断ひび割れが生じると，協力幅内コンクリートのせん断

ひび割れは回復されて閉じる方向に転じる。それと同時に、梁幅内では主にせん断力の負

担が増えることによって、梁幅内でのせん断変形の増大がさらに卓越して行く。このよう

になると、梁側面境界上でのせん断ひび割れがさらに大きく開くと考えられる。 

 

(3) 最大耐力到達直前 

図 6.5.14で示すように、接合部せん断変形が更に増大して、接合部内部で圧壊し始まる

せん断耐力の直前段階に達すると、固定ひび割れモデルを用いたため接合部のひび割れ方

向はほとんど変化せず、ひび割れ幅のみが増大している。圧壊し始まるこの段階において、

偏心のない接合部 E00、hoop0、hoop3は補強筋量の多少によらず、ほぼ同程度のひび割れ

幅となっている。付着絶縁の UNB は，パネル中央での狭い範囲で斜めせん断ひび割れが

生じているが、付着良好な場合よりは幅が若干小さくなっている。偏心接合部は，梁側面

境界上でのひび割れが梁心パネルより大きく現れている。このような最大耐力直前のひび

割れ発生状況は、次節で述べる有効圧縮強度に深くかかわる。 
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 E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

     
UNB（付着絶縁）     E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

図 6.5.13 R=1/100時のひび割れ発生状況 

 

 

     
 E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

     
UNB（付着絶縁）     E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

図 6.5.14 最大耐力到達直前のひび割れ発生状況 
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6.5.5 接合部コンクリートの有効圧縮強度 

 

(1) 本解析における有効圧縮強度の定義 

 

本解析における有効圧縮強度は，次式のように簡潔に表現できる。 

 

ccu FF ××= πλ                          （式 6.5.2） 

ここで、 

 uFc：有効圧縮強度 

 λ：ひび割れによる圧縮強度の低減係数 

 π：多軸応力状態による圧縮強度の増大係数（5パラメータの破壊曲面【6.13】より） 

 Fc：1軸圧縮強度 

 

(2) ひび割れによる圧縮強度低減 

 

コンクリートにひび割れが生じると、ひび割れの間に挟まれたコンクリートのひび割れ

面に平行する方向における圧縮強度は低下していく。本研究では、圧縮強度の低減係数に、

圧縮強度 24N/㎜ 2のコンクリートを用いた実験によりまとめられた野口・濱田式【6.18】を用

いることにした。野口・濱田式はひび割れ面と直交方向の平均引張ひずみの関数として次

式より表される。 

167.0

0

196.027.0

1

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛+

=

ε
ε

λ
u

               （式 6.5.3） 

ここで， 

 u1ε ：ひび割れ直交方向平均引張ひずみ 

 0ε ：一軸圧縮強度時ひずみ 

 

式 6.5.3 は図 6.5.15 のようになる。図からは、約 5000μまでは急に強度が低下するが、

その後は低下程度が緩やかになる傾向を示している。また、平均引張ひずみが 20000μ以

上になると、ひび割れがさらに大きく開いても強度低下はほぼ頭打ちになっていると考え

られる。 
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図 6.5.15 野口・濱田式【6.18】による圧縮強度低減 

 

 

(3) 多軸応力下でのコンクリートの圧縮強度 

 

コンクリートは多軸応力下に置かれると、（圧縮）破壊時の応力状態は 1軸時の強度と大

きく異なっている。たとえば、コンクリートの周辺に圧縮応力のみが作用する場合には、

破壊時の圧縮強度は 1軸圧縮強度をはるかに上回り、逆に、周辺に引張応力状態に置かれ

ている場合の圧縮強度は 1軸圧縮強度をはるかに下回る傾向となっている。このようなコ

ンクリートの多軸応力による圧縮強度の表現について、本解析ではWillam, Warnkeの 5パ

ラメータモデル【6.13】を用いた。 

本章の解析対象試験体は，直交梁・スラブは付かず、また構面での加力のみを行ってい

るため、構面外（構面と直交方向）の応力度は極めて小さい。偏心試験体の場合は，構面

外方向の応力として、捩りモーメントにより生じるせん断応力が考えられるが、これもせ

ん断力に生じる応力や軸力により生じる応力に比べてかなり小さい値と考えられる。その

ため、試験体の全領域において基本的に平面応力場であるとみなしてもよい。 

また、平面応力場での圧縮強度は、引張を受ける場合には圧縮強度が低下し、2 軸圧縮

応力状態の場合は 1軸圧縮強度の約 1.25倍の以下となる。 

柱梁接合部試験体において、最大耐力に近づくに伴い、部材内部には曲げひび割れやせ

ん断ひび割れが多く生じ、ほとんどの要素はひび割れた状態下に置かれている。6.5.4節の

ひび割れ図 6.5.14では、接合部の全領域にわたって斜めのせん断ひび割れが生じているこ

とが見られる。柱梁接合部内部では、ひび割れが生じていない場合には平面応力場である
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と考えられるが、一旦ひび割れが生じてしまうと、ひび割れ面に直角方向の引張応力は急

に低下して引張力の伝達を負担しなくなり、ひび割れ間のコンクリートは 1軸応力場に置

かれていると考えられる。 

ひび割れ間のコンクリートが 1軸応力場の状態下に置かれると、破壊基準は 1軸圧縮強

度となり、このときの有効圧縮強度はひび割れていない健全なコンクリートの 1軸圧縮強

度に，ひび割れによる圧縮強度低減を考慮した値となる。 

以上のことをまとめると、平面柱梁接合部は最大耐力に達する以前に斜めのせん断ひび

割れが接合部のほぼ全領域で生じ、そのため有効圧縮強度は，多軸応力状態の場合よりむ

しろ 1軸圧縮時の圧縮強度にひび割れによる強度低下を考慮したこととして考えうる。即

ち、接合部内部の圧縮強度は，多軸応力より 1軸応力状態に近く、また，ひび割れによる

強度低下が顕著に現れる。 

 

(4) 結果の考察 

 

接合部内部のコンクリートは、ひび割れの影響により圧縮強度が低下し、またそれによ

って内部コンクリートの圧壊が早まる、あるいは偏心接合部の場合は圧壊領域の形成部位

にも変化をもたらすと考えられる。図 6.5.16、図 6.5.17 にそれぞれ最大耐力到達直前およ

び最大耐力時の接合部内部垂直パネルにおける有効圧縮強度分布を示す。 

 

(4).1 最大耐力到達直前 

図 6.5.16の有効圧縮強度の分布からは，偏心のない接合部のいずれもパネル中央付近で

有効圧縮強度が 0.6Fc 程度となっていることがわかる。いずれも中央付近で圧縮強度の低

減がもっとも大きくなり、その周辺にいくほど低減程度は減少し、有効圧縮強度が大きく

現れる。また、有効圧縮強度が 0.75Fc以下の領域は偏心のない接合部において基本的に紡

錘状の形を成している。この紡錘状領域はいずれも対角方向を示し、圧縮主応力のベクト

ル（6.5.1節）やひび割れの角度（6.5.4節）の場合と同様に、付着絶縁の UNBの場合は水

平方向に傾いていることがわかる。また、6.5.3節の圧壊領域とほぼ同様な形状となってい

ることから、ひび割れによる圧縮強度の低下によって圧壊が卓越することと考えられる。 

また、付着良好な E00、hoop0、hoop3はストラットのせい方向においてかなり広い範囲

内で強度低下が生じているが、UNBの場合はかなり狭い範囲内に限っている。 

また、ストラット領域以外の領域、即ちトラス機構により応力が伝達されるトラス領域

での有効圧縮強度はほぼ 0.9Fc以上となっている。6.5.4節のひび割れ図 6.5.14では、パネ
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ルの全領域にわたってひび割れが生じているが、中央からトラス領域にいくほどひび割れ

幅が小さくなっている。それによって圧縮強度の低下もトラス領域で小さく現れると考え

られる。付着絶縁の UNB は鉄筋からの応力伝達がないため、トラス域コンクリートのひ

び割れ幅が極めて小さく、従って圧縮強度の低減はほとんど生じていない。 

偏心接合部の場合は、6.5.4節でも検討されたように、非偏心側の梁側面位置では梁側面

に平行するようなひび割れがもっとも大きく開き，それによって圧縮強度の低下も梁側面

位置のパネルでもっとも大きく現れている。また、6.5.4節の図 6.5.14に示す E15のひび割

れ分布状況とほぼ同様な傾向で、梁側面位置パネルのほぼ全領域で有効圧縮強度が 0.6Fc

程度となっている。梁心位置のパネル上ではこれと違って、パネル中央での圧縮強度の低

下が小さく現れる。 

 

(4).2 最大耐力時 

最大耐力直前を示す図 6.5.16と、最大耐力時の示す図 6.5.17の有効圧縮強度分布を比較

して見ると、偏心のない接合部ではいずれも有効圧縮強度には大きな変化がないように見

える。 

それに対して偏心接合部では，梁側面位置および梁心位置での圧縮強度がさらに低下し

ていることがわかる。このことから、偏心接合部では接合部の内部で圧壊が生じ始まると、

圧壊の進行度が著しく大きくなり、また圧壊領域の広がりも早まると考えられる。 
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E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）    hoop3（補強筋多） 

     
UNB（付着絶縁）    E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

図 6.5.16 最大耐力到達直前の有効圧縮強度 
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UNB（付着絶縁）    E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

図 6.5.17 最大耐力時の有効圧縮強度 
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6.5.6 垂直断面（パネル）でのストラット方向応力σaの分布 

 

6.5.3 節～5.6.5 節では、接合部内部での圧縮主ひずみ、ひび割れ発生状況、有効圧縮強

度について検討を行った。接合部のコンクリートは、変形を受けるとひび割れが生じたり、

そして圧縮強度が低下したり、圧壊が生じたりすることによって、コンクリート間での応

力伝達は弾性変形時とずいぶん異なると考えられる。 

6.5.1節では、接合部内部において、圧縮主応力により応力伝達を考察する場合、圧縮主

応力のベクトルが必ずしもストラット方向と一致しないため、応力の伝達方向を考慮する

必要性を示し、6.5.2節ではストラット方向応力の定義を行った。 

本節の垂直断面および次節からの対角断面上での応力ついて、ストラット方向応力σa

を定義により求め用い、それに関する検討を行う。図 6.5.18および図 6.5.19にそれぞれ層

間変形角 1/100時と最大耐力時のσaの分布を示す。 

 

(1) 層間変形角 1/100 時（図 6.5.18） 

R=1/100 時には，いずれの試験体も，接合部の対角方向を結ぶ対角線を中心に高応力度

の領域が形成されている。この高応力度領域、たとえば 0.27Fc以上の領域を圧縮ストラッ

ト領域として仮定すると、いずれの試験体でも，圧縮ストラットによって応力を伝達して

いることがわかる。 

また、圧縮ストラット領域は次のような特徴を共通していることがわかる。 

① 圧縮ストラットは，いずれもほぼ対角方向を指す 2本の平行線の間で伝達している。

ただし UNBの場合は，ストラット中央ほど狭くなるような，くびれが生じている。即ち、

UNB以外は，対角ストラットせいは対角方向上で変化がなく、ほぼ一定となっている。 

② いずれもストラット方向の両端部で，応力度がもっとも大きく現れている。 

③ ストラット中央部は，応力度が両端部より小さいかわりに、ストラット領域以外の

接合部領域では，0.07Fc～0.27Fc の応力が分布し、ストラット対角方向の中心線から遠く

なるほど応力度が次第に低下している。ただし、付着絶縁の UNB は、0.07Fc 以下の応力

をほとんど伝達しない領域の面積が、ほかの付着良好な接合部に比べて大きな割合を占め

ていることがわかる。0.27Fc以上の領域をストラット領域と仮定することに対して、0.27Fc

以下の領域をトラス領域と仮定することができ、この領域内ではトラス機構により応力が

伝達されると考えられる。当然ながら、トラス領域内での応力伝達は，主に主筋からの付

着力により伝わることと考えられる。 

応力度の高いストラット領域で圧壊が先行して生じることについて 6.5.3 節で既に検討
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されてきた。また、ストラット方向の両端で応力度がもっとも大きくなっているが、圧壊

による接合部の破壊は主にストラット中心付近で生じ、その原因としては，ストラット両

端では圧縮主ひずみが圧縮強度時ひずみを越えてひずみ軟化域に入っても，2 軸圧縮によ

る拘束効果によりひずみ軟化域での応力低下の勾配が緩やかであるため、一定の応力伝達

能力を保ち、また、圧縮ひずみの増大の早さも中央部に比べて比較的小さく、急に破壊す

ることはないと考えられる。一方、ストラット中央では、ひび割れによる強度低下が顕著

となり、それによって小さい応力度レベルでも圧壊が生じ、圧縮強度後の強度低下も急に

進むことにより、中央コンクリートの圧壊による接合部の破壊が卓越すると考えられる。 

また、付着良好な E00、hoop0、hoop3の応力分布形状は，ほぼ一致していることがわか

る。ここで｢ほぼ一致｣というのは、各試験体のストラットせいが等しい、ストラットコン

クリートでの応力分布が等しい、トラス領域が占める割合が等しい、トラス域での応力伝

達が等しいなどを示している。偏心接合部の梁心パネルでもストラットせいが若干小さく、

従ってトラス領域の割合が若干大きく現れる以外に、上述した｢ほぼ一致｣を共有している。 

このような，付着良好な接合部の応力分布と違って、付着絶縁の UNB は、ストラット

中央での応力度が低く、またストラットせいも小さくなっている。従って，トラス領域の

断面積の割合も大きくなっている。また，トラス域での応力勾配が急となり、応力をほと

んど伝達しないと考えられる 0.07 Fc以下の領域の面積の割合が大きくなっている。 

 

(2) 最大耐力時（図 6.5.19） 

最大耐力時になると、接合部内部には大きな変化が見られている。 

付着良好な E00、hoop0、hoop3では、トラス領域の応力度が，ストラット領域とほぼ同

様に高くなっているため、パネルのほぼ全域で高応力度の状態となっている。また、パネ

ル中央の応力度がその周辺より小さくなっていることがわかる。このことは、ストラット

中央で圧壊が生じることにより応力度が低下し、またストラット領域での応力伝達能力が

低下していることを意味する。それによって，トラス域では応力度が高くなり、応力伝達

の負担が増えていると考えられる。 

付着絶縁の UNB は付着良好な場合と同様に、ストラット中央で圧壊が生じている。

R=1/100 時よりは、より広い範囲を持って応力を伝達しているが、ほとんど応力を伝達し

ない 0.07 Fc以下の領域は R=100時とほぼ変わりがなく、依然として大きな面積を占めて

いる。 

このことは、付着劣化が著しい場合、UNBのように圧縮ストラットコンクリートの圧壊

により最大耐力に達し、また最大耐力時にはストラット領域以外の領域で応力を伝達しな
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い、ひび割れによる損傷が少ない領域が存在することを意味する。 

それに対して付着良好な場合は、ストラットコンクリートが圧壊し始まると、ストラッ

ト領域での応力伝達能力が低下し、それによってトラス領域でのトラス機構による応力伝

達の負担が増え、パネルのほぼ全領域にわたって応力を伝達することになり、接合部内コ

ンクリートを有効に利用することによって，付着劣化の場合により耐力が大きくなると考

えられる。 

ただし、付着良好は付着絶縁より、ひび割れが広範囲にわたって生じ、またひび割れ幅

もストラット内部およびトラス領域で大きく開いていることから、有効圧縮強度も著しく

低下し、それによって応力伝達能力が低下するような，負の面も持っている。 

偏心接合部では、ひび割れ幅がもっとも大きくなった梁側面位置パネルでのストラット

コンクリートの破壊により最大耐力に達している。 
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E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

     
UNB（付着絶縁）  E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

 図 6.5.18 R＝1/100時のストラット方向応力σaの分布 

 

 

     

E00（付着良好）     hoop0（補強筋無）     hoop3（補強筋多） 

     

UNB（付着絶縁）    E15_梁側面位置（偏心）  E15_梁心（偏心） 

図 6.5.19 最大耐力時のストラット方向応力σaの分布 

2/3  ×Fc
3/5
0.53

0.27
1/5
0.13
0.07
0

0.47
2/5
1/3 

付着良好な場合、ほぼ同程度の 

圧縮ストラットによる応力伝達 

付着絶縁の場合、 

ストラットせいが小さい 

トラス域で応力が伝達しない 

いずれも圧壊により 

ストラット中央での 

応力度が低下 

付着良好はほぼ全域で 

高応力度で応力を伝達 

未だに応力を 

伝達しない領域が存在 

変
形
の
増
大
と
伴
い
、
① 

ス
ト
ラ
ッ
ト
中
央
で
の
圧
壊
に
よ
り
、  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 

ト
ラ
ス
域
で
の
応
力
伝
達
負
担
分
が
増
え
、
ほ
ぼ
全
域
で
高
応
力
度
の
伝
達 



第６章 RC造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 

- 214 - 

6.5.7 対角断面でのストラット方向圧縮応力σaの分布 

 

(1) 層間変形角 1/400 時 

 

層間変形角 1/400時は，いずれの試験体も層せん断力が最大層せん断力の約 1/3～1/2の

範囲内に留まり，接合部内部ではひび割れが発生し始まる段階である。そのため，R=1/400

時の柱梁接合部は，まだ弾性変形の範囲に留まっていると考えられる。 

図6.5.20には，対角断面での応力分布を3次元グラフにより示す。図6.5.21および図6.5.22

には，ストラットせい方向およびストラット幅方向におけるσaとσaの合力を求めて示す。

応力は断面中央を通る線上の分布を示す。 

 

(1).1 ストラットせい方向での分布 

図 6.5.20からは，いずれの試験体も，断面の中央で応力度がもっとも高くなっているこ

とがわかる。図 6.5.21に示す断面の中央におけるせい方向の応力と，せい方向の合力分布

からも，いずれの試験体においても断面の中央ほど応力が高く現れる。また，せい方向の

両端部においては，σaが引張応力として現れている。 

せい方向の両端部というのは，柱および梁の引張域に面する接合部隅角部の断面を示し

ており，この領域内のストラット方向応力が引張応力として現れていることから，この領

域で引張主応力がもっとも大きく現れると考える。従って，この領域からひび割れが先行

して生じると考えられる。第 5 章のひび割れ状況では，R=1/400 時に梁引張域に面する接

合部の隅角部から斜めひび割れが発生し始まることについて示したが，以上で述べたよう

に，ストラットせい方向の端部で載荷の初期段階に引張応力として現れることにその原因

があると考えられる。 

層間変形の小さい R=1/400 時にストラットせいの端部で引張応力として現れることは，

柱および梁の引張域のコンクリートで曲げひび割れが生じたとしても，テンションスティ

フニング効果により，ひび割れ幅が小さい内に引張応力がまだ残存し、したがって接合部

ではその周辺の柱および梁の引張域のコンクリートから引張力を受け，引張応力として現

れると考えられる。 

また，R=1/400 時のような弾性変形の範囲においては，対角断面のせい方向上における

応力分布は，付着劣化の程度や横補強筋量，偏心の有無にかかわらず，応力および合力分

布はほぼ同様な形状となっていることがわかる。 
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(1).2 幅方向分布 

偏心のない試験体では、付着劣化の有無，横補強筋量の多少によらずにいずれも幅方向

において応力度および合力がほぼ均一に分布している。これは，偏心のない柱梁接合部で

は，ひび割れが生じていない弾性変形時には接合部の全幅にわたってほぼ同程度に応力を

伝達していることを示す。また，梁幅が柱幅より狭い柱梁接合部においても，弾性変形時

には柱の全幅にわたってほぼ同様なせん断挙動を呈していると考えられる。 

偏心接合部の場合は図 6.5.22に示すように，応力度および合力が偏心側でもっとも大き

く，非偏心側でもっとも小さくなっており，また偏心側から非偏心側に行くほど応力度が

ほぼ直線的な勾配で低下することがわかる。このような，偏心接合部の幅方向における応

力変化は，捩りモーメントの作用により生じる捩り応力が，せん断力入力により生じるせ

ん断応力に累加されることによって生じた結果であると考えられる。 

表 6.5.1には，偏心無しの E00および偏心ありの E15の応力・合力の平均値，および E15

の内部と外面における応力・合力の値を示す。E00と E15の応力・合力の平均値はそれぞ

れほぼ一致していることから，偏心の有無に関係なく，接合部の全対角断面上におけるせ

ん断力伝達能力は，弾性変形時にはほぼ同様であることが考えられる。また，E15 では偏

心面，非偏心面と中央点との応力差がそれぞれ 2.19 N/㎜ 2と-2.22 N/㎜ 2として，応力差の

大きさがほぼ同程度となっている。また合力もその差が 11.4 KN/㎝と-12.0 KN/㎝としてほ

ぼ一致している。 

 

 

表 6.5.1 E15の内部および外面の応力・合力の差 

E00 E15  

外面 中央点 偏心側 

外面 

中央点 非偏心側 

外面 

N/㎜ 2   6.19 3.98 1.78 

平均 4.06 4.00 

応力 

平均との差   2.19 -0.02 -2.22 

KN/㎝   32.8 22.8 9.45 

平均 21.4 21.4 

合力 

平均との差   11.4 1.4 -12.0 
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(1).3 まとめ 

以上のストラットのせい方向，幅方向における応力および合力分布に関する検討より，

偏心のない場合は，付着劣化の有無，横補強筋の有無によらず，接合部内部の応力分布は

ほぼ同程度として現れることから，弾性変形時にはほぼ同程度の応力伝達機構を形成して

いると考えられる。また，柱幅と梁幅が異なっても柱の全幅にわたって同程度の応力を伝

達し，ほぼ同程度のせん断挙動を呈すると考えられる。 

偏心接合部の場合は，幅方向上において偏心側から非偏心側へほぼ直線的な勾配で応力

度が低下していることが確認され，これは，捩りモーメントの作用による捩り応力が，せ

ん断力入力により生じるせん断応力に累加されることによって生じる結果であると考えら

れる。 

 



第６章 RC造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 
 

- 217 - 

-2

-1

0

1

2

3

4

5

1/400
4 -5 

3 -4 

2 -3 

1 -2 

0 -1 

-1 -0 

-2 --1 

0

1

1

2

2

3

3

4

4

1/400
4 -4 

3 -4 
3 -3 

2 -3 

2 -2 
1 -2 

1 -1 
0 -1 

 

E00（標準）          UNB（付着絶縁） 

-2

-1

0

1

2

3

4

5

1/400
4 -5 

3 -4 

2 -3 

1 -2 

0 -1 

-1 -0 

-2 --1 

-2

-1

0

1

2

3

4

5

1/400
4 -5 

3 -4 

2 -3 

1 -2 

0 -1 

-1 -0 

-2 --1 

 

Hoop0（横補強筋ゼロ）      hoop3（横補強筋多） 

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

1/400
6 -7 
5 -6 
4 -5 
3 -4 
2 -3 
1 -2 
0 -1 
-1 -0 
-2 --1 

E15（偏心）   

図 6.5.20 対角断面でのσa分布 

（R=1/400時） 

せい 幅 

偏心のない場合は、 

いずれもほぼ同程度の応力分布形状となる。 

 

偏心接合部は、 

偏心側ほど応力度が高く、集中している。 

縦軸単位：N/㎜ 2
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図 6.5.21 ストラットせい方向におけるσaおよびσa合力の分布（R=1/400時） 

1/400 時のせい方向では、いずれも中央ほど応力度が高く、 

梁心パネルでは付着性状、補強筋量、偏心有無の影響が見られない。 
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図 6.5.22 ストラット幅方向におけるσaおよびσa合力の分布（R=1/400時） 

幅方向では、偏心無しは、弾性範囲内では全幅内でほぼ均一に応力を伝達し、 

         偏心有りは、捩りモーメントにより、偏心側から非偏心側へ直線勾配で応力が低下する。 
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(2) 層間変形角 1/100 時 

 

層間変形角 1/100 時には、層せん断力が最大層せん断力の 0.74～0.84 までに達し，最大

耐力の直前段階におかれていると考えられる。ひび割れは 6.5.4 節の図 6.5.13 で示すよう

に，付着良好な E00、hoop0、hoop3、E15 においては接合部内部のほぼ全域にわたって生

じている。付着絶縁の UNB は、接合部内部の一部の領域ではまだひび割れが生じなく、

生じたとしてもひび割れ幅はまだ小さい範囲内に留まっている。 

図6.5.24には，対角断面での応力分布を3次元グラフにより示す。図6.5.25および図6.5.26

には，ストラットせい方向およびストラット幅方向におけるσaとσaの合力を求めて示す。

応力は断面中央を通る線上の分布を示す。 

 

(2).1 せい方向分布 

ストラットせいの方向においては、層間変形角の増大に伴い接合部へのせん断力入力が

増加し、接合部内部の応力度も増大していく。そこで，層間変形角 1/100 時と 1/400 時の

応力および合力の差をそれぞれ求めて図 6.5.23に示す。図では，接合部の中央ほど応力・

合力の増加がもっとも大きくなっている。また，中央からストラットせいのおおよそ 0.3

倍の位置までは，応力および合力増加程度が急な勾配で減少しているが、0.3 倍の位置を

越えると，応力および合力の増加程度はほぼ一定で，中央に比べてかなり小さい増加量と

なっている。この中央からストラットせいの 0.3 倍の範囲を，ここでは変化点として定義

する。 

また、変化点と変化点の間をここではストラット域と仮定し、変化点から外側の間をト

ラス域と仮定する。このような仮定に基づいて図 6.5.23の応力・合力の変化を見ると、最

大耐力に達する以前までは、せん断力入力の増加に伴い，圧縮ストラット域内での応力お

よび合力の増加が顕著に現れ，ストラット機構による応力伝達の負担が増えていることが

考えられる。またトラス域では，合力増加の値が-6～16KN/㎝として、ストラット域での

値 14～31 KN/㎝に比べて小さくなっている。 

R=1/100時のせい方向における応力・合力分布は、1/400時と同様に中央において応力度

がもっとも高く現れる。ただし、上述したように，ストラット域での応力・合力の増加量

がトラス域より大きいため、R=1/100 時は R=1/400 時の放物線の形状より，中央部がさら

に凸起していることがわかる。 
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図 6.5.23 R=1/100時と R＝1/400時の応力および合力の差 

 

横補強筋多少の hoop3と hoop0の間、偏心有無の E00と E15の間は、応力・合力の分布

は依然として大きな違いがなく、ほぼ同様な形状となっている。それに対して、付着絶縁

UNBはトラス域で応力がほぼゼロとなっている。合力の分布も応力の分布とその形状がほ

ぼ同様となっていることから，付着を絶縁とした場合はトラス域での応力伝達がほぼゼロ

として考えられる。 

 

(2).3 幅方向分布 

R=1/100時になると、UNB以外のすべての接合部では、幅方向における応力・合力の分

布は弾性変形時の均一分布形状と大きく変わっている。偏心がなく，また付着良好な E00，

hoop0、hoop3の場合，梁幅内では応力度の差が小さく現れ，応力がほぼ均一に分布してい

るとみなすことができる。また，梁幅内と梁幅外の柱部分（協力幅）では梁幅内より応力

度がずいぶん低く現れていることがわかる。合力も中央ほど大きく現れ，中央で凸起した

形状となっている。このような分布形状は，R=1/400 時の幅方向における均一な分布形状

と異なる。 

付着絶縁の UNBは，応力および合力の分布形状が R=1/400時とそれほど変わりがなく、

ほぼ均一に分布しているように見えるが、これは接合部内部のひび割れ幅が小さく、まだ

弾性変形の範囲内に留まっているためであると考えられる。 

また，横補強筋有無の比較図では、協力幅においで hoop0と hoop3の応力には差が見ら

れないが、合力は横補強筋がないほうが小さくなっている。このことから、横補強筋の接

合部に及ぼす影響は、接合部の内部では少なく、補強筋から近い領域で大きく現れると考

えられる。特に本章の試験体のように梁幅が柱幅より狭い場合は，主に協力幅に及ぼす影

1/400→1/100 時、中央ほど応力増加が大きいく、 

ストラット機構による応力伝達の負担が増える。 
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響が大きく現れ、横補強筋が少ないほど、協力幅内での応力伝達能力が低下し、それによ

って協力幅での負担せん断力も小さくなると考えられる。 

偏心接合部 E15の場合は、非偏心側の梁側面から偏心側の外面にわたって，応力度が高

い値として集中して分布している。また偏心側と梁幅内では応力度が概ね一様に分布して

いると考えられる。非偏心側の協力幅内では、非偏心側の梁側面から応力度が急な勾配で

低下し、非偏心側協力幅の約 1/2より外側の領域ではほぼゼロとなっていることがわかる。

また、合力も応力分布形状と類似して、偏心側ほど大きくなり、非偏心側では合力がゼロ

に近い領域が存在する。 

これらのことから、偏心接合部では，偏心側および梁幅内では応力伝達が卓越している

が、非偏心側では梁側面から応力が急に低下し，また応力を伝達しない領域が存在してい

ることがわかる。 
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図 6.5.24 対角断面でのσa分布

（R=1/100時）

せい 幅 

付着良好は、 

いずれも断面中央ほど応力が高くなるような 

分布形状となる。 

 

付着絶縁は幅方向で、 

R=1/400 時と、ほぼ変わらない分布形状である。 

 

偏心接合部は、 

梁幅内でほぼ均一の高応力度で、梁側面から 

非偏心側へ急な勾配で応力が低下する。 

縦軸単位：N/㎜ 2
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図 6.5.25 ストラットせい方向におけるσaおよびσa合力の分布（R=1/100） 

1/100 時のせい方向では、補強筋量、偏心有無の影響がまだ見られない。 

付着絶縁のトラス域では応力をほとんど伝達しない。 
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図 6.5.26 ストラット幅方向におけるσaおよびσa合力の分布（R=1/100） 

幅方向では、① 付着絶縁は未だに弾性範囲内に留まっていると考えられる。② 補強筋多の補強筋

に近い領域での合力が大きくなる。③ 偏心接合部の偏心側での応力伝達が卓越する。 

付着絶縁は、 

R=1/400 時と分布形状がほとんど変わらない。 

補強筋の影響が接合部の中央には小さく、 

補強筋に近い領域に大きく影響する。 

偏心側の梁幅内で応力伝達が卓越し、非偏心側には応力をほぼ伝達しない領域が存在する。 
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(3) 最大層せん断力時 

 

最大層せん断力時の層間変形角は 1/63～1/50（0.016～0.02）として比較的大きな変形と

なっている。いずれの試験体においても接合部の中央では既に圧壊が生じ（6.5.3 節の図

6.5.11）、ひび割れはストラットコンクリートで大きく開き、ストラット中央でひび割れ幅

がもっとも大きい（6.5.4 節の図 6.5.14）。この時点では、接合部内部の応力伝達にさまざ

まな変化が生じている。 

図6.5.28には，対角断面での応力分布を3次元グラフにより示す。図6.5.29および図6.5.30

には，ストラットせい方向およびストラット幅方向におけるσaとσaの合力を求めて示す。

応力は断面中央を通る線上の分布を示す。 

図 6.5.28に示す 3次元による応力分布を見ると、偏心のない接合部はいずれも断面の中

央で応力度が周辺より小さく現れ、窪みが生じていることがわかる。 

 

(3).1 せい方向分布 

層間変形角 1/100 時の検討では、層間変形の増加に伴い、接合部の内部では主にストラ

ット域（本節(2)項での仮定により）内で、中央ほど応力および圧縮力の伝達が大きく増大

していることがわかった。R=1/100からは，ストラット域での応力の増加は緩やかになり、

最大耐力に近づくに伴って，中央では応力－ひずみ関係がひずみ軟化域に入ることにより、

応力度が低下する。 

図 6.5.27には最大耐力時と R=1/100時の応力および合力の差をそれぞれ求めて示す。す

べての試験体において，中央（E15 は梁心）では応力度の増加が鈍くなる（UNB、E15）

か、あるいは減少している（E00、hoop0、hoop3）ことがわかる。偏心のない場合、付着

良好な試験体 E00、hoop0、hoop3で応力が低下していることは、鉄筋からの付着力により

接合部の内部でひび割れの発生や拡幅が著しく生じるため、ひび割れによる圧縮強度の低

減によりストラットコンクリートの有効圧縮強度が著しく低下し、それによって，コンク

リートの圧壊が早い内に先行して生じるためと考えられる。 

いずれにしても，すべての試験体において接合部中央で圧壊が生じ、応力度が低下して

いる。合力も中央での応力の低下により，付着絶縁の UNB 以外の接合部では中央での圧

縮力伝達の増加が鈍くなっている。 

このように，接合部中央コンクリートでは圧壊による応力の低下により、図 6.5.29に示

すσa の分布のように，最大耐力時の偏心のない試験体では，中央付近で応力度がその周

辺より低くなっていることがわかる。 
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図 6.5.27 最大耐力時と R＝1/100時の応力および合力の差 

 

付着良好な E00は，ストラット内部の高応力度点からトラス域へ応力がほぼ直線的な勾

配で低下し、トラス域でも応力の伝達を負担していることがわかる。また，付着を良好と

した試験体 hoop0、hoop3、E15もこれと同様な傾向となっている。 

付着絶縁の UNB は，ストラットコンクリートの中央付近では付着良好な E00 とほぼ同

程度の応力度となっているが、トラス域へ向かって応力度が急な勾配で低下し、トラス域

内では応力がゼロとなっている。また、合力もトラス域でゼロとして現れていることから、

最大耐力時においては，トラス域では応力の伝達が生じず、ストラットコンクリートのみ

で応力を伝達していると考えられる。 

また，合力はいずれの試験体も中央ほど大きく現れ、中央で圧壊が先行して生じても依

然としてストラット域での圧縮力の伝達が大きく、主役を果たしていると考えられる。 

 

(3).2 幅方向分布 

接合部中央コンクリートの圧壊により、接合部中央での応力がその周辺より小さくなっ

ていることが，図 6.5.30に示す幅方向でのσaの分布からもわかる。 

偏心のない場合は，いずれも梁幅内での応力度が，協力幅での応力度より高く現れてい

る。応力分布では，付着劣化有無の E00と UNB、横補強筋有無の hoop0、hoop3はほぼ同

程度となっているが，合力分布では次のような違いが見られている。 

① 合力分布では、付着絶縁の UNB と付着良好な E00 は幅方向の両端ではほぼ一致する

が、中央では E00の圧縮力伝達が大きくなっている。 

② 補強筋有無の hoop0および hoop3は，中央付近ではほぼ一致しているが、協力幅の領

域へいくほど，合力の差が大きく開いている。これは R=1/100 時と同様な傾向であって、

1/100→最大耐力時、付着良好は中央ほど応力の増加が鈍く、 

トラス機構による応力伝達の負担が増える。 
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横補強筋の影響は，接合部の内部へ行くほど薄く現れているが、横補強筋に近づくほど合

力の増大が顕著となり，主に協力幅内の応力分布に大きく影響すると考えられる。 

 

偏心有りの E15では、R=1/100時とほぼ同様な傾向で、依然として偏心側と梁幅内で応

力度が高くなっている。ただし、非偏心側の梁側面位置での応力度がその周辺より低く現

れているが、これはこの部分でひび割れ幅が最も大きくなり（6.5.4 節の図 6.5.14）、また

圧壊も集中して生じている（6.5.3節の図 6.5.11）ためと考えられる。 

また、非偏心側では応力度がゼロとなる領域、即ち応力を伝達しない領域が，柱幅の約

30％を占めていることがわかる。合力の分布も応力とほぼ同様な傾向で、偏心側ほどせん

断力の伝達が大きく、また非偏心側ほど小さくなっている。 
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図 6.5.28 対角断面でのσa分布

（最大耐力時）

いずれも、接合部内部で圧壊が生じることにより、 

応力度が周辺より低く現れる。 

圧壊による応力低下 

せい 幅 

縦軸単位：N/㎜ 2



第６章 RC造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 

- 230 - 

合力（せい）

-20

0

20

40

60

80

100

120

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a合
力
（
K
N
/
㎝
）

E00σn    1/56 
E00UNBσn    1/50 

応力（せい）

-5

0

5

10

15

20

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a（
N
/
m
m
2
）

E00σn 0            1/56 
E00UNBσn 0            1/50 

 
a 付着劣化有無の比較（E00，UNB） 

 

 

合力（せい）

0

20

40

60

80

100

120

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a合
力
（
K
N
/
㎝
）

hoop0σn    1/63 
hoop3σn    1/54 

応力（せい）

-5

0

5

10

15

20

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a（
N
/
m
m
2
）

hoop0σn 0            1/63 
hoop3σn 0            1/54 

 
b 補強筋有無の比較（hoop0，hoop3） 

 

合力（せい）

0

20

40

60

80

100

120

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a合
力
（
K
N
/
㎝
）

E00σn    1/56 
E15σn    1/58 

応力（せい）

-5

0

5

10

15

20

25

30

-51 0 51

ストラットせい方向（対角断面，㎝）

σ
a（
N
/
m
m
2
）

E00σn 0            1/56 
E15σn -15            1/58 

 
c 偏心有無の比較（E00，E15） 

 

σa合力分布               σa分布 

 

図 6.5.29 ストラットせい方向におけるσaおよびσa合力の分布（最大耐力時） 

最大耐力時のせい方向では、付着絶縁のトラス域での応力の伝達が生じなく、圧

縮ストラットのみによる応力伝達が明確に現れる。 

合力がゼロ                                    応力もゼロ 
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図 6.5.30 ストラット幅方向におけるσaおよびσa合力の分布（最大耐力時） 

幅方向では、補強筋多少の影響は、R=1/400 時と同様で、 

接合部内部へいくほどその影響が薄く、補強筋に近いほど補強筋多の合力の上昇が顕著となる。 

補強筋に近いほど、 

補強筋多の合力が大きくなる。 

中央ほど補強筋多少に関わら

ず、合力がほぼ等しくなる。 
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(4) 最大耐力後 

 

接合部の中央では既に最大耐力以前に圧壊が始まり、最大耐力時の変形を超えると、接

合部の中央から始まった圧壊が急にその周辺に広がる。圧壊域が拡大することにより、接

合部内部でのせん断力伝達能力が低下し、層せん断力が低下していく。 

図 6.5.31には，対角断面での応力コンター（色レベル）を示す。図 6.5.32および図 6.5.33

には，ストラットせい方向およびストラット幅方向におけるσaとσaの合力を求めて示す。

応力は断面中央を通る線上の分布を示す。 

 

(4).1 せい方向分布 

接合部中央部コンクリートの圧壊が始まると、その周辺コンクリートの応力伝達負担が

増え、応力度が高くなる。この応力度の高い部分は最大耐力後に環状の形状としてその形

がはっきりと現れる。環状の内部はコンクリートが圧壊されることにより、応力度が低く

現れが、環状の外部はその内部と違って、圧縮ひずみが圧縮強度時のひずみを超えていな

いことにより低い応力度として現れる（火山口のような形）。 

最大耐力後には、変形の増大とともに層せん断力は低下していくと同時に、接合部の内

部では圧壊域がその周辺へ拡大していく。ストラット域（本節(2)項での仮定により）コン

クリートの圧壊に伴い、ストラットコンクリートによる圧縮応力の伝達能力が低下し、そ

れに代替してトラスコンクリートの圧縮応力伝達の負担が増えていく。即ち、最大耐力以

前は主にストラット機構によってせん断力を伝達しているが、最大耐力に近づくに従って

トラス機構によるせん断伝達の負担分が増え、最大耐力を超えるとほぼ全断面にわたるせ

ん断力を伝達している。ただし、最大耐力以後には接合部内部コンクリートの圧壊が急に

進むことによってせん断力伝達能力の低下が顕著となり、従って層せん断耐力の低下も著

しく現れる。 

特に、付着を良好とした偏心のない接合部（E00、hoop0、hoop3）では，トラス域での

せん断力の負担量が多く増加され、層間変形角 1/40時になると，ストラット域でのせん断

力負担量との差が小さくなっている。 

それに対して、付着絶縁とした UNB は，トラス域コンクリートでも最大耐力後にはせ

ん断力伝達を負担しているが、R=1/40時にはまだ圧縮ストラットによるせん断力伝達負担

量が多くなっていることがわかる。 
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 (4).2 幅方向分布 

偏心のない場合、最大耐力後に接合部中央付近コンクリートの圧壊がその周辺に拡大す

ることにより、梁幅域外の柱協力幅での応力度が高くなり、せん断力伝達負担分が多くな

っている。 

偏心接合部では、偏心側での協力幅と梁幅で先行した圧壊領域が，非偏心側の方向へ拡

大し、非偏心側協力幅内での応力伝達負担が増加していることがわかる。 
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E00（標準）            UNB（付着絶縁） 

 

  
hoop0（横補強筋ゼロ）        hoop3（横補強筋多） 

 

 
E15（偏心） 

 

図 6.5.31 対角断面でのσa分布（最大耐力以後） 
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梁

いずれも圧壊領域の拡大により、 

ストラット領域での応力伝達能力が 

低下し、トラス領域での負担が 

増えるものの、耐力低下が著しい。 

非偏心側では、 

未だに圧壊が生じていない。 
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図 6.5.32 ストラットせい方向におけるσaおよびσa合力の分布（最大耐力以後） 

最大耐力後に、トラス域でもせん断力を伝達するようになっているが、まだ圧縮ストラット

による応力伝達が主役を果たす。 

付着絶縁は、トラス域でも応力を伝達 
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図 6.5.33 ストラット幅方向におけるσaおよびσa合力の分布（最大耐力以後） 

偏心接合部の非偏心側での応力伝達負担が増加している。 

偏心接合部の非偏心側での合力が増加し、

応力伝達の負担が増える。 
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6.6 最大耐力時のストラット方向圧縮応力σaの分布特徴に関する検討 

 

6.6.1 はじめに 

 

最大耐力時において、接合部の対角断面上でストラット方向応力が偏心のない試験体で

は断面の中央ほど高く現れることが 6.5 節で明らかにされた。従って、中央部コンクリー

トが先に圧壊し始め、圧壊領域が一定の範囲に拡大すると内部応力の合力が最大となり、

それにつりあって接合部のせん断力も最大になると考えられる。 

本節では，接合部対角断面でのストラット方向応力について定量的分析を行い、内部応

力状態とせん断強度との関係について検討を行う。 

 

(1) 領域の区画方法 

図 6.6.1 に各試験体の最大層せん断力時における接合部対角断面でのストラット方向応

力σaの分布を示す。σaの応力分布形状から接合部せん断伝達の特徴を見出すため、せん

断伝達が卓越すると考えられる領域を区画し、その領域の断面特性やせん断力伝達につい

て検討を行う。本節では、領域の区画には応力度を基準にする方法と、一定面積の領域を

基準にする方法，さらに付着絶縁の有効応力伝達領域を基準にする三つの手法により検討

を行う。 
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図 6.6.1 最大耐力時のストラット方向応力σaの分布 
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――（青）：基準応力 0.12 Fc の領域、 

――（赤）：基準応力 0.40 Fc の領域、 

矩形断面 ：0.12 Fc と同面積の等価矩形断面 

円：面積比 0.19 の領域 
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6.6.2 各基準より区画された領域でのσaの検討 

 

(1) 基準応力による方法 

 

接合部中央コンクリートの有効圧縮強度 uFcが概ね 0.6 Fc となり、また、最大耐力時に

おける対角断面での最大応力度も 0.6 Fc に近い値となっている。本節では応力度 0.12 Fc

～0.4 Fc（1/5 uFc～2/3 uFc）間の応力を基準応力とし、基準応力より応力度が大きい領域（以

下、基準応力領域と略称）での断面特性やせん断伝達について検討を行う。図 6.6.1 には

基準応力 0.12 Fcと 0.4 Fcの領域を例として示す。 

 

(1).1 領域面積 

各基準応力領域の面積と対角断面の全断面積との比を求めて図 6.6.2 に示す。また、基

準応力領域でのストラット方向応力の合力を、E00 の全断面における合力により標準化し

たものを図 6.6.3に，各自の全断面の合力により標準化したものを図 6.6.4に示す。 

図 6.6.2では、基準応力が小さい場合は領域面積が試験体ごとに大きく異なっているが、

基準応力が大きくなるに伴い各試験体間の面積の差が小さくなり、ほぼ一定の値に収束し

ていることがわかる。基準応力 0.12 Fc領域の断面積は 0.38～0.66、基準応力 0.4 Fc領域の

断面積は 0.15～0.19の範囲内となっている。ここで、基準応力 0.12 Fc、0.25 Fc、0.35 Fc、

0.4 Fcについて、試験体ごとに展開して図 6.6.5に示す（以下、図中の棒グラフは層せん断

耐力を示す）。 

図 6.6.5からは、基準応力 0.12 Fcの場合、E00の面積は全断面積の 60％を占めている。

付着絶縁の UNBの面積はもっとも小さく現れ 38％となっている。横補強筋無の hoop0も

44％として E00より小さくなっており、横補強筋多の hoop3は 66％としてもっとも大きく

なっている。これらのことから、有効圧縮強度の 2割以上（0.12 Fc）の応力を伝達する領

域を、応力が有効に伝達する領域として仮定する場合、その領域の断面積は、標準試験体

E00 では対角断面の約 6 割程度を占めているが、付着劣化が進むなるあるいは横補強筋量

が少なくなるとその面積は低下すると考えられる。また、偏心接合部の E15、E25では 0.12 

Fc 領域面積がそれぞれ 50％と 40％になり、これは偏心するほど有効に応力を伝達する領

域の面積が減少することを示す。 

このように基準応力 0.12 Fc 領域では各試験体のパラメータによるせん断耐力の違いが

領域の断面積に現れている。即ち、各試験体の 0.12 Fc 領域面積の違いは、最大層せん断

力とほぼ同様な傾向で現れていることが考察される。また基準応力 0.25 Fc、0.35 Fc、0.4 Fc
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のように、高応力度になるほど各試験体間の領域面積の差が小さくなり、また一定の値に

収束する傾向となっていることから、高応力度になるほど領域面積と最大層せん断耐力と

の相関関係が見られなくなることがわかる。 

 

(1).2 領域内合力 

図 6.6.3 示す領域内ストラット合力からは、領域面積と同様な傾向で基準応力の小さい

範囲では試験体によってストラット合力が大きく異なり、基準応力が大きくなるほどスト

ラット合力は一定の値に収束していることがわかる。 

図 6.6.6には基準応力 0.12 Fc、0.25 Fc、0.35 Fc、0.4 Fcの場合を試験体ごとに展開して

示しているが，基準応力 0.12 Fc 領域合力は全断面合力と同様に試験体によるせん断耐力

の違いを表している。これは基準応力 0.12 Fc の断面積の場合とほぼ同様な傾向となって

いる。0.25 Fc、0.35 Fc、0.4 Fcのように高応力度の領域を取るほど、ストラット合力は試

験体による差が小さくなり、これも領域面積と同様な傾向を示していることがわかる。 

基準応力 0.4 Fc（2/3 uFc）の場合には、各試験体のストラット合力は E00の全断面合力

の約 33％～38％の範囲内に収まり、ほぼ一定の値となっている。 

 

(1).3 領域内平均応力度 

図 6.6.7 には各基準応力領域でのストラット方向応力の平均値を示す。全断面での平均

応力度は E00では 0.24 Fc、他の試験体は 0.18 Fc～0.28 Fcの間にある。また、基準応力 0.35 

Fc，0.4 Fcでは各試験体間の平均応力度の差が小さいことから、0.35 Fc以上の高応力度領

域内では試験体によらずほぼ同程度の応力状態になっていると考えられる。 

即ち，基準応力が高くなるほど、各試験体の平均応力度の差が小さくなり、領域内応力

状態はほぼ同程度となっている。いずれの試験体も、基準応力 0.4 Fc領域では平均応力度

が約 0.5 Fcとなっている。 

 

(1).4 領域内で伝達される合力の割合 

図 6.6.4 に示す全断面での合力に対する各領域内合力の割合は、いずれの基準応力レベ

ルでも試験体による差が小さく現れている。基準応力 0.12 Fc領域では 7割～8割り程度の

合力を伝達し、基準応力 0.4 Fcの領域では 4割程度の合力を伝達していることがわかる。 
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図 6.6.2 基準応力領域の面積    図 6.6.3 領域内合力の E00に対する比 
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図 6.6.4 領域内合力の全断面合力に対する割合 図 6.6.5 領域面積の試験体による展開 
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図 6.6.6 領域合力の試験体による展開     図 6.6.7 領域内平均応力度 
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(2) 一定面積による方法 

 

ここでは，対角断面上で一定面積の領域を取り、その領域での応力伝達について検討を

行う。 

図 6.6.1 では偏心のない試験体において基準応力 0.4 Fc の領域が楕円に近い形状になっ

ていることがわかる。特に，付着絶縁の UNB では長軸と短軸がほぼ同程度で、円のよう

に見える。そこで便以上のことから、偏心のない接合部については断面中心から円状の領

域を取り、偏心接合部では梁心位置を中心に円状の領域を取ることにした。ただし、偏心

接合部で円の一部が断面領域を食み出す場合、食み出した部分の面積に相当する値を断面

内で増やして，元の断面積を保つようにする。図中の円は面積比 0.19の場合を例として示

している。 

面積比（対角断面に対する）を 0.07、0.12、0.19、0.30 とした場合について，ストラッ

ト合力（E00の全断面合力により標準化した値）および断面内での平均応力を求め図 6.6.8、

図 6.6.9に示す（以下、図中の棒グラフは層せん断耐力を示す）。 

図 6.6.8 からは、面積比を 0.07～0.30 の間で取る場合、偏心のない試験体では付着劣化

や横補強筋によらずほぼ一定値のストラット合力を伝達し、面積比が小さくなるほどその

傾向は顕著に現れていることがわかる。 

また、図 6.6.9では、面積比 0.19およびそれより小さい 0.12と 0.07の間では、多くの試

験体において平均応力度の変化が見られなく、概ね 0.5 Fcになっていることがわかる。こ

のように、領域面積を 0.19～0.07間で取る場合に領域での平均応力度がほぼ一定の値とな

っていることから、面積 0.19以下の高応力度の領域では応力勾配が緩やかで、ほぼ一様に 
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図 6.6.8 領域内合力の E00に対する比     図 6.6.9 領域内平均応力度 

全断面

0.30S

0.19S

0.12S

0.07S



第６章 RC造柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 
 

- 243 - 

分布すると仮定することができる。 

また、偏心のない試験体では、面積比 0.19の場合にストラット合力が 0.36～0.38、平均

応力が 0.46 Fc～0.48 Fcとして、各試験体でのストラット合力の伝達がほぼ同程度の値と

なっていることがわかる。 

 

これらのことから，接合部内部には付着劣化の程度や横補強筋量によらずに、応力の伝

達がほぼ同程度となる領域が存在し、その領域の面積は対角断面積の約 2割程度を占める

ことがわかる。また、その領域での平均応力度は約 0.5Fcとなっている。 

 

(3) 付着絶縁の有効応力伝達領域を基準にする方法 

 

6.5.7 節の図 6.5.28，図 6.5.29 に示すように，付着絶縁の UNB ではストラットせい方向

の両側に応力を全くほど伝達しない領域が存在し、その領域は対角断面せいの約 4割を占

めていることがわかった。これは、UNBの接合部内部には梁主筋からの付着力が存在しな

いため、梁端曲げ圧縮域からの圧縮力により生じる圧縮ストラットのみに依存して応力が

伝達されるためと考えられる。接合部周辺の曲げ圧縮域以外の領域では応力伝達が存在し

なく、それによって接合部内部では応力度がゼロとなる領域が現れると考えられる。 

しかし、UNB以外の付着を良好にした試験体では、いずれもこの領域では応力を伝達し

ていることが確認される。即ち、付着良好な接合部において、UNBの応力がゼロとなる領

域にと同様な領域での応力伝達は、鉄筋から伝達される付着力により形成されるものと考

えることができる。また、この領域での応力伝達は純粋にトラス機構によるものと仮定で

きる。 

そこで、UNBの応力が伝達される領域をストラット領域とし、そのストラット領域を基

準にして応力伝達を検討してみる。このストラット領域は対角断面の中心付近に位置し、

対角断面のせいの約 60％となっている。 

ここで、ストラット領域の幅を柱幅と仮定して、ストラット領域でのストラット方向応

力の合力（圧縮力）を求め、各試験体のそれぞれの対角断面合力との比として図 6.6.10 a)

に示し、また E00の対角断面合力より基準化して同図 b)に示す（以下、図中の棒グラフは

層せん断耐力を示す）。 

図 a)からは、UNB はストラット領域で 99％の圧縮力を伝達していることから、ストラ

ット機構のみによる応力伝達機構を成していると考えられる。そのほかの付着良好な試験

体では 79％～85％間の範囲内で圧縮力を伝達し、付着良好な試験体においてストラット領
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域での応力伝達が概ね全体の約 85％を占めると考えられる。その余りの約 15％はトラス機

構により伝達されると考えられる。 

また、図 b)では、ストラット領域での圧縮力から、各試験体によるせん断耐力の違いが

現れていることがわかる。 

 

 

0.82
0.85 0.83

0.99

0.85

0.79

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

E25 E15 E00 UNB hoop0 hoop3

層
せ
ん
断
耐
力
/
E
0
0

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

領
域
合
力
/
全
断
面
合
力

31-0

0.75

0.91

1.00

0.78
0.83

1.13

0.62

0.77

0.83

0.77

0.70

0.89

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

E25 E15 E00 UNB hoop0 hoop3

層
せ
ん
断
耐
力
/
E
0
0

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

合
力
/
E
0
0

 
a) 各自の全断面合力との比      b) E00の対角断面合力との比 

 

図 6.6.10 付着絶縁の有効応力伝達領域におけるストラット方向合力 

 

領域内合力
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6.6.3 各方法の検討結果に基づく総合的考察 

 

本節では、基準応力に基づく方法、一定面積による方法、付着絶縁 UNB の有効応力伝

達領域に基づく方法により、接合部内部での応力伝達について検討を行った。ここでは、

各方法による検討結果について要約してまとめると同時に、固有強度領域に関する定義を

行い、また接合部内部応力状態とせん断耐力との関係に関する見解を示す。 

 

(1) 各方法による検討結果のまとめおよび固有強度領域の定義 

基準応力に基づく方法では、応力度 0.12 Fc以上の領域が対角断面積の約 4割～7割の範

囲内に留まり、またその領域内では全断面合力の約 7 割～8 割を伝達していることがわか

った。基準応力 0.12 Fc 領域では、領域面積および領域内合力ともに試験体によるせん断

耐力の違いを表していることが見られる。 

また、高応力度の領域を取るほど、領域面積および領域内合力ともに試験体による差が

縮まり、基準応力 0.4 Fcの場合は面積比が 0.15～0.19、合力が E00の 0.33～0.38としてパ

ラメータ（付着劣化，横補強筋量，偏心有無）による違いが薄くなり，面積、合力ともに

ほぼ同程度として現れていることがわかる。 

この傾向はまた面積を一定にした場合にも現れ、特に面積比 0.19 の場合に合力が 0.36

～0.40となり、各試験体間の合力の差が小さく現れている。 

このことは、接合部内部の中央付近には接合部の付着劣化や横補強筋量、偏心の有無に

よらず、圧縮力の伝達量がほぼ同程度でストラット断面積がほぼ一定となる領域が存在し、

その領域では応力度が圧縮強度の 0.4 倍以上、断面積が対角断面積の約 2割程度となって

いる。この領域でのストラット合力はいずれの試験体でも全断面合力の約 4割程度となっ

ている。 

本章では、このように、試験体のパラメータに関係なく合力およびストラット断面積が

一定の値になる領域を接合部の固有強度領域と定義する。 

付着絶縁UNBの有効応力伝達領域を付着良好な試験体のストラット域と仮定する場合、

付着良好な試験体においてはストラット域内で概ね 85％の応力を伝達すると考えること

ができ、同時にトラス機構による応力伝達はその余りの 15％を負担すると考えることがで

きる。 

 

(2) 総合的考察 

以上のことから、接合部内部には最大層せん断力と強い相関性を持つ領域（0.12 Fc）が
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存在し、また試験体のパラメータによらずにストラット合力がほぼ同程度となる高応力度

の固有強度領域が存在すると仮定することができる。またこのことから、固有強度領域以

外の接合部領域で伝達される圧縮力がせん断耐力と強く相関すると考えられる。 

従って、接合部内部の応力分布状態からせん断耐力を考える（予測）場合、せん断耐力

と相関性があると思われる、応力度を基準にした領域上で検討する方法と、固有強度領域

以外の領域での応力伝達，即ちトラス機構により検討する方法が考えられる。 

付着絶縁の UNB の応力伝達域をストラット域とした場合にもストラット域での合力と

最大層せん断力との相関関係が見られることから、この方法によってもせん断強度の検討

（予測）が可能であると考えられる。 

ただし、以上の三つの方法の中で、応力度による場合（基準応力 0.12 Fc）にはストラッ

ト合力のみならず領域の面積も同様にせん断耐力と強く相関している。 

次節の 6.6.4では基準応力 0.12 Fcの領域面積の性質について検討する。 
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6.6.4 基準応力 0.12 Fc 領域の検討 

 

基準応力 0.12 Fc の場合に領域面積および領域内ストラット合力ともにせん断耐力とよ

い相関関係を示していることが本章での検討によりわかってきた。ここでは 0.12 Fc 領域

を同面積の矩形断面に置き換えてその性質を調べて見る。この同面積の矩形断面を等価矩

形断面と定義する。各試験体における等価矩形断面を 6.6.1節の図 6.6.1に示す。 

等価矩形断面において、ストラットせい方向の長さを矩形断面のせいとし、ストラット

幅方向の長さを矩形断面の幅とする。等価矩形断面のせいおよび幅と対角断面のせいおよ

び幅との比を求め、図 6.6.11および図 6.6.12に示す。 

 

(1) 等価矩形断面のせいおよび幅に関する検討 

E00 では等価矩形断面のせい、幅がそれぞれ 0.79、0.75 となり、面積は全断面面積の約

6割を占めている。 

横補強筋無の hoop0、横補強筋多の hoop3のせいは 0.73、0.84となり、これは E00に対

して約±0.05変動している。偏心接合部の場合は E25せいが 0.74としてもっとも小さく現

れ E00と 0.05の差を付けている。それに対して，付着絶縁の UNBのせいは 0.5として E00

より 0.29も低下していることから，付着性状が劣化するほど等角形断面のせいが小さくな

ることが考えられる。 

等価矩形断面の幅は，UNBと hoop3はそれぞれ 0.75、0.79として E00の 0.75とほぼ同

程度の値となっているが、横補強筋を無しにした hoop0は 0.6として E00より著しく小さ 
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図 6.6.11 等価矩形断面のせい      図 6.6.12 等価矩形断面の幅 
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い。また、偏心接合部 E15、E25 は幅が 0.67、0.53 として、偏心距離が大きいほど幅が小

さくなる傾向を示している。 

E00の幅 0.75は靱性指針の有効幅 0.69より若干大きい値となっている。矩形断面のせい

を対角断面の全せいとして取る場合に幅が 0.59となり，靱性指針【6.3】の有効幅より小さく

なっている。横補強筋無の hoop0について，対角断面の全せいを用いて等価矩形断面の幅

を求めると 0.375となり，これは梁の幅と等しい。 

 

(2) まとめ 

以上のように、基準応力 0.12 Fc の領域を等価矩形断面に置き換えて見ると、せいにお

いては付着良好な接合部では 0.74～0.84の範囲内で、横補強筋量や偏心有無によらずにほ

ぼ同程度となっているのに対して、付着を絶縁した UNBは 0.5として著しく小さい。 

幅においては接合部の横補強筋比を 0.3％以上にした場合、偏心のない接合部では 0.75

～0.79 としてほぼ同程度となっているのに対して、横補強筋無の hoop0 は 0.6 としてもっ

とも小さく現れる。また、偏心接合部では偏心するほど幅が狭くなる傾向を示している。 

これらのことから、付着性状は主にストラットせいに影響を及ぼし、付着劣化が進むほ

どストラットせいが減少すると考えられる。また横補強筋量と偏心距離は主にストラット

幅に影響を及ぼし、横補強筋量が少ないほど、偏心距離が大きいほど幅が減少すると考え

られる。 
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6.7 柱梁接合部せん断強度式の提案 

 

6.7.1 柱梁接合部のせん断強度式 

 

6.6節では、接合部のせん断強度に及ぼす付着劣化、横補強筋量、偏心の影響は，接合部

内で 7割～8割程度のせん断力を伝達する基準応力 0.12 Fc領域の断面積、領域内合力でも

よく現れていることが明らかにされた。また、0.12 Fc領域の断面を矩形断面として置き換

えてみると、断面のせいは主に付着性状の影響を、断面の幅は主に横補強筋量および偏心

距離の影響を受けるとの結果を示した。これらの成果をせん断強度式としてまとめると次

のように表すことができる。 

 

jtjjju SFV β××=                         （式 6.7.1） 

ここで、 

 Vju：接合部のせん断強度 

 Sj：有効断面積， jjj DbS ×=   

 bj：有効断面の幅（有効幅） 

 Dj： 有効断面のせい（有効せい） 

 βjt：捩り応力による偏心接合部せん断強度の耐力低下率，偏心のない接合部では 1.0

とする。 

 Fj：せん断強度の基準せん断応力度 
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6.7.2 接合部の有効断面積 Sj 

 

(1) 接合部の有効せい Dj 

 

接合部有効せい Djは，付着劣化の程度を表す指標の関数として仮定できる。付着良好な

E00の等価矩形断面せいの検討により 0.8Dを上限とし、付着絶縁 UNBの E00に対する耐

力低下率 17％を下限として、その間を線形補間すると次式により表される。 

 

SDDDj ･14.066.0 +=                      （式 6.7.2） 

ここで， 

 S：付着劣化の程度を表す指標、0.0～1.0の間に設定 

 D：柱せい 

 

ただし、接合部せん断強度と付着劣化程度の関係が式 6.7.2 のような線形関係になるか

否かについては本研究の範囲内では証明できず、仮定に過ぎない。これに関しては第 7章

の今後の課題でさらに述べる。 

 

(2) 接合部の有効幅 bj  

 

図 6.7.2に示すように，pjw = 0%の hoop0では梁側面から角度βの範囲内で応力が有効に

伝達されていることがわかる。他の試験体でも hoop0のように明確にはなっていないが、

同様な傾向として協力幅内の応力伝達領域を梁側面からある角度をもって仮定できると考

えられる。そこで、pjw = 0%の hoop0と pjw = 0.3%の E00をそれぞれ横補強筋効果の上限と 

 

 
図 6.7.1 E00（標準）の場合     図 6.7.2 hoop0（横補強筋無）の場合 

等価矩形断面 0.12Fc領域 

bai β 

tanβ･Dj/4 bai 

bsi 
β 

Dj 

bj 
tanβ＞2bsi/Ds tanβ≦2bsi/Ds
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下限として設定し、梁側面からの角度βよりせん断強度に及ぼす横補強筋効果を表現する。 

横補強筋比 0.3％を上限とすることは、本章の 6.4 節では横補強筋比 0.4％程度でせん断

耐力がほぼ頭打ちになり、また、靱性指針でも接合部横補強筋比を 0.3％以上として規定

していることから、安全性も考慮して課した結果である。 

 

21 aabj bbbb ++=                        （式 6.7.3） 

4/tan sai Db ･β=         tanβ≦2bsi/Dsの場合      （式 6.7.4-1） 

bai = ( 1 – bsi/Ds･cotβ)･bsi     tanβ＞2bsi/Dsの場合      （式 6.7.4-2） 

β=0.15π+18.5π･pjw                       （式 6.7.5） 

ここで， 

 Ds：対角断面のせい，
22

s cb DDD +=  

 Db，Dc：梁せい，柱せい 

 bsi：協力幅，梁両側面からこれに平行する柱側面までの長さ 

 β：図 6.7.1，図 6.7.2に示すように，梁則面から応力が有効に伝達される範囲の角度 

 bai：梁両側面から応力が有効に伝達される角度βの範囲を，同面積の矩形断面として

置き換えた場合の梁側面からの長さ 

 pjw：接合部の横補強筋比，pjwが 0.003以上の場合は 0.003とする。 

 

式 6.7.5 において，βの上限βmax および下限βmin は解析結果より定める。横補強筋

0.3％を上限とした場合には図 6.7.1によりβmax＝37°となる。pjw = 0%のβを図 6.7.2に

より求めると層せん断耐力が大きめに評価されるため，hoop0 の E00 に対する層せん断耐

力の低下率に基づいて求める。本章の解析結果によるとβmin=27°となる。 
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6.7.3 捩り応力による耐力低下率βjt 

 

(1) 偏心接合部の幅方向における応力分布の特徴 

 

偏心接合部の幅方向における応力分布は，偏心側では応力度が高く，非偏心側では応力

度が低い，図 6.7.4の曲線 feのような分布形状となる。このような左右非対称の分布形状は、

主に高応力度域の偏在と捩り応力の累加により生じると考えられる。 

 

(1).1 捩りモーメントの作用による捩り応力 

柱心と梁心の偏心接合により，接合部には接合部せん断力×偏心距離の大きさをもつ捩

りモーメントが作用される。この捩りモーメントにより接合部水平断面では柱心を中心と

して逆対称となり、柱心までの距離に正比例する捩り応力（せん断応力）が生じ，またそ

れがせん断力入力に生じるせん断応力に累加される。層間変形角 1/400 時のせん断応力分

布（6.5.7節の図 6.5.22）からも逆対称の捩り応力が累加されていることが予想される。 

捩り応力の方向は柱心より偏心側の方では接合部せん断力の方向と等しく，柱心より非

偏心側の方では逆方向となっている。従って，偏心側では捩れモーメントにより生じる捩

り応力が増加されが，非偏心側では減少される。 

 

(1).2 高応力度域の偏在 

弾性変形時と考えられる R=1/400時の幅方向における応力分布は，偏心のない接合部で

は全幅にわたってほぼ一様となり，偏心接合部では捩りモーメントの作用により偏心側か

ら非偏心側へ向かって直線的な勾配で低下している。 

ところが，変形が増大して塑性域（概ね R=1/00 以後）に入ると、偏心のない接合部で

は接合部中央付近で応力度がもっとも高くなり，両側にいくほど応力度が低下する。偏心

接合部の場合には，基本的に梁心付近で応力度が高く現れ，非偏心側へいくほど応力度の

減少が著しく現れる。 

これらのことから，偏心の有無に関係なく接合部では梁幅内で応力度がもっとも高く現

れ，梁心から遠くなるほど応力度が減少すると考えられる。偏心の大きい試験体では梁心

より偏心側での応力度が高く現れているが，これは捩り応力の累加より生じた結果である

と予測される。ちなみに，捩り応力は柱心からの距離に正比例して増大する分布となって

いる。 
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(2) 偏心接合による耐力低下の原因に関する考察 

 

(1)項で述べた偏心接合部内部の応力分布から，偏心接合することによってせん断強度が

低下する原因について次のように考える。 

 

(2).1 捩りモーメントの作用しない偏心接合部のせん断強度の低下 

梁心と柱心が偏心接合し，接合部には捩りモーメントが作用しない場合，偏心接合部の

応力分布は、偏心のない場合の応力分布が、形がそのままで偏心距離の分偏心側に平行移

動すると仮定する。 

その時，図 6.7.3 に示すように，偏心側では応力分布曲線と横軸間に囲まれた領域 1 が

減少し，非偏心側では領域 2が増加する。領域 1は偏心するほど梁心に近い領域となり，

領域面積の増加程度はさらに加速化される傾向を示すが，領域 2は偏心するほど梁心から

遠くなる領域を取るため領域面積の増加程度がさらに減少する傾向となる。 

即ち，偏心接合する場合，減少される領域 1の面積が増加される領域 2の面積より大き

くなり，そのため偏心接合部の応力分布曲線に囲まれる面積（合力）は偏心のない接合部

より小さくなる。これは、偏心接合部では捩りモーメントが作用しなくてもせん断耐力が

低下することを意味する。 

また、偏心するほど非偏心側では応力を伝達しないと考えられる領域の面積が増えるこ

とから、有効に応力を伝達する領域の面積が減少すると仮定することができ、図 6.7.3で 

 

 

 

       偏心のない場合                偏心した場合 

 

図 6.7.3 偏心接合による合力の増加と減少 

領域 1（減少分） 

領域 2（増加分）

e e 
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示す応力分布曲線の面積（合力）減少の表現に接合部有効断面積Sjを用いることができる。

有効断面積 Sjの成分となる接合部有効幅 bjの計算式 6.7.3 では偏心接合により有効幅の減

少が表現されるようになっている（ただし、梁幅が柱幅より極端に小さい場合は、有効幅

が減少しない場合もある）。 

 

 (2).2 捩りモーメントが作用することによるせん断強度の低下 

 

(2).2.a 捩り応力による耐力低下に関する見解 

6.6節では偏心の有無や付着劣化の程度，横補強筋量に関係なく，接合部の内部には伝達

圧縮力および断面積が一定の値となる領域を固有強度領域と定義した。この固有強度領域

の平均応力度は約 0.5 Fcとして、最大応力度 0.6 Fcに近づいていることから、この領域で

はほぼ全域にわたって応力が最大応力度の近辺に達していると考えることができる。また

固有強度領域内では応力度の変化が小さいため，領域内では一様に高応力度の状態として

圧縮応力が分布していると仮定することができる。 

即ち，試験体の形状やパラメータの影響に関係なく，接合部固有強度領域内での平均応

力度が 0.5 Fcになると，接合部は最大耐力に達すると仮定することができる。 

固有強度領域は、偏心のない場合は接合部中央で取るが，偏心接合部の場合は梁心を中

心として取る。偏心接合部に捩りモーメントが作用する場合，偏心側では捩りモーメント

によるせん断応力が累加されるため、固有強度領域での応力度は捩りモーメントが作用し

ない場合よりに大きく現れる。従って，捩りモーメントが作用することにより，固有強度

領域での応力は先に最大耐力時の平均応力度 0.5 Fcに達する。 

このことは，捩りモーメントが作用する接合部は，そうでない接合部より先にせん断耐

力に達し，せん断強度が見掛け上小さくなることを意味する。6.4 節の荷重変形関係の図

6.4.3を見ても，偏心接合部では偏心距離が大きくなるほど、最大耐力時の層間変形角が小

さくなり，最大耐力も低下している。 

 

(2).2.b 図 6.7.4 による補説 

以上で述べた捩りモーメントの影響を図 6.7.4にイメージして示す。 

曲線 feは捩りモーメントが作用する場合の偏心接合部の応力分布を示す。曲線 feから捩

りモーメントによるせん断応力を取り除くと曲線 fe0になると仮定する。 

柱心を中心として逆対称分布となる捩り応力を柱全断面で積分して合力を求めると値は

ゼロとなるため，接合部せん断力の大きさに影響しない。そのため，曲線 fe0の面積（合力）
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は feの面積と等しく，従って接合部せん断力も等しい。 

曲線 fe0の最大応力度σe0は曲線 feの最大耐力時の最大応力度σmaxより小さく，最大耐力

時の応力度 0.5 Fcに達していない。このことは，捩りモーメントが作用する接合部から捩

りモーメントによるせん断応力を取り除くと最大耐力が更に増大することができ，それは

曲線 fe0の最大応力度σe0がσmax=0.5 Fcまで成長する間に続くと考えられる。 

ここで、偏心接合部の応力分布曲線 feから捩り応力を取り除いた場合の分布曲線 fe0が，

σmax = 0.5 Fcに達すると曲線 f0のようになると仮定する。捩りモーメントが作用しない偏

心接合部の最大耐力時の応力分布曲線 f0は，fe0より接合部の全断面にわたって応力度が高

くなる。 

ここで、曲線 fe0と曲線 f0の面積の差（fe0と曲線 f0間に挟まれている塗りつぶされた部分の

面積）が捩りモーメントの作用によるせん断強度の低下に相当する分と考えられる。 

 

 

 

 
 

 fe：捩りモーメントを受ける偏心接合部の応力分布曲線 

 fe0：feから捩り応力を取り除いた場合の応力分布曲線 

 f0：捩りモーメントが作用しないと仮定した場合の偏心接合部のせん断耐力時におけ

る応力分布曲線 

 σmax：最大耐力時の最大応力度， e：偏心距離 

 

 

図 6.7.4 最大耐力時の応力分布 

fe0 

f0 

fe0 

e e 

fe σmax 
σe0 
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(3) 耐力低下率βjt  

 

(2)項では、偏心接合部の耐力低下の原因について次のように分析している。 

① 捩りモーメントにより生じる捩り応力が、せん断力により生じるせん断応力に

累加されることによるもの 

② 応力が偏心側に偏って伝達することにより、有効に応力を伝達する断面積が減

少することによるもの 

原因②は接合部有効幅 bjの計算式 6.7.3～4で既に考慮されていることに対して、原因①

は「捩り応力による接合部せん断強度の耐力低下率」として定義され、ここではその誘導

を行う。 

 

捩り応力によるせん断強度の耐力低下率βjtは， 

βjt = 捩りモーメントが作用する場合の耐力/捩りモーメントが作用しない場合の耐力 

として、次式のように表す（図 6.7.4参照）。 

∫
∫

∫
∫ ==

0

0

0
jt f

f

f

f eeβ                         （式 6.7.6） 

ここで，∫fe0，∫f0 の計算が困難であるため，次式のように応力度の比によって略算す

る。 

max

0

0

0
jt σ

σβ ee

f

f
≒

∫
∫=                        （式 6.7.7） 

ατσσ ′−= cosmax0 ・jte                      （式 6.7.8） 

ここで，α′はストラット角度 

 σmax：最大耐力時の固有強度領域での平均応力度，6.6節の検討結果より，0.5 Fcと仮

定する。 

 τ
―

jt：捩りモーメントにより生じる接合部固有強度領域内での平均捩り応力度，(4)項

の方法より求める。 
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(4) 捩りモーメントにより生じる接合部固有強度領域内での平均捩り応力度τ
―

jt  

 

τ
―

jt は接合部固有強度領域内における捩りモーメントにより生じるせん断応力度の平均

値であって，固有強度領域の両端での捩りモーメントによるせん断応力τ1およびτ2の平

均値として略算する。 

 

τ
―

jt = (τ1+τ2)/2 = (L1+L2)/bc･τo                （式 6.7.9-1） 

ただし，a0+e ＜ bc/2 の場合は 

τ
―

jt =2e1･τo                         （式 6.7.9-2） 

                  

ここで，L1=a0+e（L1＜bc/2），L2= -a0+e，a0 = cosα・a 

 L1，L2： 柱心を中心とした場合の固有強度領域両端の座標 

 a：固有強度領域の半径，(5)項の方法より求める。 

 cosα：対角断面の水平断面への投影、cosα = bc/Ds  

 τo：接合部幅方向上での捩りモーメントにより生じる最大せん断応力度 

 e1：偏心率，e1 = e/bc（偏心距離/柱幅） 

 τ1，τ2：接合部の固有強度領域の両端での捩りモーメントによるせん断応力，   

τ1 = 2L1/bc･τo，τ2 = 2L2/bc･τo 

 

(5) 接合部固有強度領域の半径 a 

 

領域面積が 0.19の場合には，6.6節の図 6.6.9に示すように，ストラット方向応力の平均

応力度が約 0.5 Fcとなっている。接合部固有強度領域の大きさは梁幅および梁幅と柱幅と

の比の影響を大きく受けると考えられるが，今後の解析研究によりさらに検討する必要が

ある（第 7章参照）。本章における固有強度領域の半径 aは次式により求める。 

 

πa2 = 0.2Ds・bc                         （式 6.7.10） 

 ここで，Dsは対角断面のせい 
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(6) 捩りモーメントによる幅方向での最大せん断応力τo  

 

接合部断面における捩りモーメントにより生じるせん断応力は，図 6.7.5に示すように、

柱断面を同面積の楕円断面に置き換えて近似的に求める。楕円断面の長軸と短軸の長さ比

は柱断面の長辺と短辺の比と等しく取る。 

 

楕円の断面積は， 

S = π･a･b                          （式 6.7.11） 

A点におけるせん断応力τA
【6.19】は， 

2
t

A
2

ba
M
･･

τ
π

=                          （式 6.7.12） 

ここで，捩りモーメント Mtは，Mt＝接合部せん断力×偏心距離として求められる（第 2

章の 2.4.2節を参照）。 

 

Mt = Vj×e                          （式 6.7.13） 

 

 

 

 

図 6.7.5 楕円断面での捩り応力 

2a

2b 

τB 

τA 

B 

A 
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6.7.4 偏心接合部の耐力低下率βjの考察 

 

(1) 柱梁接合部せん断強度の耐力低下率βj  

本研究では，偏心接合部の耐力低下の原因を，捩り応力が累加されることによるものと，

有効に応力が伝達される接合部の幅が減少することによるものとして分析した。ここで，

前者は捩り応力による耐力低下率βjt として定義されているのに対して，後者については

接合部有効幅の減少による耐力低下率βjb として定義を行う。そして，偏心接合部の耐力

低下率βjは，βjtとβjbの積として式 6.7.14により表される。 

 

jbjtj βββ ･=                           （式 6.7.14） 

 

(2) 実験および解析結果による検証 

 

(2).1 検討用データ 

偏心接合部の耐力低下率βj を構成する捩り応力によるβjt と有効幅によるβjb の性質を

考察する前に，実験データを用いて偏心接合部の耐力低下を評価できるか否かを検討する。

検討用データは，第 2章の表 2.4.1の中で，偏心のみをパラメータとして行われた 22体の

実験試験体に，解析対象試験体 6体を加えた計 28体の試験体から収集した。その中で，偏

心接合部は 16体（内解析対象試験体 5体）で，残りの 11体は比較用の偏心のない試験体

である。表 6.7.1に試験体のリストを示す（参考文献は第 2章を参照）。 

(2).2 偏心率による耐力低下率 

図 6.7.6 に，提案した耐力低下率βjと実験結果から求めた偏心接合部の耐力低下率を示

す以外に，広沢の耐力低下率βjt（6.2.2節を参照）および靱性指針【6.3】の有効幅によるβjb

も一緒に示す。ここで、実験での耐力低下率とは、偏心のない接合部に対する偏心接合部

のせん断耐力の低下率を示すものである。 

図 6.7.6 a)では，提案した耐力低下率βjは，ほぼすべてが実験値より小さい値となって

いることから，実験結果に対して過小な評価となり，同図 c)の靱性指針の有効幅によるβ

jbよりは安全側として偏心接合部の耐力低下を評価できると考えられる。 

また，同図 b)の広沢のβjtと比較して見ると，提案のβjはばらつきが小さいように見え

る。 

(2).3 実験値との比較 

図 6.7.7には試験体ごとに，提案したβjと実験および解析での偏心接合部の耐力低下率 
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表 6.7.1 検討用試験体リスト 
担当 
【文献】 

試験体 
偏心
率 

破壊 
モード 

直交梁
スラブ 

担当 
【文献】 

試験体 偏心率 
破壊 
モード 

直交梁
スラブ 

NO1 0.121 BJ   NN.1 0 BJ   

NO2 0.178 (B)J   

上村 2002
【2.11】 NN.2 0.157  BJ   

寺岡 2002 
【2.9】 

NO3 0 BJ   E00 0 J   

NO.34 0 BJ   

広沢 2002
【2.19-21】 E085 0.21 J   寺岡 1991 

【2.10】 NO.35 0.15 BJ   E00s 0   有 

JE-0 0 BJ   

広沢 2004
【2.24】 E80s 0.16   有 塩原 2003 

【2.12】 JE-55 0.17 BJ   E000 0   有 

UM-0 0 J   

広沢 2005
【2.25-26】 E115 0.23   有 

UM-60 0.13 J   E00 0 J   
城 2003 
【2.13】 

UM-125 0.28 J   E05 0.06  J   

CN 0 BJ   E10 0.13  J   

CS 0 BJ 有 E15 0.19  J   

EN 0.168 BJ   E20 0.25  J   

藤井 2001 
【2.16-18】 

ES 0.168 BJ 有 

解析 
（第 6 章）

E25 0.31  J   

 

との比較を示す。広沢のβjtと，靱性指針の有効幅によるβjbも一緒に示す。 

提案のβjは，すべての実験値に対して小さい計算値となり，解析値に対してはほぼ一致

する傾向となっている（図 6.7.7 a））。 

広沢のβjt は，ばらつきが大きい上に，若干の数の実験値と，ほとんどの解析値に対し

て過大な計算値となっている（図 6.7.7 b））。 

靱性指針の有効幅によるβjb は，若干の数の実験値に対しては小さい計算値となってい

るが，それ以外のほとんどの実験値とすべての解析値に対して過大な計算値となっている

（図 6.7.7 c））。 

以上の検討から，提案したβjは，安全側として，また比較的ばらつきの小さい値として，

偏心接合部の耐力低下を評価できると考えられる。 

 

(3) 捩り応力によるβjtと有効幅によるβjbの考察 

 

(3).1 試験体に基づく捩り応力によるβjtと有効幅によるβjbとの比較 

βjbとβjtについて，表 6.7.1の試験体を用いてそれぞれの値を計算して図 6.7.8に比較し

て示す。 

いずれも偏心率が大きくなるほど，低下率が小さくなる傾向を示す。有効幅による耐力
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低下が，捩り応力による耐力低下より大きく現れ，また，偏心率が大きくなるほど，その

差が拡大していることがわかる。例えば，偏心率 0.28 では，βjt=0.95 に対してβjb=0.8 と

して，有効幅の減少による耐力低下が顕著となることがわかる。 

 (3).2 捩り応力による耐力低下率βjt  

6.7.2 節の式 6.7.7～6.7.13 によると，捩り応力による耐力低下率βjtは，捩りモーメント

Mtの 1次関数として表される。従って，偏心率が大きいほど，またはせん断入力が大きい

ほど耐力低下が大きくなる。 

(3).3 有効幅による耐力低下率βjb  

以下に 6.7.2節の有効幅の式 6.7.3～6.7.4を示す（記号は 6.7.2節を参照）。 

21 aabj bbbb ++=                        （式 6.7.3） 

4/tan sai Db ･β=         tanβ≦2bsi/Dsの場合      （式 6.7.4-1） 

bai = ( 1 – bsi/Ds･cotβ)･bsi     tanβ＞2bsi/Dsの場合      （式 6.7.4-2） 

 

式 6.7.4-2に示す tanβ＞2bsi/Dsの時は，偏心によって有効幅 baiの値が変化し，式 6.7.4-1

に示す tanβ≦2bsi/Dsの時は，偏心が小さい場合に有効幅 baiの値が変化しない場合がある

ことを意味する。 

ここで，式 6.7.4-1 について，偏心しても有効幅 baiが変化しない範囲について検討して

みる。横補強筋比 0.3%で，付着良好で，Db/Dc=1の場合を対象にすると， 

cs 2DD = ，tan(37°)=0.753 

tanβ≦2bsi/DD ⇒ 0.53≦bsi/Dc  

⇒ bsi/2 ≧ Dc/4                       （式 6.7.15） 

 

式 6.7.15 は，式 6.7.4-1 と式 6.7.4-2 の選択の判別条件となるが，これは，靱性指針にお

ける有効幅 baiの計算において，「bsi/2または Dc/4の小さいほう」を選択することと同様な

判別条件となる。ここで，bsi/2 が Dc/4 より大きい場合に靱性指針では Dc/4 を取ることに

対して，式 6.7.4-1は bai = tanβ･Ds/4⇒bai = 0.753･ c2D /4⇒bai≒Dc/4となることで，靱性指

針と同様になる。 

即ち，横補強筋比 0.3%以上で，付着良好で，アスペクト比が 1 程度の柱梁接合部では，

baiの計算において，bsi/2 が Dc/4 より大きい場合には靱性指針の場合と同様にほぼ Dc/4 と

なり，その逆の場合は，靱性指針は bsi/2 を取るのに対して，本研究の提案では式 6.7.4-2

により計算される。 

また，式 6.7.4-2 によると，偏心率が小さい場合にも baiの値が変化するので，提案の有
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効幅によるβjbより偏心率が小さい範囲内でも耐力低下が評価される。 

 (3).4 βjtとβjbの値 

本章の解析対象試験体 E00～E25（Dc=70 ㎝，bc=80 ㎝，bb=30 ㎝）と，柱幅を長くして

扁平な長方形断面柱とした場合（Dc=60 ㎝，bc=120 ㎝，bb=30 ㎝）と，正方形断面柱とし

た場合（Dc=60㎝，bc=60㎝，bb=30㎝）について，捩り応力によるβjtと有効幅によるβjb

の値を求めて図 6.7.9示す。ここで，長方形断面柱と正方形断面柱は，σB=30N/㎜ 2，横補

強筋比 0.3％，付着良好とし，接合部のせん断強度は靱性指針の式より計算した。 

図 6.7.9 a)の解析対象試験体においては，有効幅によるβjbが捩り応力によるβjtより値が

小さくなり，偏心接合部の耐力低下には，有効幅によるβjbの影響が大きく現れる。また，

靱性指針の有効幅によるβjbは，偏心率 0.1までは耐力低下を評価できないのに対して，提

案のβj（βjb・βjt）はいずれの偏心率でも耐力低下を現している。偏心率 0.2 までは広沢

のβjtとほぼ同様で，それ以後は提案のβjによる耐力低下が大きくなっている。 

図 6.7.9 c)の正方形断面柱の場合は，同図 a)の解析対象試験体とほぼ同様な傾向で，提

案のβjbは提案のβjtより小さい値として，有効幅による耐力低下が大きく現れる。また靱

性指針の有効幅によるβjbは、すべての偏心率に対して値が 1.0として耐力低下が評価され

ず，広沢のβjtは提案より耐力低下を過大に評価している。 

図 6.7.9 b)の扁平な長方形断面柱の場合は，提案の有効幅によるβjbが偏心率 0.2までは

1.0として，耐力低下が評価されていないが，捩り応力によるβjtは偏心率の関数であるた

め，偏心接合のすべての場合に対して耐力低下を呈している。そのため，同図 a)の長方形

断面柱や同図 c)の解析対象試験体の場合と違って，偏心率 0.3 までは捩り応力のβjtによ

る耐力低下は有効幅のβjbに耐力低下より大きく現れている。 

また，提案のβjは，靱性指針の有効幅によるβjbと比べると,大きな違いは見られないが，

広沢のβjtに比べると耐力低下がかなり小さく現れている。例えば，最大偏心率 0.38 では

提案のβj=0.65となるのに対して，広沢のβjb=0.38となり，提案のβjは耐力低下を過小評

価している。 

以上の検討から，柱断面の辺長比が 1.0 程度で，偏心率が 0.0～0.3 程度の場合には，有

効幅のβjb による耐力低下への影響が大きく現れることがわかる。また，提案のβj（βjb･

βjt）は靱性指針の有効幅より耐力低下を大きく評価することから、このような範囲では偏

心接合部の耐力低下を安全側として評価できると考えあれる。 

ただし，提案式は柱の辺長比が 1.0に近い柱梁接合部の対象として導いたため，図 6.7.9 

b)に示すように，梁幅の狭い壁梁に近いタイプの柱梁接合部では，靱性指針の場合と大き

な違いが見られなく，耐力低下を過小評価する可能性がある。 
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a) 提案のβjb・βjt 
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b) 広沢のβjt 
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c) 靱性指針有効幅によるβjb 

 

図 6.7.6 偏心率と諸式による耐力低下 
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図 6.7.7 諸式による耐力低下と実験値との比較 
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βjtとβjbの比較
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図 6.7.8 提案の有効幅によるβjbと捩り応力によるβjtとの関係 
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   b) 扁平な長方形断面柱の場合（梁幅が柱幅に比べてかなり狭い場合） 
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   c) 正方形断面柱の場合（一般的な形状の場合） 

 

   図 6.7.9 有効幅によるβjbと捩り応力によるβjtの値 

柱 
梁 
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6.7.5 せん断強度の基準せん断応力度 Fj  

 

(1) 検討用実験データ 

本節では，靱性指針【6.3】と同様な方法で，せん断強度の基準せん断応力度 Fjを，コンク

リート圧縮強度σBの関数として表す。検討用実験データは，2008 年までの RC 造柱梁接

合部に関する既発表論文の中から，次の項目を満足するように収集する。表 6.7.2 に検討

用実験データの引用試験体リストを示す。 

① 接合部のコンクリートに，普通強度コンクリートから超高強度コンクリートまでを対

象とする。 

② 形状は十字型で，直交梁やスラブが付いていない，また柱心と梁心の偏心がない平面

柱梁接合部とする。 

③ 破壊モードは梁曲げ降伏以前に接合部せん断破壊が先行した J型破壊を対象とする。 

 

(2) 計算方法 

接合部有効幅内での平均せん断応力度を求めるには，まず，接合部せん断力を求めなけ

ればならない。多くの文献では柱梁接合部架構の最大層せん断力を記載しているため，こ

こでは架構の層せん断力から接合部せん断力を求める略算法を導く。序に接合部せん断耐

力時の層せん断力の略算法と，梁曲げ耐力時の接合部せん断力の略算法も導く。記号は第

2章の図 2.2.2に示す。 

なお，本章では，下記の式 6.7.17 より計算するとき，応力中心間距離 j は梁有効せい d

の 7/8と仮定する。 

 

(2).1 層せん断力 Vcから接合部せん断力入力 Vjの略算 

ここでは，柱梁接合部架構の層せん断力から接合部せん断力入力を求める略算式を導く。 

十字型接合部架構のスパンが左右対称であれば，第2章の式2.3.3は次のように表される。 

ここで， LL ′= /ξ にしておくと， 

j
hVT

h
Tj

h
MV cb

c
ξ

　　　　
ξξ

2
22

=⇒==              （式 6.7.16） 

 

式 6.7.16を，第 2章の式 2.3.1に代入すると，接合部せん断力 Vjは次式のようになる。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
= 1-

j
hVV cj
ξ

                        （式 6.7.17） 
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(2).2 接合部せん断耐力時の層せん断力 Vcの略算 

ここでは，接合部せん断耐力時の層せん断力を求める略算式を導く。 

h
TjT

h
MTVTV b

cju
ξξ 22222 −=−=−=              （式 6.7.18） 

( )jh
hV

T ju

ξ−
=

2
 

この Tを式 6.7.16に代入すると Vcが次式より表される。 

ξ

ξ
juc V

jh
jV

−
=                         （式 6.7.19） 

 

 (2).3 梁曲げ耐力時の接合部せん断入力 Vjおよび層せん断力 Vcの略算 

ここでは，梁曲げ耐力時の接合部せん断入力および層せん断力を求める略算式を導く。 

 

TjdaM bytb == σ9.0                       （式 6.7.20） 

ここで， ytaT σ= ， bdj 9.0=  

h
da

h
Tj

h
MV bytb

c

σξξ
　

ξ 8.122
===                 （式 6.7.21） 

また，T，jを式 6.7.18に代入すると 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=

h
da

h
jTV b

ytj
ξ

σ
ξ 9.01212               （式 6.7.22） 

 

(3) 提案有効幅と有効せい 

本章で提案した接合部の有効幅は，式 6.7.3～式 6.7.5 により計算されるため，靱性指針

により計算した接合部有効幅と異なる値となる。図 6.7.10に，横補強筋比を 0.3％として，

表 2.4.1（第 2 章）および表 6.7.2 の試験体に基づいて，提案有効幅と靱性指針有効幅の比

を計算して示す。 

図 6.7.10 からは，提案有効幅が靱性指針の有効幅より高く評価され，平均的に 1.1 倍程

度となっていることがわかる。 

また，提案の接合部有効せいは，付着良好な場合は式 6.7.2 によると靱性指針の接合部

せいの概ね 0.8倍程度となる。 
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(4) 靱性指針の有効幅による平均せん断応力―コンクリート圧縮強度の関係 

図 6.7.11に，靱性指針の有効幅に基づいて求めた平均（基準）せん断応力τjと接合部コ

ンクリートの圧縮強度σBとの関係を示す。 

σB=120N/㎜ 2程度までは，コンクリートの圧縮強度が大きくなるほど，平均せん断応力

度の増大が見られるが，それ以後の超高強度領域では，平均せん断応力度の増大が鈍くな

っている。また，高強度になるほど，平均せん断応力度のばらつきが大きくなっているこ

とがわかる。 

ここで，終局指針【6.2】の計算値を 36N/㎜ 2以上に適用して見ると，ほぼすべての計算値

が実験結果より過大な値となっている。また，靱性指針式をσB=60N/㎜ 2以上に適用して

見ると，σB=120N/㎜ 2までは，実験結果の評価が可能であるが，それ以上からは実験結果

より過大な計算値となっている。ただし、σB=60N/㎜ 2以上ではばらつきが大きく見られ

ている。 

 

(5) 提案有効幅による平均せん断応力―コンクリート圧縮強度の関係 

図 6.7.12に，提案有効幅に基づいて求めた平均（基準）せん断応力τjと接合部コンクリ

ートの圧縮強度σBとの関係を示す。 

図 6.7.12 では，図 6.7.11 に示す靱性指針幅に基づくτj－σB関係と，ほぼ同様な傾向と

なっている。ここで，τj－σB関係を回帰分析により求めると次式より表される。 

551.0
Bj 1.74 στ ×=                         （式 6.7.22） 

靱性指針の有効幅に基づくτj－σB関係と同様に、図 6.7.12ではσB=60N/㎜ 2以上ではば

らつきが大きく見られているが、これは高強度コンクリートの領域では提案の有効幅と靱

性指針の有効幅ともに接合部での有効応力伝達領域を適切に評価できない可能性があるこ

とを意味する。即ち、本研究での提案有効幅は普通強度コンクリートの構成則に基づく解

析データから導いた結果であるため、高強度コンクリートを用いた接合部には適用できな

い可能性がある。高強度コンクリートを用いた柱梁接合部のせん断強度に関して解析的検

討を行うことが必要であると考えられる（第 7章参照）。 

式 6.7.22 より計算した値を実験値と比較して図 6.7.13 に示す。平均せん断応力度 20N/

㎜ 2以下では良い対応を示しているが，それ以上からはばらつきが大きくなっていること

がわかる。 
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表 6.7.2 実験データ引用試験体リスト 

代表 

研究者 

試験体 

記号 

破壊

モー

ド 

梁

幅 

(㎜) 

梁

成 

(㎜) 

柱

幅

(㎜)

柱

成

(㎜)

階高

(㎜) 

スパ

ン 

(㎜)

接合部

σB 

(N/㎜ 2)

pjw 
(％) 

文献 

城 03 UM-0 J 200 350 450 300 1750 3000 24 0.25 【6.25】 
塩原 91 J-10 J 300 300 300 300 1400 2860 39 0.00 【6.26】 

OKJ-1 J 200 300 300 300 1470 2700 70 0.00 

OKJ-3 J 200 300 300 300 1470 2700 107 0.54 野口 91 
OKJ-6 J 200 300 300 300 1470 2700 54 0.00 

【6.27】 

別所 79 J-1 J 275 375 400 400 1375 3000 32 0.00 【6.28】 
No.4 J 240 300 300 300 1300 2500 37 0.00 

寺岡 86 
No.11 J 240 300 300 300 1300 2500 32 0.00 

【6.29】 

No.28 J 260 300 340 340 1100 2160 36 0.00 
寺岡 88 

No.30 J 260 300 340 340 1100 2160 44 0.00 
【6.30】 

田中 73 A J 150 150 150 150 1200 1200 18 0.00 【6.31】 
北山 03 M1 J 300 400 300 350 2330 2800 17 0.16 【6.32】 
丸田 03 N J 370 500 500 500 2000 2800 36 0.00 【6.33】 
木村 89 J4-0 J 300 400 440 440 1400 2780 30 0.00 【6.34】 

J-2 J 240 300 300 300 1400 3440 81 0.00 
塩原 90 

J-3 J 240 300 300 300 1400 3440 71 0.00 
【6.35】 

小谷 92 I1 J 200 300 300 300 1470 2700 99 0.40 【6.36】 
MP-2 J 250 400 250 400 2330 2800 22 0.00 

北山 05 
MP-1 J 250 400 250 400 2330 2800 22 0.00 

【6.37】 

CC1 J 300 400 400 400 1600 2800 170 0.22 
丸田 04 

CC2 J 300 400 400 400 1600 2800 190 0.22 
【6.38】 

野口 93 AT-8 J 200 300 300 300 1470 2700 64 0.54 【6.39】 
黒瀬 01 J-12 J 310 400 400 400 1600 3000 115 0.00 【6.40】 
岩岡 03 J2 J 250 400 400 400 1200 2160 115 0.22 【6.41】 
北山 08 JP-1 J 250 400 350 350 2830 3200 77 0.00 【6.42】 
甲斐 05 No.6 (B)J 275 400 400 400 2400 2600 157 0.30 【6.43】 
岩岡 05 J15-1 (B)J 220 400 300 380 1600 2560 182 0.23 【6.41】 

J17NF J 340 500 420 420 1600 2524 190 0.47 
木村 05 

J14NF J 280 330 350 350 1600 2524 190 0.57 
【6.44】 

増田 04 No.1-1 J 350 400 400 400 2700 3450 151 0.32 【6.45】 
平石 04 No.1 J 280 350 350 350 1750 3150 121 0.30 【6.46】 
鈴木 02 BC-P2 J 280 440 350 350 1260 2750 76 0.42 【6.47】 
近藤 07 NR (B)J 270 450 470 400 2000 3600 26 0.00 【6.48】 
大和田 73 P-4 J 160 300 200 200 1600 3000 13 0.66 【6.49】 
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図 6.7.10 靱性指針有効幅と提案有効幅 
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図 6.7.11 靱性指針式による FjとσBの関係（十字型・直交部材無） 
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図 6.7.12 提案式による FjとσBの関係（十字型・直交部材無） 
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図 6.7.13 提案式による計算値と実験値との関係 
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6.7.6 適用範囲  

 

本論文で提案した接合部せん断強度式は、偏心率が 0～0.3程度で、接合部コンクリート

の圧縮強度σB=33 N/㎜ 2とした十字型平面柱梁接合部に関する解析データより求められて

いる。軸力比やアスペクト比、多方向繰り返し載荷などの多くの影響因子については本研

究では検討されていない。本研究と直接かかわりがあると思われる課題について次章で示

すこととし、ここでは提案式を用いるための以下の制限を設ける。 

 

① 接合部形状は通常の断面形を持つ十字型に限定し、梁幅が柱幅を超えないものを対

象とするが、梁幅が極端的に小さい壁梁のような柱梁接合部は対象外とする。 

② 梁心と柱心が偏心接合する場合、偏心距離と柱幅比で表される偏心率が 0.3以下の接

合部を対象とする。 

③ 接合部コンクリートは、圧縮強度が 21 N/㎜ 2以上、60 N/㎜ 2以下の普通強度レベル

のものを対象とする。 

④ コンクリート種類や使用鉄筋などは、靱性指針の柱梁接合部設計の適用範囲に準じ

る。 
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6.8 まとめ 

 

本章では、十字型の平面 RC 造柱梁接合部に対して、付着性状、接合部横補強筋量、偏

心距離をパラメータとして取り上げ、解析モデルを作成し、3次元 FEM解析により得られ

た結果に対して、定性的および定量的検討を行い、その成果をせん断強度式としてまとめ

て提案した。本章で得られた主な成果を次のように示す。 

① 接合部内部の中央付近では，付着劣化や横補強筋の量に関係なく，圧縮力の伝達量

がほぼ同程度でストラット断面積がほぼ一定となる領域が存在する。 

② 接合部コンクリート圧縮強度の 0.12 倍以上の領域は，領域面積および領域内で伝

達される圧縮力ともに接合部せん断耐力とよく相関する。 

③ 横補強筋は主にそれに近い接合部領域での応力伝達に影響を及ぼし，接合部中央ほ

ど横補強筋比によらずほぼ一定の圧縮力伝達となる。 

④ 接合部内梁主筋の付着を絶縁にした場合，圧縮ストラットのみによる圧縮力伝達機

構となり，せん断耐力は約 17％低下する。 

⑤ 接合部応力状態に関する定量的分析を行い，その成果に基づいて接合部のせん断強

度式を，基準せん断応力度に有効断面積，捩り応力による耐力低下率を乗じた形と

して誘導，提案し，評価を行った。 

 

以下、各節ごとの結果をまとめて示す。 

 

(1) 対角断面上におけるストラット方向応力に基づく検討手法（6.5.1 節、6.5.2 節） 

 

接合部内部での圧縮（最小）主応力分布およびそのベクトルの分布から、接合部内部の

ベクトル方向が必ずしも一致することではなく、ストラット域から離れるほど大きく異な

ることから、接合部内部のストラット中心部位でのベクトル方向をストラット方向とし、

全体座標系における応力成分からストラット方向応力を求め、それによって接合部内部の

応力状態に関する検討を行った。この場合、検討断面は接合部対角線方向に沿って切断し

て得られた対角断面を用いることにした。 
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(2) 解析結果の検討項目ごとによるまとめ 

 

(2).1 コンクリートの圧壊（6.5.3 節） 

① 付着劣化の有無や、接合部横補強筋量の多少によらず、最大耐力時に既に対角断面

上およびパネルの中央付近で圧壊が生じていることから、最大耐力に達する以前に既に接

合部中央で圧壊が先行する。 

また、荷重の増加とともに、ストラット中央で先行したほぼ対角方向に傾くような紡錘

状の圧壊領域が、ストラット方向へ「伸びる」と同時に、ストラット方向に直交する方向

へ「太る」との、圧壊領域の成長過程について示した。 

② 圧壊領域の拡大とともに圧縮ストラットによる応力伝達能力が低下し、その代わり

にトラス機構による応力伝達の負担割合が増大する。 

③ 偏心無しの接合部では、横補強筋量によらず、接合部コンクリートの圧壊はほぼ同

様な傾向を示すが、付着絶縁の場合には接合部対角方向上で狭いストラットせいを持って

圧壊領域を形成している。 

④ いずれの接合部も、接合部（パネルの）内部の中央で圧壊が先行する。 

 

(2).2 コンクリートのひび割れ（6.5.4 節） 

① R=1/100時には、偏心無しで付着良好な場合は、いずれも全領域にわたってひび割れ

が生じているものの、接合部横補強筋が少ないほどせん断ひび割れが大きく開口する傾向

となり、また付着絶縁の場合はひび割れ発生がかなり遅れて、接合部内部の一部領域で微

細なひび割れが生じ始まっている。 

また、偏心接合部では非偏心側の梁側面付近のパネルでひび割れがパネルに平行して生

じ、ひび割れ幅が最も大きく開いている。 

② 最大耐力到達の直前になると、ひび割れ幅がさらに大きく開き、横補強筋量の多少

によらずひび割れ幅がほぼ同程度となり、また付着絶縁の場合は付着良好な場合よりひび

割れ幅が若干小さく現れる。 

 

(2).3 コンクリートの有効圧縮強度（6.5.5 節） 

① 本研究の FEM 解析プログラムで用いた有効圧縮強度に関する定義を行った。また，

平面柱梁接合部では，せん断ひび割れが発生することによって多軸応力状態による破壊基

準より、1 軸応力状態にひび割れによる強度低減を考慮した有効圧縮強度として考えるこ

とができるとの見方を示した。 
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② いずれの試験体も接合部の中央付近では有効圧縮強度が 0.6Fc程度として、圧縮強度

の低減がもっとも著しく現れているが、ストラット以外の領域、即ちトラス領域では有効

圧縮強度が 0.9Fc以上として現れている。 

③ 付着良好な場合はストラットせい方向において、かなり広い範囲で強度低下が生じ

ているが、付着絶縁の場合は強度低下領域がかなり狭い範囲内に限っている。 

④ 圧縮強度低減係数の分布特徴が、圧壊領域拡大の原因にも繋がると考えられる。 

⑤ 最大耐力到達直前から最大耐力時までには、偏心のない接合部はいずれも有効圧縮

強度が変化しないが、偏心接合部では非偏心側の梁側面付近パネルでの有効圧縮強度がさ

らに低下し、それによって偏心側での圧壊領域の広がりがさらに早まると考えられる。 

また、偏心接合部では、非偏心側柱部分協力幅の約半分弱を占める領域で圧壊がほとん

ど生じていない。 

 

 (2).4 垂直断面（パネル）でのσa分布（6.5.6 節） 

（R=1/100 時） 付着良好な接合部ではいずれも接合部パネルでほぼ同様な傾向で圧縮ス

トラットによる応力伝達が形成されるが、付着絶縁の接合部ではストラット中央ほどスト

ラットせいが小さく、応力度も低く現れる。 

また、いずれもストラット方向の両端部で応力度が高く現れるが、圧壊による接合部の

破壊は主にストラット中心付近で生じることに関する見解を示した。 

ストラット領域以外のトラス領域では、付着良好な場合はストラット領域より小さい応

力度で応力が伝達されることに対して、付着絶縁の場合は応力をほとんど伝達しない領域

の面積が大きな割合を占めている。 

（最大耐力時） 最大耐力時になると、付着良好な場合は接合部パネルのほぼ全域にわた

って高応力度による応力伝達を果たしているが、パネル中央では既に圧壊によって周辺よ

り応力度が低下している。また，それはストラット領域での応力伝達能力が低下し、トラ

ス領域では応力伝達負担が増えることを意味する。 

付着絶縁の接合部では、最大耐力時においてもトラス領域で応力が伝達されないため、

接合部の有効応力伝達断面積が減少し、したがって付着良好な場合より耐力が小さく現れ

ると考えられる。 

付着良好な接合部では、トラス領域でも応力伝達を負担し、したがって接合部内コンク

リートを有効に利用しているが、ひび割れが広範囲に生じ、ひび割れも大きく拡幅するこ

とから、有効圧縮強度が著しく低下するような負の面も持っている。 
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(2).5 対角断面でのストラット方向圧縮応力σa分布（6.5.7 節） 

（R=1/400 時） ストラットのせい方向、幅方向における応力および合力分布から、偏心

のない場合は付着劣化の有無、横補強筋量の多少によらず、接合部内部の応力分布はほぼ

同程度として現れることが見られることによって、弾性変形時にはパラメータに関係なく

ほぼ同程度の応力伝達機構を形成すると考えられる。また梁幅が柱幅より狭い場合にも柱

の全幅にわたって同程度の応力を伝達し、ほぼ同程度のせん断挙動を呈すると考えられる。 

また偏心接合部では、幅方向上において偏心側から非偏心側へほぼ直線的な勾配で応力

が低下していることが確認され、これは捩りモーメントの作用により生じる捩り応力がせ

ん断応力に累加されることによって生じた結果と考えられる。 

（R=1/100 時） 層間変形角の増大に従って、ストラットせいの中央ほど応力度の増加が

著しく現れるから、主にストラット機構による応力伝達負担が増えていると考えられる。 

また付着良好な場合には、ストラットせい方向での応力分布には横補強筋量の多少によ

る違いが見られないが、付着絶縁の場合には、トラス域での応力がほぼゼロに近い値にな

っている。 

また、幅方向での応力分布では、付着絶縁は未だひび割れの生じていない弾性変形の範

囲内に留まっているため、R=1/400 時と形状がほぼ変わらないが、ほかの偏心のない付着

良好な接合部では中央ほど応力が高く現れている。偏心接合部は偏心側では応力伝達が卓

越するが、非偏心側では応力を伝達しない領域が存在している。 

また、横補強筋の接合部に及ぼす影響は、接合部の内部への影響が小さく、主に補強筋

から近い領域内で影響している。 

（最大耐力時） 最大耐力時に達すると、いずれの試験体も接合部中央で圧壊が先行し、

それによって中央での応力度が低下しているが、依然としてストラット域での圧縮力の伝

達が主役を果たしている。付着絶縁の場合はストラットコンクリートに限って応力を伝達

している。 

横補強筋の影響は、R=1/100 時と同様に、接合部内部へ行くほど薄く現れるが、横補強

筋より近い領域ほど、補強筋量の増加による応力度の増大が顕著となる。 

また、偏心接合部の非偏心側では応力をほぼ伝達しない領域が、柱幅の約 30％を占めて

いる。 

（最大耐力後） 最大耐力後、圧壊域が接合部の中央からその周辺に拡大していくことに

よって、ストラットコンクリートによる圧縮応力伝達能力が低下し、それに代替してトラ

ス機構による応力伝達の負担が大幅に増え、ほぼ全断面にわたるせん断力抵抗となってい

るが、接合部内部コンクリートの圧壊が急速に進むことによって、せん断耐力の低下が著
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しく現れる。 

また、偏心接合部では、偏心側で先行した圧壊領域が非偏心側の方向へ拡大し、非偏心

側協力幅内での応力伝達負担が増加している。 

 

(3) ストラット方向圧縮応力の分布特徴に関する検討（6.6 節） 

 

（各方法の検討） 最大耐力時の対角断面におけるストラット方向圧縮応力分布に対して、

応力度を基準にする方法、一定面積を基準にする方法、そして付着絶縁の有効応力伝達領

域を基準にする方法により対角断面を区画し、区画された領域上における応力分布特徴や、

圧縮力（合力）の伝達、領域面積などについて検討を行った。 

検討結果から、接合部の付着劣化や横補強筋量などのパラメータに関係なく、接合部内

部には伝達される圧縮力がほぼ一定となる領域が存在し、それを固有強度領域として定義

した。この固有強度領域は、面積が全断面積の約 2割程度となり、伝達される圧縮力が全

断面合力の約 4割程度となる。 

また、各方法による検討結果から、せん断耐力との相関性について考察し、応力度 0.12Fc

以上の領域が、領域内で伝達されるストラット合力およびストラット断面積ともに層せん

断耐力と強く相関することを示した。 

（0.12Fcの検討） 全断面合力の約 7割～8割を伝達する応力度 0.12Fc以上の領域を，そ

れと同面積の等価矩形断面に置き換え、等価矩形断面のせい（ストラットせい方向におけ

る断面の長さ）および幅（ストラット幅方向における断面の長さ）について検討した。 

その結果から、付着性状は主にストラットせいに影響を及ぼし、横補強筋量および偏心

距離は主に接合部の幅に影響を及ぼすと考えられる。 

 

(4) せん断強度式の提案（6.7 節） 

 

ここでは、各接合部の 0.12Fc の領域に基づき、接合部のせん断強度式の誘導、提案し、

提案式による耐力低下率の評価を行い、基準せん断応力度－コンクリート圧縮強度関係を

求めた後、提案式の適用範囲を示した。 

 

(4).1 提案式の誘導 

柱梁接合部のせん断強度 Vjuは、接合部の基準せん断応力度 Fjに、有効断面積 Sj、およ

び捩り応力による耐力低下率βjtの積で表される。 
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① ここで、有効断面積 Sjは、接合部の有効せい Djおよび有効幅 bjの積で現れる。 

有効せい Djには付着性状の影響を、有効幅 bjには横補強筋量および偏心接合の影響を取

り入れる形として誘導した。 

② 耐力低下率は、偏心接合による耐力低下の原因を、捩り応力の累加によるもの、応力

の偏心側での偏在伝達による有効幅の減少によるものとして分析した上、前者より耐力低

下率βjtを誘導し､それを捩り応力による耐力低下率として定義した。 

応力の偏在伝達による有効幅の減少は、既に有効幅 bjで考慮されている。 

(4).2 耐力低下率βjの考察 

有効幅 bjの減少によるに低下率βjbと、捩り応力による耐力低下率βjtによって構成され

る偏心接合部の耐力低下率βj について、実験および解析データに基づいて検討を行い、 

βjは安全側として偏心接合による耐力低下を評価できることを示した。ただし、梁幅の狭

い壁梁に近いタイプの柱梁接合部では、靭性指針の場合と大きな違いが見られなく、耐力

低下を過小評価する可能性がある。 

(4).3 平均せん断応力度τj―コンクリート圧縮強度σB関係 

普通強度から超高強度までの材料を用いた偏心なし RC 造柱梁接合部のせん断強度を

2008年までの既発表論文の中から収集し、提案有効幅に基づいて接合部せん断強度の平均

（基準）せん断応力度τjとコンクリート圧縮強度σBとの関係式を回帰分析により求めた。 

また、σB = 120 N/㎜ 2程度まではσBが大きくなるほど平均せん断応力度τjの増大が見

られるが、それ以後の超高強度領域ではτjの増大が鈍くなり、σB = 60 N/㎜ 2以上ではば

らつきが大きく現れる。 
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7.1 本研究で得られた成果 

 

(1) はじめに 

 

本研究では、RC 造柱梁接合部の耐震性能に及ぼす柱心と梁心の偏心接合の影響を主な

研究項目として取り挙げる以外に、直交梁・スラブの影響や、接合部内梁主筋の付着性状、

横補強筋量の影響に関して 3 次元 FEM 解析による検討を行った。特に実験で観察困難な

検討項目に着目し，解析的研究から得られた独自の結果に関する分析および考察を通じて，

偏心接合を含む柱梁接合部の耐震性能を把握し，それらの検討成果に基づき、柱梁接合部

のせん断強度式を提案することにより論文のまとめを図った。 

また、本研究では検討手法として、内部の応力やひずみ状態に基づいて定性的および定

量的検討を行うことにより応力伝達の特徴を明らかにし、それらの成果を設計へ応用する

ための新しい定義の導入や定量的な検討手法の開発にも力点をおいた。 

本研究で得られた研究成果や、解析結果に対する検討および分析手法は、柱梁接合部の

力学的挙動に関するマクロモデルの構築や、実験のための資料提供などにも基礎資料とし

ての意義があると考えられる。 

 

本研究で得られた主な成果を次のように示す。 

① 偏心の有無，直交梁・スラブの有無によらず，接合部では主に圧縮ストラットによ

り圧縮応力を伝達する。 

② 偏心接合部では，圧縮応力が偏心側に偏って集中的に伝達されることにより，ひび

割れや圧壊の進行度が偏心側ほど顕著となり，耐力が低下する。 

③ 偏心接合部の耐力低下の原因について，圧縮応力の偏在伝達による有効断面積の減

少と，捩り応力の累加による耐力低下と分析する。 

④  横補強筋比や付着性状によらず，接合部内部には同程度の圧縮力を伝達する一定

の大きさを持つ圧縮ストラット領域が存在する。 

⑤ ストラット方向圧縮応力に関する検討成果に基づいて RC 造柱梁接合部のせん断強

度式を誘導，提案し，それによって偏心接合による耐力低下を安全側として評価で

きる。 
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(2) 各章ごとのまとめ 

 

以下に，本論文で得られた成果を、各章ごとに要約して示す。 

 

第 1章では，本研究を行う背景として建物の地震被害から FEM解析の RC構造物への応

用の現状について論じ，本研究の目的、特徴と位置付けおよび論文の構成について述べた。 

 

第 2章では，1995年の兵庫県南部地震での RC造柱梁接合部の被害例を述べた後に，偏

心接合を含む 37 体の柱梁接合部に関する既往の実験研究から得られた成果を項目別にま

とめて示し、また，FEM解析から得られた柱梁接合部の力学挙動に関する既往の研究の成

果を述べた。最後に，既往の研究の調査からまとめた柱梁接合部の課題について述べた。 

 

第 3章では，3次元解析の特徴や本研究で用いられている 3次元非線形 FEM解析プログ

ラムの材料モデルに関する概要について述べた。なお，3次元 FEM解析システム，有限要

素モデル，非線形数値計算法などの FEM解析手法については付録 1で記述した。 

 

第 4章では，偏心距離 85㎜（偏心率 0.21）と偏心のない平面 RC造柱梁接合部実験試験

体について 3次元の解析モデルを作成し，汎用 FEM解析コード DIANAを用いて、地震力

を模擬した正負繰返し載荷履歴を与えたときの解析を行った。ここでは主に、柱と梁の偏

心接合が接合部の力学的挙動に及ぼす影響について明らかにすることを目的として検討を

行い，次のような結果を得た。 

① （応力・ひずみ状態） 接合部内部のパネル上における圧縮主応力および主ひずみの

分布に基づいて、弾性変形時（R=1/400 時）から最大耐力時およびその後における応力伝

達に着目し、ストラット機構およびトラス機構による応力伝達を示すと同時に、変形の増

大に伴って圧縮トラットせいが次第に大きくなること、最大耐力時以前に既に接合部内部

の中央付近で圧壊が生じ始め、最大耐力後には広範囲わたって圧壊領域が広がり、したが

って耐力が次第に低下することなどについて見解も含めて示した。 

また、水平断面における応力・ひずみ分布に関する検討では、偏心接合部では偏心側に

偏って高応力度で応力が伝達されることから、偏心側での圧壊の早期発生による耐力低下

や、接合部断面の有効応力伝達断面積の減少による見かけ上の耐力低下などに関する見解

を示した。 
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② （コンクリート損傷） コンクリートの圧壊状況に関する検討では、偏心のない場合

は接合部のほぼ全域にわたって圧壊されることに対して、偏心接合部は偏心側に圧壊が集

中され非偏心側に行くほど圧壊が軽減されることから、それによる最大耐力の減少や、そ

の後の耐力低下も急激に現れることなどの見解を示した。 

また、R=1/400 時には、接合部内部パネルにはせん断ひび割れが広範囲に発生し、この

時点においてパネル中央ではまだひび割れ幅が小さいことや、接合部内部から表面（偏心

接合部は非偏心面）にいくほどひび割れ発生領域の面積が減少し、ひび割れ幅が小さくな

ることなどを示した。 

③ （接合部変形） 接合部の捩り変形が接合部内部で生じていることから、接合部には

ねじりモーメントが作用されていることを示し、またその影響によって、偏心接合部の偏

心側にせん断変形が大きく現れること、それによって偏心面でのせん断破壊が先行される

ことなどを示した。 

 

第 5章では，偏心の有無や直交梁およびスラブの有無を変数とした，実建物の一部を想

定した柱梁接合部の実験試験体を解析対象として，当研究室で開発された 3 次元 FEM 解

析プログラムによる解析およびその結果の検討を行った。ここでは主に直交梁・スラブが

偏心接合部の力学的挙動に及ぼす影響を把握することを目的とし，次のような結果を得た。 

① （応力・ひずみ状態） 直交梁やスラブの有無、偏心の有無に関わらず、接合部内部

の梁心付近のパネルではほぼ同様な傾向で圧縮ストラット機構により応力を伝達し、また

接合部の対角線方向の斜め断面上における応力分布から、偏心接合部における圧縮応力の

偏在伝達を示し、それによる偏心側での圧壊の早期発生や効率の悪い応力の伝達（有効応

力伝達断面積の減少）などのせん断耐力低下の原因に関する見解を示した。 

また、直交梁での応力伝達が確認され、それによってせん断耐力が上昇するとの見方を

示し、それ以外にも、偏心接合部の偏心側に直交梁が付くことにより応力集中が緩和され

ることや、偏心側直交梁でのせん断力負担率が大きく現れることなどによるせん断耐力上

昇への期待ができるとの見方を示した。 

また、接合部断面上でのせん断力負担割合に関する検討では、直交梁を通じて伝達され

るせん断力に相当する分が、少なくとも層せん断耐力の増加量に含まれる（耐力上昇に寄

与する）との見方を示した。 

② （接合部変形、損傷） 直交梁・スラブが偏心接合部の捩り変形やせん断変形に及ぼ

す影響は、直交梁による変形への拘束効果がある反面、せん断耐力の上昇によって接合部

へのせん断力入力が増大されることから、それほど大きくはならないとの見方を示した。 
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また、梁端引張側からの曲げひび割れの早期発生、その後の接合部内部へのせん断ひび

割れの発生および拡散などを示し、また 3次元によるひび割れの表現から、偏心接合部の

ひび割れ面がパネルとの直角方向から傾くことや、偏心側でひび割れ幅が大きく開くこと

などについて示した。 

③ （累積消費ひずみエネルギー） 接合部でエネルギーの吸収がもっとも大きく現れる

こと，偏心接合部では圧壊やひび割れ拡幅が顕著となる偏心側ほどエネルギー吸収が大き

くなること，また，接合部では鉄筋に比べコンクリートのエネルギーの割合が大きくなり，

曲げ降伏した梁では梁主筋のエネルギー割合が大きく現れることなどを示した。 

 

第 6章では，偏心距離や接合部内部での付着劣化，横補強筋量をパラメータとした柱梁

接合部について 3 次元 FEM 解析を行い，接合部コンクリートのストラット方向応力の分

布特性に関する定量的な分析を行い、その検討成果に基づいて接合部のせん断強度式を誘

導し，提案を行った。得られた結果を次に示す。 

① （定性的検討） 接合部を対角線方向に沿って切断して得られた対角断面ならびに接

合部パネルでのストラット方向の圧縮応力や圧縮主ひずみ、ひび割れ、圧壊などについて、

弾性変形時から最大耐力時、そして最大耐力後のいくつかの段階における検討を行った。

検討結果から、付着劣化の有無や横補強筋量の多少にかかわらず、最大耐力時には接合部

内部の中央付近で既に圧壊が先行され、その後圧壊領域の拡大によってストラット機構に

よる応力伝達能力が低下し、トラス機構による応力伝達負担が増えるものの、最大耐力後

の耐力低下は著しくなる、などについて見解も含めて示した。 

また、ひび割れの発生状況について示すと同時に、それと相関性が強いと思われる有効

圧縮強度は、いずれの試験体でも接合部の中央付近で 0.6Fc 程度、トラス領域では 0.9Fc

以上となることを示した。 

② （応力分布の定量的分析） 各試験体の最大耐力時における対角断面でのストラット

方向圧縮応力の分布に基づいて、応力度や面積、付着絶縁の有効応力伝達領域などを基準

にして領域を区画し、領域内での応力分布特徴や圧縮力の伝達、面積などに関して定量的

な検討を行った。その結果から、付着劣化や補強筋の有無に関係なく、全断面合力の約 4

割程度を伝達し、全断面積の約 2割程度を占める領域が断面の中央付近に存在することを

示し、その領域を固有強度領域として定義した。 

また、応力度 0.12 Fc（=0.2 uFc、uFcは有効圧縮強度）以上の領域では、領域内で伝達さ

れる圧縮力および面積ともに層せん断耐力と強い相関があることを示しながら、その領域

と同面積の等価矩形断面に置き換えて検討を行い、その結果、付着性状は主にストラット
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せいに影響を及ぼし、横補強筋量および偏心距離（偏心率）は主にストラット幅に影響を

及ぼすとの見解を示した。 

③ （式の提案、評価） 以上の、第 6章の解析結果に関する定性的および定量的検討・

分析から得られた成果に基づいて、接合部せん断強度 Vju を、接合部の基準せん断応力度

Fj、有効断面積 Sj、および捩り応力による耐力低下率βjtの積で表したときの、各パラメー

タに関する誘導を行った。有効断面積 Sjの成分となる、接合部の有効せい Djには付着性状

の影響を、有効幅 bjには横補強筋量および偏心接合の影響を取り入れる形として誘導した。

また偏心接合による耐力低下を、捩り応力の累加によるもの、応力の偏心側での偏在伝達

による有効断面積の減少により生じるもの、として分析した上、耐力低下率βjt は、前者

によるものに帰着し、近似的な誘導を行った。後者は有効幅 bjに既に考慮されていると示

した。 

また、有効幅 bjの減少による低下率βjbと、捩り応力による耐力低下率βjtによって構成

される偏心接合部の耐力低下率βjについて、解析および実験結果に基づいた検証や既往の

偏心接合部の耐力低下率との比較を通じて評価を行った。最後に，偏心のない柱梁接合部

のせん断強度を文献から収集して，提案した有効幅に基づいて接合部せん断強度の平均（基

準）せん断応力度τjとコンクリート圧縮強度  σBとの関係式を回帰分析により求めた後、

提案されたせん断強度式の適用範囲を示した。 
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7.2 今後の研究課題 

 

本論文は，柱と梁の偏心接合を含む RC 造柱梁接合部の耐震性能に関して研究を行った

ものであり，接合部のせん断強度式を提案することによって論文を取りまとめているが，

不十分なところが多く残されている。ここでは，本論文と直接関わりがあると思われる研

究課題について示す。 

 

(1) 直交梁・スラブ付き RC 造偏心柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 

第 5章では，繰り返し載荷によって梁曲げ降伏が先行した後に接合部がせん断破壊した

直交梁・スラブ付きの RC造柱梁接合部について 3次元 FEM解析を行い，最大層せん断耐

力時の内部応力状態に関する検討を行っているが，直交梁付き接合部のせん断伝達に関す

る定量的分析や評価までは至らなかった。そのため，直交梁および床スラブ付き柱梁接合

部のせん断強度式に関しては本研究では検討されていない。 

実際の建物での柱梁接合部は床スラブや直交梁が取り付くことが一般的であり，また直

交梁からも接合部にせん断力が入力される。本論文の第 5章でも，現行耐震設計規準【7.1】

における柱梁接合部のせん断強度式での直交梁の拘束効果【7.2-3】の考慮が曖昧であること

を示していることから，直交梁での応力伝達を考慮した接合部せん断強度式の提案は非常

に重要であると考えられる。 

そのため，まず接合部せん断破壊先行型の直交梁・スラブ付き柱梁接合部を対象に，単

調載荷時の 3 次元 FEM 解析を行い，得られた結果についてひび割れや圧壊に関する定性

的検討を行う以外に，本論文の第 6章で行ったような，対角断面でのストラット方向応力

に関する定量的分析を行い，直交梁およびスラブが接合部のせん断抵抗機構に及ぼす影響

および直交梁での応力伝達の協力効果を明らかにすることが望まれる。 

ここでは，特に固有強度領域（第 6章）の定義が直交梁付き柱梁接合部でも成り立つか

否かについて着目する以外に，直交梁が接合部の有効に応力を伝達する領域へ及ぼす影響，

床スラブおよび直交梁が捩りモーメントの大きさに及ぼす影響，捩りモーメントによって

生じる捩り応力の分布特徴の把握，などについて検討を行うことが望ましい。 

また，研究成果を反映したせん断強度式の提案を試みることが望ましいが，直交梁・床

スラブが取り付いた柱梁接合部においても第 6章で提案したせん断強度式の形式が有効と

なる場合には，直交梁およびスラブの効果をどのようにせん断強度式に取り入れるかが大

きな課題として考えられる。上述したことが把握されていない現段階においては，直交梁
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での応力伝達量の足し合わせや，接合部有効幅計算式の修正，あるいは直交梁協力効果係

数の提案，などのいくつかの方法が考えられる。 

以上のような研究テーマに関する解析的研究を行った後，その成果に基づいて繰り返し

載荷や多方向からのせん断力と変動軸力を受ける立体柱梁接合部のせん断抵抗機構に関す

る研究を進むことが望ましい。 

 

(2) RC 造柱梁接合部の耐震性能に及ぼす付着性状の影響に関する解析的研究 

この研究テーマは，第 6章で付着劣化の程度を表す指標をパラメータとした接合部有効

せい Djの式の決定に関するものである。第 6章では，付着性状をパラメータとした解析的

研究が欠かせているため，付着絶縁と付着良好な場合に基づいて線形補間の形で式を誘導

した。また，接合部内付着がもっとも劣化した場合のせん断強度低下を 17％程度として表

現した。これは，接合部内部での付着劣化のみを考慮したためであって，実際には梁端コ

ンクリートの圧壊や梁での付着劣化が柱梁接合部架構の層せん断耐力に及ぼす影響が大き

いと考えられる。 

そのため，梁危険断面での付着劣化が接合部のせん断挙動に及ぼす影響を把握すること

が必要となり，また，接合部内部での付着劣化の程度がせん断伝達機構に及ぼす影響を明

らかにすることが必要で，それらの結果を本章のせん断強度式に反映することが望まれる。 

① 梁での付着劣化の影響に関しては，繰り返し載荷によって接合部で生じ始めた付着

劣化が梁内部にも浸透した場合を想定して，接合部側から梁内部での付着劣化領域の長さ

をパラメータとして検討を行うことが望まれる。 

② 接合部内での付着劣化の程度に関しては，梁主筋の本数（主筋径）と付着強度をパ

ラメータとした解析結果に関する検討が望まれる。 

靱性指針【7.1】では，柱せいを大きくし，主筋本数を増やして主筋径を細くすることによ

り付着応力度の制限を行う。ただし，付着劣化を完全に防ぐことが現実的に困難であるこ

とから，付着劣化の程度がせん断強度や変形性能に及ぼす影響を把握することが重要であ

る。付着の劣化程度，すなわち付着強度の低下による付着力の減少や付着すべりの程度が

応力伝達に及ぼす影響を把握し，接合部のせん断強度の著しい低下を生じさせない境界を

把握することが望まれる。 

また，付着特性のモデル化において，接合部と梁にはそれぞれの付着応力―付着すべり

関係を適用することが望ましい。特に，接合部内部においては，圧縮域と引張域での異な

る付着性状を考慮することが必要であり，繰り返し載荷によって生じる圧縮と引張が交番

に作用する接合部隅角部での付着特性の変化への対応も工夫されたい。 
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以上のような，付着性状が接合部せん断強度に及ぼす影響に関する研究成果に基づき，

第 6章のせん断強度式の改善を行うことが望ましい。また，繰り返し載荷時の付着劣化の

程度の把握や 2方向載荷時の接合部付着性状の把握に関する解析的研究も望まれる。 

 

(3) RC 造柱梁接合部のせん断伝達機構に及ぼす接合部形状の影響に関する解析的研究 

① アスペクト比の影響 

本研究では，アスペクト比（梁せいと柱せいとの比）が 1.0 に近い試験体を対象にして

検討を行ったため，提案したせん断強度式にはアスペクト比が含まれていない。接合部せ

ん断力はストラット圧縮合力に cosα（αはストラット角度）を乗じた形で表せる（第 6

章 6.2節の式 6.2.2～式 6.2.4）ため，アスペクト比が 1.0より異なる場合には，本提案式に

ストラット角度αを導入しなければならない。また，近年の高層集合住宅では，梁せいを

低くする傾向も見られていることから，アスペクト比を考慮したせん断強度式の改良が必

要とされている。アスペクト比をパラメータとした解析結果の検討を通じで，アスペクト

比の接合部せん断耐力への影響，ストラット角度への影響を把握することが望ましい。 

② 梁幅の影響 

第 6章では，柱幅 80㎝に対して梁幅 30㎝の試験体を対象にしてせん断強度に関する検

討を行ったため，梁幅と柱幅の比が異なる場合の応力伝達特徴に関しては検討されていな

い。また，固有強度領域は，梁幅によって影響されると考えられるが，第 6章での固有強

度領域の半径 aには梁幅の影響が考慮されていない。梁幅と柱幅の比をパラメータとした

解析結果の検討を通じで，接合部のせん断抵抗機構に及ぼす梁幅の影響を明らかにし，そ

の結果に基づいて上述した課題への対応が望ましい。  

 

(4) RC 造柱梁接合部のせん断強度に及ぼす軸力の影響に関する解析的研究 

Park & Paulayモデルによると、接合部せん断力 Vjは圧縮ストラット機構により伝達さ

れる圧縮力Dcとトラス機構により伝達される圧縮力Dcの水平方向成分の和として次式に

より表される。 

ssccj DDV αα coscos +=                      （式 7.1） 

ここで、αc、αsはそれぞれ Dcと Dsの角度 

 

柱梁接合部に加わる軸力が圧縮である場合、接合部コンクリートの圧縮主応力ベクトル

の角度が大きくなり、したがってストラット機構とトラス機構による圧縮力の角度αも大

きくなると考えられる。ここで、Dcと Dsはコンクリートの圧縮強度に依存するもので、
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角度αが大きくなっても変わらないものと仮定すると、Vj は cosαの関数として現れ、軸

力が大きくなるほど Vjは小さくなる。また、軸力が引張力として柱梁接合部に加わる場合

には、圧縮の場合と逆傾向で、ストラット角度が小さく、従って Vjが大きくなる。 

実際には Dcと Dsは軸力に大きく影響されると考えられる。圧縮軸力の場合には Dcと

Dsはコンファインド効果により大きくなり、引張軸力の場合は接合部コンクリートのひび

割れの拡幅による強度低下により Dcと Dsは小さくなることが予測される。 

実際の建物の外周構面での柱梁接合部は、繰り返し地震力により変動軸力を受けること

を考えると、軸力が接合部せん断強度に及ぼす影響を把握することが必要である。また、

解析データの分析により、軸力が Vjの成分となる Dc、Dsと角度αへ及ぼす影響を把握す

ることができるため、軸力が接合部のせん断抵抗機構に及ぼす影響を明らかにすることが

可能となる。 

 

(5) 高強度コンクリートを用いた柱梁接合部のせん断強度に関する解析的研究 

第 6章の 6.7.5節では、靱性指針有効幅および提案有効幅に基づいて求められた平均せん

断応力τj－コンクリート圧縮強度σB関係で、いずれもσB=120 N/㎜ 2以上では Fjが頭打ち

になること、またσB= 60 N/㎜ 2以上ではばらつきが大きいことから、いずれの有効幅も高

強度領域では対応が適切ではないことについて示した。これには、高強度コンクリートと

普通強度コンクリートは強度だけではなく、応力－ひずみ関係も大きく異なり、それによ

って有効に応力を伝達する領域が異なることがひとつの原因として考えられる。 

高強度コンクリートは普通強度コンクリートに比べ圧縮強度やヤング係数が大きく現れ

る以外に、最大応力時の圧縮ひずみが 0.2～0.3%の範囲として大きく現れ、また最大応力

以後のひずみ軟化域の負勾配も著しく急となる【7.4】。また、圧縮強度が 100 N/㎜ 2を超える

超高強度コンクリートのひび割れは骨材を貫通するため、普通強度コンクリートより平滑

な形状となり、それ故超高強度コンクリートのひび割れ面におけるせん断伝達能力が低下

することが予想される【7.5】。 

このような高強度コンクリートの材料構成則を適切にモデル化して、超高強度までを対

象とした試験体に関する解析結果より、有効に応力を伝達する領域に関する検討を行い、

また、接合部せん断抵抗機構に関して考察を行い、それらの成果に基づいて超高強度まで

を対象としたせん断強度式を提案することが望まれる。 
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付1 野口研オリジナルプログラムにおける FEM 解析手法 

 

付1.1 有限要素モデル 

 

3次元解析プログラムでは，ソリッド要素には 8節点および 20節点のアイソパラメトリ

ック六面体要素，線材要素にはトラス要素を中心として開発した。また，現時点では繰り

返しルートを適用していないが，4節点シェル要素を流用した。 

 

付1.1.1 立方体要素 

 

立方体要素は，8節点および 20節点のアイソパラメトリック六面体要素を使用する。材

料モデルは，コンクリートに適用できる。要素の形状を付図 1.1.1に示す。8節点六面体要

素の形状関数，変位関数，要素剛性マトリックスを示す。 

 

 
 

付図 1.1.1 8節点アイソパラメトリック 6面体 1次要素 
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(1) 形状関数 

X：要素内部座標，x：節点座標とすると， 

NxX =  (付 1.1.1) 

ここで， 
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),,,,,,,,,(),,,( 888222111 zyxzyxzyxzyx TT ⋅⋅⋅== xX  (付 1.1.3) 

形状関数 Niはξ η ζ ξ η ζ1 1 1 7 7 71 1= = = − = = =, として，次式で与えられる。 

Ni i i i= + + +1 8 1 1 1( )( )( )ξ ξ η η ζ ζ  (付 1.1.4) 

(2) 変位関数 

u：要素内部変位，δ：節点変位とすると， 

u=Nδ (付 1.1.5) 

ここで， 

uT Tu v w u v w u v w u v w= = ⋅ ⋅ ⋅( , , ), ( , , , , , , , , , )δ 1 1 1 2 2 2 8 8 8  (付 1.1.6) 

(3) ひずみ－変位関係 
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ここで， 
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(4) ヤコビアン・マトリックス 
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 (付 1.1.11) 

{ }ni
T

i i iN N N= ∂ ∂ξ ∂ ∂η ∂ ∂ζ, ,  (付 1.1.12) 

(5) 応力－ひずみ関係 
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 (付 1.1.13) 

(6) 要素剛性マトリックス 

k B DB JT=
−−− ∫∫∫ det d d dξ η ζ

1

1

1

1

1

1
 (付 1.1.14) 

また，20節点六面体要素の場合，形状関数は次式のようになる。 

隅節点で 

Ni i i i i i i= + + + + + −1 8 1 1 1 2( )( )( )( )ξ ξ η η ζ ζ ξ ξ η η ζ ζ  (付 1.1.15) 

中間節点（たとえば，ξ=0，η=±1，ζ=±1）で 

Ni i i= − + +1 4 1 1 1( )( )( )ξξ η η ζ ζ  (付 1.1.16) 

 

付1.1.2 シェル要素 

 

シェル要素は，4 節点および 8 節点のアイソパラメトリック・シェル要素を使用する。

材料モデルは，鉄骨に適用できる。以下に，4 節点シェル要素の形状関数，変位関数，要

素剛性マトリックスを示す。 

(1) 形状関数 

x：要素内部座標，xi：節点 i座標とすると， 

x x v= +
= =

∑ ∑N N hi
i

i i i i
i1

4

3
1

4

2ζ  (付 1.1.17) 

形状関数 Niは次式で与えられる。 
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N N
N N
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3 4
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1 4 1 1 1 4 1 1
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( )( ), ( )( )
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ξ η ξ η
ξ η ξ η  (付 1.1.18) 

ここで， 

での板厚節点ihzyxzyx iiii
T

i
T :),,,(),,,( == xx  (付 1.1.19) 

(2) 変位関数 

u：要素内部変位，ui：節点 i変位とすると， 
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i
i hNN
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ζ 21
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1

2 vvuu  (付 1.1.20) 

全体座標系への変換を考慮し，局所座標系単位ベクトル v1i，v2i，v3iのそれぞれの軸周り

の回転角をθ1i（=βi），θ2i（=αi），θ3iとすると，次式のように再記できる。 
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ζ 0vvuu  (付 1.1.21) 

),,(),,,( iii
T

i
T wvuwvu == uu  (付 1.1.22) 

ここで，v1i，v2iは節点 iの厚さ中央面における接線単位ベクトル，v3iは v1i，v2iに直交す

る単位ベクトルである。 

(3) ひずみ－変位関係 

ε’[5]=B[5x24]u*[24] (付 1.1.23) 

B[5x24]=A[5x9]E[9x9]J0
-1[9x9]C[9x24] (付 1.1.24) 

ここで， 
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ε  (付 1.1.25) 

[ ] ),,,,,,,,,,,,(24 414141444312111111
* θθθθθθ wvuwvuu

T
L=  (付 1.1.26) 

Eはひずみ成分の座標変換マトリックス 
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 (付 1.1.27) 
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Aはひずみ成分とひずみの変換マトリックス 
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uAε  (付 1.1.28) 

J0
-1は変数変換マトリックス 
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 (付 1.1.29) 

( )ζζηξ ∂∂∂∂∂∂∂∂=∂∂ wuuuT ,,,, Lξu  

Jはヤコビアン・マトリックス 
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Cは変位勾配と変位を関係づけるマトリックス 
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(付 1.1.31) 

(4) 応力－ひずみ関係 
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 (付 1.1.32) 
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ここで，k はせん断剛性に関する等価係数。平面保持を仮定し，せん断変形によるひず

みエネルギーが放物線分布と等価にすると仮定し，k=1.2とする。 

(5) 要素剛性マトリックス 

∫ ∫ ∫− − −
×××=×′

1

1

1

1

1

1
det]245[]55[]524[]2424[ ζηξ dddJBDBk T  (付 1.1.33) 

ここで，k’は並進項が全体座標系，回転項が局所座標系のマトリックスである。要素が

同一平面上にない場合は，回転項も全体座標系に変換して，全体剛性マトリックスを作成

する必要がある。 

(6) 仮想回転剛性 
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k  (付 1.1.34) 

局所座標系の剛性マトリックスの回転項θ3iに対応する位置には，0 が入っている。全体

座標系と局所座標系とが異なっているとき，またはその節点を含む複数の要素が同一平面

上にない場合には，座標変換後全体マトリックスの対角項は 0にはならないが，それ以外

の場合は全体剛性マトリックスの対角項に 0が入る。これを避けるために，O.C.Zienkiewicz
【付 1.2】の仮想回転剛性係数を導入する。 

すなわち，Kijの回転項θ3iに対応する位置に，以下に示す仮想回転剛性を加算し，その後，

回転項のみ全体座標系に座標変換し，剛性マトリックスを得る。 
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 (付 1.1.35) 

ここで，αは低減係数（=0.03），Eはヤング係数，Vは体積である。 

(7) 全体座標系の要素剛性マトリックス 
TTkTk ′=  (付 1.1.36) 

ここで，k’は仮想回転剛性を加算した回転項が局所座標系の要素剛性マトリックス，T

は座標変換マトリックス 
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T  (付 1.1.37) 

また，8節点シェル要素の場合，8節点平面応力要素と同じ形状関数を用いている。 

 

付1.1.3 線要素 

 

線要素は，2節点線要素を使用する。材料モデルは，鉄筋に適用できる。以下に，2節点

線要素の変位関数，要素剛性マトリックスを示す。(1)～(4)では，材軸方向の 1次元座標系

で示す。要素の形状を付図 1.1.2に示す。 

 
(1) 変位関数 

( ) ji ul
xul

xu +−= 1  (付 1.1.38) 

ここで，u：任意位置 xでの変位，ui，uj：節点 i，jでの変位，l：節点 i，j間の長さ。 

(2) ひずみ－変位関係 

付図 1.1.2 2節点線要素 

x y

z
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z’ i
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 (付 1.1.39) 

(3) 応力－ひずみ関係 

εσ E=  (付 1.1.40) 

(4) 要素剛性マトリックス 
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EBBk T  (付 1.1.41) 

(5) 全体座標系の剛性マトリックス 
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k  (付 1.1.42) 

ここで，f’，k’，δ’は局所座標系。 
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z),xcos(y),xcos(x),xcos(

Λ  (付 1.1.43) 

ここで，kは全体座標系，Λは全体座標系に対する局所座標系の方向余弦マトリックス。 

 

 

付1.1.4 リンク要素（ボンドリンク，クラックリンク） 

 

リンク要素は，2つあるいはそれ以上の物体が接触した状態を表現する特殊要素である。

この要素では，物体の節点間に剛性値を直接与えることにより定義されるので，長さおよ

び体積を持たない要素である。材料モデルとしては，コンクリートと鉄筋間の付着モデル，

コンクリートとコンクリート間の離散ひび割れモデルを選択可能。前者の場合，ボンドリ

ンク要素と呼び，後者の場合，クラックリンク要素と呼ぶ。2 次元および 3 次元問題両方

に適用可能であるが，クラックリンク要素に関しては，現実的な 3次元のひび割れ面を再

現する要素分割は困難である。 
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要素剛性マトリックスは，前述の線要素の場合とほぼ同様の形となるが，体積を持たな

いため kを直接与えるところが異なる。以下に，剛性マトリックスを示す。要素の形状を

付図 1.1.3に示す。 

(1) 全体座標系の剛性マトリックス 
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k (付 1.1.44) 

ここで，f’，k’，δ’は局所座標系。k1，k2，k3 は，局所座標系(x’，y’，z’)の各軸方向に対

応する剛性。 

ボンドリンク要素の場合，節点 i がコンクリート要素の節点，節点 j が鉄筋要素の節点

であり，クラックリンク要素の場合，節点 i，jともコンクリート要素の節点である。 
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Λ  (付 1.1.45) 

ここで，kは全体座標系，Λは全体座標系に対する局所座標系の方向余弦マトリックス。 

 

 

 

付図 1.1.3 2節点リンク要素 
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付1.1.5 数値積分法 

 

要素剛性マトリックスを求める際の数値積分には，基本的に各変数について 1次元用の

Gaussの積分公式を適用している。付表 1.1.1に各要素の積分点の数を，付表 1.1.2に Gauss 

1次元積分の横座標と重み係数を示す。 

 

 

付表 1.1.2 Gauss 1次元積分の横座標と重み 

n i 座標（ ±a ） 重み

2 1 1
2 1

3 1 5/9
2 0 8/9
3 5/953

53

31

31

−

−

付表 1.1.1 各要素の積分点数 

          

    x  y  z  

ソリッド要素         

 8節点6面体 2 2 2 
  20節点6面体 3 3 3 

シェル         

 4節点シェル 1，2 1，2 2，3，11 
  8節点シェル 2 2 2，3，11 

線材     

  2節点 なし なし なし 
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付1.2 材料モデル 

 

付1.2.1 コンクリート 

 

(1) 既往のコンクリートの構成関係 

 

現在用いられているコンクリートの構成関係は，非線形弾性モデルと塑性論モデルに大

別される。以下，両モデルに関する既往のモデルについて概説する。 

 

(1).1 非線形弾性モデル 

非線形弾性モデルは，圧縮応力下のコンクリートの非線形性を考慮することにより線形

弾性モデルを改良したものである。一般に，これらのモデルは超弾性（hyperelastic），亜弾

性（hypoelastic）と呼ばれる。超弾性モデルは，現在の全ひずみ状態のみに依存する全応

力状態に基づく割線剛性の定式化を用いる。亜弾性モデルは増分応力と増分ひずみの関係

に基づく接線剛性の定式化を用いる。このモデルは，増分の範囲内において弾性であるこ

とから亜弾性という用語が用いられている。超弾性モデルは，応力経路に依存せず，一方，

亜弾性モデルはひずみ履歴と載荷／除荷ルールを考慮することで，経路依存挙動を表現で

きる。非線形弾性モデルの利点は，その概念の簡明さにある。 

Palaniswamy，Shahら【付 1.3】，Cedolinら【付 1.4】は，応力やひずみの不変量の関数を用いた

非線形弾性等方性モデルに基づくコンクリートの 3軸構成関係を提案した。Palaniswamy，

Shahらは体積弾性係数を第 1応力不変量の関数，ポアソン比を第 2応力不変量の関数とし

た。両関係式は実験データに適合していた。Cedolinらは，実験で体積弾性係数が終局近く

でのマイクロクラックによる非弾性膨張のために第 2偏差ひずみ不変量に依存する結果を

得たが，体積弾性係数を第 1ひずみ不変量のみの関数，せん断係数を第 2偏差ひずみ不変

量の関数とするモデルを提案した。両モデルは終局強度の 70%程度まで実験結果の追跡が

可能であった。 

Kotsovos，Newman【付 1.5】は，体積およびせん断弾性係数に基づくコンクリートの非線形

弾性等方性関係を開発した。このモデルでは偏差応力下で生じる体積ひずみが考慮されて

いる。シミュレーション解析では，全体の応力-ひずみ関係曲線を十分追跡できることが示

された。 

Ottosen【付 1.6】は，全体の 3軸応力-ひずみ応答をシミュレートするモデルを開発した。こ

の非線形弾性等方性の定式化では，弾性係数 E とポアソン比νが，応力とひずみの状態に
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より変化する。放物線の応力-ひずみ関係が，現在の応力状態を破壊時の応力状態に関係づ

ける非線形インデックスにより多軸応力状態を考慮して修正される。 

ここまでのモデルは比例的な載荷経路に限定されており（すなわち経路非依存性），終局

状態近傍ではあまり正確な挙動を表すことができない。Bazant，Tsubaki【付 1.7】は，経路依

存性をモデル化した複雑な全応力－全ひずみ構成モデルを開発した。終局応力，ひずみ軟

化，非弾性体積挙動といった終局近傍での挙動を対象としている。体積およびせん断弾性

係数は，応力およびひずみ第一，第二不変量の関数である。主応力と主ひずみの方向の一

致は仮定されず，経路依存項が構成モデルに追加されることにより，非比例的載荷経路が

考慮されている。このモデルはコンクリートの 3軸応答に関し，非線形弾性等方性モデル

に比べ，終局に近いひずみ状態に対しても正確に追跡することができる。 

増分応力と増分ひずみが関係づけられるコンクリートの亜弾性材料では，応力－ひずみ

関係は応力状態で変化する接線剛性を用いて記述される。以下，増分形式の亜弾性モデル

について述べる。 

Darwin，Pecknold【付 1.8-9】は等価一軸ひずみという独自の概念を提案し，主応力と等価一

軸ひずみにより増分接線剛性を定義した。等価一軸ひずみ増分と応力増分との一軸圧縮応

力－ひずみ関係には Saenz 式【付 1.10】が用いられた。ピーク時の応力とひずみの値は，2 軸

応力状態により破壊条件を用いて修正される。ポアソン比は，終局ひずみに対する現在の

ひずみの比の関数とし，実験データへの適合性から決定された。このモデルは，圧縮，引

張両方の応答において，良い対応が得られた。 

野口【付 1.11】は，等価一軸ひずみに基づく直交異方性モデル，塑性論モデルなどのいくつ

かの構成関係の比較検討を詳細に行い，等価一軸ひずみに基づく直交異方性モデルが最も

妥当な結果を示すことを示している。 

Elwi，Murray【付 1.12】は，軸対称亜弾性構成関係を開発した。軸対称条件をモデル化する

ために，増分形の直交異方性の定式化が用いられた。増分亜弾性係数は，Darwin，Pecknold

の等価一軸ひずみの概念が 3次元に拡張され，決定された。等価一軸ひずみ増分と応力増

分との一軸圧縮応力－ひずみ関係には Saenz 式を修正して用いられた。この曲線のピーク

値は，多軸応力状態を考慮し，主応力比と破壊曲面を用いて求められる。 

Bathe，Ramaswamy【付 1.13】は亜弾性コンクリートモデルを汎用有限要素プログラム ADINA

に導入した。主方向の応力とひずみが Saenz 式に基づく単軸応力－ひずみ関係により関係

づけられた。低圧縮状態（主圧縮応力<0.4f’c）では，材料は等価な多軸弾性係数と一定の

ポアソン比を持つ等方性として扱われ，高圧縮状態では，主軸に関して直交異方性関係が

定義された。ここでも一定のポアソン比が仮定され，結果として材料の剛性マトリックス
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は対称であった。後に Bathe ら【付 1.14】は，このモデルを修正し，低圧縮，高圧縮を区別せ

ず直交異方性挙動のみがモデル化した。直交異方性モデルでは圧縮荷重下での膨張を考慮

するために，一定でないポアソン比を用いられた。 

 Gerstle【付 1.15】は増分形 8面体応力－ひずみ関係を用いた非線形等方性モデルを提案した。

このモデルは，8 面体垂直応力σoctと 8 面体せん断応力τoctのそれぞれに対し線形に変化す

る体積弾性係数とせん断弾性係数の項で定式化された。偏差応力下での膨張を考慮するた

めに，付加的な結合係数が定義され，偏差応力とひずみの不変量の方向の一致が仮定され

た。単調と比例的な載荷履歴を持つ実験データに対し，良好な結果が報告されている。後

に，Stankowski，Gerstle【付 1.16】は，多軸応力履歴下のコンクリート挙動解析用にこのモデ

ルを修正している。 

等方性モデルはピーク応力の近傍においてのみ現実的な挙動を予測できる。これは，こ

のモデルがすべての方向が同程度の非線形性を経験するという仮定をしているからであ

る，しかし，コンクリートは終局状態の近傍では非常に非等方性になっている。また，増

分形式の直交異方性の手法は，載荷中に主軸が回転する場合，熱力学の条件を破壊すると

いう報告もある【付 1.17】。 

Ahmadら【付 1.18】は，これらの欠点を克服した非線形直交異方性構成モデルを割線剛性の

定式化により提案した。このモデルは直交異方性軸に沿う主応力－主ひずみ関係として，6

つの材料定数（E1，E2，E3，ν12，ν23，ν13）を用いて材料剛性が定義される。各荷重レベル

の材料特性は最大強度時の割線係数とポアソン比の関数である。破壊インデックスは，そ

の方向の破壊応力に対する最大圧縮応力の比として定義され，最大圧縮方向の割線剛性 E3

の計算に用いられる。他の方向の割線係数は E3に基づいて求められる。3つの割線ポアソ

ン比は，終局時のポアソン比と破壊インデックスの関数である。このモデルは，単軸，2

軸，3 軸試験体に適用され，膨張を含むピーク前後の挙動をとらえることができた。高強

度コンクリートでは低膨張が予測されるので，このモデルはコンクリート強度に対して敏

感である。 

Ahmadらの割線直交異方性モデルの対称性の仮定は，コンクリートの挙動に対して矛盾

を生じた。圧縮におけるコンクリートの応力－ひずみ関係における割線剛性は，連続的に

低下していく。また，コンクリートは圧縮が増加するとともに，より高い比率の水平方向

伸びを示す。σ3 < σ2の場合，3軸圧縮下のコンクリートの 2/3-平面を考えてみると，一般

に，E3 < E2，ν23 > ν32である。（νijが j方向に作用する応力による i方向のひずみ成分である。）

結果として，ν23E2=ν32E3は，満足されず，対称条件に従うコンクリートの弾性直交異方性

の定式化は，伸び効果が重要である挙動を正確に表すことができないと報告されている。 
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(1).2 塑性論モデル 

元来は完全弾塑性材料のために開発された完全塑性理論はコンクリートにも適用されて

きた。これは，コンクリートが非弾性変形を経験し，3 軸応力下では破壊前に顕著な延性

を示すからである。ひずみは可逆（弾性，εe），非可逆（塑性，εp）部分に分けられる。 

降伏以前には，線形弾性モデルが適用される。塑性モデルは降伏曲面と流れ則の存在に

基礎をおいている。降伏は降伏条件（降伏関数：f）に達したときに生じると仮定される。

流れ則は，塑性ひずみ増分を塑性応力増分に関係づける。 

f=g（塑性ポテンシャル：g）の場合，結合流れ則，f≠g の場合，非結合流れ則と呼ぶ。

除荷は弾性的に生じると仮定され，再載荷は降伏条件に達するまでは弾性的に生じる。完

全弾塑性モデルはコンクリートの挙動の最初の近似のみが考慮されるが，強度の評価が第

一義であるような極限解析において有用である。 

古典的塑性論の加工硬化モデルは（たとえば，Chen ら【付 1.19】），完全塑性モデルを拡張

して用いる。一度材料が降伏したあと，ひずみ硬化挙動を考慮できる硬化則に従って新し

い降伏曲面が形成される。古典的な塑性論モデルは，軟化挙動をモデル化できず，適正に

体積挙動を追跡することは困難である。 

利便性のために塑性ポテンシャル関数は，いわゆる結合流れ則の中でのように，しばし

ば降伏条件と等しいとおかれてきた。結合流れ則は体積挙動を正確に捉えることはできな

い。キャップモデル（たとえば，Chen【付 1.20】）は，それが流れ則において用いられた時，

破壊条件が正しい体積応答与えないことを修正する試みである。非結合流れ則は，非対称

の接線材料剛性マトリックスを生じ，計算を困難にする。 

ピーク後の範囲のコンクリートの応答を十分にとらえるモデルはできてこなかった

（ASCE【付 1.21】）。古典的な塑性理論は，塑性変形が弾性係数において対応する変化なしに生

じるという仮定に基づいている。コンクリートは，特に軟化域では，マイクロクラックの

発生により弾性係数の剛性低下を経験することが知られている。塑性破壊理論（たとえば，

Bazant，Kim【付 1.22】，Han，Chen【付 1.23】）は塑性流れにおける定義の中にひずみを含むこと

でこの挙動を説明した。 

水野，畑中【付 1.24】は，増分形式で表される，非結合流れ則を用いた塑性論モデルを開発

した。このモデルでは，ひずみ空間における負荷関数と塑性ポテンシャル関数を用いると

ころに特徴があり，破壊曲面には Lade型の降伏曲面をひずみ空間に拡張して用いる。ひず

み空間での判別により，除荷と軟化の区別が明確になり，軟化域での解析を可能にする。 

前川【付 1.25】は，実験結果に基づいた弾塑性破壊条件と独自の流れ則を用いた弾塑性モデ

ルを開発した。流れ則（塑性論では塑性ひずみベクトルの変化をさすが，ここでは変形の
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動きをすべて流れと定義している。）を用いる点で塑性論モデルと類似している点もある

が，基礎となる等価応力－等価ひずみ関係式は，全ひずみ形式で得られ，線形微分するこ

とにより，増分形式の構成関係を導いている。 

この他にも，コンクリートのピーク後の挙動を適正にとらえるために塑性タイプのモデ

ルを改良が続けられている。 

 

(1).3 他のモデル 

これまで議論されたモデルは，それらが材料の応答をいくつかの状態（載荷，除荷，再

載荷）に区別しているので非連続材料モデルである。降伏条件と硬化は，しばしば正確に

記述されることが困難である。エンドクロニックモデル（たとえば，Bazant，Bhat【付 1.26】）

は，イントリシック・タイムの概念を用い，材料を降伏条件や硬化則から自由にすること

で，材料を連続的に扱うことを可能とする。非常に複雑すぎて有限要素プログラムで広く

用いることはできないが，エンドクロニック理論はコンクリートの広範な応答を予測する

上で非常に力強い。多くの材料パラメーターが定義されなければならず，その手法は増分

形の非線形で，より徹底した計算力を要求する。 

最近では，損傷モデルがコンクリートに適用されてきた（たとえば，Frantziskonis，Desai 
【付 1.27】，Simo，Ju【付 1.28】 ，Lublinerら【付 1.29】，Oliverら【付 1.30】）。これらの理論で最も簡単な

のは，等方性損傷モデルである（Oliverら）。前項までの理論では，非線形弾性や塑性は，

ひび割れのない領域をモデル化するために用いられ，破壊力学的説明（たとえば，分布ひ

び割れの手法）は，ひび割れ領域で用いられた。しかし，損傷理論は破壊を含む引張，圧

縮の両方のコンクリートの非線形挙動をモデル化する。この理論も計算力学的観点から検

討されてきているが，3次元有限要素解析分野ではまだ広くは用いられていない。 

マイクロプレーンモデルは最新のコンクリート構成モデルである（Bazant，Ozbolt【付 1.31】）。

ここまでのすべてのモデルは，それらが応力とひずみ成分を連続体の中で直接的に関係づ

けるという点でマクロ的観点のモデルである。マイクロプレーン理論は微小構造レベルで

の挙動を考慮している。材料剛性マトリックスは様々な方向のマイクロプレーンの要素挙

動を積分することにより決定される。マイクロプレーンは，垂直偏差，体積ひずみとせん

断ひずみからなる微小構造内の弱い平面での変形によって特徴づけられる。このモデルは

ひび割れの発生，軟化，膨張を説明できる。しかし，この手法は多くの計算力学的な工夫

が必要であるという欠点を持つ。 
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(2) 本研究で用いたコンクリートの構成関係 

 

本研究では，Darwin，Pecknold【付 1.8】の等価 1軸ひずみに基づく直交異方性亜弾性モデル

を用いる。このモデルは，多軸応力下の破壊曲面と 1軸の応力－ひずみ関係を用いること

で，様々な応力状態を表現できる。また，増分形式で表すことができるため，FEM解析プ

ログラムに導入することが容易であるという利点を持っている。 

以下，本研究で用いた構成モデルについて示す。 

 

(2).1 構成方程式 

平面応力下における直交異方性体の増分構成方程式は，次式のように表される。 
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 (付 1.2.1) 

ここで，添え字 1，2は異方性の主軸を表す。また，E，G，νはヤング係数，せん断弾性

係数，ポアソン比をそれぞれ表す。 

上式は，等価ポアソン比（µ12
2=ν12ν21）とせん断弾性係数が座標変換に対し不変である

という条件を用いて次式のように表される。 
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 (付 1.2.2) 

同様に，3次元応力下における直交異方性関係は次式のように表される。 

εσ dd C=  付 1.2.3) 
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 (付 1.2.7) 

ここで，添字 1，2，3は異方性の主軸を示す。 

 

等価ポアソン比は，Kupferら【付 1.32-33】の実験結果を用いて，2次元では Darwinら【付 1.8】

により，3次元ではMurrayら【付 1.22】により求められた次式を用いた。 
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3次元 
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(2).2 等価１軸ひずみ 

構成方程式は，等価①軸歪【付 1.8,付 1.12】を用いて次式のように表すことができる。 
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 (付 1.2.10) 

ここで，dεiuは i方向の等価 1軸ひずみで，主方向の増分ひずみから次式のように求まる。 
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等価 1軸ひずみ増分は，増分ステップ毎の主方向に対して定義される量であり，それを

積分したものが，現在の等価 1軸ひずみである。主軸方向に変化がなければ，等価 1軸ひ

ずみは，その時の主方向ひずみ成分からポアソン比の効果を取り除いたものである。主軸

方向が変化する場合は，等価 1軸ひずみは積分した値としてしか求めることはできない。

すなわち，このことは等価 1軸ひずみが応力経路に依存する量であるということを示して

いる。したがって，等価 1軸ひずみとは，異なる主方向の増分ひずみからポアソン比の効

果を取り除いたものを積分した量であり，その量自体には物理的な意味はない仮想の量で

ある。 

等価一軸ひずみの概念を以下に示す。 

∫∫ ==
i

i
iuiu E

d
d

σ
εε  (付 1.2.12) 

ここで，dσi，dεiuは，i方向の応力増分，ひずみ増分，Eiは i方向の接線剛性である。 

すなわち，ある多軸応力下の応力増分が既知であれば，その増分応力を基本とする応力

－ひずみ関係に当てはめ，その接線剛性で除すことにより，ポアソン効果を含まない等価

一軸ひずみ増分が求まる。そして，前ステップの値に加算していく。 

主軸の変化を伴う増分解析では，一般に次式のように扱う。 

i

oldinewi
iu E

σσ
ε

−
=∆  (付 1.2.13) 
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付1.3 数値解析法 

 

付1.3.1 材料非線形解析法【付 1.34】 

 

本研究では，材料非線形数値解析法として，Newton-Raphson法を用いる。 

Newton-Raphson法では，各荷重ステップの各繰り返しごとに，各要素の剛性マトリック

スを逐次，計算し直す方法である。 

以下に，その計算フローの概略を示す。 

第 1ステップの釣り合い式 

 [ ] { } { }FUK ep ∆=∆ 11  (付 1.3.1) 

第 1ステップの解 

 { } [ ] { }FKU ep ∆=∆ −1
11  (付 1.3.2) 

変位より求まるひずみと応力 

 { } [ ]{ } { } [ ]{ }1111 , εσε ∆=∆∆=∆ epDuB  (付 1.3.3) 

第 1ステップは，前ステップの応力に増分応力を加算して求まる 

 { } { } { }101 σσσ ∆+=  (付 1.3.4) 

第 1ステップの応力を積分し，外荷重との差として，残差力ベクトルが求まる 

 { } { } [ ] { } dVBFFR
T

10101 σ∆−+= ∑∫  (付 1.3.5) 

第 2ステップの釣り合い式 

 [ ] { } { }122 RUK ep =∆  (付 1.3.6) 

このフローを反復することにより，収束解を求めることができる。 

 

残差力ベクトル{ }iR が，ゼロベクトルとなる時が釣り合いを満足したことになる。しか

し，コンクリートのような強い非線形性を持つ材料を含む方程式で，完全な収束解を得る

ことは困難である。そこで，本研究では，次のような収束の判定を用いる。 

{ }( )
{ }( )

収束判定値≤
∑
∑

2

2

i

i

F

R
 (付 1.3.7) 

収束判定値として，1%を基準値として用いる。 
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付1.3.2 連立方程式の解法 

 

現在，連立方程式の解法について，解の精度，計算時問の観点より，バンドマトリック

ス法，スカイライン法，ウ工一ブフロント法【付 1.35】などが主として用いられている。 

有限要素法の構造全体の剛件マトリックスは付図 1.3.1(a)に示すように対角項付近に非 0

成分が集まるという特徴を持つ。この特徴を利用して非零成分のみを効率よく記憶し，記

憶領域の減少を図る方法の 1つがスカィライン法である。本解析ツールでは，必要に応じ

て細かく要素分割された複雑な RC 部材を解析対象にするため，計算連立方程式の解法に

は演算時間の早いスカイライン法【付 1.35】を用いている。 

スカイライン法では，付図 1.3.1 (a)のアミ部，すなわち各列ごとの成分の個数が異なる

場合，２次元配列を用いることは無駄が多いため，付図 1.3.1 (b)に示すように１次元配列

に列ごとの成分を詰めて並べるという手法を用いる。この場合，全体の剛性マトリックス

中の i，j成分が１次元配列中の何番目に当たるかを知ることが必要である。両者の閉係を

示すインデックスとして，あらかじめ２つの配列を用意する。 

INDEXl(I)：第 i列の最初の非零成分の行番号を示す。 

INDEXⅡ(I)：第ｊ列の対角成分が 1次元配列の何番目に格納されているかを示す。 

これらのインデックスを用いれば，全体の剛性マトリックスの i，j成分は 1次元配列中

では INDEX2(J) –J+Iの仕置に格納されることになる。要素の剛性マトリックスを重ね合せ

て構造全体の性マトリックスを作成する際，あるいは拘束条件の処埋を行なう際などには，

これらの関係を参照する必要がある。 

 

 付図 1.3.1 構造全体のマトリックス 
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付1.3.3 荷重条件，境界条件，力学的境界条件 

 

荷重として，節点荷重を扱うことができる。 

強制変位として，節点の強制変位を与えることができる。 

境界条件としては，シェル要素のみ並進および回転変位の拘束，その他の要素では並進

方向変位の拘束が可能である。 

荷重条件，強制変位条件を組み合わせて，荷重制御加力，変位制御加力をそれぞれ単独

に，または，組み合わせて用いることが可能である。 

本研究で開発した 3次元繰り返し解析プログラムの詳細構成フローを付録に示す 
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付1.4 解析結果の考察方法 

 

FEM解析では，部材の全体荷重変形についての検討は，基本的に実験と同じ方法で行う。

破壊形式について，実験では目測でコンクリートの圧壊を判別したり，計測ケージから鉄

筋の降伏などを判断するが，解析では，要素内部の降伏，圧壊を要素の積分点のひずみ，

節点の変位から精密に判断するが可能である。そのことによって，鉄筋の降伏とコンクリ

ートの圧壊の前後順番を明確に把握でき，実験より部材の破壊形式を正確に判定できる。 

また，FEM解析で得られる内部応力やひずみの分布から応力の流れや集中の様子が観察

できる。しかし，応力のままではその要素がどれくらいの力を負担しているかを知ること

はできない。付図1.4.1に示すように，ソリッド要素と線材要素で構成する要素群に対して，

ソリッド要素（コンクリートなど）については，各積分点で評価される応力を数値積分す

ることにより，各節点の等価節点力を求め，線材要素（鉄筋，ポンドリンク要素など）に

ついては，直接節点で等価節点力を求め，その等価節点力を注目する要素群全体で加算す

ることにより，要素群の負担力を評価できる。その利点を生かして，実験データを用いて

ある仮定から算出した中立軸位置などを，FEM解析では直観的に積分点の応力や，等価節

点力などから計算，視覚化できる。 

部材変形について，実験では計測ケージから計測することができるが，経済性と実用性

を考えて，そのデータは限られたポジションで計測することが現状であり，一方，FEM解

析では，要素分割によって節点位置が異なるが，実験以上のデータを得られることには間

違わない，そのデータを活用し，実験と比較しながら，部材をもっと深く検証できるはず

である。 

ひび割れについて，実験では，外面のひび割れを描くことによって，ひび割れが変形と

ともに進む様子を検討できるのは普通である。また，実験終わった後，試験体を切断し，

内部断面でのひび割れ状況を検討する例もある。FEM解析では，履歴のいかなる段階のひ

び割れ状態を要素の積分点の応力－ひずみ関係から検討できる。但し，解析では，分布ひ

び割れモデルを用いるケースが多く，ひび割れの位置，幅を特定することが難しい，また，

3次元的にひび割れ状態を精密に視覚化できるツールソフトがまだ現れていない。 

実験では，荷重－変形関係から，部材全体の吸収エネルギーを評価するが可能である。

しかし，構造全体の耐震性能を向上するとともに，コストダウンの視点から，構造部材内

部のひずみエネルギー消費状況の把握が必要である。つまり，部材のどの材料，材料のど

の部分がひずみエネルギーよく消費しているのかを明らかにすべきである。FEM解析で

は，図1.4.2のように，材料の応力－ひずみ関係曲線を積分すれば，内部のひずみエネルギ
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ーの消費状況を把握できる【付1.36】。その結果を視覚化することによって，RC構造部材内部

のひずみエネルギーの消費状況が一目瞭然である。 

 

 

 

等 価 節 点

積 分

{ } i
F 

{ } j
σ

{ } [ ] { }∫= dVBF T
i

σ

付図1.4.1 要素の応力の積分 

付図1.4.2 要素のひずみエネルギー計算方法【付1.36】 

 

Definition  
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付1.5 解析プログラムと計算環境 

 

付図1.5.1に野口研オリジナルプログラムの全体構造を示す。 

付表1.5.1に使用したコンピューターの諸元を示す。 

付表1.5.2に使用したソフト一覧を示す。 

 

付表1.5.1 使用したコンピューターの諸元 

プロセッサー Intel(R) Core(TM)2 Quad CPU 

Q9650 @ 3.00GHz  3.00GHz 

Intel(R) Pentium(R) 4 CPU 

2.40GHz 

メモリー 4.00GB 1.00GB 

仕様 

OS Windows VistaTM Enterprise Windows XP Professional 

解析モデル概要 RC造立体柱梁接合部架構、せん断力加力時 

節点数：2579 

8節点ソリッド要素数：1416 2節点トラス要素数：1920 

ボンドリンク要素数：528 

解析例 

所要時間（1回） 70 秒 256 秒 

 

 

 

付表1.5.2 使用したソフト一覧 

用途 ソフト 販売元 

Pre，Post処理 midas FX+ for DIANA ＪＩＰテクノサイエンス（株） 

汎用FEM解析コード DIANA Vel.9.1 ＪＩＰテクノサイエンス（株） 

コンパイラー Visual Fortran (Ver6.0)  
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START

FILED

OPFILE

INPUT

入出力ファイルの定義

継続計算の場合、入力データの読み込み

入力データの読み込み（F1）とエラーチェック

ＶOLUM

ＶOL_Ｆ

ＶOL_SL

FILEP2

MK_J_3

MK_AE_F

MK_EG

MK_EJ

MK_J_3

立方体要素の体積の計算

接合要素の体積の計算

ヤコビマトリックスのJの計算

局所単位ベクトルの計算

積分点での局所単位ベクトルの計算

マトリックスAEの計算

ヤコビマトリックスJの計算

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

MK_J0
ヤコビマトリックスJの計算1

シェル要素の体積の計算

MK_J1
ヤコビマトリックスJの計算2

MK_I
J-1、detJの計算

図形基本データの出力(PLU2)

INICON
初期値の設定

REFELM
シェル要素に関連する節点を検索

FLGNOD
シェル要素の節点に同一平面上にない別のシェル要素の有無を調査

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

FORMID
全体剛性マトリックスのインデックスマトリックスの作成

SL_FORM
従属関係によるインデックスマトリックスの修正

SL_IND
アクティブカラム長さの修正

LOAD
荷重種類、増分荷重の設定

MAKOSM

全体マトリックスの作成

ESMAT

MK_J_3
ヤコビマトリックスJの計算

MK_I_3
detJの計算

立方体要素の要素剛性マトリックスの作成

MK_B_3
ひずみ―変位マトリックスBの計算

STORE
要素剛性マトリックスを全体剛性マトリックスへの格納

ESHEL

MK_EJ

MK_AE

シェル要素の要素剛性マトリックスの作成

MK_J0

MK_J1

局所単位ベクトルの計算

回転項の座標変換マトリックス作成

積分点での局所単位ベクトルの計算

マトリックスAEの計算

MK_C

MK_I

MK_B

SETTRN

ヤコビマトリックスJの計算1

ヤコビマトリックスJの計算2

マトリックスCの計算

J-1、detJの計算

MK_EG

VSTIF

MAKEK

STORE

ひずみ―変位マトリックスBの計算

仮想回転剛性の加算

要素座標系から全体座標系への座標変換

要素剛性マトリックスを全体剛性マトリックスへの格納

 

 

図 1.5.1 a) プログラムの全体構造 
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ESHOOP

STORE

線要素の要素剛性マトリックスの作成

要素剛性マトリックスを全体剛性マトリックスへの格納

ESLINK

STORE

リンク要素の要素剛性マトリックスの作成

要素剛性マトリックスを全体剛性マトリックスへの格納

ES_INT

MK_EJ

接合要素の要素剛性マトリックスの作成

局所単位ベクトルの計算

MK_EG

MK_AE_F

MK_C_F

積分点での単位ベクトルの計算

マトリックスAEの計算

マトリックスCの計算

MK_J_3

MK_I_3

MK_B_F

STORE

ヤコビマトリックスJの計算

detJの計算

ひずみ―変位マトリックスBの計算

要素剛性マトリックスを全t内剛性マトリックスへの格納

SL_MAKE
従属関係の構築

SL_OSM
従属関係による全体剛性マトリックスの修正

SOLVE
連立方程式を解く

SKXMLU

全体剛性マトリックスと荷重または変位ベクトルの積を計算

SKDCNP

全体剛性マトリックスをLU分解

SKFWD

前進代入

SKBKW

後退代入

DMAT
応力―ひずみ関係のチェック

STRESS
立方体要素の増分応力、増分ひずみの計算

MK_J_3
ヤコビマトリックスJの計算

MK_I_3
detJの計算

MK_B_3
ひずみ―変位マトリックスBの計算

STRESL
シェル要素の増分応力、増分ひずみの計算

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

SETTRN
回転項の座標変換マトリックス作成

DUTRNS
全体座標系の変位を局所座標系の変位に座標変換

MK_EG
積分点での局所単位ベクトルの計算

MK_AE
マトリックスAEの計算

MK_J0
ヤコビマトリックスJの計算1

MK_J1
ヤコビマトリックスJの計算2

MK_C
マトリックスCの計算

MK_I
J-1、detJの計算

MK_B
ひずみ―変位マトリックスBの計算

STR_INT
接合要素の増分応力、増分ひずみの計算

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

MK_EG
積分点での局所単位ベクトルの計算

MK_AE_F
マトリックスAEの計算

MK_C_F
マトリックスCの計算

MK_J_3
ヤコビマトリックスJの計算

MK_I_3
detJの計算

MK_B_F
ひずみ―変位マトリックスBの計算

 

 

図 1.5.1 b) プログラムの全体構造 
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CONCRT
コンクリートの構成関係

XRVSI1
主軸の入れ替え（インデックス1）

XRVSI2
主軸の入れ替え（インデックス2）

XRVSI3
主軸の入れ替え（インデックス3）

主軸の入れ替え（数値1）

XRVS2
主軸の入れ替え（数値2）

XRVS3
主軸の入れ替え（数値3）

CHG3
応力及びひずみの座標変換

XAGRIS
主応力（ひずみ）ベクトルと破壊局面上の交点を探す

XRVS1

MISES
鉄骨の構成関係

MISESL
鉄骨シェルの構成関係

SEHOOP
鉄筋の構成関係

DULINK
リンク要素の局所変位の計算

CRACK
クラックリンクの構成関係

DIRM

CHG3
応力及びひずみの座標変換

CHKBF
ボンドリンクと鉄筋の状態による連動

TSBOND
ボンドリンクの構成関係

FR_INT
コンクリートと鉄骨間の構成関係

FR_BL1
バイリニアモデル

FR_TT1
垂直応力（引張）時のモデル1

FR_TT2
垂直応力（引張）時のモデル2

垂直応力（圧縮）時のモデル1

垂直応力（圧縮）時のモデル2
FR_CC4

FR_CC5

PRIN 主応力の計算

JACOBI
固有値の計算

PRIN2
主応力の計算

CHG3
応力及びひずみの座標変換

sTCracks
ひび割れ座標系の判定

sEURote

sEUFixed

sCrackChk

sChangeAxisPR

sJudgeNewCrack

sCoordCHG1

sCoordCHG2

sCoordCHG3

主軸でのひずみの計算

ひび割れ座標軸でのひずみの計算

ひび割れの判定

主軸の入れ替え

ひび割れ座標系の判定

既往ひび割れ座標系は１個であるときの処理

既往ひび割れ座標系は2個であるときの処理

既往ひび割れ座標系は3個であるときの処理

sGetIREK
主軸の入れ替えモードの取得

sChangeAxisTurn
主軸の入れ替え

sEURote
主軸でのひずみの計算

sEUFixed
ひび割れ座標軸でのひずみの計算

sSCEC
現在のSC、ECの計算

sRAMDA
圧縮強度低減係数の定義

XSECON
単調履歴モデルでの応力―ひずみ関係の定義

sSressStiff
繰り返し履歴モデルでの応力―ひずみ関係の定義

SHEARREDUCE
せん断応力-ひずみ関係の定義

 
 

 

図 1.5.1 c) プログラムの全体構造 
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DCR_INT 接合要素の等価節点力の計算

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

MK_EG
積分点の局所単位ベクトルの計算

MK_AE_F
マトリックスAEの計算

MK_C_F
マトリックスCの計算

MK_J_3
ヤコビマトリックスJの計算

MK_I_3
detJの計算

MK_B_F
ひずみ―変位マトリックスBの計算

DRLSE
等価節点力の格納

BOUND
収束判定

Yes

No

OUTPUT
計算結果の出力（F3）

FILEP1
作図用計算結果ファイルへの出力（PLU1）

FILEP1
計算続行かどうかの判断No

Yes FILED
継続計算用ファイルへの出力

〈END〉

DCRUSL シェル要素の等価節点力の計算

MK_EJ
局所単位ベクトルの計算

SETTRN

MK_EG

MK_AE
マトリックスAEの計算

MK_J0
ヤコビマトリックスJの計算1

MK_J1
ヤコビマトリックスJの計算2

MK_C
マトリックスCの計算

MK_I
J-1、detJの計算

MK_B

PTRNS
等価節点力の座標変換

DRLSE
等価節点力の格納

DCRUSH
立方体要素の等価節点力の計算

MK_J_3
ヤコビマトリックスJの計算

MK_I_3
detJの計算

MK_B_F
ひずみ―変位マトリックスBの計算

DRLSE
等価節点力の格納

OUTPUT
計算結果の出力と残差力の計算

 
 

 

 

図 1.5.1 d) プログラムの全体構造 
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付2 第 4章の材料モデル（DIANA） 

 

付録 2は、文献【付 2.1】より抜粋したものである。 

 

(1) 全体ひずみに基づくひび割れモデル 

全体ひずみに基づく構成則モデルは、元々Vecchio and Collins【付 2.4】により提案された、

修正圧縮場理論（Modified Compression Filed Theory）の線に沿って開発されている。この

理論の 3次元への拡張は Selby and Vecchio【付 2.5】により提案されている。以下に共軸および

固定応力－ひずみ概念について記する。 

全体ひずみに基づく構成則モデルは、応力をひずみの関数として記述する。この概念は、

負荷および除荷挙動が同一の応力－ひずみパスに沿って起こるとき、亜弾性

（hypo-elasticity）として知られている。DIANA への組み込みでは、負荷と除荷挙動は割線

除荷を用いて別々にモデル化される（付図 2.1）。全体ひずみ－応力関係の枠内では、種々

の手法が可能である。 

ひとつの一般に使われる手法は、共軸応力－ひずみの概念であり、応力－ひずみ関係は

ひずみベクトルの主方向で評価される。「回転ひび割れモデル（rotating crack model）」して

知られている、この手法は長い期間、鉄筋コンクリートの構成則をモデル化するのに適用

されてきており、モデル化手法は鉄筋コンクリート構造物に適していることが示されてい

る。ひび割れの物理特性に対してさらに魅力的な点は、応力－ひずみ関係がひび割れ発生

後固定される固定座標系において評価される固定応力－ひずみの概念である。両手法は同

一の枠組で容易に記述される。つまり、ひび割れ方向 nst は固定されるか、あるいはひず

みベクトルの主方向ともに連続的に回転する。 

 

 

付図 2.1 負荷－除荷 
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全体ひずみに基づくひび割れモデルの基本概念は、応力がひび割れ方向により与えられ

る方向で評価される点である。要素座標系 xyzにおけるひずみベクトルεxyzは次式に従い

ひずみ増分Δεxyzを用いて更新される。 

xyz
tt

ixyz
t

xyz
tt

i ε∆εε ∆∆ +
+

+
+ += 11                         （付 2.1） 

これはひずみ変換マトリクス Tを用いてひび割れ方向のひずみベクトルに変換される。 

xyz
tt

inst
tt

i T εε ∆∆ +
+

+
+ = 11                           （付 2.2） 

共軸回転概念では、ひずみ変換マトリクス Tは現在のひずみベクトルに依存する。 

( )xyz
tt

iTT ε∆+
+= 1                            （付 2.3） 

一方、固定概念は、ひずみ変換マトリクスはひび割れ発生後固定される。圧縮側の挙動

は、材料にひび割れが生じていないとき、回転座標系で評価される。固定概念の場合、圧

縮挙動はひび割れ方向により決定される固定座標系で評価される。 

ひずみ変換マトリクスは、例えば、Jacobi 法を用いて、ひずみテンソルの固有ベクトル

を計算することにより評価される。 

⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

=

zzzyzx

yzyyyx

xzxyxx

E
εεε
εεε
εεε
                        （付 2.4） 

固有ベクトルは次式のように書かれる回転マトリクス R内に保存される。 

[ ]
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢

⎣

⎡
==

ztzszn

ytysyn

xtxsxn

ccc
ccc
ccc

tsnR 　　                    （付 2.5） 

ただし、cxn=cosφij：i 軸と j 軸間の余弦である。次に、一般 3 次元応力状態におけるひ

ずみ変換マトリクス Tは適切な値を代入することにより計算される。 

⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

+++
+++
+++

=

znxtxnztynztznytxnytynxtznztynytxnxt

ztxsxtzsytzsztysxtysytxsztzsytysxtxs

zsxnxsznysznzsynxsynysxnzsznysynxsxn

xtztztytytxtztytxt

xszszsysysxszsysxs

xnznznynynxnznynxn

cccccccccccccccccc
cccccccccccccccccc
cccccccccccccccccc

ccccccccc
ccccccccc
ccccccccc

T

222
222
222

222

222

222

    （付 2.6） 

他の応力状態の場合、適切なサブマトリクスが作用されるべきである。次に、構成則モ

デルが、一般には次式により与えられるひび割れ座標系において定式化される。 

( )nst
tt

inst
tt

i εσσ ∆∆ +
+

+
+ = 11                          （付 2.7） 

最終的に、要素座標系における更新応力ベクトルは次式により与えられる。 
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nst
tt

i
T

xyz
tt

i T σσ ∆∆ +
+

+
+ = 11                          （付 2.8） 

ひずみ変換マトリクス T は共軸回転概念における現在のひずみ変換マトリクス

( )xyz
tt

i
TT ε∆+

+1 により与えられる。固定概念では、ひずみ変換マトリクス Tは初期ひび割れ発

生時の変換マトリクスにより与えられる。 

 

(2) 非線形引張軟化(Hordijk et al. ) 

Hordijk、Cornelissen および Reinhardt【付 2.2-3】はクラックひずみεcrnn,ultにおいてゼロに等

しいクラック応力を生じさせるコンクリートの軟化挙動に対する式を提案した（付図 2.2）。

関数は次式により定義される。 
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ε
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ε
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　　　         （付 2.9） 

ただし、パラメータは c1=3および c2=6.93である。終局クラックひずみに対するパラメ

ータαは次式により与えられる。 

( )( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )
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−+−−+=

+==

∫
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α

           （付 2.10） 

 

付図 2.2 非線形引張軟化（Hordijk et al.） 
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ここで、パレメータ c1=3および c2=6.93に対してα=0.195を与える。また、終局クラッ

クひずみは次式のように表される。 

t

I
fcr

ultnn hf
G

136.5. =ε                                                    （付2.11） 

Hordijk et al. の軟化曲線の場合、次の関係が導かれる。 

( ) ( )( ) ( ) ( )( )
( ) ( )2

3
12

02
3
1

3
12

2
10

exp1

exp113

ccc

xccxccxc
dx
dy

xx

−+−−=

−+−+−=
==

　　　

                  （付 2.12） 

終局クラックひずみの最小値は次式により与えられる。 

E
ftcr

ultnn 957.6min.. =ε                                                  （付 2.13） 

また、低減引張強度は次式のようである。 

2
1

739.0 ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
=

h
EG

f
I
f

t                                                  （付 2.14） 

 

(3) ひび割れたコンクリートのせん断挙動 

せん断挙動のモデルかは、せん断剛性がひび割れ発生後に通常低減される固定ひび割れ

概念においてのみ必要である。現在の DIANA への組み込みでは、一定せん断剛性低下の

みがモデル化される。つまり、 

GGcr β=                                                          （付 2.15） 

ただし、βはせん断保有係数、0≦β≦1である。回転ひび割れ概念の場合、せん断保有

係数は 1に等しいと仮定できる。 

 

(4) 圧縮挙動 

圧縮応力を受けるコンクリートは圧力依存挙動を示す。つまり、等方性応力（isotropic 

stress）の増加に伴って、強度及び靭性が増大する。横拘束による増加した等方性応力の影

響を考慮するため、圧縮応力－ひずみ関係は修正される。さらに、圧縮挙動は横ひび割れ

によって影響を受けると仮定される。横拘束の影響をモデル化するため、圧縮応力－ひず

みのパラメータ、fcf及びεpは、破壊を生じさせる圧縮応力を横方向の拘束応力の関数とし

て与える破壊関数を用いて評価される。 
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材料に横方向のひび割れが生じたならば、パラメータはピークひずみに対する係数βεcr

及びピーク応力βσcrに対する係数を用いて減じられる。圧縮における基本曲線はピーク応

力値 fp=βσcrfcfと対応するピークひずみ値αp=βεcrεpにより評価されると巧みに仮定され

ている。まとめると、 

cfcrp ff σβ=                            （付 2.16） 

pcrp εβα ε=                            （付 2.17） 

パラメータｆp及びαpを用いた圧縮側の基本関数は多数の異なった事前定義及びユーザ

ー定義曲線を用いてモデル化される。事前定義曲線は一定曲線及び脆性曲線、並びに圧縮

曲線エネルギーGc に基づく線形及び指数軟化曲線である。線形硬化及び飽和硬化曲線

（saturation hardening curves）も利用できる。圧縮で利用可能な硬化－軟化曲線は放物線、

放物－指数および Thorenfeldt et al.【付 2.6】による硬化曲線である。 

Thorenfeldt曲線（付図 2.3）は次式により記述される。 

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+−

−= nk

p

i
p

j
p

n

nff

α
αα

α

1

                   （付 2.18） 

ただし、 

17
80.0 ccfn +=  ;  

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

≤+

>>
=

ｐ　　　　

　　　　　　　　　

αα

αα

iff

if
k

cc

p

62
67.0

01
        （付 2.19） 

また、圧縮挙動に対して多直線曲線及びユーザー供給曲線が組み込まれる。 

 

 
付図 2.3 Thorenfeldt圧縮曲線 

 



付録２ 

- 338 - 

(5) 横拘束を考慮した圧縮挙動 

等方性応力の増加に伴う強度の増大は、次式のように定義される 4－パラメータ

Hsieh-Ting-Chen破壊面を用いてモデル化される。 

012312.01412.99714.00108.2 112
2
2 =−+++=

cccc

c

cccc f
I

f
f

f
J

f
Jf       （付 2.20） 

ただし、不変量 J2及び I1は次式によりコンクリートの応力σciの関数として定義される。 

( ) ( ) ( )( )2
13

2
32

2
212 6

1
ccccccJ σσσσσσ −+−+−=              （付 2.21） 

3211 cccI σσσ ++=                          （付 2.22） 

また 1cf は最大コンクリート応力である。 

( )3211 ,,max ccccf σσσ=                        （付 2.23） 

これは最大引張応力ではなく、最大主応力である。（付 2.20）のパラメータは１軸引張及

び圧縮強度、２軸圧縮強度及びコンクリート試験体に関する実験データを適合させること

により評価される。 

応力 3cf は破壊を生じさせると仮定され、式（付 2.20）が成立するように線形弾性応力ベ

クトル nstc sEεσ = を縮尺することにより評価される。すると、多軸応力状態での圧縮破壊

応力は次式により与えられる： 

( )3213 ,,min cccc sf σσσ・=                       （付2.24） 

縮尺係数 sが負ならば、正の破壊応力 3cf が得られ、応力ベクトルは破壊面の引張側に縮

尺され、破壊強度は大きな負値 ( )ccf30− に等しくされる。破壊強度 cff は次式により与え

られる。 

3ccf ff −=                             （付 2.25） 

ピーク応力係数 Kσは Selby【付 2.5】により与えられている。 

1≥=
cc

cf

f
f

kδ                            （付 2.26） 

また、ピークひずみ係数は次式により与えられると仮定される。 

δε KK =                              （付 2.27） 

無拘束圧縮では、ピーク時の値は１軸圧縮強度により与えられ、ピーク応力係数は１に

等しい。今度は、圧縮応力－ひずみ関数のパラメータは次式となる。 

cccf fKf δ=                            （付 2.28） 

0εε δKp =                              （付 2.29） 
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ただし、初期ひずみ値εoは次の関係により与えられる。 

c

cc

E
f

n
n

×
−

−=
10ε                          （付 2.30） 

上述の方程式は、ヤング係数により与えられる応力－ひずみ曲線の初期勾配を用いて、

拘束された圧縮の下で最大強度を徐々に増大される結果を与える。完全な３軸応力状態で

は、破壊面に達することはなく、線形応力－ひずみ関係が得られる（付図 2.4）。 

 

      

付図 2.4 横拘束が圧縮応力－ひずみ関係      付図 2.5 横拘束の下での圧縮挙動 

に及ぼす影響 

 

拘束コンクリートの増加した靭性は、次式に従い，Thorenfeldt曲線の下降ブランチを線

形に近似することによりモデル化される。 

( ) p
pu

pj
bj rfrff −≤⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

−
−

−−−=
αα
αα

11                  （付 2.31） 

 ただし、rは材料の残留強度をモデル化する係数である（付図 2.5）。圧縮側の終局ひず

みは次式により、ピーク強度と圧縮強度の比及びピーク時のひずみにより評価されると仮

定される。 

p
cc

p
u f

f
αα

γ

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=                           （付 2.32） 

ただし、決定すべきスカラーγは、現在のところγ=3と仮定される。 

残留強度 prf も次式による、ピーク強度と圧縮強度の比に依存する。 

0rf
f

cc

p
γ

γ ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=                             （付 2.33） 

ただし、 0r は初期値であり、 1.00 =r と仮定する。 
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ピーク値は pf が圧縮強度 ccf よりかなり大きいならば、つまり 05.1>ccp ff ならば、線

形圧縮－軟化関係のみが Thorenfeldt曲線に適用される。 05.1<ccp ff を生じさせる横圧縮

及び横ひび割れの場合、材料の靭性は増大しないであろう。 

 

(6) 横ひび割れを考慮した圧縮挙動 

ひび割れたコンクリートの場合、主圧縮方向に垂直な大きな引張りひずみがコンクリー

ト圧縮強度を低下させる。結果として、圧縮強度 pf は内部変数 jα のみの関数ではなく、

横方向の引張損傷を支配する内部変数αI,1 及びαI,2 の関数でもある。横ひび割れによる低

減係数は ( )latcrcr αββ εε = 及び ( )latcrcr αββ σσ = として表され、これは 2
2,1

2
1,1 ααα +=lat によ

り与えられる平均横損傷変数の関数である。 

横ひび割れによる低減に対して採用した関係は Vecchio and Collins【付 2.6-7, model B】(付図 2.6)

によるモデルである。 

1
1

1
≤

+
=

c
cr Kσβ                           （付 2.34） 

ただし、 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−−= 37.027.0

0ε
α lat

cK                       （付 2.35） 

 

 

付図 2.6 横ひび割れによる低減係数 
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